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令 和 ４ 年 ６ 月 1 0 日 （ 金 曜 日 ）

午前10時０分開会

出 席 議 員（37名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 徳 重 忠 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 濵 砂 守 同

（ ）23番 二 見 康 之 同

（ ）24番 山 下 博 三 同

（ ）25番 西 村 賢 同

（ ）26番 日 高 博 之 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 日 髙 陽 一 同

（ ）34番 横 田 照 夫 同

（ ）35番 野 﨑 幸 士 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 右 松 隆 央 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 吉 村 達 也

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

危 機 管 理 統 括 監 横 山 直 樹

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 矢 野 慶 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 村 久 人

財 政 課 長 高 妻 克 明

教 育 長 黒 木 淳一郎

公 安 委 員 長 島 津 久 友

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人 事 委 員 長 佐 藤 健 司

事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 坂 元 修 一

議 事 課 長 鬼 川 真 治

政 策 調 査 課 長 伊 豆 雅 広

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡
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開 会◎

これより令和４年６月定例会○中野一則議長

を開会いたします。

本日の会議を開きます。

会議録署名議員指名◎

会議録署名議員に、安田厚生○中野一則議長

議員、坂本康郎議員を指名いたします。

議会運営委員長審査結果報告◎

まず、会期の決定について議○中野一則議長

題といたします。

本定例会の会期日程に係る議会運営委員長の

審査結果報告を求めます。議会運営委員会、二

見康之委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○二見康之議員

去る６月３日の議会運営委員会において、本

日招集されました令和４年６月定例会の会期日

程等について協議いたしました。

本定例会に提案されます知事提出議案は合

計14件、その内訳は、補正予算３件、条例７

件、予算・条例以外３件、報告承認１件であり

ます。このほか８件の報告があります。

これらの提出議案の内容等を踏まえ、当委員

会において審査した結果、会期は、本日から６

月28日までの19日間とすることに決定いたしま

した。会議日程は、お手元に配付されておりま

す日程表のとおりであります。

まず、本日、知事提出議案の上程となります

が、提案されます議案のうち議案第13号につき

ましては、他の議案に先立ち、各常任委員会で

審査していただき、一般質問初日、６月15日の

本会議で採決を行います。

一般質問は、６月15日から５日間の日程で行

います。一般質問終了後、人事案件を採決し、

その他の議案・請願については、所管常任委員

会への付託を行います。６月22日及び23日の２

日間で各常任委員会を開催し、６月28日、最終

日の本会議で、付託された議案・請願の審査結

果報告及び採決を行います。

なお、議員から提出される議案の取扱い及び

特別委員会については、日程表に記載のとおり

であります。

議員各位におかれましては、円滑な議会運営

に特段の御協力をいただきますようお願いいた

します。

以上で当委員会の報告を終わります。〔降壇〕

議会運営委員長の報告は終わ○中野一則議長

りました。

質疑の通告はありません。

会期決定◎

会期についてお諮りいたしま○中野一則議長

す。

本定例会の会期は、ただいまの議会運営委員

長の報告のとおり、本日から６月28日までの19

日間とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

とおりであります。〔巻末参照〕

議案第１号から第13号まで及び◎

報告第１号上程

次に、お手元に配付のとお○中野一則議長

り、知事から、議案第１号から第13号まで及び

報告第１号の各号議案の送付を受けましたの

で、これらを一括上程いたします。〔巻末参照〕

令和４年６月10日(金)
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令和４年６月10日(金)

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○中野一則議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。令和４年６月県議会定例会の開会に当

たり、ただいま提案いたしました議案の御説明

に先立ち、本県の新型コロナウイルス感染症対

策の状況等について、御報告を申し上げます。

県内では、３月６日の「まん延防止等重点措

置」の適用終了後も、オミクロン株の影響によ

り新規感染者数の高止まりが続き、第６波が鎮

静化しないまま、春休みや年度替わりを迎えた

３月下旬から再び感染が急拡大しました。

その後も、より感染力が強いオミクロン株Ｂ

Ａ.２系統への置き換わりが進み、第７波の爆発

的な感染拡大に直面するに至りました。

ワクチンの追加接種や経口治療薬の効果、オ

ミクロン株の特性等により、病床使用率が大き

く上昇する状況にはならなかったものの、新規

感染者数の急増により、保健所の業務が逼迫す

る事態となりました。このため県では、全庁体

制による応援職員の増員や市町村と連携した保

健師の派遣により、保健所を支援するととも

に、疫学調査の重点化や、自宅療養者フォロー

アップセンターの設置による軽症・無症状の方

の健康観察の外部委託などにより、高齢者等の

リスクの高い患者への対応に重点を置いて取り

組んでまいりました。

また、医療の逼迫が生じない水準で感染を受

け止めつつ、日常生活と社会経済活動の維持を

図るという基本方針の下、県民への行動要請を

伴う警報等については、これまで新規感染者数

等に基づき５段階の区分としていたものを、そ

の判断の基準を病床使用率に一本化した上で、

「医療警報」「医療緊急警報」「医療非常事態

宣言」の３段階へと見直し、４月25日からは医

療緊急警報を発令しました。

このような中、３年ぶりとなる全国的に行動

要請のない大型連休が明けた５月10日には、１

日当たりの新規感染者数が過去最多の790人まで

増加することとなりました。県としては、休日

や夜間におけるワクチン集団接種の充実を図る

とともに、高齢者施設等での検査の徹底などに

取り組んでまいりました。

最近は、新規感染者数が減少傾向に転じ、病

床使用率も25％を下回る状況となったことか

ら、６月５日をもって医療緊急警報を終了し、

１つ下のレベルの医療警報に移行したところで

あります。これに伴い、会食における人数、時

間の制限をひなた飲食店認証店の利用に限って

緩和するとともに、高齢者施設等については、

対面での面会制限の要請を終了しております。

全国的にも新規感染者は減少し続けており、

今後は、一人一人が基本的な感染防止対策を継

続しながら、社会経済活動の回復に向けて取り

組む段階を迎えることとなります。ひなた飲食

店認証店で利用できるプレミアム付電子食事券

や、市町村と連携したプレミアム付商品券の発

行、ジモ・ミヤ・タビキャンペーンなど、消費

喚起や観光振興対策にもしっかり取り組んでま

いります。

県内では、かつてない規模の感染拡大が長期

間にわたって続き、基礎疾患を有する高齢の患

者が多く亡くなられております。お亡くなりに

なった方々の御冥福をお祈りいたしますととも

に、御遺族の皆様に心よりお悔やみを申し上げ

ます。

また、昼夜を分かたず御尽力をいただいた医

療機関や訪問看護ステーション、高齢者施設等
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をはじめとする関係者の皆様には、改めて深く

感謝を申し上げます。

今後、県内の第７波を鎮静化させ、次なる波

の到来をできるだけ抑え、医療の逼迫を回避す

るためには、若い世代のワクチンの３回目接種

率を向上させるとともに、リスクの高い高齢者

や基礎疾患を有する方への４回目接種を進めて

いかなければなりません。特に、若い世代の

方々には、発症予防効果や後遺症のリスクが低

くなることも報告されている点などを考慮の

上、自分自身と大切な人の命と健康を守るた

め、ワクチンの３回目接種を積極的に検討いた

だきますよう、お願いいたします。

県としましては、今後も市町村や医療機関と

連携し、医療提供体制のさらなる強化や保健所

機能の維持、ワクチン接種の一層の進展等を図

りながら、県民の命と健康を守るべく全力で取

り組んでまいりますので、県議会をはじめとす

る県民の皆様の一層の御理解と御協力を賜りま

すよう、お願い申し上げます。

一方、世界に目を転じますと、ロシアによる

ウクライナへの軍事侵攻が100日を超えて続いて

おり、いまだ収束のめどもつかない状況となっ

ています。武力による一方的な現状変更は、国

際法上も人道的観点からも、いかなる理由があ

れ断じて許されるものではありません。

この戦渦の中で、突然、家族や友人と離れ離

れになり、命の危険を感じながら苦しい生活を

強いられているウクライナの方々のことを思う

とき、胸の詰まる思いがいたします。本県に避

難してこられた方々に対しては、関係機関と連

携してしっかりとサポートしてまいります。そ

して、改めて早期の終息と対話による平和的な

解決を強く求めてまいります。

長引く新型コロナのパンデミックにより、県

民生活や県内経済への影響は依然として続いて

おります。こうした中、ロシアによるウクライ

ナ侵攻などの影響により、世界規模で不確実性

が高まり、原油や穀物等の価格が高騰し、生活

や経済への影響がさらに広がることが懸念され

ます。

新型コロナもウクライナ情勢も、まだ先行き

が不透明であり、その影響がいつまで、どの程

度にまで及ぶか見通すことができないところで

あります。県としましては、県民の暮らしや地

域経済を守るため、今回の補正予算でお願いし

ておりますような原油高・物価高対策など、状

況の変化をしっかりと見極め、国の対策とも連

動しながら、迅速かつ適時適切に対策を講じて

まいります。

それでは、議案の概要について御説明申し上

げます。

初めに、補正予算案についてであります。

補正額は、補正予算第１号及び第２号を合わ

せまして、一般会計で162億9,311万6,000円、公

営企業会計で699万6,000円であります。この結

果、一般会計の予算規模は6,577億7,011万6,000

円となります。今回の補正予算による一般会計

の歳入財源は、分担金及び負担金２億1,628

万3,000円、国庫支出金124億6,588万3,000円、

繰入金17億2,705万6,000円、諸収入1,489

万4,000円、県債18億6,900万円であります。主

な歳入財源である国庫支出金124億円余のうち48

億円余は、地方創生臨時交付金の「コロナ禍に

おける原油価格・物価高騰対応分」を活用して

おります。

以下、今回の補正予算案に計上しております

事業の概要について御説明申し上げます。

今回の補正予算につきましては、新型コロナ

対策の継続及び公共事業等を主な内容とする補
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正予算第１号と、国の「コロナ禍における原油

価格・物価高騰等総合緊急対策」に対応した第

２号に分けて編成しております。

まず、第１号につきましては、新型コロナ対

策として、「検査・医療提供体制の確保」「高

齢者施設等における検査・医療提供体制の充

実」「自宅療養者へのフォローアップ体制の確

保」に継続して取り組んでまいります。今年１

月から始まった第６波以降、県内におきまして

も感染者が大きく増加し、高止まりが続いてい

ることから、医療の逼迫が生じない水準で感染

を受け止めつつ、日常生活と社会経済活動の維

持を図ってまいります。

このほか、コロナ対策以外では、国スポ・障

スポ大会へ向けた交通施設バリアフリー化の支

援や、公共事業等の国庫補助決定等に伴う事業

を計上しております。

次に、補正予算第２号「原油価格・物価高騰

等総合緊急対策」として、「生活者支援」と

「事業者支援」を実施してまいります。

まず、「生活者支援」として、１、低所得世

帯や生活困窮者への支援、２、子育て世帯の家

計負担の軽減、３、地域経済の活性化と生活者

支援へつながる消費喚起対策に取り組んでまい

ります。

１点目は、「低所得世帯や生活困窮者への支

援」であります。

低所得の子育て世帯への特別給付金の支給

や、生活が困窮し法的な相談を希望される方々

への法律相談料の支援などを行ってまいりま

す。特に、子育て世帯への特別給付金について

は、６月中に対象となる方々にお届けする必要

があります。この点につきまして、議会におか

れましては、早急な議案の審議について御配慮

をいただき、感謝申し上げます。

また、ウクライナからの避難民を採用する県

内事業者に対し、受入れ環境整備のための支援

に取り組んでまいります。

２点目は、「子育て世帯の家計負担の軽減」

であります。

保育所等のほか、特別支援学校などの県立学

校の給食等における食材価格の高騰分を支援す

るとともに、私立学校に対し授業料等を補助す

ることにより、世帯年収が一定額未満の方々の

負担軽減につなげてまいります。

３点目は、「地域経済の活性化と生活者支援

へつながる消費喚起対策」であります。

市町村や関係団体と連携しながら、プレミア

ム付商品券の追加発行等により、消費喚起によ

る地域経済の活性化と、子育て世帯のみならず

幅広い生活者への支援に取り組んでまいりま

す。

次に、「事業者支援」として、１、燃料費高

騰の影響を受ける事業者の負担軽減、２、資材

・肥飼料・原材料等の価格高騰への対応、３、

事業者のエネルギー転換及び生産性向上の支援

に取り組んでまいります。

１点目は、「燃料費高騰の影響を受ける事業

者の負担軽減」であります。

原油価格の高騰の影響を直接受けるバスやタ

クシー、トラック、長距離フェリーなどの交通

・物流事業者に対し、燃料費高騰分に係る支援

等を行ってまいります。

２点目は、「資材・肥飼料・原材料等の価格

高騰への対応」であります。

原油価格の高騰等の影響により、石油関連資

材や肥飼料、原材料の価格が急激に高騰してい

る農林水産業について、被覆・梱包資材の価格

上昇やセーフティーネット制度への加入促進な

どに対し、幅広く支援してまいります。
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３点目は、「事業者のエネルギー転換及び生

産性向上の支援」であります。

原油価格の高騰や世界的な化石燃料からの転

換の潮流を踏まえ、県内事業者におけるエネル

ギー源の転換や省エネ対策への支援に取り組ん

でまいります。また、物価高騰の影響を受けた

原材料の変更など、新商品の開発等に取り組む

事業者を支援してまいります。

次に、予算以外の議案について御説明申し上

げます。

議案第３号「県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例」は、総務省令が

一部改正され、地域再生法に基づく県税の課税

免除または不均一課税の適用期間の期限が延長

されたこと等に伴い、関係規定の改正を行うも

のであります。

議案第４号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」は、長期優良住宅の普及の

促進に関する法律等が改正されたことに伴い、

手数料の新設等を行うものであります。

議案第５号「教育関係使用料及び手数料徴収

条例の一部を改正する条例」は、新宮崎県体育

館の設置に伴い、使用料の新設等を行うもので

あります。

議案第６号「宮崎県立病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例」は、診療報酬

改定に伴い、初診加算料及び再診加算料の上限

額の改正を行うものであります。

議案第７号及び第８号は、宮崎県屋外型ト

レーニングセンター及び新宮崎県体育館の設置

に伴い、公の施設に関する条例、教育関係の公

の施設に関する条例の一部をそれぞれ改正する

ものであります。

議案第９号「宮崎県営住宅の設置及び管理に

関する条例の一部を改正する条例」は、特定優

良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則

の改正等に伴い、関係規定の改正を行うもので

あります。

議案第10号は、地域連携道路事業国道447号真

幸工区トンネル工事の請負契約の変更につい

て、議会の議決に付すべき契約に関する条例の

規定により、議会の議決に付するものでありま

す。

議案第11号は、外国籍の船舶が福島港岸壁を

損傷させた事故に係る損害賠償請求の訴えを提

起することについて、地方自治法の規定によ

り、議会の議決に付するものであります。

議案第12号は、公安委員会委員、島津久友氏

が令和４年７月31日をもって任期満了となりま

すので、その後任委員として、同じく島津久友

氏を任命いたしたく、警察法の規定により、議

会の同意を求めるものであります。

次に、報告第１号は、地方税法等の一部改正

により、ガス供給業に係る法人事業税の課税方

式の見直し等が行われ、令和４年４月１日から

施行されることに伴い、所要の改正を行うため

の宮崎県税条例の一部を改正する条例の専決報

告であり、早急に対応するため、専決処分を

行ったものであります。

以上、今回提案いたしました議案の概要につ

いて御説明いたしました。よろしく御審議のほ

どお願いいたします。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○中野一則議長

議案第13号委員会付託◎

ただいま提案されました議案○中野一則議長

のうち、議案第13号に対する質疑の通告はあり

ません。

本案については、お手元に配付の付託表のと

おり、各委員会に付託いたします。
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明日からの日程をお知らせいたします。

明日11日から14日までは、議案調査等のため

本会議を休会いたします。

次の本会議は、15日午前10時から、一般質問

及び、先ほど付託いたしました議案についての

常任委員長の審査結果報告から採決までであり

ます。

本日はこれで散会いたします。

午前10時21分散会
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令 和 ４ 年 ６ 月 1 5 日 （ 水 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 徳 重 忠 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 濵 砂 守 同

（ ）23番 二 見 康 之 同

（ ）24番 山 下 博 三 同

（ ）25番 西 村 賢 同

（ ）26番 日 高 博 之 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 日 髙 陽 一 同

（ ）34番 横 田 照 夫 同

（ ）35番 野 﨑 幸 士 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 右 松 隆 央 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 吉 村 達 也

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

危 機 管 理 統 括 監 横 山 直 樹

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 矢 野 慶 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 村 久 人

財 政 課 長 高 妻 克 明

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

選 挙 管 理 委 員 長 茂 雄 二

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人 事 委 員 長 佐 藤 健 司

事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 坂 元 修 一

議 事 課 長 鬼 川 真 治

政 策 調 査 課 長 伊 豆 雅 広

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

本日の日程は、一般質問及び議案第13号につ

いての常任委員長の審査結果報告から採決まで

であります。

ただいまから一般質問に入ります。

質問についての取扱いは、お手元に配付の一

般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、前屋敷恵美議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○前屋敷恵美議員

ございます。日本共産党の前屋敷恵美でござい

ます。通告に従い一般質問を行ってまいりま

す。

国会は今日、閉会いたします。参議院選挙の

公示が６月22日と予想されております。とりわ

け今回の選挙は、ロシアのウクライナ侵略戦争

から派生して、日本の針路に関わる、戦争への

道か、それとも平和の道を守るのか、このせめ

ぎ合いが問われる、極めて重要な選挙になると

いうふうに思います。まず、知事の政治姿勢か

ら伺ってまいります。

最初に、核共有論についてです。

ロシアによるウクライナへの侵略戦争、武力

攻撃は３か月を超えました。子供たちの命まで

も奪い、あらゆるものを破壊し続けていること

に、世界中が心を痛め、怒りの中で、「ロシア

は直ちに攻撃をやめよ。ウクライナから撤退せ

よ」と、抗議の声を上げています。ロシアの侵

略戦争は、国際紛争は平和的手段で解決するこ

と、いかなる国に対しても武力による威嚇、武

力の行使をしてはならないとうたった国連憲章

違反の戦争犯罪であることは明らかです。

今重要なことは、「ロシアは国連憲章を守

れ」と、国際社会が一致団結して侵略戦争をや

めさせることです。さらなる問題は、ロシアが

この戦争の中で核兵器使用に言及していること

です。言語道断ですが、こうしたことを背景

に、日本で、「核には核で対抗する必要があ

る」とする声があることです。アメリカの核兵

器を日本に配備する核共有論です。危険極まり

ない話ですが、このことに対して、知事の御所

見を伺いたいと思います。

あとの質問は、質問者席から行います。〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

核共有につきましては、ロシアのウクライナ

侵攻や北朝鮮の核ミサイル開発などをきっかけ

に、一部の党や国会議員の間で議論すべきとの

意見がある一方で、政府としては議論すること

は考えていないとの見解が示されております。

我が国は唯一の被爆国であり、核兵器を廃絶

し、戦争のない社会、平和で安心して暮らせる

社会を子孫に引き継いでいくことが、今の私た

ちに課せられた責務であると考えております。

広島出身の私としても、そのことに強い思いを

抱いております。

核共有問題をはじめ、外交防衛に関すること

は、国の責任においてなされるものであります

が、私としましては、引き続き、県民の安全・

安心を確保する立場から、この行方を注視して

まいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

御見解を伺いました。○前屋敷恵美議員

この核共有論は、唯一の戦争被爆国日本にお

いては、まさに論外の話であって、受け入れら

れるものではありません。日本の国是である非

核三原則を棚上げにする、憲法違反そのもので

令和４年６月15日(水)
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あるというふうに思います。プーチン大統領の

ような核兵器使用をちゅうちょしない人物が出

てきたということは、全面的な核戦争が想定さ

れ、人類はおろか、地球の滅亡につながるとい

うことです。こんな愚かなことを許すわけには

いきません。もはや、核の力で脅しをかける核

抑止は通用しません。核兵器そのものをなくす

こと以外に核戦争を防ぐ道はないということだ

というふうに思います。その役割を担うのが、

唯一の被爆国である日本政府ではないでしょう

か。

国連で採択され、昨年１月から国際法として

効力を発揮している核兵器禁止条約の第１回締

約国会議も、６月21日から始まります。日本も

オブザーバー参加して、核廃絶に向けた役割を

発揮してもらいたいと思います。そのために

も、日本政府が一日も早く核兵器禁止条約の批

准を行うよう、知事には、政府に積極的に働き

かけていただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。

もう一点、知事にお伺いしたいのは、軍事費

の２倍化についてです。

岸田首相が、バイデン大統領との共同声明の

中で、「防衛費の相当な増額の確保を決意」

と、大軍拡を明言されました。私はテレビで聞

いていてびっくりしたのですが、以前に岸田首

相は、軍事費を国民総生産（ＧＤＰ）の２％以

上に引き上げるとする表明もされております。

こうした軍事拡大について、知事のお考えを

お聞かせください。

政府におきましては、○知事（河野俊嗣君）

さきに示された「経済財政運営と改革の基本方

針2022」の中で、防衛力を５年以内に抜本的に

強化すると表明されているところであります。

その背景には、北朝鮮による弾道ミサイル発射

やロシアのウクライナ侵攻など、一層厳しさを

増す、我が国の安全保障環境があるものと理解

しております。

増額ということでありますが、それありきと

いうよりは、我が国の平和や独立をいかに守

り、その安全保障をどう考えていくのか、その

ことの議論がしっかりなされた上で、そのため

の防衛費予算をどう考えていくのかという議論

が重要だと考えております。

外交防衛は、国の責任において進められるも

のでありますが、国の根幹や、将来、国民の暮

らしに関わる重要な問題でありますので、今後

国において、国民に分かりやすく丁寧に説明

し、理解を得ていく必要があるものと考えてお

ります。

軍備をどこまで拡大すれば○前屋敷恵美議員

その不安を解消できるのかという問題があろう

かと思います。

岸田首相は、この「防衛費の相当な増額の確

保」については、財源の見通しがないまま、ア

メリカとの約束をされました。本来、あり得な

い話と思いますが、岸田自公政権は、この大軍

拡予算を実行に移す骨太の方針を閣議決定しま

した。さらなる消費税の増税や社会保障予算の

抑制・削減、さらには国債発行に及ぶのではな

いかと危惧いたします。

歴代政権が大原則としてきた専守防衛を放棄

して、相手国の指揮統制機能まで破壊する攻撃

的兵器を持って、敵基地攻撃能力 これは反―

撃能力と言い換えられましたけれども を保―

有するための大軍拡予算にほかならないという

ふうに思います。

これでいきますと、軍事予算は年間11兆円以

上、世界第３位の軍事大国となります。戦前、

野放図な国債発行で戦費を調達し、歯止めなき
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軍拡を招いた、あの時代を思い起こさせるもの

です。戦争への道、軍備拡大の道は、最悪の、

国民の暮らし破壊の道そのものです。国民を犠

牲にするこの道を許すことはできません。国家

間の紛争が予測されたら、戦争にさせないため

の外交努力に徹することです。現に、東南アジ

ア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）では、このことを実

践しております。紛争を戦争にさせないため

に、年間1,000回を超える話合い、協議を尽くし

て努力しておられます。軍事対軍事の道を決し

て歩まない。それが政府の努めであり、政治の

役割です。このことを強く申し上げておきたい

と思います。

続いて参ります。次に、物価高騰の原因と対

策について伺いたいと思います。

深刻な物価高騰が続いています。帝国データ

バンクの調査で、既に４月の段階で、64.7％の

企業が主要商品値上げを実施し、食品関連で

は、累計で6,000品目を超える値上げ計画が行わ

れるなど、この物価の高騰は、既にコロナ危機

で２年以上苦しんできた県民や中小企業、農家

などあらゆる分野に影響を及ぼしております。

この急激な物価高騰の原因をどのように認識

しておられるのか、知事にお伺いいたします。

今回の原油価格や物価○知事（河野俊嗣君）

の高騰につきましては、様々な要因が関連して

いるとされております。例えば、原油価格の高

騰につきましては、コロナ禍からの経済活動の

回復に伴う、世界的なエネルギー需要の高まり

などが指摘されております。

また、物価については、原油高騰に加えて、

コロナ禍によるサプライチェーンの分断や供給

不足の発生、円安の進行による輸入価格の上昇

などが挙げられております。

さらに、今般のウクライナ情勢の緊迫化も、

原油や天然ガス、穀物などの価格上昇に影響を

与えているものと認識しております。

今、家計を直撃する物価の○前屋敷恵美議員

高騰は、極めて深刻になっております。

昨日は県議会に、「新聞に掲載された質問事

項の一覧で物価高騰対策の項目を見た」と言わ

れる方から、「生活がとても苦しい。直接支援

をしてもらいたい」との切々たるお電話があり

ました。本当に大変な暮らしぶりを受け止めた

ところでございます。

この高騰の原因は、新型コロナウイルスやロ

シアによるウクライナ侵略だけでなく、アベノ

ミクスの異次元の金融緩和が、異常な円安と物

価高騰を招いたことは明らかです。今議会で、

国の補正予算による県民への一定の対策はある

ものの、痛手を受けている県民への手だてとし

ては極めて不十分だと言わなければなりませ

ん。もっと抜本的な対策が必要だと思います。

物価高騰で、どうしてこうも生活が苦しいの

か。それは、労働法制の規制緩和で、非正規雇

用が４割近くに増え、賃金が上がらない状況に

なってしまったこと、社会保障の連続削減で、

この10年間で公的年金が実質6.7％も減らされて

しまったことなど、弱肉強食の新自由主義が日

本経済を冷たく弱い経済にしてしまったこと

が、国民の生活苦の根本にあるということにほ

かなりません。ここの抜本的対策が必要だとい

うふうに思います。

今日15日は、年金の支給日です。これほど物

価が上がる中で年金が減らされることに、国民

は怒り心頭です。もう既に皆さんのお宅に

も、0.4％削減の通知が来ていると思いますが、

本当に、年金だけで暮らしていらっしゃる皆さ

ん方の御苦労はいかばかりかと、胸が痛むとこ

ろです。
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我が党は、物価高騰から真に国民の暮らしを

守るために、具体的な５つの提案を行っており

ます。１つに、消費税を緊急に５％に減税し

て、インボイス制度の導入を中止すること。２

つに、賃金が上がる国にするために、アベノミ

クスで増えた大企業の内部留保に一定の課税を

して、その税収をもって中小企業の支援に充

て、最低賃金を時給1,500円に引き上げること。

３つに、年金減額の中止、大学の学費を半分

に、学校給食を無償になど、社会保障と教育予

算の充実です。４つに、気候危機打開へ、再生

可能エネルギーの大規模な普及を進めること。

５つに、ジェンダー平等の視点を持って、男女

の賃金格差をなくす。この５つです。いずれも

全ての国民に深く関わる対策でございます。

この中で特に消費税減税は、物価高騰から暮

らしを守る上で最も効果的な対策だと思いま

す。ぜひ、知事の御見解を伺いたいと思いま

す。

消費税は、税収の規模○知事（河野俊嗣君）

が大きく、比較的安定しておりますことから、

社会保障をはじめ、暮らしに必要なサービスを

維持する上からも、極めて重要な基幹税目であ

ると考えております。

一般論としましては、消費税率の引下げも、

物価高騰対策における一つの考え方であろうと

考えておりますが、社会保障関係費が増加して

きているような状況も考えますと、仮に、国に

おいて税率引下げの議論が行われる場合には、

社会経済情勢を見据えつつ、財源確保がしっか

りと図られるよう、慎重な検討が必要であると

考えております。

知事は、そのような御答弁○前屋敷恵美議員

をこれまでも繰り返してこられました。しか

し、消費税が、社会保障のためとされながら、

実際には法人税や所得税の減税の穴埋めに使わ

れてきたことは明らかです。これは、数字が

しっかりと物語っております。数字はうそをつ

きません。

そもそも消費税導入は、直間比率の見直しが

目的だったわけで、所得の低い層ほど、消費税

で今痛めつけられているわけです。円安の下

で、大企業の利益は過去最高です。富裕層も資

産を大きく増やしています。大企業と富裕層に

応分の負担を求め、消費税を減税することは、

税の公正という点からも、当然のことと思いま

す。民間エコノミストも、「物価高対策には消

費税減税が効果的」と主張しております。国民

の暮らしが守られ、安定しなければ、経済はよ

くなりません。世界では既に、89の国や地域が

消費税減税に踏み出しています。日本でできな

いことはないというふうに私は思います。ぜ

ひ、県民の暮らし、国民の暮らしと地域経済を

守るために消費税減税に踏み出すべきだと、国

に強く要望していただきたい。このことを切に

要求したいと思います。よろしくお願いいたし

ます。

続けて参ります。「水田活用の直接支払交付

金」の見直し問題について伺います。

政府による米の減反政策の下で、水田で行う

転作を支援する交付金事業が行われてきまし

た。ところが、政府はその制度を見直し、交付

金の中止を打ち出しました。農家の不安や怒り

が広がっております。まず、交付金見直しにつ

いて、具体的な内容をお聞かせください。農政

水産部長、お願いします。

今回の交付対○農政水産部長（久保昌広君）

象水田の見直しの内容としましては、「畦畔や

用水路等がなく水張りができない農地は、交付

対象外」というルールを再徹底すること及び、
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現場の課題を検証しつつ、今後５年間に一度も

水稲作付が行われない農地は交付対象としない

方針とすることという２点を伺っております。

以上でございます。

この交付金カットが、どの○前屋敷恵美議員

ような影響を農業や農家に与えるかという点で

伺いたいと思いますが、水田活用交付金の交付

を受けている農家の現状について、申請の件数

や交付の金額、また面積などについてお聞かせ

ください。

令和３年度の○農政水産部長（久保昌広君）

交付実績につきましては、金額にして96億5,000

万円、面積が１万3,847ヘクタールとなっており

ます。また、交付件数のほうは、令和２年度が

最新の公表値でありますが、１万4,628件となっ

ております。以上でございます。

政府の減反政策の下で水田○前屋敷恵美議員

転作が図られてきたわけですけれども、この宮

崎ではどのような転作作物が作られているの

か、お聞かせください。

令和３年度に○農政水産部長（久保昌広君）

おきましては、主食用米からの転換作物は、Ｗ

ＣＳ用稲が全体の約５割、飼料作物が約２割、

そのほか加工用米、園芸作物などとなっており

ます。

こうした転作による生産農○前屋敷恵美議員

家は、交付金を活用しつつ、農家の経営、なり

わいが保たれてきた、そのように思います。

県は、今回の見直しに伴う影響をどのように

見ておられるのか。また、転作で新たな産地が

形成されてきたところもあるというふうに思い

ます。今回の交付金カットで経営が成り立たな

くなる品目もあるのではないかと思います。農

家はどのように受け止めているのか、県はどの

ように把握しておられるか。農家の現状につい

て、率直にお答えください。

見直しの影響○農政水産部長（久保昌広君）

につきましては、現在の作付状況のまま５年が

経過した場合、水張りが行われない飼料作物な

どを作付している水田が交付対象外となり、大

きな影響が生じるというふうに考えておりま

す。

県では現在、見直しの影響あるいは水稲作付

が困難な理由等について、地域に対して調査を

行っているところでありますが、水田を借り受

けて飼料作物を作付している農家からは、作付

を断念し、地権者に農地を返さざるを得ないと

いうふうな声も伺っているところであります。

ありがとうございました。○前屋敷恵美議員

ぜひ、耕作作物ごとの状況なども調査してい

ただければと思います。

今回の見直しで交付金がカットされれば、交

付金に代わる新たな収入源となる対策はあるの

か、県としてどう考えておられるか、農家とし

てはどのように考えておられるのかも伺いたい

と思います。

今回の見直し○農政水産部長（久保昌広君）

に当たりましては、国から、現場の課題を検証

しつつ進めるというふうに伺っております。

県におきましても、引き続き国の動向を注視

し、状況を把握しながら、しっかり対応してま

いりたいと考えているところです。

交付金の対象にならない水○前屋敷恵美議員

田が発生することで、転作作物の生産をやめる

農家が増えることも懸念されます。排水対策を

しっかりしている農地では、簡単に米は作れな

いと聞きます。そうなると、耕作放棄地などが

増大する可能性は大きくなります。今後の宮崎

の農業や農村の持続的な発展に深刻な影響が及

ぶのではないかと懸念するところです。
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全国的にも大きな課題になっているわけです

が、米どころ秋田県では、知事が率先して、交

付金カットに反対を表明して、農家の皆さんや

農業団体の皆さんと一緒になって運動を広げよ

う、このような表明もされております。

農業が基幹産業の宮崎です。県として、「見

直しはやめよ。撤回せよ」、この意見を上げる

べきではないかと思いますが、知事のお考えを

お聞かせください。

今回の交付対象水田の○知事（河野俊嗣君）

見直しによりまして、本県では、耕畜連携によ

り取り組まれております飼料生産の仕組みが損

なわれたり、中山間地域等の条件不利地域の農

地保全が損なわれたりするおそれがあるものと

考えております。このため、先月、国に対し

て、一律の見直しの適用を行わないよう要望を

行ったところであります。

今後とも、地域の課題を丁寧に把握し、必要

な対策が講じられるよう、国に訴えてまいりま

す。

政府は、深刻な米価下落対○前屋敷恵美議員

策に十分な手だてを取らないまま、昨年11月、

また新たに、26万トンの主食米生産数量を削減

する計画を発表いたしました。減反を拡大する

一方で、これまで長年にわたって転作に協力し

てきた農家を交付金の対象から外すなどは、国

の裏切り行為そのものだと思います。到底受け

入れられるものではありません。交付金の対象

から外れる水田は、耕作放棄地になりかねませ

ん。さらには、自給率の低下を招くことにもな

ります。今、落ち込んだ食料自給率を高めるた

めには、水田を活用した転作への支援こそ求め

られているというふうに思います。

交付金の削減ではなく、食料自給率向上を目

指して、全ての農家を対象にした施策や予算の

拡大、拡充が必要です。ぜひ、県はこうした立

場で農家に寄り添い、宮崎の農業、農家、食料

を守るために、国にしっかりと物申していただ

きたい、このように要望いたします。よろしく

お願いいたします。

では、続いて参ります。次は、多様な性を受

け入れ、多様性が尊重される共生社会の実現に

向けた県の取組について伺いたいと思います。

この件は、昨年の６月議会でも取り上げさせ

ていただきました。今、ジェンダー平等社会を

目指すことが国連で採択され、持続可能な開発

目標（ＳＤＧｓ）にも掲げられました。男性も

女性も多様な性を持つ人も、差別なく平等に、

尊厳を持って自らの力を存分に発揮できるよう

な社会をつくること、この認識をお互いが持つ

ことが重要だというふうに思います。とりわ

け、常に住民と深く関わる行政の果たす役割は

特別だというふうに思います。

県は、「宮崎県人権尊重の社会づくり条例」

を施行しました。その点からも、積極的な取組

が求められます。まず、性的少数者の支援に関

してどのような取組を行ってきたのか、その認

識と取組の内容について伺いたいと思います。

また、昨年の６月議会の一般質問で、パート

ナーシップ制度の導入を求めました。知事は、

「導入している他県の事例の情報収集を図り、

研究を進めてまいります」と答弁されたのです

が、その進捗状況はどうなのか、併せてお答え

ください。総合政策部長、お願いします。

県では、性的○総合政策部長（松浦直康君）

マイノリティーの方の人権問題につきまして、

広く県民を対象とした講演や研修会を開催いた

しますほか、支援に関するトークセッション

や、県庁舎のレインボーライトアップなどにつ

きまして、当事者団体等と連携・協働した様々
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な取組を継続して行っております。

また、本年３月に施行いたしました「宮崎県

人権尊重の社会づくり条例」の制定過程におき

まして、当事者の方と意見交換を行い、パート

ナーシップ宣誓制度に関する御意見もいただい

たところであります。

現在、県内では、パートナーシップ宣誓制度

を６市３町が導入しているところであります

が、この制度の導入に関しましては、性的マイ

ノリティーの方に対する県民の皆様の理解が深

まること、そして、身近な行政サービスを提供

する市町村との十分な連携が大変重要であると

考えております。

県では、様々な人の人権を○前屋敷恵美議員

守るという取組がなされているというふうにお

伺いいたしました。

ＬＧＢＴの方々のシンボルカラー、レイン

ボーカラーで本館を照らすライトアップ事業

も、始められて５年ぐらいになるかと思うんで

す。昨年は、そのときに同時に連動したイベン

トもされ、それが一般報道もされて、大いに啓

発活動に役立ったということも、当事者の皆さ

ん方から伺っているわけですが、今年はその連

動したイベントがないということで、がっかり

しておられました。啓発活動は、継続していく

ことに大いに意味があるというふうに思います

ので、様々な取組もあるでしょうけど、ぜひ、

そこのところはしっかりと位置づけて継続を

図っていただきたいと思うところでございま

す。

私が今、特に必要だと思っていることは、多

様な性への理解を深めるための手だてや努力だ

というふうに思います。

昨年の質問では、全国で初めて、同性パート

ナー職員に福利厚生の運用を開始した鳥取県庁

の事例を、鳥取県が作成しているハンドブック

を参考にお話しいたしました。現在、九州各

県、宮崎県以外の全ての県で、それぞれ県が独

自に、オリジナルの性の多様性を理解するため

のハンドブックを作られて、県職員のテキスト

として、また県民に向けてもホームページに載

せ、相談窓口も開かれて、しっかり対応されて

おります。

宮崎県でも、こうした具体的な対応も行いな

がら、パートナーシップ制度の導入を進めるこ

とが必要だというふうに思います。性の多様性

を理解するためのハンドブックの作成をぜひ

行って、大いに学び合っていくことが必要では

ないか、重要だというふうに思いますが、知事

の御見解を伺いたいと思います。

現在、性的マイノリ○知事（河野俊嗣君）

ティーに関する人権問題の啓発につきまして

は、全国的にも活用されております、公益財団

法人人権教育啓発推進センターが作成した冊子

を使用しております。人権問題の啓発におきま

しては、県民の理解や共感を得ることが大変重

要であると考えております。県民に身近な問題

として感じ、考えていただくための様々な創意

工夫も必要であろうかと考えております。効果

的な啓発資料の在り方につきましては、当事者

の御意見等も伺いながら、検討してまいりま

す。

九州各県の性の多様性を理○前屋敷恵美議員

解するためのハンドブックを見たんですけれど

も、それぞれ工夫を凝らして本当によく練られ

た、県民の中にこういう浸透を図っていこうと

いうことがありありと見られるようなバイブル

的なハンドブックばかりです。ぜひ、宮崎県も

こうした資料を独自に作って、大いに活用し、

広げていただきたいと、要求もしておきたいと
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思います。

さきにも述べましたが、今年３月、全ての人

の人権が尊重される、平和で豊かな社会の実現

を図ることを目的として、「宮崎県人権尊重の

社会づくり条例」が施行されました。その第２

条第３項には、「全ての人がかけがえのない存

在として尊重され、多様な価値観及び生き方を

認め合う社会の実現に寄与すること」とうたっ

てあります。まさに、パートナーシップ制度を

県が率先して進めることの必然性を示している

と思いました。

既に県内では、先ほど御回答がありました

が、９つの自治体がパートナーシップ宣誓制度

を導入しており、県人口の約67％をカバーして

おります。全国的にも広がりを見せ、福岡県、

佐賀県は今年、導入が図られました。ぜひ、

「性の多様性を理解するためのハンドブック」

で学び合い、理解を深めながら、県民誰もが自

分らしく尊厳を持って生きていける宮崎県にす

るために、宮崎県パートナーシップ宣誓制度の

導入を図っていくべきときと思います。知事の

積極的な御判断をお聞かせいただきたいと思い

ます。

本年３月に施行しまし○知事（河野俊嗣君）

た「宮崎県人権尊重の社会づくり条例」におき

まして、性的マイノリティーの方々の人権問題

を含め、誰もが自分らしく生きていける、平和

で豊かな社会の実現を目指すことを、改めて明

記したところであります。

また、性的マイノリティーの方々の人権の尊

重、生きづらさの解消については、県はもとよ

り、市町村、学校、企業、地域などで一緒に考

え、行動していくことが重要であると考えてお

ります。

このようなことも踏まえまして、パートナー

シップ宣誓制度の導入につきましては、県民の

理解と市町村の協力が重要でありますので、引

き続き、当事者の方々の御意見を伺うととも

に、市町村ともしっかりと議論してまいりま

す。

カミングアウトできない、○前屋敷恵美議員

そういう方々も確かにたくさんおられるわけで

すから、そういう人たちの相談窓口になれるよ

うな宣誓制度をまずつくる。そのことも、そう

いう人たちを包み込む大きな役割を果たすとい

うことになると思いますので、ぜひ積極的な取

組をお願いしたいと思います。

札幌地裁は、「同性婚を認めないのは憲法違

反」という画期的な判決を出しました。まさに

性は多様であって、それは自然なことです。誰

もがお互いを認め合い、尊重し合って自分らし

く生きていける社会、そして宮崎県にするため

にも、県が率先して行動することが重要です。

それが県の果たすべき役割だと、このようにも

思います。ぜひ、早い時期にパートナーシップ

制度の導入を図られることを、重ねて要求して

おきたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。

では、次に参ります。環境対策、環境問題に

ついて伺います。

廃棄プラスチックのリサイクルを進める「プ

ラスチック資源循環促進法」が、今年４月１日

にスタートいたしました。便利さが追求され、

私たちはペットボトルをはじめ、ありとあらゆ

るプラスチック製品を使いながら生活しており

ます。そして、その処分においては、地球温暖

化をはじめ海洋汚染に至るまで、地球環境を破

壊しかねない原因の一つとして深刻さを増して

おります。

環境対策は今、この10年が勝負だ、このよう
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に言われております。プラスチック資源循環促

進法の内容、自治体や事業者の果たす役割な

ど、どのように位置づけられているのか。そし

て、どのような効果を上げようとしているの

か。環境森林部長に伺いたいと思います。

プラスチック○環境森林部長（河野譲二君）

資源循環促進法は、これまでもリサイクルされ

てきました、食品容器やペットボトル等に加え

まして、スプーンやヘアブラシなどの幅広いプ

ラスチック製品を資源として循環させることを

目的としており、製品の設計・製造から販売、

使用後の分別回収やリサイクルに至るまでの各

段階において、事業者をはじめ、消費者や自治

体などの各主体が果たす役割を定めておりま

す。

この中で、事業者については、過剰な包装を

控えることや素材の切替えにより、プラスチッ

クの使用量を削減するほか、製品の回収や再資

源化に率先して取り組むことが求められており

ます。

また、自治体については、市町村には、家庭

からのプラスチックごみの分別回収や再商品化

等が、都道府県には、市町村への情報提供や県

民、事業者への普及啓発等が求められていると

ころであります。

これらの取組により、プラスチック資源の有

効活用が図られるとともに、海洋プラスチック

や気候変動問題等の改善にも寄与することが期

待されているところであります。

私たち消費者は、家庭から○前屋敷恵美議員

出す資源ごみの分別にかなり神経を使いなが

ら、仕分けをしております。それは、焼却によ

るＣＯ の排出を抑えたいとの思いがあるから２

です。自治体によって分別収集の程度の差はあ

るものの、分別して出しても、焼却処分に回さ

れるものがかなりあるという声も聞きますが、

そうであると、本当にむなしさを感じます。こ

れは分別の努力を無にするものだというふうに

思うからです。

これまで、県内におけるプラスチック資源の

循環・リサイクルがどの程度実行されているの

か。また、どのようなものにリサイクルされて

いるのか伺いたいと思います。

県内のリサイ○環境森林部長（河野譲二君）

クルの現状については、家庭からの可燃ごみ等

に含まれるプラスチックごみの排出量の把握は

困難でありますが、このようなものを除いて、

令和２年度実績で約9,500トンのプラスチックご

みがリサイクルされております。

また、家庭から排出されたプラスチックごみ

のリサイクル製品の例としましては、ペットボ

トルについては、卵パックや食品トレー、ま

た、エコバッグや衣類等を作る樹脂繊維があり

ます。さらに、その他のプラスチックごみにつ

いては、ごみ袋や園芸用のプランター、化石燃

料に代わるプラスチック固形燃料などにリサイ

クルされているところであります。

自治体が民間業者に売却し○前屋敷恵美議員

たプラスチックごみの行方がつかめない、どの

ように利用、処分されているか分からないとい

うふうに聞きます。資源の分別が最終的に環境

保全に生かされているのかどうか、全く心もと

ない話だというふうに思います。単に燃料とし

て焼却されているのではないかと考えると、こ

れは何とかしなければと、消費者の私も本当に

焦りさえ感じます。ぜひ、自治体もこの立場に

立って、プラスチックごみの最終処分をしっか

りと見届けられるシステムをつくっていく努力

をしていただきたいと思うところです。

日本は、国民１人当たりのプラスチックごみ
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の排出量が、アメリカに次いで世界第２位で

す。陸から海に流れ込んだプラスチックごみに

よる汚染を抜本的に解決するためにも、日本は

積極的な役割を果たさなければなりません。も

はや、義務的役割だというふうに思います。そ

して何より、今後必要なことは、廃棄するプラ

スチック対策を強化すること、廃棄するプラス

チックごみを減らすことです。

宮崎県のプラスチックごみの量を見ても、こ

の１年間で304トン増えています。そのうち、

ペットボトルが202トンです。全国的にもペット

ボトルや包装容器の排出量が増えております。

プラスチックの焼却は、化石燃料を燃やすこ

とと同じで、ＣＯ の排出により、地球温暖化２

へ深刻な影響を与えます。焼却中心主義から脱

却して、プラスチックごみを出さない、抑制す

るシステムの確立がどうしても必要です。プラ

スチック製品の大量生産、大量消費、使い捨て

という経済社会の在り方そのものの転換が求め

られているというふうに思います。これは、国

の大きな施策の一つに位置づけなければなりま

せんが、各自治体も、こういう立場に立つこと

が必要だというふうに思います。生産企業の責

任を問うことはもちろんのことですが、私たち

消費者の生活スタイルを変えることも必要だと

いうふうに思います。まずは、マイボトルの徹

底など、努力すればできることから始めること

が必要かというふうに思います。

待ったなしの気候危機打開に向けた取組を本

腰を入れて進めること、県行政も積極的な役割

を果たしていただくよう、強く求めておきたい

と思います。

では、最後になりますが、障がい者の選挙に

関わる改善要求についてお伺いいたします。

参議院選挙が間近です。本県のこれまでの選

挙における投票率の低さは、改善の余地を大き

く残しております。全ての有権者が直接政治に

関われる唯一の権利が１票の投票権です。有権

者が自らの意思に基づいて判断し、期待する候

補者に投票する。その際の判断材料を、各候補

者や政党は責任を持って提供する。あわせて選

挙管理委員会は、全ての有権者が棄権すること

なく投票に赴けるよう、その啓発活動ととも

に、遅滞なく投票が行われるようにすることが

求められているというふうに思います。

先日、障がい者団体の方々が、選挙に関して

のアンケートに基づいて、選挙公報や投票所の

環境改善などについての要望を出しておられま

す。参議院選挙を前にどのような改善策が図ら

れるのか、選挙管理委員長にお答えいただきた

いと思います。

障がい者団○選挙管理委員長（茂 雄二君）

体からの要望といたしましては、例えば、「各

投票所での対応にばらつきがあるので統一して

ほしい」ですとか、「代理投票において、投票

の秘密が守られるよう十分配慮してほしい」

「投票所のバリアフリー化を進めてほしい」な

どの御意見があり、各項目について意見交換を

行いました。

このうち、代理投票におけるきめ細やかな対

応や投票所のバリアフリー化等につきまして

は、国政選挙の際に総務省からも通知されてお

り、市町村にお示ししているところであります

が、今回寄せられた要望等につきましても、投

票所運営の参考としていただくよう、参議院選

挙に向けた説明会で説明を行い、市町村との情

報共有を図ったところであります。

また、投票所のバリアフリー化等の対応につ

きましては、選挙執行の交付金の対象ともなり

ますことから、今後とも市町村に対し、投票し
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やすい環境の整備を促すとともに、必要な情報

提供を行ってまいります。

障がいを抱えておられる皆○前屋敷恵美議員

さんの要求は、今、委員長も申されたように、

様々ございます。段差の解消。地方選挙でも点

字訳や音声訳の広報が欲しい。自前の点字版を

持ち込んで使用したい。床面に誘導矢印を貼る

など知的障がい者でも分かるようにしてほし

い。先ほどおっしゃいましたけれども、こうし

た対応について、投票所によって対応が異なら

ないようにしてほしい等、そういう様々な要求

は、当事者や御家族でなければ分からないこと

ばかりです。県選管が各市町村に要望の内容を

伝えて、課題を共有して改善を図る、こういう

立場は分かりました。その際、課題によっては

財源を必要とする場合もありますので、バリア

フリー化などに対する財政措置があるとのこと

ですが、ぜひ、様々な課題に対応できるような

財政措置も併せて強めていただきたい、このよ

うに思うところでございます。

障がいを抱えた皆さんが、よりよい社会の実

現のために１票を行使して、積極的に社会に参

画していく。障がい者の皆さんの有権者として

の投票権を保障するものとして、さらに投票し

やすい環境をぜひ整えていただきたい、このよ

うに思うところでございます。よろしくお願い

いたします。

時間が参りました。まだまだお話ししたいこ

とはあったんですけれども、今日はこれで一般

質問を終了させていただきます。ありがとうご

ざいました。（拍手）

次は、坂口博美議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 一般質問を○坂口博美議員

行います。

室町時代中期に発生した応仁の乱において、

西軍を率いた守護大名の山名宗全は、別名を赤

入道とも呼ばれたように、大変直情的で勇猛果

敢な親分肌の武将でありました。東軍を率いた

細川勝元が陰謀を巡らせて野望を遂げようとす

る武将であり、かつ名門の出であったと言われ

るのとは、全く対照的な人物であったようであ

ります。そしてまた、闘争的、実力主義的な性

格をむき出しにして、真っ正直に自分のやり方

を押し通していく宗全の武勇は、天下に広く知

られるところでもあり、その剛毅な性格で、場

合によっては将軍に対してさえも直言をはばか

らなかったとも言われております。

応仁の乱は、足利義政の後継者争いを発端と

して、諸国の守護大名が２つに分かれて争った

戦いであり、戦国時代の幕開けとなったとされ

る戦でありますが、その戦いの最中に宗全を訪

問した１人の公家が、前例を引き合いに出して

「そのような例は過去にはない」といさめたと

ころ、その公家に対し宗全が、「およそ例とい

う文字をば、向後は時という文字にかへて御心

得あるべし」と言ったとするエピソードが、室

町時代末期の書「塵塚物語」に残されておりま

す。

今の言葉で言うと、「これからは例という文

字を時という文字に置き換えることを心がける

べきです」つまり、過去の例にとらわれずに、

今後は、そのときに応じた対応をなすべきであ

るということであろうかと思います。

そして、さらに続けて宗全は、「そもそも公

家であるあなたが、身分の低い武士である私と

対等の立場で話をしている。先例に従えば、こ

れこそおかしいことではありませんか」と続け

たそうであります。

さて、2020年に国内では初確認となった新型

コロナは、２年を経過する今もなお、私たちの
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暮らしに大きな影響を及ぼし続けており、これ

が封じ込め対策として、当初は、早期収束を目

指し、例えば経済活動では、アクセルよりもむ

しろブレーキを優先することを選択しがちで

あった対応も、今ではアフターコロナ、ポスト

コロナなどとコロナとの共存をうたいながら、

何とかして経済を回し続けんとする、行政が言

うところの「新たな生活様式」へとシフトしよ

うとしております。

そしてまた思いますに、これからは、現在の

社会的距離確保の考え方、つまり、心理的なも

のまでも含んで距離を取ることで、社会的孤立

を生じさせることにもつながりかねない、いわ

ゆるソーシャルディスタンスから、物理的な距

離を取りつつも、決して人と人との絆を断つこ

とのない、言わばフィジカルディスタンスへと

変えていかねばなりません。つまり、新型コロ

ナによって変わってしまうであろうことや、苦

痛を伴ってでも変えねばならぬこともありま

しょうし、逆にまた、これだけは決して変えて

はならないということだってあるはずでありま

す。私たちは、これらをしっかりと見極め、こ

れからのあるべき姿や進むべき方向を見いだ

し、そして、そこを目指さねばなりません。

また、当然ながら、そのような時代には、こ

れまでの生き方や考え方などがそのまま通用す

るべくはなく、まさに宗全の言う、先例にとら

われず、そのときその場に即応した臨機応変な

考え方や行動が、今こそ求められていると思い

ます。

そのような中、岸田総理が掲げる、「成長と

分配の好循環」をコンセプトとした「新しい資

本主義」の実現に向け、そのグランドデザイン

と実行計画が取りまとめられ、今月７日に決定

したところであります。そしてそこには、新自

由主義的な考え方をベースとした経済効率性の

追求によって生じた、経済的格差の拡大、気候

変動問題の深刻化、過度な海外依存による経済

安全保障リスクの増大、過度の東京一極集中に

よる都市と地方の格差などの弊害が大きな社会

問題となっており、これらの弊害を是正し、持

続可能な経済社会を構築するために、官民が連

携した「成長と分配の好循環」を実現させるこ

とが「新しい資本主義」の目的であると記され

ております。

具体的には、日本経済を立て直し、新たな成

長軌道に乗せていくために、「人への投資」

「科学技術・イノベーションへの投資」「ス

タートアップへの投資」「脱炭素化及びデジタ

ル化への投資」の４つに投資を重点化するとと

もに、最低賃金の引上げ、介護・障がい福祉職

員や保育士等の処遇改善、資産所得倍増プラン

の策定など、成長の果実を適切に分配につなげ

ていくことが記されております。

ただ、この時点でマスコミ報道を見ると、そ

の評価はいろいろでありますが、同じ日に閣議

決定された、令和５年度の予算編成に向けた経

済財政運営の指針である、いわゆる「骨太の方

針2022」においても、新しい資本主義に向けた

対応が具体的に記載されておることから、早け

れば、７月の参院選後にも打ち出されると言わ

れている経済対策の中にも盛り込まれるのでは

ないかと思っております。

そこで、知事に「例という文字を時という文

字に変えるべし」とする宗全の諫言に係る所感

をお尋ねし、「新しい資本主義」に対してどの

ような評価をお持ちか伺い、壇上からの質問と

いたします。

以下、質問者席から行います。〔降壇〕（拍手）

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）
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す。

まず、山名宗全の諫言に対する所感について

であります。

我が国は今、長引く新型コロナのパンデミッ

ク、さらには冷戦後に築かれた国際秩序が大き

く揺らぐ状況にありまして、急激な社会経済の

変化、不安定化に直面しております。これまで

の常識では予測不可能な時代に突入したものと

考えております。

また、これからのポストコロナ社会に向けま

しては、大都市集中型から地方分散型の社会構

造への転換をはじめ、デジタル化の加速や、ゼ

ロカーボン社会づくり、人々の価値観や行動の

大きな変容などへの対応も必要となるなど、時

代はまさに大きな転換期にあるものと考えてお

ります。

このような中におきましては、前例にとらわ

れることなく、課題の本質をしっかりと捉え、

議員御指摘のように、変えるべきことと変えて

はならないことをよく見極めて、自らの経験と

判断で未来を切り開いていく実行力が求められ

ているものと考えております。議員から御紹介

がありました山名宗全の言葉は、まさにそうし

た取り組むべき姿勢を表しているものと考えて

おります。

次に、「新しい資本主義」についてでありま

す。

「成長と分配の好循環」によって、格差の解

消や気候変動問題等に対応しながら、持続可能

な経済をつくり上げていこうとする考え方に

は、私も共感するところであります。

先般、その具体的な実行方針となる「骨太の

方針2022」が閣議決定されたところですが、人

や科学技術、デジタル等への投資による成長戦

略に加え、地域公共交通ネットワークの再構築

や、関係人口の創出・拡大といった地方活性化

の方向性も示されておりまして、本県が将来に

向けた地域づくりを進める上で、大いに期待し

ているところであります。

また、経済成長を促す一方で、生活困窮者の

支援や非正規雇用の賃金格差の是正、子供の貧

困の解消などに、成果の果実をいかに適切に分

配するかが、コロナ禍で疲弊した県民生活に

今、最も求められている重要な課題であると考

えております。

私としましても、県内産業の振興に取り組み

つつ、社会的に弱い立場にある方々も安心して

暮らせる県づくりに、全力で取り組んでまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

変化の大変早い時代でありま○坂口博美議員

すので、ぜひよろしくお願いします。

コロナ後の県民生活について、今一番重要だ

と答えられた生活困窮者の支援などについて、

閣議決定された骨太方針の内容は、閣議持込み

前の総理発言などより後退しているのではない

かとの声もありますが、知事の受け止め方をお

伺いしたいと思います。

御指摘のとおり、今回○知事（河野俊嗣君）

の骨太の方針においては、成長戦略と比べて、

分配戦略の具体性が弱いとの報道がなされてい

ることについて、私も承知しております。

２年以上にわたるコロナ禍により、県民生活

は大きく疲弊しておりまして、県では、今回提

案しております６月補正予算案において、低所

得の子育て世帯に対する特別給付金の支給や、

生活困窮者への法律相談事業等を盛り込んだと

ころであります。

今後も、孤独・孤立や子供の貧困などの問題

の深刻化、長期化が懸念されているところであ

りまして、自殺対策や生活困窮者支援など、継
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続的な対策を講じていく必要があると考えてお

ります。

県としましても、生活困窮者など社会的に弱

い立場にある方々へのきめ細かい支援に継続し

て取り組むとともに、国に対して、しっかりと

提案・要望を行ってまいります。

安心いたしました。山名宗全○坂口博美議員

の言葉を念頭に置きながら、続けて知事に伺い

ます。

申しましたように岸田総理は、市場任せの新

自由主義的な考え方が生んだ弊害を乗り越え、

持続可能な経済社会を実現するためには、経済

社会の変革が必要であるとして、新しい資本主

義構想を打ち出しました。現在、県では長期ビ

ジョンの策定が行われており、また年末にかけ

ては、令和５年度の予算編成も行われます。そ

して何よりも、知事の立場に立てば、あなたは

年末の選挙に万全を期さねばなりません。

折りしもそのような中、２年半にも及ぶ新型

コロナによる未曽有の被害に加え、ロシアへの

ウクライナ侵攻による物品の供給不足や価格の

高騰をはじめ、広範にわたり、私どもは今、大

きな難局に直面しております。これに対応すべ

く県は、特にコロナへの対応として、新しい生

活様式への転換なる考え方を打ち出しました。

それは、ウイズコロナ、つまり「コロナと共

に」を前提とする生活様式であります。感染症

法で５つの類型等に分類されている中で、感染

力と重篤性などに基づく総合的な観点から見た

危険性の程度による分類で最も危険性の程度が

高いとされている、エボラ出血熱やペストなど

を指定した１類に次いで危険性が高い、２類と

同等の行政的な対応措置が行われているのが、

新型コロナ感染症であります。新型コロナは、

従来、指定感染症という類型に分類されていた

ものが、令和３年２月に見直され、新型インフ

ルエンザ等感染症という類型に分類されまし

た。もちろん、類型が変わってもその危険性が

続くことに変わりはなく、知事は必要に応じ、

外出自粛や時短などの生活制限を求める権限を

持ち続けることになります。

そのような中での「コロナと共に」でありま

すが、では、そのことで、これまでと何が変わ

るのかを推察するとき、これまでのコロナへの

対応の在り方は、「ウイルスを封じ込み排除す

る」が基本でありました。しかしながら、これ

からの生活様式では、「ウイルスありきを前提

に生きる」が基本となるわけであります。つま

り、危険性が大変高い感染症ウイルスと共に生

活させることをお示しになったわけでありま

す。

このような例は、従来の行政には選択肢の範

疇になかった全く異次元の方策であります。あ

る意味でこれは、県民それぞれが自己責任の認

識を高めつつ停滞気味の経済を進めていくな

ど、本来あるべく社会の姿を確立させ、県民生

活を前進させるがための知事の英断であろうと

考えるところであります。

そして私は、今回の判断のように、その時点

での様々な状況に応じ的確に対処するといった

弾力的な思想は、対県民への行政サービスの面

においても同様に取り入れるべきであると考え

ます。

困難極まるこの時局を打破し、県民を守り、

確かなる本県の未来を築くためには、これまで

の例に倣うことなく、全く異次元の発想による

ビジョンや施策の打ち出しが急がれると信じて

おります。知事の考え方をお聞かせください。

山名宗全の諫言、御紹○知事（河野俊嗣君）

介いただきまして、これは大変重要な言葉であ
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ると考えております。私も、県政運営に当たり

まして、既成概念にとらわれない施策展開が重

要であると、常日頃から心がけてきたところで

あります。

今回の新型コロナ対策におきましては、これ

までの認識と異なる、まさに「異次元の発想」

に立った対応の連続であります。御指摘にあり

ましたような、県民の皆様に外出自粛を求めた

り、飲食店に休業や時短要請などを行うという

ようなことで、その時々の局面に応じた柔軟な

施策の必要性について、私も気持ちを新たにし

たところであります。

特に、これからの10年、20年は、デジタル化

の急速な進展や世界人口の増加等に伴う食料、

エネルギーの問題、さらには、気候変動に起因

する世界的な脱炭素化への動きなど、世の中が

大きく変わっていく節目にあると考えておりま

す。

このため、今後、新しい長期ビジョンを御提

案することになりますが、変化の著しい時代に

あっても、県民の暮らしを守ることを最優先と

して、これまでの例にとらわれることなく、新

しい発想に立った施策を構築し、迅速に実行し

てまいります。

ぜひ、斬新な感覚で、先を読○坂口博美議員

んでの発想の施政というのを期待したいと思い

ます。

さて、長引く新型コロナによる厳しい状況が

国民生活や経済に多大な影響を及ぼす中、ロシ

アのウクライナ侵攻などの影響による原油や穀

物等の価格高騰により、食料や飼料、半導体原

材料などの物資の安定供給が滞り、コロナ禍か

らの経済社会活動の回復をより一層阻害しつつ

あります。

この状況に対応していくために、原油価格の

高騰対策、生活困窮者等への支援などを柱とす

る、事業規模13.2兆円の「コロナ禍における

「原油価格物価高騰等総合緊急対策」」が、去

る４月26日に関係閣僚会議で決定され、５月31

日には国の補正予算も成立しております。

新型コロナに加えてのロシアの蛮行・愚行

は、様々な産業はもちろんのこと、国民全てに

例外なく痛切な影響を及ぼしており、政治の場

に声が届きづらい立場にあり、生活に困窮され

ている方々に対しては、特段の目配りを忘れな

いなど、余すところなく有効な手段や支援を講

ずべきであります。

本日、一般質問終了後に採決が予定されてい

る、総額50.4億円の補正予算案について、今回

の緊急対策のポイントと期待される事業効果に

つき、改めて知事の考え方をお伺いいたしま

す。

今回の補正予算は、現○知事（河野俊嗣君）

在の原油・物価高を踏まえ、当面の対応とし

て、生活者支援と事業者支援の観点から構築し

ております。

まず、生活者支援に約17億円を計上しており

まして、低所得の子育て世帯への特別給付金の

支給や、保育所の保護者への給食費支援などを

行ってまいります。また、市町村等と連携し

て、プレミアム付商品券の追加発行等に取り組

みます。

また、事業者支援として約33億円を計上して

おりまして、交通・物流事業者や農業者等への

燃料・資材等の高騰分の補助、さらに、事業者

への電気自動車や省エネ設備の導入支援などを

行います。

これらの取組によりまして、生活者や事業者

の負担が軽減されるとともに、消費の喚起や生

産性の向上が図られ、県民の暮らしや地域経済
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を守ることにつながるものと考えております。

ウクライナ情勢を背景としまして、原油価格

や物価の先行きは不透明でありますので、今後

とも状況の変化をしっかり見極め、国の対策と

連動しながら、迅速かつ適時適切に対策を講じ

てまいります。

ＪＲ問題について伺います。○坂口博美議員

新型コロナは県内経済に大きな影響を与えて

おりますが、特にバスやタクシーなどの地域交

通にとっての打撃は極めて深刻だと思います。

コロナにより利用者が大きく落ち込んだ状態

が２年も続く中での、ウクライナ情勢から来る

燃油高騰であります。そこで、その対策とすべ

く、国においては燃油対策を打ち出し、県にお

いては、交通事業者に対する当面の対策とし

て、今議会にその支援のための補正予算案を上

程されました。また、バス路線については、持

続の可能性を目指して、県、市町村、バス事業

者の間で協議・検討が進められているところで

もあります。簡単には解決しない問題ではあり

ましょうけれども、何としても地域の足は守ら

ねばならず、総力を挙げて、この困難を乗り越

えてほしいと思っております。

さて、現在そうした動きがある一方で、私が

最も大きく心配している一つは、ＪＲ自体の動

きがいま一つ見えないことについてでありま

す。ＪＲ九州の令和３年度の営業収支を見る

と、グループ全体では39億円の黒字となったも

のの、鉄道事業は220億円の赤字であります。そ

して、令和２年度の線区別の平均通過人員を見

ると、日南線の油津－志布志間は、豊肥本線の

宮地－豊後竹田間に次ぎ、２番目に少ない状況

であります。

コロナ後にどれだけ需要が回復するのかにも

よりますが、昨年、大雨による土砂崩れで長期

間不通になったことなどを併せ考えるとき、こ

の先どうなるのか、大いに心配であります。路

線維持に関する今後の見通しについての認識

を、総合政策部長に伺います。

県におきまし○総合政策部長（松浦直康君）

ては、特に輸送量の少ない日南線、吉都線につ

いて、沿線自治体と連携し、利用促進に取り組

んでおりますが、人口減少等により大幅な利用

者の増加は難しい状況にあり、加えて、コロナ

禍による影響を受け、鉄道事業全体が厳しい状

況に置かれているものと認識しております。

このような中、ＪＲ九州からは、「現在、路

線の在り方について具体的に検討をしているわ

けではないが、例えば日南線の油津－志布志間

では、令和２年度の料金収入約2,300万円に対

し、運行及び維持管理等の費用が約４億円と

なっており、今後、災害等があった場合などを

考えると、長期的に今の運行形態を維持できる

かどうかということについては断言できない」

との話も伺っております。

議員御指摘のように、特に油津－志布志間に

つきましては、線区別の平均通過人員がＪＲ九

州全路線の中で２番目に低いということも考え

合わせますと、楽観できる状況にはないと認識

しております。

日南線や吉都線についてであ○坂口博美議員

りますが、これについては、ＪＲ九州が今は具

体的な検討はしていないとしても、長期的には

楽観できる状態ではないという今の説明、私も

それに同感であります。

もちろん、利用促進の取組が功を奏し、乗車

人員が増えれば、それにこしたことはないので

ありますが、現実は、むしろ減少の方向にあり

ます。

また、肥薩線や日田彦山線の大規模災害も他
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人事とは言えず、いつかは我が身の可能性も、

当然否めません。そう考えるとき、私は将来の

様々な状況を想定しておくことが必要であろう

と思うのでありますが、長期的な視点からは、

日南線や吉都線についてどのように取り組んで

いかれるおつもりか、続けてお伺いいたしま

す。

日南線、吉都○総合政策部長（松浦直康君）

線につきましては、県と沿線自治体で構成いた

します協議会におきまして、団体利用への補助

を行うなど、ＪＲ九州も巻き込みながら、全力

で沿線全体の利用促進に取り組んでいるところ

であります。

一方で、日南線でありますけれども、近年、

ＪＲ九州の路線の中で災害発生件数が多い路線

でありますほか、特に油津－志布志間につきま

して、平均通過人員が非常に少なく、大きな赤

字も生じるなど大変厳しい状況が続いておりま

して、将来的な路線の維持・存続に対し、強い

危機感を持っているところであります。

このため、議員御指摘のとおり、この線区に

つきまして、被災した際に災害復旧が難しい場

合などもあると思われますので、様々な事態を

想定し、どういった対応が考えられるのか、ま

ずは沿線自治体と一緒になって研究してまいり

たいと考えております。

将来的にはかなり厳しいと思○坂口博美議員

いますので、ＪＲ九州、沿線自治体、国、県が

一体になって強力に取り組んでいただきたいと

思っております。

では、土木工事の在り方について数点伺いま

す。

初めは、宮崎海岸の養浜工事についてであり

ます。この事業は、国の直轄事業として進めら

れておりますが、当現場は、当初の計画が大き

く変更されたり、工事の進捗が遅れたりなどの

問題を抱えているやに仄聞いたします。

なお、これらの問題に関しましては、我が党

の日高博之議員が、提言などを含め、いろんな

視点から質問されるとのことでありますので、

私からは重複を避けて、まずこの事業の目的と

進捗状況について伺い、あわせて、それに対す

る県の評価を県土整備部長に伺います。

宮崎海岸の浸○県土整備部長（西田員敏君）

食対策として、平成20年度から国で実施してい

る工事は、幅50メートルの砂浜を確保すること

を目標としており、令和２年度時点の状況は、

大炊田海岸で幅約40メートル、石崎浜で約20

メートル、住吉海岸で約30メートルとなってお

ります。

国、県、学識経験者等で構成する宮崎海岸侵

食対策検討委員会で、これまでに実施した養浜

の効果を検証したところ、浸食の進行は抑制さ

れ、一定の効果は見られるものの、先ほど申し

ましたとおり、目標には達していない状況にあ

ります。

このため県としましては、宮崎海岸の浸食を

防止するためには、効果的な養浜に加え、残る

突堤の整備が必要であると考えております。

それでは、この事業で、養浜○坂口博美議員

のためにこれまでに投入した土砂の累計につい

て、お伺いいたします。

国が直轄事業○県土整備部長（西田員敏君）

として、浸食対策に着手した平成20年度から養

浜のために投入された土砂量は、令和２年度ま

での累計で約167万立方メートルと伺っておりま

す。

では、平成20年度から令和２○坂口博美議員

年度までの宮崎海岸全体の土砂量というのは、

年平均でどのように変化しているのか、続けて
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お尋ねいたします。

宮崎海岸の砂○県土整備部長（西田員敏君）

につきましては、養浜により供給される土砂と

は別に、河川から流れてくる砂や、波浪により

流出する砂などがあります。これらを含めた宮

崎海岸の土砂変化量は、平成20年度から令和２

年度までの年平均で見ますと、大炊田海岸、石

崎浜及び住吉海岸を対象としたときに、約９万

立方メートルが減少しております。

となりますと、この12年間○坂口博美議員

で108万立米が減少したということになろうかと

思います。河川からの流入分もありますし、正

確な収支計算は困難でありますが、投入した167

万立米のかなりの量が沖に流されたまま戻って

きていないということになります。私は、その

原因として、土砂の比重や粒径と、流出した土

砂の堆積場所との関係、そして、それらと波の

運搬エネルギーによる流出した土砂の再移動の

可能性や不可能性などとの間には、何らかの相

関があり、現在のような状況になったのだと考

えております。

県土整備部長に、養浜材として細粒土類を用

いた場合の問題について伺います。

養浜材にシル○県土整備部長（西田員敏君）

トなどを多く含む土砂を使用した場合には、粒

径が非常に小さいことから、土砂の流出や海域

の濁りの原因になると考えられます。

このため、養浜に当たっては、できるだけ細

粒分の少ない養浜材料を選定することが効果的

と考えております。

では、ここで教育長にお尋ね○坂口博美議員

いたします。

今、県では、次期国体の漕艇競技場として新

富町の入り江を使用すべく、そのしゅんせつ工

事を計画されているとのことであります。そし

て、今回の計画は、この堆積土を除去する工事

となるとのことでありますが、どの程度の量の

土砂を、どのようにして処分されることになる

のか、お尋ねいたします。

富田浜のしゅんせ○教育長（黒木淳一郎君）

つにつきましては、令和９年に本県で開催され

ます国民スポーツ大会のボート競技会場の整備

として実施するものであります。現在の計画エ

リアをしゅんせつするに際し行いました測量調

査及び底質調査の結果によりますと、土砂量は

約11万立方メートルが見込まれ、土質につきま

しては、粘土質が60％以上の粒子の細かい土砂

であることが確認されております。

これらのことから、しゅんせつや処分の方法

につきましては、土砂量の削減や砂質系の土砂

への転換が図られるよう、しゅんせつエリアの

見直しも含めまして、環境への影響にも配慮し

た適切な方法を、今後検討してまいります。

しゅんせつ工事そのものは何○坂口博美議員

ら問題はないと思いますが、問題は、しゅんせ

つ土を養浜材として利用する計画にあります。

県土整備部長の答弁では、シルトは養浜材と

して問題ありということであります。粘土とな

ると、シルトより粒径が小さいわけであります

が、シルトや粘土などの細粒分を60％以上も含

んだ土砂となると、その処分には課題もたくさ

ん出てこようかと思われますので、万全を期し

た検討をお願いいたします。

次に、昨年９月16日に発生した内海地区の台

風災害について伺います。

この災害では、９月20日には、国土交通省に

より現場への重機運搬が始まるなど、機敏な対

応がなされ、崩壊面積１万9,400平米、流出土砂

２万3,000立米という大規模な災害であったにも

かかわらず、10月20日には国道220号の通行が可
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能となりました。

ところで、その後の工事についてであります

が、これについては、県の環境森林部において

工事の発注手続がなされました。実は、私はこ

の現場を崩土除去後に３回、車中から目視をし

ておりますが、県が復旧工事を予定している部

分の外側にも、崩壊の危険をはらんでいるので

はと思えるような部分があり、このままでは、

また同様の災害が発生するのではないかとの大

きな懸念を持ったのであります。

この工事を国の直轄事業とせずに、環境森林

部が実施されるに至った理由は何なのか。ま

た、県の設計に問題はないのか、工事の概要と

併せ、環境森林部長に伺います。

この災害は、○環境森林部長（河野譲二君）

山腹斜面の崩壊土砂が国道や鉄道に堆積したこ

とから、被災直後に国土交通省が、土砂を除去

する応急工事や地質調査ボーリングに着手した

ところであります。

一方、山腹斜面の本復旧に向けては、国道等

の施設区域外であることから、県では、治山事

業での復旧も視野に、関係機関と意見交換を

行ってきたところであります。

こうした中、国土交通省の直轄事業では、用

地買収により着手までに時間を要することか

ら、地権者からの用地提供などにより、比較的

早期に着手が可能な治山事業に取り組むことと

し、その事業規模等を考慮して、林野庁直轄で

はなく、県の事業として実施することといたし

ました。

また、当初の復旧工法は、斜面の安定を図る

のり枠工などでありますが、国土交通省から提

供を受けた地質データ等に基づき、同じ路線の

国道災害も参考にしながら、林野庁と協議した

概略設計であったため、発注のための詳細設計

では変更を見込んでいたところであります。

詳細設計のときに変更しよう○坂口博美議員

ということを、当初から見込んでいたという説

明でありましたが、何がどう変わることになる

のか、そして、事業費についてはどうなるの

か、引き続きお伺いいたします。

林野庁から事○環境森林部長（河野譲二君）

業の採択を受けた後、斜面全体の状況をより詳

しく把握するため、調査ボーリングなどを追加

し、詳細設計を行ったところであります。

その結果、崩壊していない斜面上部が不安定

であることや、斜面中腹部に脆弱な土質がある

ことが判明したため、施工区域が広がるととも

に、のり枠工の補強として、鉄筋挿入工やアン

カー工等の追加が必要となりました。

さらに、斜面に残る不安定土砂の除去などの

応急工事や、本復旧工事に必要な資機材搬入路

の仮設踏切など、当初計上していなかった工種

の追加を含め、改めて積算した結果、当初の９

億円から18億9,000万円に、事業費が増額となっ

たところであります。

その前の答弁で、林野庁と協○坂口博美議員

議した概略設計だったと。それで、詳細設計の

ときには変更することを見込んでいたというこ

とでありますので、もう早い時点で、変更の必

要性というのが分かっていたということであろ

うかと思います。

今発注されている事業についての事業名と、

追加工事として予定されている事業名につい

て、環境森林部長に伺います。

当初は、災害○環境森林部長（河野譲二君）

関連事業により復旧する予定でありましたが、

事業費が増額となったことから、増額分につい

ては、林野庁に協議し、後継事業である通常の

治山事業による復旧を承認していただいたとこ
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ろであります。

現在発注している事業名は「災害関連緊急治

山事業」で、斜面上部から中腹部までを施工い

たします。また今後、通常の治山事業として予

定している追加工事の事業名は「緊急総合治山

事業」で、中腹部より下を施工することとして

います。

それでは、答弁にあった災害○坂口博美議員

関連事業と通常治山事業とでの、国と県の事業

費負担の違いについてお伺いいたします。

災害関連緊急○環境森林部長（河野譲二君）

治山事業の国の補助率は３分の２で、県費負担

は３分の１となりますが、地方交付税で措置さ

れる分を除くと、実質の県負担割合は16.5％と

なります。

また、緊急総合治山事業の国の補助率は２分

の１で、県費負担は２分の１となりますが、同

様に、実質の県負担割合は35％となります。

このため、今回のように２つの事業を組み合

わせて実施した場合は、仮に全ての復旧を災害

関連緊急治山事業で実施した場合に比べ、実質

の県費負担が約１億8,300万円増加することとな

ります。

設計変更の必要性は早くに分○坂口博美議員

かっていたということであります。でしたら、

なぜ１億8,000万円余りもの県費負担増につなが

るような計画書を提出されたのか伺います。

国への災害関○環境森林部長（河野譲二君）

連緊急治山事業の申請手続期限は、災害発生

後、１か月以内となっておりますが、今回の場

合、県による治山事業で本復旧を行うという方

針の決定が申請手続期限の直前になったことか

ら、限られた時間の中で、国土交通省から提供

を受けた地質データなどを参考に概略設計を行

い、申請せざるを得なかったところでありま

す。

その後の詳細設計で事業費が大きく増加した

要因としては、施工範囲の拡大や仮設工事費の

増加などに加え、申請時における地質データの

不足もあったものと認識しているところであり

ます。

そういったのが理由であった○坂口博美議員

とするならば、まず調査設計の経費を申請し

て、しっかりした設計ができた上で、改めて本

復旧工事費の申請をすべきではなかったのかな

と思いますが、環境森林部長にお伺いいたしま

す。

議員御指摘の○環境森林部長（河野譲二君）

とおり、年内であれば、調査設計と本復旧工事

を分けて申請することが可能であります。

今回の災害は、国道の応急工事が行われてい

たことや、また、その後、鉄道の復旧工事が予

定されていたことから、調査設計の着手時期が

いつになるか見通せず、その後の本復旧工事の

申請となりますと、期限内の申請は困難である

と判断したところであります。

一つには、概略のお金を請求○坂口博美議員

しなさいと、災害現場の査定はいたしませんと

いうのがあるから。でも、これは少し悪知恵の

類いに入るかなと思います。ここらをかいくぐ

るのはですね。

そうなりますと、今回の災害というのは９月

の発生でありました。仮にこれが６月の梅雨時

期などの早い時点の災害であったのなら、期限

内申請はどうだったのか、引き続いてお伺いい

たします。

今回の災害が○環境森林部長（河野譲二君）

早い時期であった場合は、調査設計と本復旧工

事を分けて年内に申請ができたと思われます。

では、同じ豪雨災害でありな○坂口博美議員
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がら、発生日の遅速によって補助率３分の２の

事業が認められたり、あるいはそうでなくて、

２分の１の補助率しか認められなかったりする

など、災害関連事業の申請手続には大きな問題

があります。改善を検討するよう国へ要望すべ

きだと思いますが、知事の考えを伺います。

一連御質問いただいて○知事（河野俊嗣君）

おります、宮崎市内海地区の大規模な土砂災害

であります。県民生活や地域経済に大変甚大な

被害を及ぼし、その後、国土交通省やＪＲの速

やかな対応により、早期の通行再開を果たした

ところであります。県としましては、一刻も早

い斜面の本格復旧に向け、取り組んでいるとこ

ろであります。

この災害関連事業につきましては、災害発生

の単年度に緊急に復旧するための事業でありま

すが、今回の災害のように、被災の程度によっ

ては、申請時における十分な調査が実施でき

ず、短期間で現場条件に応じた事業計画を立て

ることが困難な場合もありますことから、被災

後、速やかに事業計画書を提出しなければなら

ないという一律の運用がなされている現在の申

請手続には、実情に合わない問題があると感じ

ております。

このため、県としましては、災害関連事業の

実施に当たりまして、被災の状況に応じて申請

時における十分な調査が実施できるよう、申請

期間に配慮することや、復旧に必要な予算を柔

軟に配分することなど、国へ要望してまいりま

す。

ぜひ、よろしくお願いしま○坂口博美議員

す。豪雪地帯の雪による被災というのは、２

月、３月なんですよね。とても間に合わない。

だから、ここは、雪解けを待って発生日と解釈

するという運用がなされています。これは、か

なり理不尽だと思いますので、早急に是正させ

るべきであります。

次に、令和４年度予算の中にある、畜産振興

課が事業主体の「未来につなぐ畜産バイオマス

利活用支援事業」と、漁業管理課が主体となる

「海藻等養殖生産安定化緊急対策事業」のそれ

ぞれの目的及び概要についての説明と、海藻等

養殖生産安定化緊急対策事業を補正予算で計上

した理由について、農政水産部長に伺います。

「未来につな○農政水産部長（久保昌広君）

ぐ畜産バイオマス利活用支援事業」は、水産業

や施設園芸との連携により、畜産バイオマスの

利用拡大を図るために取り組むものでございま

す。

当初は、本事業の中で、海藻養殖等における

海洋施肥について検討することとしておりまし

たが、安全で効果的な海洋施肥を行うために

は、その前提として、栄養強化材の選定や施肥

の方法などについて、より広く、水産業の専門

的な見地からの検討や実証が必要となりまし

た。

このため、今議会でお願いしております「海

藻等養殖生産安定化緊急対策事業」により、海

域への効果的な栄養分の供給に関する調査や検

討、実証を行うとともに、この事業で、不作が

続くワカメ養殖の生産性の向上を図ってまいり

たいと考えているところです。

海藻等養殖生産安定化緊急対○坂口博美議員

策事業で、海域への栄養分の供給を緊急に行う

必要があるとのことですが、どのように取り組

むのか、農政水産部長に伺います。

ワカメ養殖等○農政水産部長（久保昌広君）

の生産性の向上について、早急な対応を求めま

す生産現場からの強い要望にも応えるため、本

県海域に適した栄養強化材の種類及び使用方法
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の選定に当たりましては、他県の先行事例も参

考にして効果等の試験、研究を行うことによ

り、これらに要する期間の短縮を図ることとし

ております。

また、ここで得られました知見について、生

産現場における海洋施肥の実証を早急に行い、

これにより得られた成果を広く普及すること

で、ワカメ養殖等の生産量の向上と安定化を

図ってまいりたいと考えております。

具体的には、閉鎖された空間○坂口博美議員

での実証実験、試験ということになると思いま

すが、陸上での海況の再現というのは、極めて

困難と。不可能と言っていいぐらい複雑です。

そういったことを思うとき、栄養強化材の選

定、あるいは施肥技術については、むしろ三陸

海岸や鳴門、さらには徳島などの先進地で相当

な知見を持ち、既に現場での活用も長いものが

あります。緊急性を考えてのこの時期の補正で

なくとも、それら先進地に学ぶ方法もあったの

ではないのかなと考えなくもありません。

ただ、その一方では、今回、畜産サイドでは

なく水産サイドが主体となることで、水産的視

点が色濃く出せるのではとの期待を高めたとこ

ろではあります。例えば畜産からいくと、ふん

尿をどう処分するか、その消費先を拡大すると

いう観点から進んでしまう。水 魚屋さんか―

らいくと、何が一番いい材料なのか。それは魚

類の残渣なのか。それとも落ち葉とかの腐葉土

なのか。そちらから、一番いいもの探しから始

まります。だから、この違いは大きいと思うん

ですね。そういう意味じゃ、歓迎して期待を高

めているところではあります。

ただ、ワカメにせよ、カキにせよ、漁獲期が

冬場の短期間に限られること、さらには、本県

のように大変長い海岸線を持ちながら、特に砂

浜海岸での資源不足は深刻であり、夏場対策と

併せ、大きな課題だと考えます。水産サイドに

さらなる奮起を求めます。

次に、消防指令業務の共同運用化について伺

います。

近年の災害は頻発化、激甚化しており、先ほ

ど扱いました内海地区の土砂崩壊は、誠に身近

な例であり、それらの存在を改めて認識させる

出来事でありました。

また本県では、南海トラフ地震の発生も危惧

されており、これらの大規模災害に備えた全県

的な消防の連携及び消防力の強化は、重要な課

題となっております。そういった中、市町村に

おいては、人口減少・高齢化社会の到来などを

見据え、消防指令業務の共同運用化についての

検討を、ここ数年にわたり重ねていると伺って

おります。

今般の状況から、共同運用の実現に大きな期

待を寄せるのでありますが、これを進めるため

には、各消防本部が個別に行っている指令業務

を一元的に行えるシステムに変更する必要があ

り、それには相当な経費を要すると思われ、大

変気になっております。見込まれます費用につ

いて、危機管理統括監にお伺いいたします。

県では、消○危機管理統括監（横山直樹君）

防指令業務の共同運用化に向けた協議を行って

おりました、県内消防長などで構成されます

「宮崎県域消防指令業務共同運用検討委員会」

での議論を加速させるため、令和３年度に、初

期整備に要する費用の試算を行い、県内市町村

に提供したところです。

それによれば、消防非常備４町村を含め、消

防指令業務に関するデジタル無線設備・局など

を全て更新した場合に必要となる経費は、最大

で96億円程度となっております。ただし、既存

令和４年６月15日(水)
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の通信設備を活用することなどにより、20億円

程度の減額も可能と考えております。

なお、共同運用化に要する費用には、緊急防

災・減災事業債を活用することができ、７割が

交付税で措置されますことから、市町村の実負

担額は、最大で29億円程度になるものと推計し

ております。

今、市町村では、県ととも○坂口博美議員

に、これまで共同運用化に向けた協議を重ねて

いて、９月にはこれへの参加合意が交わされる

予定だとも聞いておりますが、共同運用化に向

け県が果たすべき役割について、その根拠と併

せ、危機管理統括監に再度伺います。

消防は、消○危機管理統括監（横山直樹君）

防組織法第６条におきまして、市町村の責任と

されておりますが、同法第29条第４号におい

て、消防施設の強化拡充の指導及び助成に関す

る事項は都道府県の所掌事務と規定され、必要

に応じ、独自に指導したり、財政上の援助をし

たりできるとされております。

また、消防組織法第33条及び「市町村の消防

の広域化に関する基本指針」に基づき、県が策

定しました「宮崎県市町村消防広域化推進計

画」におきまして、県は、県民・関係者等への

情報提供や啓発活動、消防の連携・協力の実現

のための協議等への積極的な参加などの必要な

援助のほか、市町村からの求めに応じ、市町村

相互間における必要な調整を行うこととされて

おります。

共同運用化というのは、県に○坂口博美議員

とっても市町村にとっても大変有効な取組であ

りますが、それを望みつつも、財政状況からい

ま一歩踏み出せない自治体もあるやに聞いてお

ります。

先ほど、県の役割について、消防組織法によ

り財政上の援助をすることができるとの答弁が

ありましたが、そうであれば、そのための事業

費として、国から県に対して何らかの措置がな

されているかと思います。総務部長に伺いま

す。

市町村の消防広域○総務部長（渡辺善敬君）

化に係る県の取組に対しましては、普通交付税

と特別交付税に、それぞれ措置が講じられてお

ります。具体的には、普通交付税では、消防広

域化を推進するための協議会への参加などに必

要な経費が措置されております。また、特別交

付税では、県が定めた消防広域化の推進計画に

基づき、市町村に対して補助金、交付金等を交

付した場合には、その額に0.5を乗じた額が県に

対して措置されることとなっております。

そうでありますなら、例え○坂口博美議員

ば、このいただける交付金を一つの金額算定の

ための目安とするか、何らかの参考としてで

も、市町村の財政負担について応分の支援を

行って、後押しをすべきだと考えますが、これ

については、知事の考え方をお伺いしたいと思

います。

この消防指令業務の共○知事（河野俊嗣君）

同運用化は、消防救急及び災害対応力の強化だ

けでなく、過疎化や少子高齢化の進む本県にお

いて予想されます南海トラフ地震への対応や、

救急業務の増加、また、現場で活動する消防職

員の確保という課題の改善につながるなど、将

来にわたる県民の安心・安全な暮らしを守り支

える上で、非常に重要な取組であると考えてお

ります。

このため、県ではこれまで、「宮崎県域消防

指令業務共同運用検討委員会」における協議に

オブザーバーとして参加し、助言や整備費用の

試算結果を提供するなど、議論の後押しを行っ
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てまいりました。

また、今後、県内消防本部や消防非常備町村

を個別に訪問し、システムの構築やスケジュー

ル、参加するに当たっての懸念等について、聞

き取りや意見交換を行うこととしております。

あわせて、１つでも多くの市町村が共同運用

化に参加できるよう、県として一定の財政支援

を行うことを検討し、共同運用化の実現に向け

て、しっかりと後押しをしてまいります。

県の事務、そこら辺に対して○坂口博美議員

の財政支出が多端な折、なかなか大変だと思い

ますけれども、これは、やっぱり大変重要な事

業だと思いますので、ぎりぎりの判断をしてい

ただいて、時間もありませんし、まとめていた

だければなと願っております。

続けて、ふるさと納税についてであります。

ふるさと納税の理念は、第１に、国民が税と

生活の関わりに高い認識を持つことで、納税に

対する意識の向上が図れること、第２に、自分

が支援したいと思う地域を自分で決めて支援で

きること、第３に、自治体が自分たちの取組を

アピールすべく、自治体間の競争力を高めるこ

とであります。

しかしながら、現在のふるさと納税制度は、

今申し上げたような理念からははるか程遠く、

別の姿に見えます。確かに、地元の特産品を返

礼品とすることは、地域の特色をアピールでき

る方法であり、財政難に陥った自治体の返礼競

争への傾倒を批判することには大きな抵抗が、

私にもなくはありませんが、税の本質は公平

性、中立性、継続性であります。寄附者が高所

得者であるほど、税の控除額が大きく、かつ自

己負担なしで多くの返礼品を受け取ることがで

きるため、所得との逆進性が生じることにな

り、公平性の観点から問題があります。

また、ふるさと納税の返礼行為は、返礼品が

当該返礼品の市場の需給に影響を及ぼすことは

否めず、税制の存在が経済活動に影響を与えな

いことを目的とすべく、中立原則に沿わない行

為でもあり、極めて大きな問題があると考えま

す。

さらに加えるならば、毎年のように総務省の

ルールを守らない自治体が存在し、時には国と

地方の裁判にまでたどり着くという、誠にもっ

て嘆かわしい例すらあります。そのような現実

の下で、果たしてこの制度そのものがいつまで

続くのか、いや、続かせるべきなのかなどの、

税の継続性に係る私の疑問というのは消せない

のであります。ふるさと納税制度に対する知事

の所見をお聞かせ願います。

ふるさと納税制度は、○知事（河野俊嗣君）

いわゆる「ふるさと」に対し、貢献または応援

したいという納税者の思いを実現する観点から

創設されたものであります。この「ふるさと」

というのは、極めて幅広く捉えられているもの

であります。その積極的な活用によりまして、

地域に対する関心や愛着を深めるとともに、直

接の経済効果もありますし、交流人口拡大等の

きっかけとして、地域活性化や人口減少対策に

資するなどの効果も見られるところでありま

す。

その一方で、ただいま議員からも御指摘があ

りましたように、公平性、中立性、継続性の観

点において、様々な指摘があることも承知して

おります。特に、継続性につきましては、経常

的な収入ではない寄附金に過度に頼ることは、

安定的かつ継続的な行財政運営への影響も懸念

されるところであります。

そのような中、国においては、返礼品の問題

などに対応するための制度改正が行われている
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ところでありまして、自治体においても、制度

趣旨を踏まえた節度ある運用に努め、制度の健

全な運営や発展につながるよう取り組んでいく

ことが必要であると考えております。

せんだって改正された、返礼○坂口博美議員

品に係る改正ですね。これは、１つには地元産

品という定義が示されました。もう１つには、

寄附額の３割以下が返礼できる割合の上限が示

されました。

ただ、そこで問題なのは、やっぱり逆進性。

これを抑制するためには、上限規制というのが

一つあるんじゃないかなと。１人の方が年間に

受け取れる上限は幾らまでだと。そうなると、

自分の損得探しというのは、ある意味、抑制さ

れるのかなという気がしております。

そういった意味も含めてこの制度は、申し上

げましたように、大変いい制度だと思うんです

ね。だから、このいい制度を継続させなきゃな

らんと思っております。そのためには、何と

いっても、やっぱり国民の支持に対しての評

価、これを高めるということが今、本当に、あ

る意味風前のともしびみたいな危機的環境の中

にもあろうかと思いますので、ぜひ、これにつ

いての問題点の改善方を検討していただくよ

う、知事の所見を伺います。

御指摘のとおりである○知事（河野俊嗣君）

と考えております。この制度が目指すべき様々

な課題というもの、その実現に対して必要な制

度であるということも認識をしつつ、一方で、

制度設計に当たって、今後様々な課題もあると

ころであります。私も、担当局長や課長とも

常々意見交換をしているところでありまして、

全国知事会等も通じながら、しっかりと制度の

健全な運営発展につながるよう、今後とも、地

方としてもしっかり議論し、また実践してまい

りたいと考えております。

どうもありがとうございまし○坂口博美議員

た。質問を終わります。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○中野一則議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時40分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、井上紀代子議員。

〔登壇〕（拍手） 県民の○井上紀代子議員

声、井上紀代子です。傍聴いただいている皆様

に感謝申し上げます。ありがとうございます。

それでは、通告に従い質問をいたします。

ロシアのウクライナ侵攻。地球という星の良

識の府であるはずだった国連の常任理事国によ

る他国侵攻は泥沼化し、長期戦になると見込ま

れています。私たちは、ウクライナの惨事を見

るにつけ、何とかならないものかと心を痛めて

います。しかし、今の状況となっては、誰も、

どこの国も止める力を持っていないのです。

先日の報道では、ロシア側から北方領土周辺

海域での漁業協定の停止が発表されています。

現在は、この協定に係る漁期ではないことか

ら、実害はない状況ですが、この国が私たちの

隣の国であるということを、常に緊張感を持っ

て頭に置いておく必要があります。

一方、「もっと多くの武力を」と叫び続ける

ゼレンスキー大統領の頭には、青い空と真っ黄

色に輝く小麦畑は、もう浮かんでいないのでは

ないかと思います。兵器で踏み荒らされた畑を

元に戻すには、多くの多くの時間が必要となる

でしょう。さらに、我が国の経済に目を向けま
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すと、この４か月に及ぶウクライナ侵攻と、２

年半近くに及ぶ新型コロナ禍の直接的な影響を

まず考えます。しかしながら、そのはるか前

の2013年、日本銀行がデフレ経済の脱却を目指

し導入した異次元緩和施策は、９年目を迎えて

も、目標の物価上昇の２％は超えたものの、労

働賃金はいささかも上がっておらず、そもそも

物価上昇を指標値とした単純な経済政策が正し

かったのかという疑問すら浮かんできます。

特に、物価高騰については、いつまで続くの

か、まだ高騰するのか。先が見えない状況で

す。もっと言えば、これから我が国がどうなっ

ていくのかさえ不透明です。この不安定な社会

情勢の中、今後、どのような宮崎をつくろうと

されているのか、知事にお伺いいたします。

次に、持続可能な宮崎県の基幹産業は農業で

あり、農業が育む食と観光は本県経済の柱で

す。この柱を次の世代にしっかりとつないでい

く視点が常に必要だと考えます。本県において

は、農業の持続可能性を全ての施策の根幹に据

えておく必要があると考えます。

皆様は、ＶＵＣＡ（ブーカ）というビジネス

用語を聞かれていると思います。ブーカとは、

Ｖ・Ｕ・Ｃ・Ａという造語で、変動性、不確実

性、複雑性、曖昧性の状況を示す言葉です。そ

して、地球温暖化、人口変動、テクノロジーの

進化などによって、私たちを取り巻く環境が複

雑化し、将来の予測が困難になる状況をＶＵＣ

Ａの時代と言います。今般のロシアの侵攻や新

型コロナ禍は、このＶＵＣＡの状況をさらに深

刻化、複雑化させたことになります。

さて、ＶＵＣＡの時代には、想定外の出来事

が次々と起こり、今までの常識が非常識とな

り、その結果、これまでの業界の概念を覆す

サービスが登場すると言われています。ＶＵＣ

Ａの時代の中で、これまでの概念を覆すような

取組が必要だと思いますが、日隈副知事にお伺

いいたします。

以上を壇上からの質問とし、残りは質問者席

から行います。〔降壇〕（拍手）

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。今後の県づくりについてであります。

本県を取り巻く社会経済情勢は、新型コロナ

パンデミックの長期化やウクライナ侵攻等に伴

う国際情勢の不安定化など、予測困難な時代に

直面しております。また、世界人口の増加等に

伴う食料・エネルギーの問題をはじめ、気候変

動問題、さらにはデジタル化の急速な進展な

ど、これからの10年、20年で、世の中が大きく

変わっていくものと認識しております。

これらの変化に対応し、次の時代を創ってい

くのは、人であり、若者であります。今日は傍

聴席に多くの若者もおいでいただいております

が、こうした若者たちが郷土への誇りを胸に、

未来を切り開く力として成長することが重要で

あると考えております。また、他者や地域社会

との関わりの中で絆を大切にすること、さらに

は、デジタルなどの新しい技術を暮らしや仕事

の様々な場面に柔軟に受け入れていくことなど

も大事な視点であると考えております。

私としましては、こういったことを念頭に置

きつつ、温暖な気候、豊かな自然や食、歴史・

文化やスポーツ環境など、本県のよさや魅力を

生かしながら、誰もが豊かさを享受し、楽しさ

や幸せを感じることができるような、持続可能

な宮崎県を目指して取り組んでまいります。以

上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○副知事（日隈俊郎君）

します。ＶＵＣＡの時代への対応についてであ

ります。
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お話にありましたように、不透明さを増すＶ

ＵＣＡの時代に的確に対応するためには、その

時々の局面に応じて、前例にとらわれない柔軟

な発想による取組が必要であり、特に、それら

を成し得る人材づくりが極めて重要であると考

えます。

このため、県内の企業や産業の成長に向けま

しては、ひなたＭＢＡや各種研修事業により、

マネジメント力やコミュニケーション力など既

存の価値を高める能力開発に加え、起業家精神

やデジタルスキルなど、新たな価値を創造でき

る人材の育成に取り組んでいるところでありま

す。

また、県行政におきましても、新たな発想に

立った施策が、今後ますます求められるものと

考えますので、状況を的確に判断し、戦略性を

持って施策を構築し、実践できる職員を育成す

るとともに、必要に応じて柔軟に組織改革を行

うなど、ＶＵＣＡの時代に対応できる体制づく

りを目指してまいります。以上であります。

〔降壇〕

御答弁ありがとうございま○井上紀代子議員

した。

次に、教育問題についてお伺いいたします。

グーグルによりますと、ＡＥＤは、電極パッ

ドを通して心臓に電気ショックを与える小型の

医療機器です。誰にでも起こり得る、何らかの

理由で心臓が正しいリズムで脈を打たなくなっ

たり、心臓のポンプ機能が果たせなくなる心室

頻拍が起きたときに使用するとなっています。

現在、各学校へは必ず１台は設置されている

ようですが、全国的には、設置場所が遠く使用

できなかった例や、使用をちゅうちょして起き

たトラブル等を耳にします。

学校におけるＡＥＤの設置状況と使用事例、

教職員の研修状況等について、教育長にお伺い

いたします。

ＡＥＤの設置状況○教育長（黒木淳一郎君）

につきましては、県立学校には平均で3.3台、市

町村立学校には１台以上が設置されておりま

す。

各学校では、ＡＥＤの使用法を含む心肺蘇生

法等の職員研修を計画的に実施しており、県立

高等学校では、毎年、消防署等の専門機関の協

力を得て、授業や部活動など具体的な場面を想

定した実践的な研修を行っております。また、

教職員だけでなく、生徒を対象とした研修につ

きましても、ほとんどの学校で実施しておりま

す。

そういった研修の成果もあり、適切な使用に

より、児童生徒の一命を取り留めたという事例

もございます。

今後も、県立学校や市町村教育委員会と危機

管理意識を共有し、子供の命を守る取組を推進

してまいります。

私は、宮崎市の女性防火ク○井上紀代子議員

ラブ員ですので、防火訓練の折に、必ずこの使

い方の研修をさせていただいています。学校と

いうのは、どうしても避難所になる可能性とい

うのもあるわけですね。今日、答弁いただいた

中に、生徒を対象とした研修もしていると言っ

ていただいたので、ぜひこれは、どこに何があ

るのか、どういう使い方をするのかというの

を、広げておいていただきたいと思います。

それと同時に、県立学校についてはよく御存

じでしょうけれども、市町村立学校について

も、それを複数化していく。台数を多くしてい

く。そして、設置場所がどこであるかというこ

とを、常にお互いで危機管理しながら常態化し

ていくということを、ぜひお願いしておきたい
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と思います。

次に、児童生徒のスマートフォンの使用実態

と、それを踏まえての教育長の見解をお伺いい

たします。

例年、本県で行っ○教育長（黒木淳一郎君）

ておりますスマートフォン等の使用状況に関す

る調査によりますと、令和３年度の１日の使用

時間が２時間以上と回答した児童生徒の割合

は、小学校23.5％、中学校45.9％、高等学校52

％となっております。

さらに、その割合を令和２年度と比較します

と、小学校で3.7ポイント、中学校で7.2ポイン

ト、高等学校で4.8ポイントと、全校種ともに増

加しております。

また、その使用内容としましては、全ての校

種で、動画視聴、ＳＮＳ、ゲームが多くを占め

ている状況にあります。これらの使用内容は、

今後ますます長時間の使用になりがちなことか

ら、生活リズムの乱れや健康被害につながりか

ねないと、懸念もしているところであります。

このスマートフォンの実態○井上紀代子議員

調査というのは、文科省に従っての調査が

ちょっとされているだけで、実態に合っていな

いような気がいたします。

小学生で持っているという子供たちもまだ少

ないのかもしれないんですけど、これは注視し

ていただいて、いわゆるスマートフォン依存症

というところまで持っていかないようにしてい

ただきたいと思っておりますので、そこはよろ

しくお願いしておきます。

次に、県土整備部長にお尋ねいたしますが、

昨年度の通学路合同点検を受けて、県管理道路

において道路管理者が実施する交通安全確保に

向けた取組について、お伺いいたします。

昨年度に実施○県土整備部長（西田員敏君）

しました通学路合同点検の結果、県管理道路の

うち、道路管理者において対策が必要とされた

箇所は176か所あり、今年５月末までに156か所

で対策に着手しております。

このうち、歩道整備や防護柵、区画線の設置

など66か所で対策が完了し、現在90か所の整備

に取り組んでいるところであり、残りの未着手

箇所のうち７か所については、今年度中に着手

する予定であります。

県としましては、通学路の安全対策は重要な

課題でありますことから、今年度新たに創設さ

れた国の交通安全対策補助事業も活用し、今後

とも必要な予算の確保に努め、順次整備を進め

てまいります。

今回お伺いしたのは県管理○井上紀代子議員

道路だったので、これで終わりますが、市町村

管理道路についても、やはり学校、警察、いろ

んなセクションの人たちと手をつなぎ合って、

子供たちの交通安全、通学路の安全について、

ぜひきめ細かな対応をしていただきたいと思い

ます。

梅雨に入り、水たまりを避けて歩いている子

供たちの状況を見ますと、やはり車にも注意し

ないといかん、水たまりにも注意しないといか

ん。そういう意味では、本当に予想を超える降

雨があった場合はどうするのかという思いがい

たします。やっぱり、必要な予算を確保すると

いうことが大変重要ですので、その点を考えて

対応をお願いしておきたいと思います。

―次に、資産運用という点で、今の総理が

新しい資本主義の関係かも分かりませんが、日

本人の預貯金額が50兆円になりましたので、そ

れをどういうふうにして吐き出させるかという

対策でもあるんですが 資産運用をというふ―

うに言われています。
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投資について、今度は学校側が教えなくちゃ

いけないという立場になったわけですけれど

も、学校の指導の現状と、今後どのように教え

ていくのか、お伺いいたします。

投資をはじめとす○教育長（黒木淳一郎君）

る金融に関する教育につきましては、成年年齢

が引き下げられたこともあり、ますます重要性

が高まっていくと認識しております。

現在、小中学校では、児童生徒の発達段階に

応じまして、家計の大切さや金銭管理について

学んでおり、高等学校では、金融の仕組みの学

習や家計の資産形成の視点も含めた学習を実施

しております。また、金融広報アドバイザー等

の外部講師を活用した授業や、職員向けの研修

にも取り組んでおります。

今後は、さらに小中高が連携し、自立して生

きていくために必要な力は何かを議論しなが

ら、社会の出来事を自分のこととして捉え、行

動できる子供の育成を図ってまいります。

実は、投資を教えるという○井上紀代子議員

ことは、経済そのものを教えることでもあるん

ですよね。ですから、また小手先で教えられる

ものでもない。先ほど、スマートフォンの問題

について教育長にお聞きしましたが、投資は簡

単にスマートフォンでできるんですね。そうい

うことも含めて、私ごときの体験談ですから、

この年で言うほどのことではないんですが、私

たちの周りと、今の子供たちの周りとでは、も

う現実に使用するいろんなものが違ってきてい

るわけですね。ですから、例えば家庭科の時間

で教え切れるのか、公民の時間でそれを教え切

れるのかという問題点がいろいろあると思いま

すが、学校教育が変わっていくことの一つの

チャンスでもあるので、先生方も悩みが大変多

いとは思いますが、悩みを外に出しつつ、これ

をやっていくと、経済のありよう、つまりは政

治がどういうものであるかということも教えて

いくことになりますので、ぜひ丁寧な検討をお

願いしておきたいと思います。

次に、さきに公開されました令和４年版消費

者白書によりますと、インターネット通販に関

する相談件数は、依然として多いようです。ま

た、ＳＮＳをきっかけとした消費生活相談件数

は増加を続け、昨年度は過去最多となってお

り、中でも20代の若い世代からの相談が多く

なっています。

本年４月から成年年齢が18歳に引き下げられ

たこともあり、今後、若者の消費者トラブルが

増加する可能性があります。

そこで、契約に関する知識や経験が少ない若

者の消費者トラブルを防ぐためには、幼い頃か

らの適切な消費者教育が必要と考えますが、消

費者教育拠点として位置づけられる宮崎県消費

生活センターにおいて、若者層への消費者教育

にどのように取り組んでいるのか、総合政策部

長にお伺いいたします。

若年者の消費○総合政策部長（松浦直康君）

契約トラブルにつきましては、県としても非常

に懸念しておりまして、早い時期からの適切な

消費者教育が重要であると考えております。

このため、県消費生活センターでは、学校で

の出前講座による啓発を年間150回程度行います

ほか、相談窓口を案内する短縮ダイヤル「188」

通称いややと呼んでおりますが の周知― ―

等に努めてきたところであります。

また、令和２年度からは、小・中・高校生向

けに、ＳＮＳ関連をはじめ発達段階に応じた教

育動画を作成し、ホームページ等で提供してお

りまして、今年度は、授業での有効な活用方法

等について、教職員向けの研修会を開催するな

- 42 -



令和４年６月15日(水)

ど、消費者教育の指導力向上を図ることとして

おります。

今後とも教育委員会等と連携し、若年者への

消費者教育及び相談窓口の周知等に取り組んで

まいります。

ぜひ、教育委員会等とも強○井上紀代子議員

い連携を持ちながら、これについては対処して

いただきたいと思います。

次に、エネルギー問題についてお伺いいたし

ます。

今回の補正予算には、化石燃料からの転換を

促進する「県内事業者エネルギー転換緊急支援

事業」が提案されています。本事業では、県内

事業者が重油等の化石燃料から電気へと転換す

るための設備更新に対し、上限150万円の支援を

行うことになっています。この支援の基準から

考えると、かなり小規模な重油ボイラーを使っ

ている事業者が対象のように考えられ、電気料

金も上がる中で、ランニングコストがどれだけ

削減できるのか、気になります。

本事業では、どのような取組を対象としてい

るのか、環境森林部長にお伺いいたします。

この事業で○環境森林部長（河野譲二君）

は、エネルギー源を化石燃料から電気に移行す

ることによる燃料費の削減や、再エネと省エネ

を組み合わせた光熱費の削減により、燃料価格

高騰の影響を受けにくい事業構造への転換を図

る県内事業者等の取組を支援することとしてお

ります。

具体的には、ガソリン車と比べて燃料費が削

減できる電気自動車の導入や、病院や福祉施設

などの事業所において、給湯設備の熱源を重油

から電気へ移行する取組などを支援することと

しております。

また、消費電力を減らす省エネ設備への更新

と、購入電力の削減につながる再エネ設備の導

入を同時に行う取組について、支援することと

しております。こうした取組は、温室効果ガス

の排出量削減にも寄与するものと考えておりま

す。

オフィスにおける削減も大○井上紀代子議員

きく期待ができますので、ぜひ取り組んでいた

だきたいと思います。

続けて、本事業では、再生エネルギー設備と

省エネ型空調設備を組み合わせた設備投資に対

しても上限500万円の支援が行われます。かなり

限定的な支援内容となっていますが、見方を変

えると、鳥インフルエンザ対策で導入が進んだ

閉鎖型の大型鶏舎等に導入されると非常に効果

的な事業にもなりそうです。

この事業による取組は、ＣＯ 削減にどの程度２

効果があるのか、環境森林部長にお尋ねいたし

ます。

事業活動で使○環境森林部長（河野譲二君）

用するエネルギー源を化石燃料から電気へと移

行することは、ＣＯ 排出量削減に大きな効果が２

あり、例えば、ガソリン車を電気自動車に切り

替えますと、１台当たり年間３万キロメートル

の走行で、約２トンの排出量削減が見込まれま

す。

また、再エネ設備については、20キロワット

の太陽光パネルを導入しますと、推計で年間

約11トンの排出量削減につながるとともに、Ｌ

ＥＤ照明などの省エネ設備更新を併せて行うこ

とにより、さらに大きな効果が見込まれるとこ

ろであります。

県としましては、本事業による取組をモデル

として広く波及させることにより、事業活動に

伴う排出量を削減し、ゼロカーボンの実現につ

なげてまいります。
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県内事業者エネルギー転換○井上紀代子議員

緊急支援事業は単年度ですが、この事業を私は

かなり大きく評価しています。この事業は、県

内エネルギー需要マップを大きく塗り替えるこ

とができると確信します。

2050年にゼロカーボンを達成するためには、

どの程度温室効果ガスを削減する必要があり、

また、そのためにはどのように取り組んでいく

のか、環境森林部長に伺います。

本県の温室効○環境森林部長（河野譲二君）

果ガス排出量は、平成30年度の推計で976万トン

と、平成25年度に比べて296万トン減少しており

ます。

しかしながら、2050年にゼロカーボンを達成

するためには、森林等による吸収量を加味して

も、さらに645万トン程度の削減が必要と見込ん

でおり、省エネによる削減努力に加え、化石燃

料から電気へのエネルギー源の移行や再生可能

エネルギーの拡大が進まなければ、目標の達成

は難しいと考えております。

そのため、県民や事業者のゼロカーボンに向

けた機運の醸成を図るとともに、家庭や産業部

門などにおける省エネの徹底や、太陽光をはじ

めとする再エネの導入拡大を推進するなど、エ

ネルギー構造の転換に取り組むこととしており

ます。

それでは、視野を広げてみ○井上紀代子議員

ますと、最近のニュースでは、石油元売トップ

のエネオスは、今年５月に海外の石炭開発の権

益を売却する方針を発表し、再生可能エネル

ギーや水素関連事業に投資を集中するとしてい

ます。

我が国は、国際環境ＮＧＯの「気候行動ネッ

トワーク」から温暖化対策に後ろ向きな国に送

られる化石賞を、ＣＯＰの会議ごとに突きつけ

られています。唯一の被爆国であり、３・11で

はチェルノブイリに次ぐ原発事故を経験した日

本の脱化石対策が、原子力発電所でよいはずは

ありません。その中で期待され、また日本が技

術的にトップを走っているのが、水素利用であ

ります。

先日、この水素エネルギーをどこでも誰でも

利用できる低圧水素プラントの開発を手がけて

いる山梨県の事業者を視察してきました。この

事業者は、既に山梨県や沖縄県で実証プラント

を稼働させており、自治体と提携したカーボン

ニュートラルのまちづくりをスタートさせてい

ます。

ＶＵＣＡの時代です。日本のひなたを標榜す

る本県が、カーボンニュートラルに向けてどう

行動していくのか、常に考え、イノベーション

の活用方策を県民に示していく必要がありま

す。ゼロカーボン社会の実現に向けて、水素に

係る新たな技術の活用も含めて、どのような方

針により取り組んでいくのか、知事にお伺いい

たします。

地球温暖化対策は、避○知事（河野俊嗣君）

けることができない喫緊の課題でありまして、

将来世代に対する私たち一人一人の責務とし

て、脱炭素化に積極的に取り組んでいく必要が

あると考えております。

このため県では、「ゼロカーボン社会づく

り」を第四次環境基本計画の重点プロジェクト

に位置づけ、省エネの推進をはじめ、再生可能

エネルギーの導入拡大や森林吸収量の維持など

を取組の柱として、県民一人一人の機運醸成や

農林水産業をはじめとする各産業部門における

取組への支援などを全庁的に推進しているとこ

ろであります。

また、今年度は、2030年度の温室効果ガス削
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減目標を見直すこととしておりまして、本県の

恵まれた自然環境が生み出す再生可能エネル

ギーや豊かな森林資源を最大限に活用するとと

もに、御指摘のありました、水素などの次世代

エネルギーや研究開発が進む新たな技術の導入

などによりまして、ゼロカーボン社会の実現に

向けた取組をさらに加速させ、安心して暮らせ

る持続可能な社会を将来の世代に引き継いでま

いりたいと考えております。

この開発された低圧水素に○井上紀代子議員

ついては、今までの概念を捨てていただいたほ

うがいいと思います。本当にＣＯ ゼロですの２

で。私はまた７月に見に行ってきたいと思って

いるんですけれども。新たなものを導入するの

には、非常にエネルギーが要るとは思います

が、ぜひ、再考されるというか、今後見直しを

されるときに一考していただきたいと思いま

す。

次に、６次産業化や食品加工業者のイノベー

ションという視点から、「食品開発支援機能強

化事業」についてお伺いいたします。

この事業で、昨年度私が取り上げましたフ

リーズドライの製造装置が食品開発センターに

導入されることを伺い、大変うれしく思ってい

ます。食品を冷凍した上で真空状態に置くこと

で食品の水分を抜く技術は、消費者が水を加え

るだけで元の状態に戻せ、また、栄養や香り、

うまみがそのまま残せる加工技術で、年々高度

化しており、食品加工の様々な分野で活用され

ています。

しかしながら、九州には受託加工をしてくれ

る事業者がなく、多くの加工業者が商品開発を

諦めざるを得ませんでした。今回、県の英断

で、県内事業者が利用できる装置が導入される

ことになり、多くの事業者の活用を期待してい

ます。

今回導入する装置の特徴と、どのような活用

を想定しているのか、商工労働部長にお伺いい

たします。

食品開発○商工観光労働部長（横山浩文君）

支援機能強化事業についてということでござい

ますけれども、小麦をはじめとします原材料な

どの価格高騰によりまして、食品製造業者は、

原材料の変更やコスト削減のための製造工程の

見直し、価格の引上げに見合う付加価値の高い

商品開発といった対応が課題となっておりま

す。

このため、食品開発支援機能強化事業では、

食品開発センターに、粒子の細かい高品質な米

粉を製造できる気流式製粉機や、長期保存が可

能となるレトルトパック製品の試作ができる製

造装置、需要が伸びている炭酸入りのアルコー

ル飲料等を試作するための炭酸充塡装置などを

整備することとしております。

県内事業者が新商品の開発や試作品を製造す

る際に、こうした装置を積極的に活用していた

だくことで、物価高騰の影響を受けた事業者の

原材料変更や、付加価値の高い新商品開発の取

組を支援してまいります。

食品開発センターの活動は○井上紀代子議員

県内の食品加工業者の食品開発支援が主体のよ

うです。今回、フリーズドライという新しい商

品開発ツールを得ることになりますが、本県の

食品加工業のイノベーションにつながる情報発

信を期待しています。

そこで、県内事業者へのフリーズドライ装置

の活用推進をどのように図っていくのか、商工

観光労働部長にお伺いします。

今年度、○商工観光労働部長（横山浩文君）

食品開発センターに導入を予定しておりますフ
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リーズドライ装置につきましては、その機能や

活用事例等についてホームページに掲載すると

ともに、これまでフリーズドライに関する相談

があった事業所に対して、個別に案内するなど

広く周知を図ってまいります。

また、装置の有効活用には、商品開発に関す

る技術的な支援を併せて行うことが重要であり

ますことから、食品開発センターにおいて研究

を進めまして、ノウハウを蓄積しつつ、事業者

の課題に応じた技術支援を行ってまいります。

今後は、食品開発センターにおきまして、試

験販売を目的としたフリーズドライ製品の製造

が可能になることから、多くの事業者に活用い

ただくことで、新たなフリーズドライ製品の商

品化が広がるものと期待しているところでござ

います。

本県には、全国有数の１次○井上紀代子議員

産業があります。しかしながら、その産品のほ

とんどは、他県の食品加工業者が加工し、付加

価値をつけて消費者に届けているのが実態で

す。川上から川下への物流チェーンの原則の中

で、消費者に近いところで加工することはやむ

を得ないとしても、宮崎ならではの質の高い商

品開発を行うことで、付加価値の一部を本県に

取り戻す努力が必要だと考えます。

本県の食品加工業の振興を図っていくために

は、これまで以上に庁内が一体となって取り組

む必要があると考えますが、総合政策部長にお

伺いいたします。

県では、地域○総合政策部長（松浦直康君）

の強みであります農林水産業を生かしまして、

食品関連産業の競争力強化と地域活性化を図る

ため、平成25年にフードビジネス振興構想を策

定し、様々な取組を行ってまいりました。

近年、新型コロナに加え、国際情勢の悪化に

伴う物価高騰などの影響を受けまして、食品関

連産業は非常に厳しい状況にありますが、県産

品のさらなる高付加価値化の推進、あるいは食

の魅力発信、販路拡大など、食品関連産業に

は、まだまだ成長の可能性があると考えており

まして、今年度、その構想の見直しに取り組む

こととしております。

この構想の下、農林水産業や商工業など分野

ごとの取組を着実に進めながら、部局間連携を

さらに強化し、フードビジネスの振興に努めて

まいります。

私はＬＦＰ（ローカルフー○井上紀代子議員

ドプロジェクト）を物すごく評価しています。

やはり３部が一体となってやると、これほどの

効果が出るんだなということ。そのときの総合

政策部は大変でしょうけれども、その接着剤と

いうか、そういう役割をぜひ今後も果たしてい

ただきたいなと思っています。

それでは次に、農政問題についてお伺いいた

します。

ものづくり現場での最大の課題は、資材高騰

であり、物流コストの上昇であります。今回の

補正予算でも支援が行われることになっていま

すが、冒頭申し上げたとおり、永久に続けてい

くわけにはいきません。その一方で、消費者物

価を野放図に上げていくこともできません。輸

入品で代替するにしても、構造的な円安です。

このため、全ての品目について、コストが上

がった分を吸収できる新しい仕組みづくりが求

められています。

農業の現場で使われる肥料には、化学肥料と

堆肥等の特殊肥料があると伺っています。特殊

肥料の多くは国産原料で、資材高騰の影響を受

けていないのではないかと考えています。資材

高騰の中で、化学肥料と堆肥等の特殊肥料の価
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格変動について、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

化学肥料の令○農政水産部長（久保昌広君）

和４年４月の価格は、国の農業物価統計により

ますと、１年前と比べ12％増加しており、一

方、堆肥等の特殊肥料である鶏ふんの価格は、

１％の増加にとどまっております。

なお、県内に流通している牛ふん堆肥等につ

きまして、県内の関連事業者に確認しましたと

ころ、ここ１年間の価格は、同程度で推移し、

変動は少ないというふうに伺っております。

予想どおりでうれしいで○井上紀代子議員

す。

他県のＪＡでは、化学肥料と地域資源の堆肥

を混合した複合肥料を商品化し、これまでの化

学肥料に代替することで、肥料価格の維持と国

産化を図ろうとしています。

本県での肥料コスト削減に向けた取組と混合

堆肥複合肥料の導入について、農政水産部長に

お伺いいたします。

肥料コストを○農政水産部長（久保昌広君）

低減するためには、土壌の栄養状態に合わせま

して、適正に肥料や堆肥を利用することが必要

でございまして、今般の化学肥料の高騰におい

ては、ますますその取組が重要になっておりま

す。

このため、県といたしましては、土壌診断結

果に基づく化学肥料の適正な利用に関する技術

指導の強化とともに、堆肥のより一層の活用を

推進しているところです。

また、混合堆肥複合肥料につきましても、県

内資源である堆肥の有効活用により、肥料の低

コスト化が期待されますことから、県では、主

要作付品目の生育への効果や、適正な散布量の

実証試験の結果を見極めながら、県内への普及

を図ってまいりたいと考えております。

この実証実験の結果という○井上紀代子議員

のを、本当に私も楽しみにしておりますので、

ぜひぜひ、これを進めていただきたいと思いま

す。

いにしえの時代から、農業の基本が土づくり

であることに変わりはありません。随分と前に

は、県は良質堆肥の生産・流通を指導する組織

をつくり、完熟した良質堆肥づくりや積極的な

土壌診断に基づく土づくりの推進をするＯＤＤ

運動等に力を入れておられました。

地域資源を活用した土づくりを、県はどのよ

うに推進していくのか、農政水産部長にお伺い

いたします。

全国有数の畜○農政水産部長（久保昌広君）

産県である本県にとりまして、豊富な地域資源

である家畜ふんを原料とする良質な堆肥を活用

した土づくりは、重要な取組となっておりま

す。

県では、良質な堆肥の生産に向けまして、民

間コンサルタントと連携して、畜産農家等に対

する堆肥づくりの技術指導を行うとともに、農

業改良普及センターを通じて、耕種農家に対し

て、堆肥の適正な利用を指導しているところで

あります。

また、堆肥の利用は、化学肥料の低減にもつ

ながるため、本議会にお願いしております「堆

肥等利活用促進緊急体制整備事業」を活用しま

して、堆肥散布機械等の導入や散布作業を行う

オペレーターの育成支援などにより、堆肥を利

用しやすい体制整備に努め、土づくりととも

に、肥料コストの低減に向けて取り組んでまい

りたいと考えております。

この土づくりについては、○井上紀代子議員

本当に丁寧な対策というのを取りながら、肥料
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コストの低減だけじゃなく、本当に土づくりこ

そ大事なんですね。ですから、この土づくりを

しっかりとやっていただくと、宮崎の農家の皆

さんも、非常に助かるというか、自分が作って

いるものを安心して消費者に渡すことができま

すので、ぜひよろしくお願いしておきたいと思

います。

次に、最も病害虫被害が多い作物は野菜で、

特にピーマンやキュウリなどの施設園芸が多い

と聞いています。これらの品目は、ここ10年程

度の間に農薬散布回数が増え、農薬コストも増

加していると思われ、農家経営を圧迫している

と予想しています。

このような中での資材高騰です。以前、委員

会で、本県では、土づくりや適正な施肥とか、

かん水とかによる健康な作物づくりをベース

に、微生物農薬や天敵昆虫と、これらの生物に

影響が少ない選択制農薬を組み合わせた総合的

作物管理法ＩＣＭを推進していると伺いまし

た。

しかしながら、野菜価格が低迷する中で、ウ

イルス病や難防除害虫への対応に農家はくたび

れ果てて、ＩＣＭの基本技術がおざなりになり

つつあるのではないかという声もお聞きしま

す。

県はどのような方策をもって、難防除害虫の

対策と防除コストの維持、低減を図ろうとして

いるのか、農政水産部長にお伺いいたします。

難防除害虫に○農政水産部長（久保昌広君）

つきましては、化学農薬のみによる防除が困難

でありますので、本県では、天敵の利用など

様々な防除手段を組み合わせました宮崎方式Ｉ

ＣＭによる防除を推進しているところでありま

す。

宮崎方式ＩＣＭの導入によりまして、化学農

薬による防除回数を減らすことが可能となり、

防除コストの抑制につながることも期待できま

す。

農業者が安定した経営を行う上では、効果的

な防除とともに防除コストを抑えることが重要

でありますことから、県では今後とも、この宮

崎方式ＩＣＭの取組が農家に広く普及できます

よう、各種講習会などを通して、その効果の周

知と技術支援に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

次に、視点を変えて農政問○井上紀代子議員

題を考えてみようと思います。

私たちは、日本の主食はお米だと習い、今で

もそうだと固く信じています。しかしながら、

お米の消費量は年々減少しており、消費の現場

では、米離れが加速しているようです。

先祖伝来、守り、投資をしてきた水田をどう

未来につなげていくのか。まさに、ＶＵＣＡの

時代であるからこそ、異なる光を当てて考える

べきではないでしょうか。

本県の水田は、湿田が多く、区画も小さいた

め、大型のスマート農機も入らないところが多

いようです。また、水はけの悪さは、水田輪作

の可能性もなくしていると伺っています。

有機農業のまちづくりを進めている綾町で

は、露地野菜の生産拡大を試行する農業者や、

新規就農を希望する町外からの移住希望者が多

いようですが、既に空いている畑地がない一方

で、水田は畜産農家のＷＣＳ利用が主体となっ

ているとのことです。

このような状況で、県内のどの市町村でも同

じ傾向と伺っています。交付金頼みの水田農業

だけでなく、本格的に水田でお金が取れる農業

への転換も必要ではないかと考えています。水

田の高度利用に向けた排水対策等の整備を加速
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度的に進めていく方策について、農政水産部長

にお伺いします。

水田における○農政水産部長（久保昌広君）

儲かる農業を実現させるためには、収益性の高

い作物の導入や農作業の省力化、効率化等を図

る必要があり、農地の条件整備を望む声も多く

届いております。

このため、輪作を可能とする排水対策や、ス

マート農業に対応した圃場の区画拡大等に向け

まして、従来の圃場整備事業による大規模な整

備に加えまして、より簡素な手続で速やかに実

施できる、国の「農地耕作条件改善事業」など

を活用しまして、暗渠排水とか畦畔除去などの

簡易な整備にも、スピード感を持って柔軟に取

り組んでおります。

今後とも、関係機関と連携しながら、地域や

担い手の様々なニーズに応じた農地の整備を、

積極的に推進してまいりたいと考えておりま

す。

水田の高度利用に向けての○井上紀代子議員

考え方というのは、やはり、実際にやっておら

れる方たちと真剣に話し合って、きちんと決め

ていく必要というのがあると思うんですよね。

ですから、そこが大変難しいところなので、農

政水産部のほうがぐらぐらしていると、なかな

かそっちの方向には行かないんじゃないのかな

と思います。

ですから、きちんとした、本当に儲かる農業

とはどういうことなのかということは、農政水

産部でも議論していただきたいと思います。そ

して、この方法がいいのかどうかというのは、

やっぱり納得ずくでやっていただきたいなとい

う気持ちもありますので、ぜひ丁寧な対策の取

り方をやっていただきたいと思います。

さて、さきの議会で、県域をカバーする有機

ＪＡＳ認証機関の創設についてお伺いしまし

た。県の答弁にありましたとおり、高鍋町、木

城町が主体となった有機ＪＡＳ認証を行うＮＰ

Ｏ法人が無事に設立されると伺っています。こ

れらの町長からは、県に対して、農業者が有機

農業を学ぶ場や指導を充実してほしいと要望さ

れています。

県は、有機農業に取り組もうとする現場の動

きをどのように支援し、技術指導を展開してい

こうとしているのか、農政水産部長に伺いま

す。

県では、有機○農政水産部長（久保昌広君）

農業に関心の高い自治体や、実践農業者による

「宮崎県有機農業連絡協議会」を組織するとと

もに、令和４年３月に「みやざき農水産業グ

リーン化推進プラン」を策定し、有機農業の取

組を推進しているところです。

本年度は、有機農業の取組拡大に向けまし

て、「持続可能なみやざきグリーン農業構築事

業」によりまして、地域ぐるみで有機農業を推

進する綾町や高鍋町、木城町の取組への支援

や、技術指導者の育成、指導体制の強化などを

進めることとしております。

今後とも、関係機関・団体と連携し、有機農

業が、広く県内で展開されるよう取り組んでま

いります。

国はこの方向で進んでいる○井上紀代子議員

んですよね。オーガニックビレッジというのを

全国に広げたいと思っているんですね。そし

て、その最先端を行っているのが、宮崎県なん

ですよね。やはりきちんとした、そういう意味

で言うと、技術指導者の育成とか指導体制の強

化ということについては、真剣にやっていただ

くということがとても大事だと思います。アグ

リビレッジを広げるということは、日本農業に
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とっても大切なことですので、そこは気合を入

れてやっていただきたいなと思います。

本県の農林水産業は、支庁とか振興局単位に

現場指導拠点を、また、主要産地には試験研究

機関を配置することで、迅速できめ細やかな技

術開発、普及を可能とし、今日の産地をつくり

上げてきました。そして、前例のない資材高騰

や、国のみどりの戦略で掲げられた有機農業へ

の対応は、これまで以上に県の総合的な技術指

導が重要になっているのではないかと感じてい

ます。予測不能なＶＵＣＡの時代に対応できる

現場指導力、研究開発の強化が課題となってい

るのではないでしょうか。

本県の農畜産業を持続可能な産業として活性

化していくための現場指導、研究強化に向けた

技術職員の資質向上について、農政水産部長に

お伺いいたします。

温暖化の進行○農政水産部長（久保昌広君）

や自然災害の増加に加え、国際情勢の変化等、

農畜水産業を取り巻く情勢が厳しさを増す中、

議員御指摘のとおり、普及や試験研究等の現場

で生産者を支える技術系職員の役割は、ますま

す重要になっているものと考えております。

このため、農政水産部では、若手職員に対し

て、上司や同僚がＯＪＴできめ細かく指導する

ほか、専門的な知識・技術を身につけるための

勉強会や派遣研修、さらには学位取得の支援な

ど、様々な人材育成の取組を行っているところ

であります。

今後、持続可能な力強い農畜水産業を実現す

るためには、スマート化や脱炭素など最先端の

科学技術にも的確に対応することが必要になり

ますことから、引き続き、職員の資質向上に

しっかりと取り組んでまいりたいと考えており

ます。

今日の宮崎県の産業は、農○井上紀代子議員

業にしても、林業・水産業にしても観光業も、

県民と県が力を合わせ、これまでの概念を覆す

サービスを生み出すことで発展してきたと、私

は考えています。

県の防災営農の掛け声に呼応した超早場米や

施設園芸、畜産の振興、杉に特化した植林やカ

ツオ一本釣りの船団、近くは県を代表するマン

ゴー・完熟キンカンのブランド産地化、国の成

り立ちを訪ねる神話を題材とした観光業など、

これらは、これまでの常識を覆したすばらしい

宝石たちだと思っています。

このように、本県産業の振興を図っていくた

めには、県職員の皆さんがエネルギー源とな

り、現場に飛び込み、情熱を持って、県民を巻

き込んだからかなったことです。

しかし、コロナ禍の中で、県職員の行動は制

限されています。財政難にあえぐ市町村が職員

定数を減らし、技術職での採用をやめ、総合職

とした結果、これまで市町村が農協や漁協、森

林組合等とともに地域産業を支えてきた仕組み

は危うくなっています。まさに、地域産業のイ

ノベーションは、県の技術職が最後のとりでと

なっています。我が県は、鹿児島県や熊本県の

ように、強い民間企業が経済を牽引してくれる

県ではありませんし、手放しで大手資本が参入

し、提案をしてくれる県でもありません。自分

たちで汗をかくしか、本県は生きていく道はな

いと思います。きれいごとではなく、本当に県

民からリスペクトされる技術職員の確保・育成

に全力を傾けてほしいと私は考えています。

この不透明なＶＵＣＡの時代を生き抜くため

には、新しいテクノロジーの理解と情報収集

力、そして、自らの頭で考える力が必要である

と言われています。
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本県の産業を守り、振興を図っていくために

は、技術系職員の人材育成が極めて重要である

と考えますが、知事の見解をお伺いいたしま

す。

技術系の職員につきま○知事（河野俊嗣君）

しては、それぞれの専門性を生かし、持続可能

な力強い産業の実現に向けた様々な技術支援

や、危機事象等発生時の事業支援を行うなど、

主要産業である農林水産業をはじめ、様々な産

業の振興を図るため、極めて重要な役割を担っ

ております。県民や事業者の皆様からも、その

働きを評価し、頼りにしているというような声

も伺うことがあり、大変うれしく思っておりま

す。

このため、まずは優秀な職員の確保と併せま

して、ベテラン職員による若手職員等への技術

指導や専門機関における研修受講等を通して技

術力の向上を図るとともに、職員の適性や能

力、希望等を踏まえまして、本庁・出先機関の

様々な職場や職務を経験させ、また、幅広い視

野を養うため、他部局など専門以外の部署への

配置や、省庁への派遣などを行っております。

今後とも、人口減少対策や様々な危機事象へ

の対応をはじめとする、本県産業が直面する諸

課題に的確に対応していくため、より多様な経

験や高い専門性を備えた技術系職員の確保・育

成に努めてまいります。

壇上で申し上げましたとお○井上紀代子議員

り、この不透明な時代の中で、私たちが、この

宮崎に住む人たちにどう安心して住んでいただ

くようにするかというのは、大きな企業のな

い、そして、資本の大きいところが参入してく

るようなところでもないこの宮崎県において

は、やっぱり県庁が一番のエネルギー源です。

ですから、やはり県庁が、しっかりと住民の人

たちの思い、市町村民の皆さんのお気持ち、県

民の皆さん全員の気持ちを受け止める力を持つ

べきだと私は思っています。

ですから、知事がリーダーとして、私たちが

安心して、この宮崎でいい、宮崎に住みたいと

思えるようにしていただきたいなと思います。

私は、国土保全奨励制度を提唱された松形祐

堯知事のときに県議会議員となりました。その

ときの県議会の議論は既に、国土をどう守る

か、国土をどう保全していくのかということ

で、真剣な議論がありました。ですから、私ご

ときでも、林活議連の副会長にと、川下の者の

声の代表としてやれと言って、自民党議員のお

じちゃんたちから、そのとき副会長にしていた

だきました。ですから、経験をすることと、も

う一つは、やはり受け止める力を持つというこ

とは、これからの不透明な時代の中では必要だ

と私は思います。

そして、我が県において農業が廃れることが

あったときには、もう宮崎県はなしだというふ

うに言わざるを得ないと思いますので、農業を

基幹産業として主軸に据えて、これからも皆さ

んと一緒に私自身も頑張ってまいりたいと思い

ます。

本日の質問、ありがとうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○中野一則議長

した。

常任委員長審査結果報告（議案第13号）◎

次に、議案第13号を議題とい○中野一則議長

たします。

ここで、常任委員長に審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、日高博之委員

長。

〔登壇〕 御報告いたします。○日高博之議員
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今回、当委員会に付託を受けました議案第13

号「令和４年度宮崎県一般会計補正予算（第２

号）」につきましては、慎重に審査いたしまし

た結果、お手元に配付の議案委員会審査結果表

のとおり、全会一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、今回の補正予算についてであります。

この補正予算は、令和４年４月末に決定され

た、国の原油価格・物価高騰等総合緊急対策に

伴うもので、50億4,300万円余の増額となってお

り、歳入財源は全額国庫支出金でございます。

次に、総合政策部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、燃料費高騰の影響を受ける事

業者の負担軽減や子育て世帯の家計負担の軽減

を行うもので、一般会計で10億9,500万円余の増

額であります。

このうち、新規事業「交通・物流事業者燃料

高騰等対策事業」についてであります。

この事業は、原油価格の高騰などにより極め

て厳しい経営状況にある交通事業者や物流事業

者に対し、燃料高騰の負担軽減や運行継続に必

要な支援を行うことで、本県の交通網や物流網

の維持を図るものでございます。

このことについて委員より、「補助額を積算

する上で、使用燃料の基準となる価格はどのよ

うに決めたのか」との質疑があり、当局より、

「新型コロナが流行する前の令和元年度の平均

価格を基準として設定した」との答弁がありま

した。

これに関して委員より、「事業を構築するに

当たって、バス協会やトラック協会などから、

業界の現状について情報収集を行っているの

か」との質疑があり、当局より、「日頃から現

状の把握に努めているほか、各団体から燃料高

騰対策に係る要望を受けており、本事業の構築

に当たっては、事前に意見交換を行っている」

との答弁がありました。

当委員会といたしましては、厳しい環境に置

かれている事業者に対して、適切な事務手続に

より、迅速に支援が行き届くよう努めていただ

くとともに、今後さらに厳しい現状となること

も予想されることから、引き続き、現状把握に

努め、必要な支援について国に働きかけていく

よう要望します。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、岩切○中野一則議長

達哉委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○岩切達哉議員

今回、当委員会に付託を受けました議案第13

号につきましては、慎重に審査いたしました結

果、お手元に配付の議案委員会審査結果表のと

おり、全会一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

福祉保健部の補正予算についてであります。

今回の補正は、物価高騰等への対策として、

低所得の子育て世帯へ特別給付金を支給するな

ど、低所得世帯や生活困窮者を支援するもの

で、一般会計で３億5,200万円余の増額でありま

す。

このうち、新規事業「生活困窮者法律相談支

援事業」についてであります。

この事業は、コロナ禍における物価高騰等の

影響により生活に困窮する方々への支援のた

め、債務整理や返済に関する法律相談における

負担を軽減することで、家計の改善や自立の促

進を図るものであります。
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このことについて委員より、「対象者の中に

は、生活に余裕がなく、テレビや新聞等から情

報を得ることができない方もいることから、事

業内容の周知方法について工夫が必要である」

との意見がありました。

当委員会といたしましては、当事業はもとよ

り、新型コロナに関する様々な事業について、

支援を必要とする県民の方々に対し、確実に行

き届くよう、引き続き関係部局と連携しなが

ら、支援策の周知を徹底していただくよう要望

します。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、商工建設常任委員会、○中野一則議長

西村賢委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○西村 賢議員

今回、当委員会に付託を受けました議案第13

号につきましては、慎重に審査をいたしました

結果、お手元に配付の議案委員会審査結果表の

とおり、全会一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

商工観光労働部の補正予算についてでありま

す。

今回の補正は、原油価格や物価高騰の影響を

受ける事業者の負担軽減や、地域経済の活性化

と生活者支援へつながる消費喚起対策等を講じ

るもので、一般会計で11億7,600万円余の増額で

あります。

このうち、小規模事業者新事業展開等追加支

援事業についてであります。

この事業は、商工会議所等の伴走支援を受け

ながら新事業展開や販路開拓に取り組む小規模

事業者に補助を行う既存事業について、今回、

原油価格・物価高騰の影響を考慮して、補助率

や補助上限額の引上げを行うものであります。

このことについて委員より、「補助率等が引

き上げられることで、事業者は新しい事業に取

り組みやすくなるが、限られた財源の中で、よ

り多くの事業者に利用してもらう観点から、補

助率等を据え置くという考えはなかったのか」

との質疑があり、当局より、「この事業の特徴

は伴走支援を行うことであり、商工会議所等が

個々の事業者にしっかりと寄り添いつつ、事業

者の前向きな取組をより力強く支援するため、

補助率等を引き上げることとした」との答弁が

ありました。

また、別の委員より、「伴走支援を丁寧に

行っていくために、支援を行う側の人材や受皿

の確保は十分になされているのか」との質疑が

あり、当局より、「伴走支援の対象として約400

社を想定しているが、商工会議所等に聞き取り

を行いながら事業を設計していることから、支

援の実施については問題ないと考えている」と

の答弁がありました。

これに対して委員より、「商工会議所等は

様々な支援事業の窓口となっているため、手続

が煩雑になると職員が足りないという声もあ

る。伴走支援を行う体制が維持できるよう、商

工会議所等の事務負担についても十分配慮して

いただきたい」との要望がありました。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委員○中野一則議長

会、武田浩一委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○武田浩一議員

今回、当委員会に付託を受けました議案第13

号につきましては、慎重に審査いたしました結

果、お手元に配付の議案委員会審査結果表のと

おり、全会一致で決定いたしました。
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以下、審査の主な内容について申し上げま

す。

初めに、環境森林部の補正予算であります。

今回の補正は、事業者のエネルギー転換及び

生産性向上の支援に要する経費として、一般会

計で４億6,100万円余を増額するものでありま

す。

このうち、新規事業「県内事業者エネルギー

転換緊急支援事業」についてであります。

この事業は、県内の事業者が事業活動で利用

するエネルギー源を化石燃料から電気に移行す

る取組や再生可能エネルギーの導入等を支援

し、燃料価格高騰の影響を受けにくい事業構造

への転換を促進するものであります。

このことについて委員より、「電気自動車へ

の切替えは世界の潮流であり、今回、県が率先

して公用車として10台程度を導入することは評

価できるが、今後の導入についてどのように考

えているか」との質疑があり、当局より、「国

の政策として、2035年までに新車の販売を電気

自動車等に限定していくとされていることか

ら、電気自動車の導入に順次取り組んでいきた

いと考えている」との答弁がありました。

また、別の委員より、「電気自動車も価格的

に購入しやすくなってきたが、充電に時間を要

することや充電スタンドの普及が進んでいない

といった問題があるので、電気自動車が利用し

やすい体制づくりを進めていただきたい」との

要望がありました。

次に、農政水産部の補正予算であります。

今回の補正は、燃油や資材、飼料等の価格高

騰の影響を受ける事業者の負担を軽減するため

の経費として、一般会計で19億2,800万円余を増

額するものであります。

このうち、新規事業「燃油等価格高騰緊急対

策情報発信事業」についてであります。

この事業は、国や県が行う燃油や資材、飼料

等の価格高騰に対する緩和対策等を生産者に迅

速かつ着実に周知するとともに、消費者の理解

醸成、県産県消を促進するため、各種メディア

による集中的な情報発信を行うものでありま

す。

このことについて委員より、「今回の緊急対

策事業については、全ての関係者に情報を届

け、１人も取り残さないようにすることが重要

である。このため、様々な広報媒体について研

究を行い、徹底した情報発信を行っていただき

たい」との意見がありました。

当委員会といたしましては、両部で実施する

原油価格・物価高騰等総合緊急対策の支援が広

く県内に行き渡るように、情報の迅速かつ着実

な周知に努めていただくよう要望します。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委員○中野一則議長

会、河野哲也委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○河野哲也議員

今回、当委員会に付託を受けました議案第13

号につきましては、慎重に審査いたしました結

果、お手元に配付の議案委員会審査結果表のと

おり、全会一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

教育委員会の補正予算についてであります。

今回の補正は、物価高騰等による子育て世帯

の家計負担を軽減するためのもので、一般会計

で2,800万円余の増額であります。

その内訳は、新規事業「県立学校給食等緊急

支援事業」として、県立学校の給食等における

食材価格の高騰分を支援するものであります。
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このことについて委員より、「食材価格の高

騰により、給食費等がどの程度増えると想定し

ているのか」との質疑があり、当局より、「県

学校給食会による物価上昇率に関する調査結果

等を踏まえ、10％程度と想定している」との答

弁がありました。

当委員会といたしましては、児童生徒の学び

の場の確保に支障が生じないよう、引き続き必

要な対策を講じていただくよう要望します。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で、常任委員長の審査結○中野一則議長

果報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑及び討論

の通告はありません。

議案第13号採決◎

これより採決に入ります。○中野一則議長

議案第13号についてお諮りいたします。

本案に対する委員長の審査結果報告は可決で

あります。委員長の報告のとおり決することに

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、本案は委員長の報告のとおり可決されまし

た。

明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時13分散会

令和４年６月15日(水)
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６月16日（木）
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令 和 ４ 年 ６ 月 1 6 日 （ 木 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（36名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 徳 重 忠 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 濵 砂 守 同

（ ）23番 二 見 康 之 同

（ ）24番 山 下 博 三 同

（ ）25番 西 村 賢 同

（ ）26番 日 高 博 之 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 日 髙 陽 一 同

（ ）34番 横 田 照 夫 同

（ ）35番 野 﨑 幸 士 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 右 松 隆 央 同

欠 席 議 員（１名）

（ ）36番 星 原 透 宮崎県議会自由民主党

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 吉 村 達 也

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

危 機 管 理 統 括 監 横 山 直 樹

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 矢 野 慶 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 村 久 人

財 政 課 長 高 妻 克 明

教 育 長 黒 木 淳一郎

公 安 委 員 長 島 津 久 友

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

監 査 事 務 局 長 髙 山 智 弘

人事委員会事務局長 日 高 幹 夫

事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 坂 元 修 一

議 事 課 長 鬼 川 真 治

政 策 調 査 課 長 伊 豆 雅 広

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○右松隆央副議長

ます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、山

下博三議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○山下博三議員

ざいます。県議会自民党の山下博三です。

今日は、私の地元からもたくさん傍聴におい

でいただきました。ありがとうございます。

それでは、通告に従い、順次お伺いしてまい

ります。

まず、ウクライナ情勢についてであります。

令和４年２月24日、ロシア連邦は、隣国ウク

ライナに一方的に侵攻を始めました。北京オリ

ンピックとその後のパラリンピック冬季大会の

間隙を縫っての侵攻で、その後の侵略の経緯は

報道のとおりであります。

我が国は、さきの大戦の歴史的経緯を踏ま

え、基本的人権の尊重、国民主義、平和主義の

基本原理から成る日本国憲法を制定し、９条１

項で、「国権の発動たる戦争と、武力による威

嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段

としては永久にこれを放棄する。」と誓ってお

ります。

憲法公布から76年を経て、我が国の周辺環境

は大きく変化し、尖閣諸島や日本海において、

我が国の安全保障を脅かす事態が急増しており

ます。

北朝鮮は、コロナ禍に苦しむ中、大陸間弾道

ミサイルなどの発射を繰り返し、中国は、軍艦

や海警局による領海侵入を行うなど、挑発行動

はエスカレートしております。

子や孫、さらにはその先の代に「平和で安定

した日本」をつないでいけるのか、不安に思う

のは私ばかりではないと思います。国内で唯

一、戦闘員ではない多くの国民が犠牲となった

沖縄では、先月、本土復帰50周年記念式典が開

催されました。報道の中で青年が、「ウクライ

ナは他人事ではない。21世紀になっても一般の

国民が犠牲になる戦争が起こるとは信じられな

い」と、大変憂慮しておりました。

ロシアのウクライナ侵攻後、はや５か月にな

ろうという現状をどのように理解されているの

か、またアジア周辺において、日本の置かれて

いる状況をどのように認識されているのか、知

事にお伺いいたします。この後は質間者席より

行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

ロシアによるウクライナへの軍事侵攻につき

ましては、明らかに国連憲章に違反し、我が国

を含む国際社会の平和と秩序、安全を脅かす、

断じて容認できない行為であると考えておりま

す。

また、その戦況の長期化、硬直化による被害

の拡大に伴いまして、世界規模での原油・物価

高騰、食料不足なども生じております。我が国

の国民生活、社会経済活動にも重大な影響を及

ぼしていることを憂慮しております。

こうしたロシアの動きと併せて、アジア周辺

におきましては、北朝鮮による弾道ミサイル発

射実験の頻発化や、中国の軍事力の拡大、海洋

進出の動きなど、我が国を取り巻く安全保障環

境は、急速に厳しさを増しているものと認識し

ております。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。○山下博三議員

我が国は憲法９条で戦争の放棄、戦力の不保

令和４年６月16日(木)
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令和４年６月16日(木)

持、交戦権の否認という平和三原則を明確にす

る一方、日米安全保障条約を締結したため、万

が一のときにはアメリカが助けてくれるとい

う、極めて他力本願的な考え方が多数を占めて

いると言われております。

しかし、国民のほとんどは、ウクライナ侵攻

を目にして、我が国でも周辺国による一方的な

侵略を受ける可能性が否定できないと、危機意

識を持ったと確信しております。

私たち自由民主党は、これまで憲法改正の必

要性を主張してまいりました。もちろん、平和

三原則を堅持しつつ、新たに自衛隊を明記し、

他国からの侵略に備えるというものでありま

す。今国会でも既に13回を超える憲法審査会が

開かれており、その議論も徐々に煮詰まってき

ております。

そこで、日本国憲法の背景や三原則を理解し

た上で、近年の我が国を取り巻く周辺環境の変

化を踏まえ、憲法改正の必要性についてどのよ

うに考えておられるのか、知事にお伺いいたし

ます。

御指摘のとおり、国際○知事（河野俊嗣君）

情勢の不安定化に伴い、多くの国民が、これま

で想像もしていなかった危機を自らの問題とし

て捉えるきっかけとなり、国家の防衛や安全保

障問題に対する関心が高まってきているものと

考えております。我が国の平和と独立をいかに

守っていくか、しっかりと議論がなされるべき

だと考えております。

国におきましては、憲法審査会で活発な議論

がなされておりますが、９条に関しては、賛成

・反対の立場から様々な意見が表明されており

まして、自衛隊の存在を憲法に位置づけるのか

否か、あるいはどう位置づけるかなど、多岐に

わたる論点があるものと考えております。

いずれにいたしましても、憲法は国の在り方

に関わる最高法規でありまして、我が国の法体

系の根幹をなすものであります。その改正は、

国民一人一人に直接関係するものでありますの

で、国会の場での十分かつ慎重な議論はもとよ

り、幅広く国民的な議論を尽くしていく必要が

あるものと考えております。

ありがとうございます。憲法○山下博三議員

改正については、国民投票というのが出てきま

すので、それまでの国民情勢というのをしっか

りと捉まえていきたいと思っています。

ウクライナ侵攻は、軍事面だけでなく、各国

の生活に様々な影響を与えております。ウクラ

イナやロシアは共に穀物の一大生産国であり、

ロシアの小麦輸出量は世界第１位、ウクライナ

は第５位であり、両国を合わせると世界の小麦

供給の29％であります。

侵攻後、シカゴ商品取引所の小麦、トウモロ

コシ、大豆の先物価格は急騰し、３月４日には

ＦＡＯ（国連食糧農業機関）は、「世界の食料

指数が前年比24％も上昇し、史上最高に達し

た」と発表しております。

小麦生産第２位のインドは、国内価格の上昇

を抑えるため、小麦の輸出を停止したというこ

とであります。

国連のグテーレス事務総長は、先月、「今後

数か月で世界的な食料不足の不安に直面する」

と警告しましたが、影響は食料だけではありま

せん。

ロシアは、木材やアルミニウム、パラジウ

ム、肥料原料などの原料輸出国でありますが、

新型コロナウイルスからの経済回復による需要

増加と侵攻の影響が重なり、原材料の供給不足

と価格の上昇が深刻になっております。

以降、食料やエネルギーなど資源が乏しく、
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輸入に頼らざるを得ない我が国の農業・林業へ

の影響について、お伺いいたしてまいります。

まず、農政問題であります。世界的な食糧不

足が懸念される中、食料供給県宮崎の知事とし

て、食料安全保障が叫ばれる中、我が国の食料

自給率の現状をどのように認識しておられるの

か、また、本県農業のカロリーベースの自給率

の状況をどのように認識しておられるのか、お

伺いいたします。

まずは、世界的な人口○知事（河野俊嗣君）

増加による食料需要の増大がございます。これ

に加えて、ウクライナ情勢等の影響によりまし

て、食料の価格高騰や供給不足への懸念が高ま

る中で、我が国は、小麦やトウモロコシなどの

穀物をはじめとする食料の多くを海外に依存し

ております。令和２年度の食料自給率はカロ

リーベースで37％と、諸外国と比較しても低い

水準にあります。

本県の令和元年度の食料自給率は、カロリー

ベースで60％と全国を上回っておりまして、全

国を代表する食料供給基地として、不測の事態

が生じた場合においても、国民が最低限必要と

する食料供給を確保するため、平時から生産能

力を維持し、その向上を図っていくことが、本

県の極めて重要な役割であると認識しておりま

す。

本県の食料供給能力、そして農業の大切さ

は、ますますその重要性を増しているものと認

識しております。

今後とも、本県の基幹産業である農業をしっ

かりと支え、国民への食料の安定供給の確保に

貢献してまいります。

これより、農政水産部長に４○山下博三議員

問お伺いしてまいります。

先日、都城市「きらり農場高木」の前理事長

と、ウクライナ問題と小麦食料自給についての

意見を交換いたしました。

前理事長は、「以前は、梅雨と収穫時期の関

係から小麦を作ることが難しかったが、現在は

品種改良も行われ、11月に小麦を播種し、５月

末に収穫、その後６月末に大豆を播種して、11

月上旬に収穫する輪作体系が十分可能である」

と、自信を持って言われました。

そこで、本県において、飼料用米、麦、大豆

などの穀物の生産状況はどうなっているのか、

お伺いいたします。

本県の令和３○農政水産部長（久保昌広君）

年産の生産状況は、飼料用米が県内各地で486ヘ

クタールの作付となっております。

また、麦類は、小麦が新富町及び宮崎市を中

心に103ヘクタール、大麦が延岡市を中心に81ヘ

クタールの作付、大豆は都城市を中心に218ヘク

タールの作付となっております。

なお、全ての作物の面積は、ここ５年間、ほ

ぼ横ばいとなっております。

今回調べさせていただいたん○山下博三議員

ですが、本県の穀物生産量は、ごくごく僅かな

生産量であります。

国内で消費する穀物の多くを輸入に頼ってい

る我が国において、熊本県や佐賀県などでは、

米を収穫した後に麦類や大豆など二毛作を行

い、水田の生産性を高める取組が進められてお

り、九州各県の穀物の作付面積を見ましても、

本県は福岡県、佐賀県と比べ３分の１から４分

の１ほどしか作付されておりません。

また、国が行った「米の作付意向調査」によ

ると、世界的な穀物価格の高騰から、水田で

は、米から飼料用米や麦、大豆への転換が進ん

でいるということであります。

遊休農地が増加している今日、食料自給率を
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高めるためにも、本県において麦、大豆や飼料

用米といった穀物の生産拡大の取組を促進すべ

きと考えますが、御所見をお伺いします。

昨今の国際情○農政水産部長（久保昌広君）

勢等から、食料の安定確保への危機感が強まっ

ており、全国有数の食料基地である本県におい

て、主食用米に加え、飼料用米や麦、大豆など

の穀物の生産拡大を進めていくことは、大変重

要であります。

これらの穀物は、本県の気象条件に適応した

優良品種もあり、加えて作業の効率化が進んで

いることから、生産拡大を図りやすいと考えて

おります。

また、国の直接支払交付金等を最大限活用し

ながら輪作も行うことで、安定した農業経営が

可能であります。

このため、今年度から取り組んでおります

「土地利用型農業産地再編・強化対策事業」に

よりまして、大規模土地利用型経営体を育成す

る中で、飼料用米を主体に、麦や大豆を組み合

わせて作付する取組を支援し、穀物の生産拡大

を図ってまいりたいと考えております。

ぜひ、穀物生産の拡大に向け○山下博三議員

て努力してください。

それでは次に、本年２月に国が示した、水田

活用の直接支払交付金の概要を調べさせていた

だきました。

私たちはこれまで、水が不足しがちな水田で

は可能な限りの排水対策を行いながら、また乾

田などを利用して、飼料作物など米以外の作物

への転作を行ってまいりました。

しかし、令和４年からは、５年の間に１回は

水田として活用しなければ交付金を支給しない

との通達が、突然出されました。このことを知

らされた地域の農業者からは、私のもとに多く

の苦情が寄せられました。

これまで高齢農家は、畜産農家に水田を貸し

出し、畜産農家は２年から３年に一度はプラウ

などで深耕し、良質な飼料作物を作ってきまし

た。しかし、水田は、一度深耕すると土質の層

が破壊され、水がたまらなくなります。

地域の農業者は、突然の要件変更に困惑して

おり、水田を借りている畜産農家の中には、元

の所有者に返そうという動きも出ております。

高齢農家に水田を返されても、耕作放棄地化す

るのは目に見えております。ルールを徹底する

ことは重要なことでありますが、結果として、

営農意欲の低下や耕作放棄地が増加すること

は、国の意図するところではないと考えます。

そこで、地域農業を守り、地域の特色を生か

した魅力ある産地づくりを進める観点から、今

回の要件変更をどう考え、今後どのような取組

を進めていこうと考えられるのか、お伺いいた

します。

本県ではこれ○農政水産部長（久保昌広君）

まで、国の米政策の方向性を踏まえつつ、畜産

農家との連携による飼料作物の生産拡大などに

取り組んでまいりました。今回の見直しによっ

て、これらの取組が停滞し、農家の経営意識の

低下や、耕作放棄地の増加等を招くことがあっ

てはならないと考えております。

生産者からは、「飼料作物の生産性を上げる

ため、水田を畑に近い排水状態にしており、水

稲作付は難しい」などの声も伺っているところ

です。

このため先月、国に対して、一律の見直しの

適用を行わないよう要望を行ったところで、国

としても、地域の課題の把握を進め、対応方向

を検討していくと聞いております。

県といたしましては、引き続き現場の課題を
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国に訴えていくとともに、水稲や麦、大豆等の

穀物を組み合わせて作付する大規模経営体への

農地の集積・集約等を進めながら、生産性の高

い土地利用型農業を確立してまいりたいと考え

ております。

次に、肥料や飼料などの営農○山下博三議員

資材の価格高騰についてであります。

ロシアは、肥料の原料となるカリ鉱石の産出

量が世界第２位、リン鉱石は第４位でありま

す。ロシアと同盟関係にあるベラルーシは、カ

リ鉱石の産出が第３位です。

これらの国からの原料や原油の供給が減少す

ると、肥料価格や物流コスト、さらにはビニー

ルやマルチフィルムなどの資材価格に高騰の連

鎖が広がることが懸念されます。

先日、今年の秋から使用する肥料や飼料の価

格動向について、ＪＡ都城と、県内で採卵鶏15

万羽を飼養する養鶏農家との意見交換を行いま

した。

複合肥料の原料となる尿素やリン安、カリウ

ムなどは、ロシアやベラルーシ、中国からの輸

入が３割以上を占めており、これらの国からの

輸入が制限されております。

このため国は、化学肥料原料調達支援緊急対

策事業を実施し、肥料原料の調達先を変更する

際の掛かり増し経費を助成し、肥料の安定供給

を目指すということであります。

ＪＡ都城に示していただいた、今年の秋肥の

値上げ等の想定価格によりますと、全ての銘柄

が平均55％ほど値上げされ、一番使われる宮崎

ＢＢ550、１袋20キログラム2,233円が3,830円

に171％ほど、尿素については、１袋20キログラ

ム1,793円が3,616円に、200％ほどの値上げであ

ります。

一方、トウモロコシなど濃厚飼料も同様の影

響を受けており、ＪＡによりますと、令和２年

７月に比べ、令和４年４月には２万2,450円、実

に38％上昇しております。

また、15万羽を飼養する養鶏農家によります

と、ここ４年ほどキロ当たり200円を下回ってい

た卵価が、５年ぶりに200円台に回復したもの

の、令和３年度初めに５万6,000円程度であった

配合飼料価格は、年度末には６万8,000円と1

万1,750円値上がりし、本年７月には、さらに１

万2,000円を超える値上がりとなるということで

あります。１年半の間に50％もの値上がりであ

ります。

この養鶏農家では、１日15トンの飼料を使う

ため、年間３億円程度の飼料代であったもの

が、昨年からの値上がりにより４億2,000万円

と、１億円以上の飼料代の増加となります。卵

１キログラム当たり26円以上転嫁しなければ採

算が取れなくなり、卵価が下がり始める中、経

営継続の厳しさに直面されております。「ＪＡ

独自に、地域の畜産農家に対してトン当た

り1,500円の支援をすると、月1,400万円の経費

が必要となり、一農協の力では継続的な支援は

できない、国や県の支援をお願いしたい」とい

うことでありました。

県として、今議会に物価高騰対策を提案して

おられますが、資材や飼料価格の高騰対策とし

てどのような支援を行おうとしているのか、お

伺いいたします。

生産資材等の○農政水産部長（久保昌広君）

価格高騰は、例えば促成ピーマン農家では、経

費が１割増加し、所得が３割以上減少するとの

試算があり、採卵養鶏農家の飼料費は経費の６

割以上を占めることなどから、本県の農畜水産

業に深刻な影響をもたらしております。

このため、県といたしましては、本議会に
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「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」とし

て、燃油や配合飼料などのセーフティーネット

に係る生産者積立金相当額の一部支援をはじ

め、ビニールなど被覆資材等の価格上昇分の一

部を支援するなど、19億円余の予算をお願いし

たところです。

今後とも、市町村や関係団体と一体となっ

て、農家のコスト低減を図るための技術指導を

徹底するなど、農家が安心して経営を継続でき

るよう、しっかり支援してまいります。

県だけでの対応では限界があ○山下博三議員

るため対応が難しいというのであれば、大分県

のようにＪＡグループと連携し、国や県選出国

会議員に対して、価格高騰や再生産が可能な価

格形成の実現などを要請すべきではないでしよ

うか。

政府・与党では、４月26日に発表した「原油

価格・物価高騰等総合緊急対策」に加え、肥料

価格が上昇した際の農業者への負担軽減策の導

入を目指しております。

そこで、ぜひとも、農業が基幹産業である本

県として、率先して地域の実情を訴え、農業者

に寄り添った制度、支援の創設を呼びかけるべ

きでありますが、知事の考えをお伺いします。

こうした燃油や肥料、○知事（河野俊嗣君）

飼料など様々な生産資材価格が上昇し、農業経

営に大きな影響を与える中、農業者に寄り添

い、本県の基幹産業である農業を守り抜いてい

くことは、知事である私の責務であると考えて

おります。

このため先月、金子農林水産大臣に直接お会

いしまして、本県農業の実情をお伝えするとと

もに、セーフティーネット対策に係る予算の確

保や、肥料などの生産資材に対する新たなセー

フティーネット対策の創設等について直接、要

望を行ったところであります。

また先日、県内の若手農業者から、農業のス

マート化などについて直接、意見を伺ったとこ

ろでありますが、農業を取り巻く情勢が厳しさ

を増す中で、意欲ある若手農業者が、本県農業

のトップランナーとして活躍されている姿は大

変心強く、頼もしく感じたところであります。

このような担い手がこれからも夢や希望を

持って農業に取り組み、本県農業を発展させて

いくためにも、必要な支援について、引き続き

国に要望してまいります。

よろしくお願いします。○山下博三議員

昨年11月議会において私は、東京ビル建て替

えにおける県産材有効利用について、深く議論

させていただきました。その結果、90立方メー

トルの県産材が利用されることが決まったと聞

いております。感謝を申し上げたいと思いま

す。

今回は、本県の森林・林業の現状とカーボン

ニュートラルの取組について、環境森林部長に

６問お伺いしてまいります。

政府は、先月31日、森林・林業白書を閣議決

定いたしました。世界的なコンテナ不足による

外国産木材の輸入減少と、輸入コストの上昇な

どによるウッドショックにより、輸入木材・国

産材の価格が上昇しているということでありま

す。また、ウッドショックにより、中小工務店

や木質バイオマス発電所では木材入手が困難と

なっているということであり、国産材の安定供

給のため、造林から製材、住宅メーカーまで含

めた幅広い連携強化が必要であるとしていま

す。

５月２日付宮日新聞によりますと、今年３月

の県内木材価格は、前年同月比３割高の立米当

たり１万4,000円と、近年まれに見る高値となっ
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ております。県造林素材生産事業協同組合連合

会の山本事務局長によりますと、8,000円台に落

ち込んだ10年前に比べ、価格が安定し、人材定

着の動きが出てきているということでありま

す。

先日、国内大手ハウスメーカーである住友林

業の光吉社長が、県産杉丸太を中心に年間70万

立方メートル消費する中国木材日向工場を訪問

されております。輸入材の供給が滞り始める

中、国産材の利用拡大に向けた意見交換が目的

だったということであります。ハウスメーカー

では、輸入木材から国産材への切替えが始まっ

ております。

このような中、国連の気候変動に関する政府

間パネル、いわゆるＩＰＣＣは、今後20年以内

に、人類が温室効果ガスによりどのような影響

を受けるかという報告書を発表しました。

報告書では、このままでは2100年までに30億

以上の人が、海面上昇や砂漠化、食料生産の不

安定化など127の項目で深刻な影響を受け、動植

物の大部分が絶滅の危機に瀕する可能性が高い

と懸念されており、一刻も早い温室効果ガスの

削減を求めております。

令和２年度の日本の温室効果ガスの排出量

は11億5,000万トンで、その４％に当たる4,450

万トンが森林等により吸収されております。

本県においては、平成30年度の排出量は976万

トン、森林等による吸収量は実に391万トン

と、40％に達しております。

本県は、杉の素材生産量は31年連続日本一と

全国トップクラスの林業県であり、先人たちが

築いてきた宝である森林資源は、カーボンニ

ュートラルを実現する観点からも、極めて重要

な資源であります。本県で活動する企業にとっ

ても、森林整備活動に協力することで、カーボ

ンニュートラルに向けた社会的要請に応えるこ

とができるものと考えます。

そこで、森林資源をより積極的に活用して、

社会的な要請でもあるカーボンニュートラルの

取組を、本県林業施策にどのように位置づけて

おられるのか、お伺いいたします。

森林は、成長○環境森林部長（河野譲二君）

する過程で大気中のＣＯ を吸収・固定し、また２

森林から作り出される木材は、建築物等に利用

されることで、炭素を長期的に貯蔵することに

なります。

このことから、本県林業施策の指針となる

「第八次宮崎県森林・林業長期計画」では、森

林・林業・木材産業に期待される役割の一つ

に、脱炭素社会の実現への貢献を大きな柱とし

て位置づけているところであります。

県としましては、今後とも、計画的な伐採や

速やかな再造林、適切な間伐による森林の若返

り等を積極的に進めるとともに、都市部を含む

建築物の木造・木質化と併せ、木質バイオマス

などによる木材の有効利用を推進することによ

り、資源循環型林業の確立を図り、ゼロカーボ

ン社会の実現に貢献してまいります。

去る４月28日、都城・北諸県○山下博三議員

地域の林業関係者の皆さんと、森林経営の在り

方や木材利用について意見交換を行いました。

森林組合によると、管内の森林面積は４

万4,108ヘクタールであり、うち民有林は50％の

２万2,544ヘクタール、その74％に当たる１

万6,674ヘクタールが、杉を中心とした人工林で

あります。その大半は40年生を超え、本格的な

伐採時期を迎えているということであります。

そこで、本県の森林資源の状況はどのように

なっており、どれくらい伐採され、再造林され

ているのか。また、伐採された木材はどのよう
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に利用されているのか、お伺いいたします。

本県民有林の○環境森林部長（河野譲二君）

森林資源は、令和２年度末現在で、面積が、県

の森林面積全体の70％に当たる約41万ヘクター

ル、このうち人工林は約23万ヘクタールで、そ

の蓄積は約１億1,000万立方メートルとなってお

ります。

また、令和２年度における杉などの人工林針

葉樹の伐採面積は2,935ヘクタールで、再造林面

積は2,104ヘクタール、再造林率は72％となって

おります。

次に、令和３年の本県の素材生産量は204

万2,000立方メートルで、このうち製材用に90％

の183万立方メートルが利用されております。

そのほか、聞き取り調査になりますが、木質

バイオマスは、令和２年度に59万9,000トンが利

用されております。

ウッドショックの主な要因○山下博三議員

は、木材輸入量が減少し、木材の国内需要に対

して供給量が不足しているということでありま

す。このような中で、本県では県産木材の販売

先を開拓するため、韓国や中国といった海外へ

の木材輸出を促進しております。

そこで、最近の県産木材の輸出状況はどう

なっているのか、お伺いいたします。

国の統計に○環境森林部長（河野譲二君）

は、都道府県ごとの木材輸出のデータがないこ

とから、県において、輸出企業等への聞き取り

により推計を行っております。これによります

と、令和２年度の本県の木材輸出額は71億8,000

万円であり、主な輸出先は中国、台湾、韓国と

なっております。

このうち原木は、輸出額全体の93％を占め

る66億9,000万円、材積は53万5,000立方メート

ルで、前年度と比較しますと、金額は約1.5倍、

材積は約1.4倍となっております。また、製材品

は輸出額全体の７％の４億9,000万円で、材積は

１万6,000立方メートルにとどまっております

が、前年度と比較しますと、金額は約2.4倍、材

積は約２倍となっております。

輸出の額が増えていること○山下博三議員

に、私も聞き取りをしながらびっくりしたとこ

ろでありました。

製材業者の皆さんからは、「国産材の消費が

低迷していた時期ならともかく、需要が高い県

産材をわざわざ高い運賃をかけて海外に持ち出

すことはいかがか。輸出量を削減してでも地域

に出荷してほしい」と、強く要望されたところ

であります。

林業・木材産業関係者が連携し、地域により

多くの利益が還元されるよう、県が積極的に関

与すべきと考えますが、御所見を伺います。

地域により多○環境森林部長（河野譲二君）

くの利益を還元するためには、原木のままでは

なく、より付加価値の高い製材品の生産拡大、

並びに国内外への出荷拡大などの出口対策が重

要であると考えております。

このため県では、品質・性能の確かな製材品

の供給体制の強化や、国内における非住宅分野

への県産材利用の促進、さらには、海外への

「材工一体」による木造軸組構法の普及などに

取り組んでいるところであります。

また、昨年度からは、いわゆるウッドショッ

ク等を契機に、木材の需給変動等への適切な対

応に向けた、業界団体との意見交換の場を設け

ております。

県としましては、国内外への付加価値の高い

製材品の出荷拡大を図るとともに、意見交換の

場を通じて、木材価格や需要の動向などの情報

を共有し、林業・木材産業関係者間の連携強化
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を図り、森林の循環利用から、より多くの利益

が地域に還元されるよう努めてまいります。

よろしくお願いします。○山下博三議員

都城・北諸県地域の平成27年から令和２年度

の伐採推計面積は1,863ヘクタールであります

が、再造林面積は1,163ヘクタールと、伐採面積

の６割程度にとどまっております。林業に適し

た場所であっても、再造林が行われておりませ

ん。

再造林が行われていない森林は、「天然更

新」と言われる自然任せの放置状態などになっ

ており、その主な理由は、森林所有者への利益

還元が進んでいないこと、それに比べて再造林

コストが高いこと、さらには不在地主の増加や

後継者不足などであります。

植林は、杉苗を購入し、春先を中心に植栽す

るため、時期が集中するとともに、その後の下

刈り作業など作業員が不足し、コストが高くな

るということであります。また、都城森林組合

においても、植林、下刈り作業等における人材

不足は大変大きな問題となっております。

一方、コストはかかっても、植付け時期が限

定されず、初心者でも植付けができるコンテナ

苗を密植で植えて、下刈りの手間を省くという

動きも増えてきているとのことであります。

県内で、再造林のための杉の苗木はどれくら

い必要なのか、またコンテナ苗による再造林コ

ストはどうなっているのか、その後の下刈りを

含めたコストはどうなるのか、お伺いいたしま

す。

県の森林・林○環境森林部長（河野譲二君）

業長期計画では、令和12年度の再造林面積の目

標である2,200ヘクタールのうち、杉の植栽

は2,000ヘクタールとしており、そのために

は500万本の苗木が必要となります。

また、再造林コストにつきましては、従来の

苗木に比べ、コンテナ苗は植付けが容易であ

り、作業コストが抑えられますが、苗木価格が

約２倍となりますので、１ヘクタール当た

り2,500本植栽では、コストは約３割増しとなり

ます。

しかしながら、コンテナ苗は活着がよく、低

密度植栽が可能であることから、植栽本数

を2,000本に減らすことで、コストは約１割増し

に抑えられます。

さらに、伐採と造林の一貫作業で行います

と、コストは１割程度低くなります。また、下

刈りを含めたコストにつきましては、現在、育

苗、増産に取り組んでいる成長に優れた優良苗

木が安定的に供給されるようになることで、下

刈り期間の短縮による、さらなるコスト低減が

期待されます。

県では、平成18年から県独自○山下博三議員

の森林環境税を創設し、個人県民税として均等

割500円を徴収し、森林環境税基金に積み立て、

森林環境の保全に関する施策の費用に充ててき

ました。

また、国は平成31年３月に「森林環境税及び

森林環境譲与税に関する法律」を施行し、令和

６年度から国民１人当たり年間1,000円を徴収

し、600億円の財源で、森林整備の促進や森林・

林業を担う人材育成等や、森林の作業道など路

網整備を進めることとしております。

令和元年度からは、森林経営管理制度の導入

を見据えて、税の徴収に先行して森林環境譲与

税が譲与されております。

そこで、県内に譲与された森林環境譲与税の

金額と活用状況、また県独自の森林環境税の活

用状況についてお伺いいたします。

森林環境譲与○環境森林部長（河野譲二君）
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税は、令和３年度までの３年間合計で、県に４

億6,139万5,000円、県内市町村に24億2,236

万6,000円が譲与されております。

これを活用して、県では、森林経営管理制度

の推進に向けた市町村支援や、みやざき林業大

学校での担い手育成、県産材の販路拡大対策な

どを実施しております。

また、市町村では、森林経営管理に係る所有

者の意向調査や航空レーザー測量、森林境界明

確化などによる森林整備の促進、下刈り作業へ

の手当や新規就業者への生活支援による担い手

対策などを実施しております。

県独自の森林環境税につきましては、県民参

加による森林（もり）づくり活動の支援や、水

源林等の公益上重要な森林の再造林支援、森林

環境教育の推進などに活用しております。

コンテナ苗を活用した再造林○山下博三議員

の推進や、林業担い手を確保・育成するため、

森林環境譲与税を活用して支援を行い、将来に

森林資源をつないでいくべきと考えますが、知

事の見解をお伺いします。

本県におきまして、資○知事（河野俊嗣君）

源循環型林業を実現し、先人が守り育ててきた

森林を次世代に引き継ぐためには、適切な再造

林や担い手の確保・育成が大変重要であると考

えております。

このため、国の事業や県の森林環境税を活用

しまして、再造林を行う森林所有者の負担軽減

を図るとともに、林業イノベーションによる造

林作業の省力化・効率化や、成長に優れたコン

テナ苗の安定供給体制の整備など、積極的に再

造林を推進しているところであります。

また、森林環境譲与税や県の担い手対策基金

などを活用し、みやざき林業大学校において、

本県の森林・林業・木材産業に対する深い愛着

を持ち、情熱にあふれ、確かな知識や技術力を

備えた人材の確保・育成を行っているところで

あります。

県としましては、50年、100年先も豊かな森林

資源が県土に広がり、日本の林業のトップラン

ナーとして走り続けていけるよう、引き続き、

再造林や担い手の確保・育成にしっかりと取り

組んでまいります。

続いて、環境森林部長に３問○山下博三議員

お伺いしてまいります。

造林は、多大な労力をかけて苗木を山の頂上

まで運び、一本一本を丁寧に植え、その後、周

囲の雑草に負けないよう下刈りを行いながら、

育林してまいります。

戦後に植林された森林は、木材の需要減少に

より、適正伐期の40年を超え、近年では70年で

あります。その間、森林所有者も世代が替わ

り、県や市町村・団体等の皆さんも、植林から

伐採までの一連の流れに関わることはできませ

ん。

平均60年生の杉のヘクタール当たり生産量

は700立方メートルと言われております。令和２

年の本県素材生産量は187万立方メートルですの

で、実に１年間で2,670ヘクタールを超える森林

が伐採されております。県平均で約７割が再造

林され、残りの３割は天然更新などとなってお

ります。

杉などの針葉樹は、伐採後、植栽しなければ

山に戻らないため、山林は放置され、災害防止

機能の低下による林地災害などが懸念されま

す。特に、里山における植林がなされていない

のが気になるところであります。

加えて、大淀川・広渡川流域では、境界が不

明・確定できない林地や未相続といった、手を

つけることができない林地が増えており、現状
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の伐採量と再造林率が続くと、今後25年から60

年後には35年生で主伐できる人工林がなくなる

と言われております。

一方、再造林率が90％を超える耳川流域で

は、80年後においても、伐採可能な森林資源は

現状とほぼ同じ水準が維持できるということで

あります。県では令和３年度から、持続可能な

みやざきの森林・林業・木材産業の確立を目指

した第八次森林・林業振興長期計画を策定しま

したが、それでも10年間の計画であります。

森林は10年、20年といった短いスパンではな

く、100年後を見据えた森林資源の予測・シミュ

レーションに基づく理念を持った、長期的な施

策が必要であります。

本県の森林資源量をどのように予測している

のか。また、本県の森林を将来的に持続可能な

ものとして確保するためには、林業関係者が再

造林に対する意識を共有することが重要と考え

ますが、御所見をお伺いします。

県の森林・林○環境森林部長（河野譲二君）

業長期計画では、令和12年度の素材生産目標

を190万立方メートルとして、杉、ヒノキの民有

人工林で、急傾斜地などを除いた85％の森林を

対象に、伐採可能な資源量のシミュレーション

を行っております。

これによりますと、令和元年度時点では、年

間伐採量の60年分に相当する資源量があります

が、現状に近い再造林率70％で推移した場

合、100年後には資源量は50％減少します。

一方、再造林率の目標であります80％で推移

した場合、100年後には資源量は40％減少にとど

まり、年間伐採量の35年分の資源量は確保され

ます。

県としましては、危機感を持って再造林に取

り組む意識を林業関係者全体で共有することが

重要であると認識しており、今後とも、市町村

や森林組合等と連携を図りながら、再造林対策

にしっかりと取り組んでまいります。

先日、私は、林野庁森林整備○山下博三議員

部の石田整備課長と、造林・間伐対策や森林の

炭素吸収に関して意見交換してまいりました。

課長はかつて、本県山村・木材振興課長を務

められており、本県森林資源の状況を熟知して

おられます。課長からは、森林総合研究所の

「森林による炭素吸収」に関する研究成果や、

Ｊ－クレジット制度について丁寧に説明をして

いただきました。

Ｊ－クレジット制度は、平成25年度に国内ク

レジット制度とオフセット・クレジット（Ｊ－

ＶＥＲ）制度が発展的に統合されたものであ

り、適切な森林管理による二酸化炭素等の吸収

量などについて、クレジットとして国が認証す

る制度であります。

発行したクレジットは、希望する事業者など

に売却することで、購入者も適切な森林整備に

よる吸収活動等を資金面で支援することができ

るため、社会全体での吸収活動の推進につなが

るものと考えております。

そこで、森林由来のＪ－クレジットに対する

県の取組と今後の対応について、お伺いいたし

ます。

森林由来のＪ○環境森林部長（河野譲二君）

－クレジットにつきましては、県内では現在、

県や諸塚村に加え、森林を所有する民間企業２

社の計４者が登録・認証を受けております。

県ではこれまで、県有林において1,175トンの

クレジットを発行し、208トンの販売及び譲渡を

行っており、その収益約160万円は、森林整備の

財源として活用しております。

現在、国においては、伐採後の再造林につい
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て、ＣＯ₂吸収量算定の取扱いなどの見直しが検

討されており、森林所有者等が制度を活用しや

すくなることが期待されます。

また、他県では、金融機関が森林所有者と企

業等とをマッチングし、クレジット取引の促進

に取り組んでいる事例もありますので、県とし

ましては、国の動向を注視し、他県の事例も参

考にしながら、森林由来のＪ－クレジットの普

及に取り組んでまいります。

森林・林業も、ウッドショッ○山下博三議員

クや地球規模での環境変化を的確に捉えなが

ら、カーボンニュートラルを求められる企業等

と連携するなど、幅広い分野と連携・協調する

ことが極めて重要であります。

そこで、Ｊ－クレジット制度の活用も含め、

企業からの資金提供等の促進や森林環境譲与税

等をより効果的に、森林整備等に活用すべきと

考えますが、御所見をお伺いいたします。

近年、環境・○環境森林部長（河野譲二君）

社会・ガバナンスを考慮したＥＳＧ投資に関心

を持つ企業が増え、二酸化炭素の吸収・固定に

貢献する森林への注目が一層高まっており、県

としましては、森林整備の促進等に資金を呼び

込むチャンスと捉えております。

県ではこれまで企業の資金提供による森づく

りを支援しており、令和３年度末までに41社と

の協定が締結され、累計で約152ヘクタールの植

栽が進められてきたところであります。

また、今年度から、ゼロカーボン分野として

企業版ふるさと納税を募集したところ、本年５

月に福岡県の企業から寄附を頂き、広葉樹造林

等に活用することとしております。

このような取組に加え、Ｊ－クレジット制度

や森林環境譲与税等も、より有効に活用しなが

ら、必要な施策の推進に努めてまいります。

本県は県土の７割以上が森林○山下博三議員

であり、先人たちの血のにじむような努力、尽

力により、全国でも有数の林業県となりまし

た。

私たちは現在、その宝を食い潰しているので

あり、私たちが森林資源を造成しなければ、次

の世代に豊かな山林をつないでいけないのでは

ないでしょうか。

これまでの先人たちの努力を次の世代に確実

に伝えていくため、森林・林業のより正確な現

状把握に基づく「みやざきの森林100年計画」と

いった、世代を超えて、かつ様々な分野の企業

とも連携して、森林・林業と真摯に向き合うた

めの取組を進めるべきと考えますが、このこと

について、知事の見解をお伺いします。

本県が誇る豊かな森林○知事（河野俊嗣君）

は、先人のたゆまぬ努力によって適切に維持・

管理されてきたものでありまして、木材供給は

もとより、水を蓄え、災害や洪水から私たちの

生命や財産を守るとともに、多様な生物を育

み、二酸化炭素の吸収・固定にも貢献するな

ど、多面的な機能を発揮しているところであり

ます。

私は、実家が家具屋でありまして、木に囲ま

れて育ってきたわけでありますが、今、知事と

して、森や林業の果たす役割というものを改め

て認識するときに、木に携わる仕事をしている

ことを大変誇らしく思うとともに、その役割の

重さを実感しているところであります。

伐採による資源利用が進む中、次の世代へ資

源循環のバトンを渡すためには、「伐って、

使って、すぐ植える」資源循環型林業の実現が

大変重要であると考えております。

そのため、再造林の効率化・省力化やスマー

ト林業の推進、木材の生産・加工・流通改革や
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新たな木材需要の開拓などに重点的に取り組む

ことはもとより、林業分野が抱える課題解決に

向け、様々な企業などともつながり、分野を超

えた取組を進めてまいりたいと考えておりま

す。

今後とも、多様な関係者と対話を重ね、知恵

を出し合い、100年後の森林資源のあるべき姿を

思い浮かべながら、持続可能なみやざきの森林

・林業・木材産業の確立に努めてまいります。

知事の今の答弁を大変重く受○山下博三議員

け止めさせていただきました。次の世代へつな

ぐ宮崎県の宝を、本当に大事に政策として生か

していただきたいと、そのように思ったところ

であります。

松形知事が提唱された国土保全奨励制度、す

なわち森林の持つ多面的機能を最大限に発揮さ

せる観点からも、カーボンニュートラルの取組

は非常に重要であります。本県においても、率

先して取り組むことが求められております。

木県森林資源の涵養とカーボンニュートラル

については、引き続き議会においてただしてま

いりますので、環境森林部におかれましても、

よろしくお願いしておきたいと思います。

次に、人と動物との共生社会についてお伺い

いたします。

今月３日、ＮＰＯ法人咲桃虎（さくもんと）

山下香織理事長以下、県内各地域の４団体の皆

様が、「人も猫も安心して暮らせるシステム作

りを求める」として、１万858人の署名を添え

て、要望書を知事宛てに提出されました。

私も同席させていただきましたが、ボラン

ティア団体の皆さんが日常活動の中で、健全な

猫との共生に向けて取り組んでおられる姿に多

くの県民が理解を示された、非常に重たい要望

だと認識した次第であります。

当日は、多くのマスコミの方も興味を示さ

れ、取材をされておりました。高齢化の進む中

で、生き生きと健康で長生きする秘訣は、動物

との触れ合いが大事とも言われております。

しかし、飼い主が高齢化していく中で、猫の

面倒を見られなくなり猫屋敷化していき、社会

問題化しているのも現状であります。

日頃、ボランティア活動をされている皆様の

取組や、要望に対する認識を福祉保健部長にお

伺いいたします。

飼い主のい○福祉保健部長（重黒木 清君）

ない猫、いわゆる地域猫対策につきましては、

動物愛護団体の皆様のボランティアによる猫の

捕獲や運搬などの活動に支えられておりまし

て、御協力に感謝しております。

また、今回１万人を超える署名とともに要望

書を受け、県民の皆様の動物愛護に対する高い

関心や意識について、改めて認識したところで

あります。

県では、平成30年度から地域猫対策を進めて

おり、昨年度は、120の地域において地域と連携

した対策を進めるとともに、県民に対し、責任

を持って最後まで飼うという終生飼養の啓発な

どを行ってきたところであります。

飼い主のいない猫につきましては、無秩序な

繁殖による周辺環境の悪化や、地域住民への危

害等の課題があり、引き続き市町村及び団体の

皆様と連携して、課題解決に向けた取組を進め

てまいります。

最後の質問になります。要望○山下博三議員

書では、猫との共生について、適正な管理頭数

を目指されております。令和３年度、不妊・去

勢手術を実施された頭数は、県・市・団体・ど

うぶつ基金により約5,000頭となっております。

その中の1,000頭が、清武町にあります動物愛護

令和４年６月16日(木)
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センターで獣医師により実施されており、大変

感謝されております。

しかし、来年度から、どうぶつ基金制度を

使っての3,000頭の手術が行えなくなるというこ

とで、大変心配されております。

宮崎大学の関口准教授により、今後、相当数

の野良猫に不妊・去勢手術を施さなければ、繁

殖コントロールすることが難しいという参考資

料も提出されております。

要望書の記書きの中に、１点目として、各自

治体との連携を図り、年間3,000頭以上の動物愛

護センターでの不妊手術の実施と地域猫対策実

施要領の見直し、２点目として、行き場を失っ

た猫たちを保護するための施設を設けるための

検討委員会の設置を求めるとありますが、この

ことについて、知事の見解をお伺いいたしま

す。

私自身、無類の猫好き○知事（河野俊嗣君）

でありますが、ボランティア団体の皆様など

が、命を守り、共生するための様々な熱心な取

組を進めておりますことに、改めて敬意を表す

るものであります。

今回提出されました要望書と１万858名の方の

署名につきましては、県民の皆様が動物愛護に

対し高い関心を持っていることの表れでありま

して、重要な課題であると考えております。

本県を舞台に堺雅人さんが出演された「ひま

わりと子犬の７日間」、そのような映画がつく

られた経緯もあります。

県では、平成29年に宮崎市と共同で動物愛護

センターを設置し、地域猫対策や小学生等に対

する「いのちの教育」等の施策を進めていると

ころであります。

御要望にありました不妊去勢手術について

は、県では令和３年度、1,009頭を実施したとこ

ろでありますが、さらなる拡大に向けては、獣

医師の確保や、民間での取組の継続などが課題

となっており、今後の実施の在り方につきまし

て、県獣医師会との連携を含め、協議を進めて

まいります。

また、団体の方がより活動しやすくなるよう

な要領の見直しや、保護施設の設置につきまし

ては、動物愛護法に基づき設置しております動

物愛護推進協議会の中で、意見をいただきなが

ら必要な検討を行ってまいります。

今後とも、「いのちの教育」や地域猫対策等

を通じて、人と動物が共生する社会の実現に努

めてまいります。

ありがとうございます。○山下博三議員

今回、質問をつくる中で、資材、肥料、飼

料、燃料等の値上げが続く中、全ての農家の経

営に多大な影響が出ていることを、改めて感じ

たところでありました。

必ずこれが消費者に影響してまいります。

「消費者あっての生産者、生産者あっての消費

者」、このことをしっかりと理解を深めていく

ことも大事と感じたところであります。

これで一般質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

次は、有岡浩一議員。○右松隆央副議長

〔登壇〕（拍手） 郷中の会の○有岡浩一議員

有岡です。通告に従い、質問させていただきま

す。

まず、知事が４期目を目指すことを前提に、

質問いたします。明快なる答弁を求めます。

2027年開催予定の第81回国民スポーツ大会、

第26回全国障害者スポーツ大会について、現在

のコロナ禍において盛り上がりに欠けており、

アフターコロナに向けて、知事の強いリーダー

シップが求められています。そこで、温故知新
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という言葉があるように、昭和54年の宮崎国体

の頃を思い起こし、当時の写真集などを広げて

みました。

当時、私は高校２年生でしたが、私が中学生

の頃、国体前の強化合宿があり、私はサッカー

をやっていましたので、夏と冬に、県内から集

まってきたメンバーと木花のグラウンドできつ

い練習をした記憶があります。そのときのメン

バーが、宮崎国体のメンバーとして参加してい

ましたし、ほかの種目の選手もホテルが一緒

だった記憶があり、全県挙げて強化に力を入れ

ていたことを思い起こしております。

当時の記録を見てみると、第34回国民体育大

会は、昭和54年、テーマ「日本のふるさと宮崎

国体」、スローガン「伸びる心、伸びる力、伸

びる郷土」とあり、10月19日の閉会式は、台

風20号の接近で、国体史上初の屋内での閉会式

となりました。今の県体育館です。

私自身は、国体には選手として出場した経験

がないので説得力がありませんが、昭和54年の

宮崎国体では、高校の先輩や身近な顧問の先生

が活躍し、少年女子のバスケットが優勝するな

ど、天皇杯、皇后杯獲得に貢献されました。

そこで、県民の盛り上がりや天皇杯獲得に向

けた選手や関係者の意欲をどのように高めてい

くのか、知事としての強い決意をお伺いいたし

ます。

壇上からの質問は終わり、以下の質問は質問

者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

本県における国スポ・障スポの大会は、広く

県民に元気・勇気・感動を与え、県民総参加型

による、おもてなしの心あふれる大会となるこ

とを目指しております。スポーツランドみやざ

きの将来を考えたときに、極めて重要な大会・

イベントになるものと考えております。

大会の５年前となる今年は、本県開催が内定

する節目の年となりますことから、県民の皆様

に対しましては、この内定を一つの契機にＰＲ

動画を製作・放映するなど広報活動を一層強化

し、大会の周知促進と全県的な盛り上げにつな

げてまいります。

また、本県アスリートが活躍する姿を県民の

皆様が間近に目にすることにより、夢や感動が

生まれ、郷土愛が育まれるとともに、スポーツ

参画人口の拡大や活力ある地域づくりにつなが

るなど、大会後のスポーツランドみやざきの発

展に大きく貢献するものと考えております。そ

のため、天皇杯獲得という大きな目標達成に向

けまして、競技団体とも連携して競技力の向上

に取り組み、官民が一体となって選手を支えな

がら、さらなる機運の醸成に努めてまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

御答弁ありがとうございまし○有岡浩一議員

た。

2027国スポ・障スポ大会のスローガン「紡ぐ

感動 神話となれ」とありますが、まだまだ身

近になっていません。ポスターも、解説がない

と分からない状態では物足りません。知事が

トップランナーとなり旗振り役をすることで、

本気度が伝わり、競技団体はもちろん、県内企

業や関係者の動きが活発になります。知事の強

いリーダーシップを期待します。

次に、関連して質問いたします。

まず、競技団体ごとの強化計画の状況につい

て、教育長にお伺いいたします。

第74回茨城大会では、茨城県が2,569得点で天

皇杯を獲得しています。宮崎県は718点で41位で

した。各団体が目標をしっかりと掲げて前進し

- 74 -



令和４年６月16日(木)

なければ、結果が出ず盛り上がっていきませ

ん。

今年は栃木県ですが、どのような強化計画を

示されているのか、教育長にお伺いいたしま

す。

天皇杯獲得に向け○教育長（黒木淳一郎君）

ましては、県競技力向上基本計画を策定し、

様々な対策を実施しているところであります。

この基本計画を踏まえ、それぞれの競技にお

ける強化計画立案について競技団体と十分な情

報交換を行い、各競技団体におきましては、大

会における得点などの成果目標を設定した計画

を策定されております。

現在、その強化計画により、今年度の栃木国

体に向けた練習会や、５年後の宮崎国スポに向

けたターゲットエイジの育成などの取組が進め

られております。

県といたしましても、練習会の視察やヒアリ

ングを重ね、全ての競技団体に寄り添いなが

ら、計画の進捗状況の把握や戦力分析を進め、

目標達成に向けて取り組んでまいります。

次に、成年種目にふるさと選○有岡浩一議員

手制度があり、どのような支援を行っているの

か、再度、教育長にお伺いいたします。

天皇杯を獲得する○教育長（黒木淳一郎君）

ためには、これまで以上に優秀なふるさと選手

を招聘し、県内の選手との切磋琢磨を通して、

県全体の競技力を押し上げることが重要である

と考えております。

そこで、本年度から新たに「ふるさと選手活

動支援事業」をスタートさせ、競技団体が直

接、企業や大学に出向いて、本県代表として国

体への出場を依頼する際の旅費や、ふるさと選

手が、本県の強化事業に、より参加しやすいよ

う、その際の活動費を支援してまいります。

今後も新たなふるさと選手の獲得と計画的な

招聘を行えるよう、競技団体や選手の所属先と

連携を図り、ふるさと選手への継続的な支援を

推進し、さらなる競技力向上を進めてまいりま

す。

視点を少し変えますけれど○有岡浩一議員

も、宮崎市には、児童・生徒全国スポーツ大会

等参加激励金という制度があり、国際大会１人

５万円、団体の場合は上限20万円の交付制度が

あります。

今年、カヌースプリント海外派遣選考会で大

宮高校と宮崎商業高校の選手が、９月にハンガ

リーで行われるジュニア選手権の出場権を獲得

し、宮崎市からは激励金があるようです。

しかし、本県においては、国際大会に対する

制度がなく、支出の予定がありません。

今回の選手たちには、将来の成人選手として

宮崎の国体に参加してほしいし、将来も選手や

指導者として活躍してほしいと思うとき、県と

して激励金の制度がないことは残念です。

福岡県などのように、知事の交際費から激励

金として支出する例もあるようですが、知事の

リーダーシップや気配りを期待しています。

私の知り合いの中にも、国際大会やオリン

ピックなどで活躍された方々を見てきました。

全国大会や国際大会など、児童や生徒の皆さん

にとって羨ましい存在であると同時に、身近に

世界を経験する仲間がいることは、貴重な刺激

となります。次世代の若者を育てるためにも、

一つ一つつないでいきましょう。

次に、国民体育大会は、戦後の国民に希望を

与え、スポーツによる健康増進や体力向上を目

的として始まった大会です。

国民的なスポーツの祭典であり、「する」

「みる」「ささえる」中で、大会開催・運営を
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支える側のスタッフとして、大会開催には多数

の競技役員を確保する必要があります。

そこで、総合政策部長にお伺いいたします。

競技役員養成に関する取組状況をお伺いいたし

ます。

大会の円滑な○総合政策部長（松浦直康君）

運営を図りますためには、競技役員の養成が大

変重要であると考えております。

このため、県準備委員会におきましては、平

成30年度に策定いたしました「競技役員等養成

基本方針」を踏まえ、各競技団体に対するヒア

リングを行い、個別の養成計画の策定や見直し

を行ってきたところであります。

また、この計画に基づきまして各競技団体が

行う講習会の開催などに補助を行い、新たな資

格の取得に加え、有資格者の資格維持や資質向

上にも支援を行っております。

今後とも、各競技団体と十分な連携を図り、

競技役員の養成に万全を期してまいります。

答弁いただきましたが、４年○有岡浩一議員

前にも質問した内容であります。やはり、まだ

まだ役員の養成が必要だという話を聞いており

ます。そういった意味では、盛り上がること

が、この役員養成にもつながってくる大切な取

組ですので、知事もぜひそういった現状を理解

いただきながら盛り上げていただきたいと思っ

ております。

次に、全国障害者スポーツ大会の競技会場の

施設では、どのように競技環境を整えていくの

か、再度、総合政策部長にお伺いいたします。

障スポの競技○総合政策部長（松浦直康君）

会場につきましては、県準備委員会の全国障害

者スポーツ大会専門委員会を中心に、競技施設

におけるバリアフリーの状況等を踏まえなが

ら、正式競技14競技のうち13競技の会場を選定

したところであります。

今後さらに、関係する競技団体などの協力を

得ながら、各競技会場の現状や課題等を調査す

ることとしておりまして、選手の動線における

段差解消などの安全性の確保や、音声案内や点

字表示といった情報伝達手段の拡充、多目的ト

イレの設置など、大会参加者の目線に立った会

場づくりに取り組んでまいります。

私が先月、第21回宮崎県障害○有岡浩一議員

者スポーツ大会の競技役員として参加する中で

も、10競技に対し、多くの関係者や障がい者ス

ポーツ指導員の皆さんが携わっておりました。

利用者の目線での施設整備が必要ですし、選

手目線で競技会場の課題を整理すべき時期であ

ります。

例えば、体育施設の照明が暗いとき、ＬＥＤ

に交換したいという場合は、地元企業の協力を

得て進めるなど、みんなで盛り上げていく工夫

が必要だと考えます。知恵を出し、汗をかくこ

とから、次の挑戦が生まれます。その経験

が、2027国スポ・障スポのレガシーとなると信

じております。

次に、２番目の質問になりますが、ヤングケ

アラーの実態について質問してまいります。

令和２年度、ヤングケアラーの実態調査を

行った調査研究があります。中学生、高校生を

対象に全国調査が行われました。中学２年生

で5.7％、全日制高校２年生で4.1％という実態

が明らかになりました。

そこで、本県におけるヤングケアラーの実態

調査はどのように取り組んでおられるのか、福

祉保健部長にお伺いいたします。

ヤングケア○福祉保健部長（重黒木 清君）

ラーは、家庭内の問題として表面化しにくい構

造でありますことから、まずは、その実態を
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しっかりと把握することが重要であります。

このため県では、教育委員会と連携し、子供

に身近な学校現場におきまして、夏休み明けの

９月頃にアンケート調査を実施することとして

おります。

具体的には、県内の小学６年生、中学２年

生、高校２年生の全員を対象に、家庭や生活の

実態について調査するとともに、ヤングケア

ラーに関する教職員の認知度や、学校の対応状

況等につきましても、併せて調査することとし

ております。

アンケート調査を９月頃に行○有岡浩一議員

うというお話でした。

この実態調査を行った上で、今後どのような

支援につなげていくのか、県の考えを福祉保健

部長に再度お伺いいたします。

ヤングケア○福祉保健部長（重黒木 清君）

ラーにつきましては、子供自身やその家族に自

覚がないなど、自ら支援を求めることが困難と

考えられますことから、実態調査を通じまし

て、まずは本人に、支援の対象となり得ること

を自覚してもらうとともに、周囲の大人がヤン

グケアラーを早期に発見できるよう、社会的認

知度の向上にもつなげてまいりたいと考えてお

ります。

今回の実態調査におきましては、本県にヤン

グケアラーと思われる子供がどれくらいいるの

か、また、何が原因で、どのようなケアを必要

としているのかなどが把握できるものと考えて

おります。

経済的困窮や要介護、精神疾患など様々な原

因が想定されますことから、実態を踏まえた上

で、市町村や関係機関と連携し、適切なサービ

スにつなげられるよう、本県の実情に応じた支

援体制の在り方につきまして検討してまいりま

す。

ヤングケアラーの実態とし○有岡浩一議員

て、子供の権利、学びは守られているのか。地

域での孤立を防ぐ取組を考えるなどのテーマで

勉強会が行われてます。

宮崎県子ども・若者総合相談センター「わか

ば」などの取組を期待しております。

次に、３番目の質問に入ります。県有財産の

活用についてお伺いいたします。

県庁５号館は、会議・研修等で使用してお

り、災害時の一時避難場所として期待されてお

りますが、県庁５号館も、来庁者や職員の憩い

の場として活用できないのか、総務部長にお伺

いいたします。

御質問の点につき○総務部長（渡辺善敬君）

まして、県庁５号館は、災害時における一時避

難場所としまして、防災庁舎の補完的機能を担

う施設であるとともに、平時には、補完的機能

を損なわない範囲で、会議や研修、コンサート

会場などに使用しておりまして、国文祭・芸文

祭でも活用したところであります。

また、この建物は、昭和元年創建当時のデザ

インが保存されている点が評価され、昨年、国

の登録有形文化財に登録されたことや、全国的

にも珍しい曳家工法を用いて移転したことなど

から、小学生などの県庁見学ツアー等を通じ

て、県民共有の財産を承継する取組も行ってい

るところであります。

御提案のあった憩いの場としての５号館の活

用につきましては、来庁者や職員の利便性向上

のため、防災庁舎に設置しているコンビニエン

スストアや休憩スペースと連携した活用につい

て、検討してまいりたいと考えております。

答弁いただきました。他県で○有岡浩一議員

は、県庁庁舎内に喫茶室があったりしているよ

- 77 -



令和４年６月16日(木)

うです。県庁５号館も、ふだんから住民の皆さ

んや職員の皆さんの憩いの場として使われ、災

害時には避難所となる施設が理想と考えます。

ぜひとも前向きな検討をお願いしたいと思いま

す。

次に、県総合運動公園のプールの今後の取扱

いについて、教育長にお伺いいたします。

先月、宮崎カーフェリー「たかちほ」に乗船

し、大阪に調査に行ってまいりました。

長居公園の中に長居スケートボード広場があ

り、大変にぎわっていました。また、岸和田市

の中央公園にはスケートパークが整備され、近

くのショッピングモールにも幾つもの施設が整

備されていました。大阪には27か所のスケート

ボードができる施設があるようです。

そこで、県プールの有効活用として、スケー

トボードなど施設の有効利用を検討していくべ

きと考えますが、教育委員会の見解を教育長に

お伺いいたします。

県総合運動公園の○教育長（黒木淳一郎君）

プールにつきましては、競技団体が主催する大

会や夏休み期間中の一般開放等で利用されてい

るところであります。

現在、宮崎市錦本町におきまして、新プール

の整備が進められておりまして、完成後には、

県総合運動公園で開催される大会等は、基本的

には新プールで行われるものと考えておりま

す。

そのため、現在のプールの今後の取扱いにつ

きましては、競技団体や関係機関の御意見等を

伺うとともに、今後の維持管理費用なども考慮

する必要があると考えております。

またいろいろな検討をしてい○有岡浩一議員

ただく中で、もう一言申し上げますが、パリ五

輪に向けて、ますますスケートボード等が盛ん

になってくると思いますが、実際にスケート

ボードで道路を利用したりするということは大

変危険だと考えております。

そういった意味では、スケートボードの施設

の設置場所が必要でありますが、周辺住民との

関係も含めて限られているというのが現状であ

ります。

新聞等で小林のヒノキ林の紹介もあります

が、この県プールの施設を整備することも、有

効活用できる方法と考えます。

１つの情報として、スケートボードはサー

フィンの練習としても活躍していると伺ってい

ます。木崎浜にも近く、ニーズは高いと考えま

す。ぜひ、幅広い検討をお願いしたいと思いま

す。

次に、４番目の質問に入ります。

避難高台について、県土整備部長にお伺いい

たします。

県総合運動公園の中央にある避難高台は、今

年３月31日に供用開始したわけですが、４月27

日、木花地区の住民から連絡があり、見にいく

と、避難高台ののり面部分が数か所にわたり流

出していました。

地元住民の方からは、「１か月もたたないう

ちに壊れるのは施工ミスで、業者に修復させる

べきだ」と言われました。しかし、担当課に問

い合わせたところ、４月26日から27日にかけて

の想定外の雨のため被災したとのことでした。

異常気象が各地で起きている昨今、大雨で土

砂が流れ出さない、そういう設計を当初から行

うべきです。

そこで、最初に、避難高台の整備費用は幾ら

かかったのか。また、今回の被災原因と復旧に

要した費用についてお伺いいたします。

県総合運動公○県土整備部長（西田員敏君）
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園の避難高台につきましては、令和２年３月に

整備に着手し、本年３月31日に供用したところ

であり、整備に要した費用は約24億円でありま

す。

被災原因につきましては、表面に植生した芝

が十分に根づいていない中で、４月26日からの

大雨により、盛土のり面の表層部分が流出した

ものであります。復旧に要した費用は約1,300万

円であり、排水対策の強化も併せて行っており

ます。

今後は、追加した排水対策の効果を検証する

とともに、引き続き、安全点検パトロールによ

る確認を行い、公園利用者に安心して利用して

もらえるよう、適切な維持管理に努めてまいり

ます。

排水対策がもっと取れていれ○有岡浩一議員

ば起きなかったことかなと思うんですが、その

当時に説明を受けたのは、避難高台の利用には

支障はないという話でした。しかし、施設を利

用している方からは、子供たちをあの避難高台

に連れていくのはちょっと心配だという相談も

ありました。実際に利用する方の声です。

安全対策施設は、造る際大切なこととして、

利用する人が安心だと確信できる施設を整備し

ないと、本来の目的に達していないことになり

ます。

そこで、再発防止の一つとして、まず土木専

門職員の技術力向上が必要と考えますが、どの

ような取組を行っているのか、再度、部長にお

伺いいたします。

県土整備部で○県土整備部長（西田員敏君）

は、「土木技術職員の人材育成に関する基本方

針」に基づき、道路・河川などの専門研修、事

例発表会など、様々な取組を行っております。

議員御指摘のとおり、公共工事の品質確保を

図るためには、工事現場での技術的判断や視点

を養うことが大変重要になりますことから、ベ

テラン職員が現場立会いに同行して技術指導を

行ったり、建設技術センターの研修において、

現場経験の豊富な民間の技術者を講師として、

「現場演習」を実施しているところでありま

す。

また新たに、これまで現場で生じた具体的な

事例を基に、問題点やその改善策を整理し、そ

の資料を活用した、より実践的な研修を行うこ

ととしております。

今後とも、県民にとって安全・安心な社会資

本の整備を進めるため、土木職員の技術力向上

にしっかりと取り組んでまいります。

私はこれまでも、エコクリー○有岡浩一議員

ンプラザの問題でも指摘しましたが、設計段階

からコストを下げるだけで、くいを打たなかっ

たために、後々に大きな課題を残すこととなり

ました。県民からの信頼を失うことのないよ

う、水対策は念には念を入れていただきたいと

思います。

それでは、次の質問に移ります。

５番の自家用有償旅客運送について、総合政

策部長にお伺いいたします。

５月25日、総務政策常任委員会で、西都市東

米良地区を視察しました。視察先の地元ＮＰＯ

法人の東米良創生会では、自宅からバス停まで

の道のりが遠かったり、外出が不便な地域の高

齢者が多いため、日常生活に係る買物や通院な

ど、移動手段の一つとして互助輸送に取り組ん

でいます。子供たちの学校への送迎も可能で

す。

そこでまず、中山間地域の交通空白地におい

て、地域住民主導で移動手段を確保するために

どのような方法があるのか、お伺いいたしま
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す。

中山間地域の○総合政策部長（松浦直康君）

交通空白地におきまして、住民主導で移動手段

を確保する方法としましては、国土交通大臣の

登録を受けた任意団体やＮＰＯ等が、エリアや

利用者を限定して有償で運送する「自家用有償

旅客運送」と、道路運送法上の許可や登録を必

要としない、住民ボランティアによる「互助輸

送」とがあります。

このうち、自家用有償旅客運送につきまして

は、都城市の庄内地区まちづくり協議会が、地

域のスーパーや病院、近隣の温泉施設を巡回す

るコミュニティーバスを運行している事例があ

ります。

また、互助輸送につきましては、西都市東米

良地区のＮＰＯ法人が、自宅と地域のバス停、

公民館などを送迎している事例があります。

私の住む高岡地区では、市の○有岡浩一議員

委託を受けた交通事業者が、デマンドタクシー

として運行して移動手段を確保しているところ

です。

地域の実情に合った取組が必要となります

が、地域住民主導で自家用有償旅客運送や互助

輸送の取組を進めるために、県としてどのよう

な支援を行っているのか、再度、総合政策部長

にお伺いいたします。

県では、住民○総合政策部長（松浦直康君）

主導の移動手段確保の取組を進めるため、「地

域移動手段確保支援事業」を行っているところ

でありまして、地域内でのニーズの調査や、地

域住民による話合いに要する経費を支援してお

りますほか、自家用有償旅客運送や互助輸送の

実証運行の取組を支援しているところでありま

す。

現在、延岡市旧北方町の笠下地区におきまし

て、地域住民により将来を見据えた話合いが進

められておりまして、今年度は、実証運行に取

り組む予定となっております。

県といたしましては、今後とも、中山間地域

の住民が安心して日常生活を送ることができる

よう、地域における移動手段の確保に向けて、

しっかりと支援してまいります。

次に、６番目の外国人材の受○有岡浩一議員

入れについて、農政水産部長にお伺いいたしま

す。

これまで本県の農業分野では、ベトナムを中

心に、中国やミャンマー、インドネシアなど多

くの国々から技能実習生等を受け入れていま

す。

このような中、今般のコロナ禍により新規入

国が規制されたことから、受入れ人員数の減少

が懸念されたところでありますが、国内の技能

実習生が、特定活動や特定技能へ在留資格を変

更し、継続して国内で就労等が行われたこと

や、他産業からの移行等により、令和３年10月

末現在では、過去最高であった令和２年と同

じ、805人の外国人材を確保できているようで

す。

また、農業経営体からの外国人材のニーズは

まだまだあるように聞いておりますので、今

後、水際対策の緩和に伴い、外国人材の受入れ

は増加していくものと期待しております。

一方、漁業分野では、多くの船員を必要とす

る雇用型漁業経営体において、インドネシアか

らの外国人技能実習生を受け入れておりました

が、コロナ発生により、令和２年から入国が停

止され、船員不足などの影響が生じた時期が

あったようです。

水際対策緩和と特定技能制度の活用によりま

して、令和４年５月現在においては約250人とな
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り、受入れ経営体が希望する人員を確保できて

いるようです。

このように、本県の農業・漁業においては、

外国人材の積極的な活用が行われているところ

でありますが、入国された外国人の方々は、技

能実習や生活面で多くの不安や悩みを抱えてい

るものと思われることから、これらのことに対

応するための取組が、今後の外国人材の確保に

向け、重要な取組になるのではないかと考えま

す。

そこで、農業・漁業における外国人材の受入

れに係る支援等の取組について、農政水産部長

にお伺いいたします。

本県の農業・○農政水産部長（久保昌広君）

漁業において、外国人材への支援は大変重要な

ものとなっております。このため県では、農業

においては、関係団体から成る支援会議によ

り、外国人材の確保や受入れ体制の構築に取り

組むとともに、ＪＡ宮崎中央会に外国人相談員

を配置し、受入れ後の生活支援等のフォロー

アップを行っております。

また、漁業においては、従来から外国人材を

受け入れている６つの漁協で、専門職員による

住居の手配や生活に関する相談対応を行ってお

りますが、新たに漁村活性化推進機構に専門職

員を配置するなど、今後の拡大が見込まれる外

国人材の支援体制を強化したところです。

今後とも、外国人材が本県で生活しやすい環

境づくりへ向け、関係団体と連携して取り組ん

でまいります。

外国人相談員など、外国人材○有岡浩一議員

支援体制が強化されていることが分かりまし

た。

それでは次に、７番目の森林伐採について、

環境森林部長にお伺いいたします。

本年４月３日の地元紙によりますと、「民有

林で無断や無届けの伐採をして行政指導を受け

たり、森林法違反罪で起訴されたり、無断伐採

の疑いがあると報道されたりした業者の名前や

違反内容を４県で共有し、各県から市町村に情

報を伝える。これを基に監視を強める」とあり

ます。

森林の無断伐採及び無届け伐採防止に関する

南九州四県連携の現在の取組状況について、環

境森林部長にお伺いいたします。

近年の木材需○環境森林部長（河野譲二君）

要の高まりにより、森林の伐採が増加する中、

境界の確認不足による無断伐採等の事案が発生

しており、また、伐採事業者の活動は、県境を

越えて広域化しております。

このため、本県と熊本県、大分県、鹿児島県

の４県が連携して、無断伐採等の防止に向けた

情報共有等の体制を本年３月に構築し、運用を

始めたところであります。

具体的には、無断伐採等が確認された事案

や、疑いのある事案の伐採事業者等について、

市町村も含めて４県で情報を共有し、当該事業

者が関わる伐採届が市町村に提出された際に境

界確認書類の提出を求めるなど、より厳格に審

査を行うこととしております。

また、今後、４県で意見交換を行いながら、

各県が連携した広報活動等について検討するこ

ととしております。

昨日の地元紙に、本県31年連○有岡浩一議員

続日本一の見出しがあり、杉丸太生産量193万立

方メートルとありましたが、その記事には、県

森林組合連合会事業部長の「今以上に再造林に

取り組まなければならない」というコメントが

ありました。

そこで、森林伐採による災害発生の防止につ
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いて、４年前にも質問しておりますが、県とし

てどのように取り組んでいかれるのか、再度、

部長にお伺いいたします。

県では、ＮＰ○環境森林部長（河野譲二君）

Ｏ法人「ひむか維森の会」が提唱する環境保全

に配慮した伐採や搬出の考え方を取り入れた、

県独自のガイドラインを平成30年度に作成し、

研修会や伐採届の受理時などの機会に、災害の

防止に必要な留意事項について、伐採事業者を

指導してきたところであります。

また、梅雨や台風前に、市町村等と連携して

伐採跡地の調査を行い、必要に応じて、災害防

止対策の直接指導を行っております。

さらに、本年３月には、ガイドラインを改正

し、人家裏の伐採で発生した林地残材の搬出を

規定するなど、指導を強化したところでありま

す。

現在、「ひむか維森の会」では、自らが策定

した行動規範の全国への普及に取り組まれてお

り、県としましては、引き続き、市町村や関係

団体等と連携を図りながら、森林伐採による災

害の防止に努めてまいります。

ある本の紹介になりますけれ○有岡浩一議員

ども、オーストリアのチロル州のハザードマッ

プでは、災害発生危険区域のレッドゾーン、イ

エローゾーンに、現在の状況を保存するバイオ

レットゾーンなど、災害計画だけでなく、自然

保護を考える、そういう取組も行われているよ

うです。今後の宮崎県の環境を守る取組の参考

になればと思っております。

続いて、８番目の成長産業の振興について、

商工観光労働部長にお伺いいたします。

カーボンニュートラルを推進する上で、今

後、ナトリウムイオン電池のような新たな蓄電

池分野の成長を見込んで、関連企業の誘致が必

要ではないかと考えますが、県の見解をお伺い

いたします。

蓄電池○商工観光労働部長（横山浩文君）

は、カーボンニュートラルを推進する上で、自

動車等の電動化のほか、太陽光や風力発電な

ど、再生可能エネルギーの貯蔵手段として重要

な技術であり、市場の拡大が見込まれる成長産

業の一つと考えております。

県では、戦略的な企業立地を推進するため、

重点的に取り組む産業分野を定めており、蓄電

池のような、次世代の成長が期待できる環境・

エネルギー関連産業につきましても、これらの

分野の一つとして位置づけているところでござ

います。

県といたしましては、引き続き、蓄電池関連

企業等をはじめ、今後成長が期待される分野の

企業立地に、積極的に取り組んでまいります。

続きまして、知事にお尋ねし○有岡浩一議員

たいと思います。

知事の４年前の政策提案では、３期目の政策

として、新たな成長産業の振興を目指して取り

組むとありましたが、４期目に向けて、どのよ

うな成長産業振興に取り組まれるのか、知事の

思いをお伺いいたします。

本県ではこれまで、○知事（河野俊嗣君）

フードビジネスや東九州メディカルバレー構想

に基づきます医療関連機器産業の振興等の取組

に加えまして、本県経済を牽引する成長期待企

業への集中的な支援などに取り組んでまいりま

した。

新型コロナや原油価格・物価高騰など、最近

の社会経済を取り巻く環境は大きく変化してお

ります。政府においては、これらの変化がもた

らす社会的課題の解決と経済成長を同時に実現

することを目指した方針が閣議決定され、カー
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ボンニュートラルに向けた再生可能エネルギー

への転換や、デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進等が、重点投資分野として位置づけら

れたところであります。

このため、私としましては、県内産業の振興

に向けまして、本県の特徴を生かしたフードビ

ジネスの取組等をさらに強化するとともに、重

要性が高まっております脱炭素化・デジタル化

などの社会的課題の解決に向けた分野にも積極

的に取り組んでまいりたいと考えております。

御答弁いただきましたが、社○有岡浩一議員

会的課題の解決に向けた分野という意味では、

蓄電池は、各分野の非常用電源としても必要で

あります。ましてや、災害時の非常用電源とし

て広く求められていきます。他県に先駆けて、

検討を強く望みます。よろしくお願いいたしま

す。

次に病院局長に、新県立宮崎病院の危機管理

についてお伺いいたします。

令和２年の宮崎病院の停電事故を踏まえ、新

県立宮崎病院で、ＢＣＰ訓練等がどのように取

り組まれているのか、お伺いいたします。

令和２年11月の停○

電事故につきましては、患者やその家族をはじ

め県民、関係医療機関に多大な御迷惑をおかけ

することになり、危機管理の重要性を改めて強

く認識したところであります。

新病院につきましては、電力会社からの電気

供給を２系統とするとともに、非常用発電設備

の発電容量を増やし、監視体制を強化するなど

防災機能を高めたところであります。

御質問のＢＣＰ訓練等につきましては、開院

に当たって、防災関連マニュアルを見直した上

で、スタッフの配置や動き、防災備蓄状況の把

握等を目的に実施したところであり、災害時に

おける迅速な対応と継続的な安全診療の提供を

行うことができるよう、引き続き防災に係る各

訓練を適切に実施することとしております。

今後とも、県内の医療を支える中核病院とし

て、県民に良質で高度な医療が安定的に提供で

きるよう努めてまいります。

答弁いただきました。前回の○有岡浩一議員

ような漏電による停電はないと思いますが、一

つ懸念することとしましては、非常時に全ス

タッフが招集できるとは限りません。訓練した

メンバーが、そのとおり動けるという保障はな

いということであります。

そういった意味では、リーダー不在のときの

指示を出す担当者の決定など、様々なパターン

を想定した準備が必要です。病院での安全対策

を強く望みます。

それでは、最後の10番目の質問に入りたいと

思います。

新規採用警察官の話です。若手警察官の育成

について、警察本部長等にお伺いしたいと思い

ます。昨年12月に開催された警察署協議会会長

連絡会議の中で、警務部長から、平成25年度大

学卒業の男性警察官の採用倍率が4.8倍あったも

のが、令和２年度は半分以下の2.2倍であり、さ

らに新規採用職員の早期退職も課題となってい

るとのお話がありました。令和になり、採用後

１年以内の退職警察官が毎年11名、14名とな

り、新規採用者の１割以上となっております。

若手職員の育成において、上意下達で、上司

から言われたことをやっていればよいという文

化だけでは、これからの時代の変化に適応でき

ません。相手の話を聞く力、相手の立場を理解

した上で、自分の考えを伝える力、意見を出し

合って議論し高め合う力が必要です。

そこでまず、新規採用警察官の退職理由を把
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握し、採用や教養に生かされているのか、警察

本部長にお伺いいたします。

過去10年間にお○警察本部長（佐藤隆司君）

ける新規採用警察官数の年平均は約84人、採用

後１年以内の退職者数の年平均は約６人となっ

ております。

新規採用警察官の退職理由は、他の職業への

転職など様々なものがあります。県警察では、

把握した退職理由を踏まえ、採用募集活動や採

用時教養に反映させております。また、採用時

教養修了後も、各種専科や昇任時教養のほか、

全警察職員が、あらゆる機会を通じ、職務倫理

を深める指導教養に努めております。

県警察におきましては、優秀な人財確保のた

めの採用募集活動の強化と魅力ある職場づく

り、高い倫理観と職務能力を兼ね備えた人財育

成に努めておりますが、議員御指摘の点も踏ま

え、引き続き、相手の話を聞く力などを持った

若手警察官の育成に向けた諸対策を進めてまい

ります。

続いて、公安委員長にお尋ね○有岡浩一議員

したいと思います。

最近の採用試験時の取組として、資格加点制

度を導入し、語学や情報処理、スポーツ、簿記

なども取り入れて、意識の高い新規職員の採用

に取り組んでいるようです。

また、公安委員長は、「公安委員会は、県警

察を管理する立場にあり、県民の目線でチェッ

クしながら意見を述べている」と、協議会で挨

拶されています。

そこで、新規採用警察官の早期退職状況をど

のように捉え、助言等を行っていかれるのか、

公安委員長にお伺いいたします。

新規採用警察官○公安委員長（島津久友君）

の退職状況をはじめ、組織や人事管理の状況等

につきましては、公安委員会定例会議の場を通

じ、警察本部長等から報告を受け、把握してい

るところであります。

早期退職につきましては、それぞれの事情が

あるものの、新規採用警察官に限らず、優れた

資質や能力を有する職員が職場を離れるという

ことは、好ましいことではないと考えておりま

す。

公安委員会といたしましては、議員御指摘の

点も踏まえまして、引き続き、離職防止や県民

の立場に立った警察職員育成の観点から、県警

察を適切に指導してまいりたいと考えておりま

す。

御答弁ありがとうございまし○有岡浩一議員

た。各警察署において、ピアサポーター制度を

生かし、さらに若手職員の皆さんからの相談が

できる環境づくりを期待し、私の質問の全てを

終わります。ありがとうございました。（拍

手）

以上で午前の質問は終わり○右松隆央副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時42分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、日高博之議員。

〔登壇〕（拍手） 自民党の日○日高博之議員

高博之でございます。通告書に従い一般質問を

行います。

初めに、知事の政治姿勢についてお伺いいた

します。

「たゆまぬ挑戦、さらなる前進。安心と希望

あふれる宮崎へ」、知事のポスターを私は部屋
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に飾っております。余談でございます。

知事は昨年、我が会派の坂口先生の一般質問

で、４期目の知事選挙に立候補することを決断

いたしました。振り返りますと、知事は３期目

当選後の地元紙インタビューに対して、「低投

票率など別のものとも戦っているようだった。

選挙戦は盛り上がっていない、投票に行かなけ

ればポピュリズムを助長する。投票に足を運

び、何らかの意思表示をしてほしかった」と

言っています。その後、３期目に向けてという

ことでは、「「県民から物足りないとか、もっ

と強く言ってほしいという指摘もある。しっか

りと受け止めて、私なりに努力したい。政治家

としての姿が求められると思う」とリーダー

シップの発揮を誓った」と書いてありました。

そして、３期目がスタートしましたが、御存

じのとおり、知事が歴史的危機に直面している

とまで言われた、新型コロナウイルス感染症と

の戦いが２年以上に及び、現在では第７波に直

面しております。しかし、やっと、行動制限が

少しずつではありますが緩和されつつあり、本

県社会経済が回り出すところまで来ておりま

す。

これまでの第１波からの新型コロナウイルス

への対応については、判断が難しい場面も多々

あったかと思いますが、日々変化し続ける状況

の中、迅速かつ的確な対応ができていると、私

は評価をいたしております。知事もメディアな

どのあらゆる媒体を活用し、コロナ感染防止や

ワクチン接種の推進など、積極的に行動されて

いました。

私は、知事、県当局の隙のないマネジメント

力をすごいなと再認識したわけであります。に

もかかわらず、知事の評価について、ある県民

からは これも報道ベースでございますが―

いまだに情熱やリーダーシップを感じにく―

いという意見があります。

人間、それぞれ性格も個性も千差万別であり

ますが、政治家河野俊嗣として、今後、今以上

に何が求められるのか、知事が思い描くリー

ダーシップとはどういうものを考えているの

か、お伺いいたします。

以上、壇上からの質問を終わり、他の質問は

質問者席からいたします。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

知事に求められるリーダーシップとは、将来

に向けたビジョンや戦略を県民に明確に示し、

自らが先頭に立って果敢に挑戦し、実現に向け

取り組んでいくこと、そして、その結果に対し

てしっかりと責任を持つことであると考えてお

ります。

十人十色と言われますが、リーダーシップの

発揮の仕方についても、様々なそれぞれの持ち

味を生かして取り組んでいくこと、そこは大事

ではないかと考えております。

私は、司馬遼太郎の「項羽と劉邦」という小

説が大好きなんですが、あれを読んだときに、

自分は項羽ではなく劉邦でありたいということ

を強く思ったところであります。劉邦のような

人間的な魅力でありますとか、周りがほってお

けないような大きな空虚、そのようなものでは

ないかもしれませんが、大事なこととしまして

は、多くの皆様の力を結集して目標を達成して

いくこと、そのプロセスなり姿勢というものが

非常に重要だと考えております。

これまで、徹底した現場主義と、県民の皆様

との対話と協働を基本姿勢として県政運営に当

たっておりますが、新型コロナへの対応に際し

ましては、県民の命と暮らしを守り、そして地
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域医療を守るため、苦渋の決断ではありました

が、厳しい行動要請など必要な対策を迅速に講

じてきたところであります。

こうしたコロナ禍に加え、ウクライナ情勢に

端を発する原油価格・物価高騰など、先行きが

不透明な状況は続きますが、県民の皆様が安心

と希望を持って暮らすことができる県づくりに

向けて、これからもしっかりとリーダーシップ

を発揮して、着実に県政を進めてまいりたいと

考えております。以上であります。〔降壇〕

千差万別でございます。何も○日高博之議員

声が大きければいいとか、全然違いますから、

私の性格も知事の性格も。それは当然理解して

の質問でございます。

県庁のスタイルは、トップが下から積み上げ

られたことを了承していく形、言わばボトム

アップ、この形がこれまでの歴史の中で県庁に

は根づいているわけです。

しかし、先の見通せない今、スピード感と変

化に対応するためには、トップダウン、いわゆ

る政治判断も時には必要になってくる、使い分

けも必要になってくるんじゃないかなと思うん

です。

現在は、御存じのとおりＳＮＳ時代になって

おります。だから、トップの発信や成果をすぐ

に県民は求めるわけでございます。そしてコロ

ナ禍、先ほど言いました国際情勢とかがござい

ます。戦後の安定が、これから本当に望めるの

か、もう続かないんじゃないかというような状

況であると、私は認識しておるんです。

それで、トップに立つリーダー、そんな不確

実性の時代に対応する能力と強烈な価値観を

持って、それを押し通していくカリスマが求め

られると私は思っております。

しかし、これはパフォーマンスでは、言って

みれば大衆迎合主義的になって、ポピュリズム

に陥りかねない、そういう危うさもあります。

やはり行政も、それでは長続きもしないし、持

久戦を戦い抜くことはできないということが、

宮崎県では証明されているわけです、実証され

ておるわけです。

先ほど述べましたように、強烈な価値観を

持って、それを押し通すカリスマ性を発揮する

ためには、やはり教科書どおりでは県民に伝わ

らないわけです。それから重要なことは、県が

提供するサービス、情報が、その日にそれを必

要とする人に届いてこそ真価が発揮できると私

は思います。

「伝える」から「伝わる」へ、県の発信の在

り方をもうちょっと見直して、県政への共感を

育んでいくことが県のトップリーダーとしての

使命だと、私は強く感じております。

そこで、県民に対する情報の伝え方として、

知事はどのようなことを意識しているのか、お

伺いいたします。

大変重要な御指摘だと○知事（河野俊嗣君）

受け止めております。

私自身、国家公務員また地方公務員として勤

務し、公務員としての仕事を積み重ね、その後

に政治家たる知事となってまいりますと、やは

り公務員が積み上げてきた仕事、それはそれな

りに価値のあるものでありますが、それを伝え

て県民に理解してもらわないことには、物事が

前に進まないといいますか、確かなものにつな

がっていかないということを強く感じておりま

す。

したがいまして、いかに伝えていくか、その

ことについて私なりに、対話と協働の基本姿勢

の下で、その思いや考え、内容を分かりやすく

丁寧に発信することを心がけてきたところであ
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ります。

今、議員の御指摘がありましたように、コロ

ナは大変難しい判断の積み重ねであったところ

であります。その判断の経過でありますとか内

容というものをいかに伝えるか、そして、感染

防止と社会経済活動のバランスを取る、そうい

うことを実現していくかという面に、この２年

以上にわたって苦労してまいったところであり

ます。

これからも、いかに伝えるか、伝わるかとい

うところに意を用いながら、自分の発信の仕方

も含めて、また県庁全体としての情報発信の在

り方についても、さらに工夫を重ねてまいりた

いと考えております。

ぜひ工夫をしていただきた○日高博之議員

い。秘書広報課が中心になって、やはりそれを

考えにゃいかんですね。その考えがちょっと足

りんちゃないかなという部分もちょっとありま

すので、それも知事から、しっかり上から指摘

することは非常に重要だと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

次に、知事のフェイスブックの中で、埼玉県

の御自宅を売却されたことが掲載されておりま

した。内容をかいつまみますと、「平成17年３

月31日に総務省から宮崎に赴任し、17年がたち

ました。私が自治省に入省したのが昭和63年４

月１日なので、就職して34年が経過。職業人生

のちょうど半分を宮崎で過ごしたこととなりま

す。１つの節目に当たり、感慨に浸っていま

す。－中略－この鴻巣の自宅は、埼玉県庁時代

の４年間住んでいて、その住みやすさが気に入

り、いずれ帰ってくる拠点にしようと購入し

た。そして、宮崎での勤務を終えて総務省に戻

るときは、この家に帰ってこようと考えていた

が、宮崎県知事に就任し、この家に戻ってくる

こともなくなったので、希望する方に売却する

ことになった」と、これは過去形ですが。

最後の文面には、「宮崎に赴任する前の職業

人生17年と比べ、宮崎での生活がその期間を上

回る日々となっています。単に日数の面で上回

るだけではなく、質の面でもさらに充実してい

くよう、気持ちも新たに取り組んでまいりま

す」と締めくくっております。

文章は長かったですけど、私はこの掲載を読

みました。これを見て、知事が御自宅に非常に

思い入れがあるという、言ってみれば、自宅を

売却されたとの感慨と、その背景に何があるか

というと、心底、宮崎に骨を埋めようという覚

悟、決意ではないかなと私は受け止めたわけで

す。悟ったわけであります。

そこで、知事が埼玉の御自宅を売却された思

い、そして、今後どのような覚悟で県政運営に

挑むのか、お伺いいたします。

詳細に御紹介いただき○知事（河野俊嗣君）

まして、ありがとうございます。

埼玉県庁時代に、鴻巣にある県の宿舎に４年

間住んでおったところでありますが、総務省に

帰るタイミングになったところで、住み慣れた

鴻巣というところが気に入って、いずれ総務省

で勤務した後にどこかの地方勤務をして総務省

に帰る。その地方勤務が宮崎だったわけです

が、そのときに、そこで慌てて家探しをするの

ではなく、戻るところをつくっておこうという

ことで、埼玉県から帰るタイミングで中古の住

宅を買い求めたということであります。

ただ、今御紹介いただきましたように、宮崎

に赴任して、縁あって知事を志すということに

なった時点で、国家公務員としてのキャリアに

終止符を打たれた。そして、まさに宮崎に骨を

埋める覚悟を決めたわけでありまして、鴻巣に
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家族や親戚等がおるわけでもなく、もうその時

点で、その住宅に戻るということはなくなった

と考えております。

ただ、御縁があって、その家を借りておられ

る方がずっとおられ、その方が退去された後

に、そこを欲しいという方がおられたものです

から、たまたま昨年の時点で売却したというこ

とになります。

ただ、今申し上げましたように、知事として

の思い、この第２のふるさと宮崎に骨を埋める

覚悟で仕事をしているということには変わりは

ありませんし、今回、鴻巣のこの住宅を売却す

ることによって、さらにその思いも強く増して

しているところであります。

17年経過した今、この経験、そしてそれ以

前、総務省やほかの地方公共団体で経験したこ

と、または海外留学等もありましたが、その持

てる経験の全てを今、この宮崎で、知事として

仕事をするために使っているんだと、そういう

思いの下でしっかりと成果を出してまいりた

い、そのような覚悟で取り組んでおります。

ありがとうございます。そう○日高博之議員

いう答弁を聞くと、県民も、知事は頑張ってく

れるんだと思うんですけど、その発信をどうす

るかです。

総括しますと、私は個人的に、知事と会話し

たり、よく懇親会で話すと、気さくな方だなと

正直思っているんです。ですが、まだ今はその

キャラみたいなのが県民に対して届いていな

い。知事が、宮崎県知事河野俊嗣と、政治家河

野俊嗣、どちらかというと、宮崎県知事河野俊

嗣が100点満点であったら、政治家河野俊嗣はそ

れよりも劣ると思うんです、本当に申し訳ない

意見ですけど。そこのバランスがしっかり取れ

るようになれば もっと政治家河野俊嗣を前―

に出してほしいなというお願い。そうなれば、

よく知事が言う「余人をもって代え難し」、そ

ういう知事になられるんじゃないかと、私ごと

きが言うのもちょっと失礼なんですけど、私は

そう思いますので、今回は期待しておりますの

でどうぞよろしくお願いいたします。

次に、ヘベスの生産振興についてお伺いいた

します。

平成30年11月議会において、当時の郡司副知

事が、「ヘベスの魅力を最大限に発揮できる生

産・販売・加工の取組を積極的に推進し、ヘベ

スを全国はもとより、世界に売り込めるブラン

ドに育てていきたい」と、熱い思いを語られて

いました。

我がふるさとの日向が発祥であるヘベスは、

爽やかな香り、まろやかな酸味が特徴で、料理

や飲物に加えることで様々な楽しみ方ができ

る、とても魅力のある農産物であると考えてお

ります。

今月２日には、宮崎中央卸売市場でハウスヘ

ベスの初競りが行われ、コロナ禍ではあります

が、キロ5,000円の高値がついたという明るいニ

ュースもあり、幸先よいスタートが切れたので

はないかなと感じておるところです。

さて、県は平成28年９月に、生産者や関係機

関・団体とともに、ヘベスを県下全域に生産拡

大する方針を打ち出されました。その際、生産

面積を25ヘクタールから、令和７年度の同目標

を40ヘクタールに増やそうというものでありま

した。

そこで、ヘベス生産拡大の現状について、農

政水産部長にお伺いいたします。

ヘベスにつき○農政水産部長（久保昌広君）

ましては、県下統一した栽培指導の下、苗木の

確保や選果機の導入など、安定した品質・収量
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確保に向けた生産体制の整備に、関係機関・団

体と連携し、取り組んでまいりました。

その結果、日向市のほか都城市、宮崎市など

県内13市町で産地化が進み、令和３年現在、栽

培面積は約36ヘクタールと順調に拡大しており

ます。

部長から、当初の目標面積に○日高博之議員

近づきつつあるという話を伺いましたが、県内

各地で生産拡大が進んでいくということになる

と、それに伴い生産量も多くなるのではないか

と思います。

また、ヘベスは、宮崎ブランドの認証商品と

なっており、県内ではよく知られていますが、

県外ではそこまで認知度が高くないのではと

思っているところであり、今後の販売対策が重

要ではないかと考えております。

そこで、ヘベスのブランド確立に向けた販売

対策について、農政水産部長にお伺いいたしま

す。

ヘベスの販売○農政水産部長（久保昌広君）

対策については、これまで県内外の量販店や宮

崎ゆかりの飲食店でのフェア等に取り組んでお

り、実際に利用した事業者等からは、果汁の多

さや料理への使いやすさなど、高い評価をいた

だいているところです。

一方で、首都圏などの消費者を対象とした県

の調査では、ヘベスの認知度は約６％と低い状

況にあり、他のかんきつにないヘベスの魅力を

より多くの方に認識してもらうことが、大変重

要であると考えております。

このため、引き続き認知度向上のためのフェ

ア等に取り組むとともに、新たなアプローチと

して、カットサラダや冷凍総菜、飲料、調味料

等、多様な分野での活用について、県外の事業

者に積極的に提案を行うなど、さらなる販売対

策に取り組んでまいります。

まだ６％です。県内は60％と○日高博之議員

いうことでありますが、大分はカボスがありま

す。それと沖縄は、永山副知事のところという

と失礼なんですけど、シークヮーサーが、全国

のかんきつ類の中にあります。

それで、郡司前副知事が、世界に売り込むん

だという答弁もされたということで、担当副知

事は永山副知事なので、宮崎県民としては、

シークヮーサーよりも、やっぱりヘベスのほう

が上に行ってほしいわけです。

それで、これをどう売り込んでいくのか、永

山副知事に決意をお願いします。

生まれ育った身とし○副知事（永山寛理君）

て、それまで、世界一の香酸かんきつはシー

クヮーサーだと思っておりました。正直、宮崎

に来るまで、ヘベスというものの存在を存じ上

げませんでした。しかしながら、初めて日高議

員からヘベスを紹介いただきまして、その爽や

かで香り高い酸味、そして、食材に振りかけて

も食材の味を邪魔せず、食材のうまみを最大限

に生かす、そのすばらしさに感銘を受けたとこ

ろでございます。

その勢いで、東京に本社を構える冷凍食品の

メーカーがあるんですが、そこの社長に直接ヘ

ベスを売り込みまして製品化されました、ヘベ

スを県産カンパチに振りかけたすばらしい冷凍

食品が販売されたということで、私も個人的

に、フェイスブック等でヘベスの魅力を全国に

発信しているところでございます。

ただ残念ながら、全国的にまだ認知度が６％

ということで、カボス、スダチ、シークヮー

サー、世界に目を向けるとライム、それよりも

はるかにクオリティーの高いヘベス、それを先

ほど久保農政水産部長が申しましたとおりの各
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種加工品とか飲食店等々の販売網というの

を、36ヘクタールということで、これからます

ます生産体制も整ってくると思いますので、日

本全体、さらには、郡司前副知事が申し上げま

したように、世界に向けて販売促進をやってい

きたい、その覚悟で頑張っていきたいと思いま

す。

本当にありがたいお言葉で○日高博之議員

す。ぜひ、宮崎県の副知事として、しっかりと

ヘベスを売り込んでいただければと思います。

ありがとうございます。

さて、私は、今後さらにブランド化を進めて

いくためには、本県の温暖で豊富な日照時間な

どの気候で育った農産物と、他県の農産物との

差別化を図っていく必要があると考えておりま

す。

そのためには、研究開発が大きな役割を果た

すものと考えるため、総合農業試験場におい

て、本県農産物が持つ新たな価値を明らかにし

ていく研究を進め、研究成果を活用した産地化

に取り組んでいくことが必要だと思っていま

す。

そこで、総合農業試験場では、本県農産物の

付加価値を高めるため、どのような試験研究に

取り組んでいくのか、農政水産部長にお伺いい

たします。

総合農業試験○農政水産部長（久保昌広君）

場では、収量・品質を高める栽培技術や、新品

種育成などの研究を行っているところです。

この中で、最近では新たに、スマート農業や

環境に配慮した栽培方法などに加え、付加価値

の向上につきましても、重点的に取り組んでい

るところです。

具体的には、食の機能性に着目し、光の刺激

から目を保護するとされるルテインを多く含む

ホウレンソウの栽培に関する研究や、高血圧改

善が期待できるＧＡＢＡを多く含み、香りもよ

い製茶方法など、保健機能食品の開発につなが

る研究を進めております。

また、輸出拡大に向け、スイートピーの新品

種の育成や、キンカンの防除技術の開発などに

取り組んでおります。

今後とも、多様なニーズを的確に捉えなが

ら、付加価値を高める技術開発に取り組んでま

いります。

儲かる農業をしっかりと実現○日高博之議員

していく、これを基本にお願いしたいと思って

おります。

次に行きます。続いて、地域間幹線バス路線

についてお伺いいたします。

複数の市町村間を結ぶ重要なバス路線である

地域間幹線バス路線については、４月の閉会中

の常任委員会において、これまでの検討経緯に

ついて、執行部より説明があったところでござ

います。

その説明によれば、昨年２月を皮切りに、複

数回にわたって宮崎交通より、「行政による赤

字額の全額補塡がなければ路線の廃止」という

申出があったとのことです。

それを受けて、各地域ごとに関係者間で協議

・検討を重ね、宮崎交通が運行する27路線のう

ち24路線について、他事業者による運行または

市町村による広域的コミュニティーバスへ転換

するという方向性に至り、県としても、それを

支援するための財源として、バスネットワーク

最適化支援基金を創設したということでござい

ます。

しかし、その方向性に対し、宮崎交通は、４

月末に今後３年間の経費削減策を示し、一転し

て運行継続に意欲を示しているようであります
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が、まず、宮崎交通が示した経費削減策につい

て、県はどのように評価しているのか、総合政

策部長にお伺いします。

宮崎交通から○総合政策部長（松浦直康君）

示されました経費削減策は、一般路線バス事業

全体において、令和６年度までの３年間で約3.3

億円を削減するというものでありまして、今回

このような削減策が示されたこと自体は、県と

しても一定の評価をしているところでありま

す。

しかしながら、焦点となっております地域間

幹線バス事業に限りますと、削減見込額は3,700

万円程度となっておりまして、行政による支援

後に例年生じておりました約２億円の欠損に対

しまして、問題が大きく解消されるものではな

いと認識しております。

今後、各地域のバス路線対策会議におきまし

て、宮崎交通より、各路線ごとの削減額等を提

示いただく予定でありますので、その中で、市

町村とともにしっかりと精査・協議をしてまい

ります。

ありがとうございます。宮崎○日高博之議員

交通の経費削減策が示されたことについて、県

としても一定の評価はされているということで

す。

私自身も、これまでの強硬な宮崎交通の姿勢

は何だろうなと思っていたところなんですが、

会社側もこの問題を改めて真剣に考えて、何と

か解決しようと歩み寄りを見せているものと、

若干感じているところでございます。

そこで、宮崎交通の考え方が変わってきた

中、地域間幹線バス路線の在り方について、今

後どう解決を図っていくのか、総合政策部長に

お伺いいたします。

地域間幹線バ○総合政策部長（松浦直康君）

ス路線につきましては、「行政による赤字額の

全額補塡がなければ路線を廃止する」という宮

崎交通からの申出を受けまして、市町村等とと

もに議論し、他事業者による運行や市町村によ

る広域的コミュニティーバスへの転換という方

向で検討してきたところであります。

一方で、議員御指摘のとおり、今回の議論の

前提となりました宮崎交通の考え方が変わって

きていることから、今後、改めて同社より具体

的な提案がなされるものと考えております。

また、国におきましても、地域間幹線バス事

業に対する国庫補助制度の見直しについて議論

が進められておりますので、その動向も注視し

ながら、引き続き、地域ごとに、あるいは路線

ごとに丁寧に協議・検討し、本年度内には、そ

の議論を踏まえた基本的な考え方や方向性を整

理してまいりたいと考えております。

今回の議論で最も重要なの○日高博之議員

は、人口減少の下において利用者の大幅な増加

が見込めない中、地域の貴重な足である地域間

幹線バス路線をいかに担保するかということで

あります。その貴重な移動手段が突然なくなっ

てしまうことは、地域住民にとって最も避けな

ければならない事態であり、これまでの経緯や

議論について十分理解できるところではありま

すけれども、改めて行政、バス事業者におかれ

ては、利用者目線に立ちつつ、その持続可能な

在り方について、引き続き真摯に協議・検討い

ただくようお願い申し上げます。

次に、海岸の浸食対策についてお伺いいたし

ます。

様々な要因により、全国各地で海岸浸食が生

じています。宮崎においても、現在、宮崎海岸

で「侵食対策事業」が進められています。

宮崎海岸は、宮崎港と一ツ瀬川の間にある
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約10キロの砂浜海岸で、アカウミガメやコアジ

サシなど貴重な野生生物を含め、たくさんの動

植物がいるほか、漁業やサーフィン、釣りなど

で利用されています。

昔は、広い砂浜で、運動会とか遠足が行われ

たようです。それが、ここ数十年の間で海岸浸

食が進んで、海岸の背後地の人々の安全が脅か

されております。

広い砂浜は、波の力を弱める動きがあるとの

ことですが、このまま砂浜がなくなると、波が

高くなり、砂丘が崩れたり、護岸が壊れたりす

るおそれがあります。宮崎海岸では、砂浜を回

復し、浜幅を50メートル確保することを目標

に、様々な浸食対策が進められているわけです

が、地球温暖化が進行する中、今後、気候変動

に伴う高潮などの災害の激甚化、頻発化が懸念

され、当海岸の浸食対策は待ったなしと考えま

す。

そこで、「宮崎海岸の侵食対策事業」の進捗

状況について、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

宮崎海岸につ○県土整備部長（西田員敏君）

きましては、平成20年度から国による対策が進

められており、岸から海に向かって延びる突堤

や、浸食を防ぐ護岸の整備及び人工的に砂を入

れる養浜が実施されております。

令和３年度までの進捗率は、事業費ベースで

約５割と伺っております。このうち、突堤は３

基計画され、北側の１基目は長さ50メートルが

完成、２基目は、長さ150メートルのうち50メー

トルが、３基目は、長さ300メートルのうち75

メートルが整備され、護岸につきましては、延

長2,700メートルの埋設護岸が完成し、養浜につ

きましても、継続して実施する予定と伺ってお

ります。

浸食対策にかかる期間が、平○日高博之議員

成20年度から令和９年度の20年間を予定されて

いるようですが、２期目の突堤はまだ100メート

ル残っていて、３期目が225メートルも残ってい

る、延ばす必要もあると。残り６年でその工事

を進めるためには、まず関係者の理解を得る必

要があると考えます。

そこで、令和９年度の完成に向けてどのよう

に取り組んでいくのか、県土整備部長にお伺い

いたします。

議員御指摘の○県土整備部長（西田員敏君）

とおり、事業の完了に向けては、突堤延伸に対

する関係者の御理解を得ることが大変重要であ

ります。

これまでも、地元との意見交換会など、関係

者との調整に取り組んできたところであります

が、本年３月に、国、県及び宮崎市で構成する

「宮崎海岸侵食対策関係行政連絡会議」を設

け、浸食対策をより円滑に推進することとした

ところであります。

宮崎海岸は、県で管理する海岸であります

が、その浸食対策は高度な技術力と多大な事業

費を要することから、国の直轄事業として対策

が進められており、令和９年度の完成に向け、

今後も国や関係機関としっかり連携して取り組

んでまいります。

令和９年度までの完成という○日高博之議員

ことで、高度な技術も要るし、お金もかかる。

これは、坂口先生の質問もございましたけれど

も、やはり今後どうしていくのか、国としっか

りと連携していくことは非常に重要なところだ

と思っておりますので、ぜひ、これは県土整備

部長、大重点課題でお願いしたいと思っており

ます。

次に、盛土規制法についてお伺いいたしま
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す。

令和３年７月に静岡県熱海市で、大雨に伴っ

て盛土が崩壊し、甚大な人的・物的被害が発生

しました。

このような危険な盛土を防止する仕組みとし

て、既存の法律では、盛土等の規制が必ずしも

十分でないエリアが存在するという問題が浮き

彫りになったことから、令和４年５月27日に、

「宅地造成及び特定盛土規制法」、いわゆる

「盛土規制法」が公布されました。

熱海で発生したような盛土等による被害を出

さないよう、この法律の施行に対応するため、

しっかりとした準備が必要と考えますが、ま

ず、盛土規制法の趣旨及び概要と法施行に向け

た取組状況について、県土整備部長にお伺いい

たします。

盛土規制法○県土整備部長（西田員敏君）

は、国民の生命・財産を守るため、宅地、森

林、農地等の用途にかかわらず、危険な盛土等

について、全国一律の基準で隙間のない規制を

行うものであります。

具体的には、盛土等により人家等に被害を及

ぼすおそれがある区域の調査や指定を行い、区

域内での盛土等の許可や改善命令などを知事等

が行うことにより、安全性の確保と責任の所在

の明確化を図っていくことになります。

国においては、来年５月までの施行に向け

て、今月には、地方自治体向けの説明会の開催

や、秋頃には、区域指定の実施要領をはじめと

するガイドライン案などの公表が予定されてお

り、県土整備部では、今後速やかに対応してい

くため、先月、プロジェクトチームを立ち上

げ、国への情報収集を行いながら、課題や作業

内容の把握、今後のスケジュールなどの検討を

進めているところであります。

盛土規制法は、宅地だけでな○日高博之議員

く、森林、農地も含めた全国一律の基準で、隙

間のない規制を行うものということですので、

環境森林部及び農政水産部も深く関わってくる

と思います。

そこで、今回の法改正についてどう認識して

いるのか、環境森林部長、農政水産部長それぞ

れにお伺いいたします。

環境森林部が○環境森林部長（河野譲二君）

所管します森林法に基づく林地開発許可制度と

の関係では、県知事の許可が必要ない１ヘク

タール以下の開発についても、盛土規制法によ

る規制区域内であれば、同法の対象として規制

されることから、より災害の未然防止につなが

るものと認識しております。

また、規制区域内における過去に行われた森

林内の盛土等についても、土地所有者等には、

常時安全な状態に維持する責務が新たに生じる

ことから、盛土等に伴う災害の防止だけでな

く、森林の持つ公益的機能の維持増進にも寄与

するものと考えております。

環境森林部としましては、盛土規制法の趣旨

を踏まえ、関係部局と一体となって、適正に対

応してまいります。

現在、農地を○農政水産部長（久保昌広君）

農地以外の用途に活用する場合は、農地法に基

づく農地転用許可等が必要となり、この中で、

盛土が含まれる場合には、農地法に定める基準

により、周辺への土砂流出のおそれがないかな

どの影響を審査し、許可の判断を行っておりま

す。

今回の法改正により、災害防止のために必要

な許可基準が新たに設定されることになり、規

制区域内の農地については、盛土等の安全性の

確保が、より一層図られるものと考えておりま
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す。

農政水産部としましても、関係部局と連携し

ながら、適正に対応してまいります。

これから、盛土規制法につい○日高博之議員

て、各部長ともにしっかりと取り組んでもらい

たいなと思います。

全国的には、この法律が施行されるまでの間

に駆け込み開発が行われていると聞いておりま

す。本県は、県の75％以上を森林が占めてお

り、私の地元の県北地域においても、多くの森

林を有しております。この貴重な森林資源を

守っていくためにも、駆け込み開発が行われな

いか、危惧しているところです。

そこで、盛土規制法施行前における森林の駆

け込み開発への対応について、環境森林部長に

お伺いいたします。

県では、盛土○環境森林部長（河野譲二君）

等を伴う１ヘクタールを超える林地開発につい

て、より災害の発生を防止する観点から、昨

年、盛土の安全施工等に関する許可条件の見直

しを行ったところであります。

具体的には、強雨時や台風襲来時には盛土を

施工しないことや、施工途中の盛土が流出し、

または崩壊しないようにその防止措置を講ずる

などの条件を追加しております。

また、盛土規制法の規制区域内にある１ヘク

タール以下の開発地で、法施行前に、今後行わ

れる盛土等についても、災害防止のため必要な

ときには、土地所有者等への安全措置命令の発

出が可能になりますので、同法の施行前から、

その周知を図ってまいります。

こうした対応により、盛土等に伴う災害の発

生防止が図られるものと考えております。

土地所有者等への安全措置命○日高博之議員

令の発出、これは非常に重要なところなので、

振興局にしっかりとその辺もレクをしておくべ

きだと思いますので、お願いいたします。

法律の施行後には、規制区域の指定がありま

す。それと盛土等の許可業務等で、職員の業務

量が増えることが予想されております。

また、県土整備部、環境森林部、農政水産部

がそれぞれで対応していくことは難しいと考え

ておりますので、やはり各部の連携というもの

が重要になってくるわけであります。

そこで、盛土規制法の施行に向けて、公共３

部が一体となって取り組む必要があると考える

が、知事の思いをお伺いします。

今お尋ねの一連の盛土○知事（河野俊嗣君）

規制法につきましては、熱海市で発生した盛土

の崩落による甚大な被害を受け設置されまし

た、「盛土による災害の防止に関する検討会」

の提言を踏まえて、今年５月に公布されたとこ

ろであります。

私自身も全国知事会を代表して、検討会の委

員として参加しまして、災害リスクの高い本県

の実情を伝えるとともに、広域的な対応の観点

から、国による関与の必要性を申し上げたとこ

ろであります。

この法律は、危険な盛土等を、全国一律の基

準で、包括的に都道府県知事等が規制するもの

でありまして、県の役割が大変重要となり、

様々な対応が求められますことから、組織を横

断した対応が必要であると考えております。

このため、危険な盛土等による災害の発生を

未然に防止し、県民の安全・安心な暮らしの確

保に向けまして、関係する３部はもとより、県

内市町村をはじめ、県全体での強い連携の下

で、盛土規制法の実効性を発揮することができ

るよう、しっかり取り組んでまいります。

口酸っぱいようですけど、こ○日高博之議員
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の公共３部の連携も、温度差がないようにやっ

てほしいと思うんです。温度差が大事です、公

共３部の温度差です。それが大事だと思うんで

す。

そこで、県土だったら４課が、環境農林だっ

たら４課が、農政だったら３課が関係があり、

まとめて11課です、僕が見ている中では。

そこでしっかりとプロジェクトして、プロ

ジェクトリーダーをしっかりと 誰になるの―

か分かりませんけど、その辺もしっかりとやっ

てもらいたいと思います。

人もかかりますよ、これは、知事。人もかか

ります、本当に大変です。これは大きい法改正

です。よろしくお願いいたします。

次に、次期行財政改革プランにおける職員数

の目標設定についてお伺いします。

知事部局等の職員数は、平成17年度に4,231名

であったものが、行財政改革を推進する中で削

減を進め、平成24年度には3,795人となり、その

後はおおむね3,800人前後で推移しています。

こうした中で、新型コロナウイルス感染症が

発生し、県でも全庁体制で取り組まれています

が、今後、新たな感染症の発生も危惧され、さ

らには、南海トラフ大地震や激甚化する豪雨災

害など、様々な危機事象の発生を想定していく

必要があります。

こうした危機事象の対応のみならず、今後、

先ほど質問した盛土規制法の関係でも、行政需

要が増えていくことがあっても、減っていくこ

とはないと思います。

こうした状況の中で、今後も今の職員数で大

丈夫なのか、もっと増やしていく必要があるの

ではないかと思います。ＤＸ、デジタル化で一

定の効果が図られても、行政需要の増大を十分

に賄えるほどの人員は捻出できないのではない

かと思います。

現行の「みやざき行財政改革プラン（第三

期）」は、推進期間が今年度までとされており

ます。来年度には次期行財政改革プランが策定

される予定ですが、次期行財政改革プランにお

ける職員数の目標設定についてどのように考え

ているのか、知事にお伺いいたします。

令和元年度に策定しま○知事（河野俊嗣君）

した、現行の「みやざき行財政改革プラン」で

は、知事部局等の職員数につきまして、スク

ラップ・アンド・ビルドを基本として、策定時

と同水準の3,800人程度で、適正な定員管理に努

めていくこととしております。

今後も、効率的な人員体制を構築することは

重要でありますが、一方で、御指摘がありまし

たように、危機事象の発生をはじめとして、社

会経済情勢の変化に伴う行政需要にも弾力的に

対応していく必要があると認識しております。

来年度策定を予定しております次期「みやざ

き行財政改革プラン」における知事部局等職員

数の目標につきましては、こうした要素に加

え、令和９年度開催予定の国民スポーツ大会・

全国障害者スポーツ大会への対応や、職員がよ

り働きやすい職場環境の整備などについても十

分に勘案しながら検討し、今後とも、必要な分

野に必要な人員が確保できるよう努めてまいり

ます。

必要な分野に必要な人員が確○日高博之議員

保できるように努めてまいりたいと。そのとお

りだと思いますので、その辺はよろしくお願い

いたします。

むやみに増やすのではなく、適材適所でしっ

かりと増やしてくれということでございますの

で、ぜひ、そういう考えでお願いいたします。

次に、県職員の技術系職種の確保についてお
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伺いいたします。

先ほど申しましたが、今後、新たな感染症の

発生や、南海トラフ巨大地震、激甚化する豪雨

災害など、様々な危機事象の発生が危惧される

中、県職員の、特に専門性を有する技術系職員

を確保していくことが、極めて重要でありま

す。

一方で、近年、少子高齢化に伴う受験年齢人

口の減少などにより、民間事業所等々において

も、技術系人材、特に土木職員の確保が難しく

なってきております。

県職員についても、民間事業所や国、他の地

方公共団体との競合などにより、同様に確保が

難しい状況にあるのではないかと危惧しており

ます。

そこで、県職員の技術系職種の採用の状況と

確保に向けた取組を、総務部長にお願いいたし

ます。

技術系職種の採用○総務部長（渡辺善敬君）

につきましては、受験者数の減少傾向が続いて

おりまして、特に土木職につきましては、大学

卒業程度採用試験の競争倍率が令和２年度に

は1.2倍まで低下し、また採用辞退により採用予

定者数を確保できない年があるなど、議員御指

摘のとおり、人材の確保が厳しい状況にありま

す。

このため、採用試験を実施する人事委員会に

おいては、民間企業等でも広く活用されている

ＳＰＩ試験の導入による新たな受験者層の掘り

起こしや、合格発表の早期化を図るなど、試験

制度の見直しを通しまして、受験者確保対策に

取り組んでいるところであります。

また、関係部局や人事委員会とも連携し、高

校・大学等での説明会の実施、就職ガイダンス

の開催やインターンシップの受入れ等に取り組

んでおります。

今後とも、県職員の魅力をしっかりとＰＲ

し、将来を担う人材の確保に努めてまいりま

す。

部長、これは成果が出て何ぼ○日高博之議員

ですから。これは、しっかりとやることが目的

ではなくて、成果が出ることが目的でございま

すので、その辺はしかと頭に、胸に、腹にぽと

んと落とさんといかんわけですから、よろしく

お願いいたします。

次に、県内産業のデジタル化の推進について

お伺いいたします。

県は、令和３年３月に「みやざきＤＸプラ

ン」を策定し、令和３年度をデジタル化元年と

位置づけて、行政、暮らし、産業などのデジタ

ル化を推進することとしています。

また、今年４月の組織改正では、本県のデジ

タル化を推進するため、情報政策課及び産業政

策課の業務を再編し、デジタル推進課を設置し

た上で、産業政策課に産業分野におけるデジタ

ル化の総合調整機能を担う産業デジタル担当を

新設しています。

国も、デジタル田園都市国家構想基本方針に

おいて、中小企業のＤＸやスマート農林水産業

などに取り組むこととしており、また骨太の方

針2022においても、センサー、ドローン、ＡＩ

診断などの技術の実装を加速させることとして

おります。

このように、産業のデジタル化は、県及び国

において重点的に取り組む方針となっています

が、宮崎の地域経済を支える様々な産業の事業

者としては、今後、デジタル化を進めなければ

ならないと感じてはいるものの、何から始めた

らよいのか分からないという状況ではないかな

と思います。
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そこでまず、県内産業のデジタル化に向けた

現状と課題について、県はどのように認識して

いるのか、総合政策部長にお伺いいたします。

人口減少が進○総合政策部長（松浦直康君）

み、働き手が不足する中、デジタル技術を活用

して事務を効率化したり、拡大するデジタル取

引などに対応していくことは、急務であると認

識しております。

民間の調査によりますと、ＤＸに取り組んで

いる企業は、九州全体では14.6％であります

が、本県は10.8％となっており、九州と比べて

も取組が十分には進んでいないのが現状であり

ます。

県内産業のデジタル化を進めるための課題と

しては、１つ目は、経営者をはじめとして、デ

ジタル化の効果や必要性に対する理解が不足し

ていること、次に、社内のデジタル化を推進す

る人材やＩＣＴ技術者が不足していること、そ

して、デジタル技術導入のメリットが見えにく

く、県内の導入事例がまだ少ないことなどが、

各産業に共通する主な課題であると考えており

ます。

本県企業のＤＸの取組という○日高博之議員

ことで、言ってみれば、そのメリットが分から

ないんですよね、基本的に。九州の中でも進ん

でいないですね。その課題が見えてきているわ

けであります。これから県内産業のデジタル化

を進めなければなりませんけど、中小・小規模

事業所が多い本県の事業者にとって、ハードル

が高くなっているという認識がある。そこで、

これらの課題を踏まえて、県として、産業のデ

ジタル化に向けて今後どのように取り組んでい

くのか、総合政策部長にお伺いいたします。

産業のデジタ○総合政策部長（松浦直康君）

ル化を推進するため、まず、セミナーや講演

会、最新ＩＣＴの展示会などを開催し、デジタ

ル化の意義や効果などに関する事業者の理解促

進を図ってまいります。

次に、デジタル技術を活用した現場作業の自

動化や事務の効率化など、より実践的なテーマ

で学ぶ研修や連続講座を開催し、参加者同士の

ネットワークも形成しながら、人材育成を図る

こととしております。

また、デジタル技術等の導入に対する支援を

行いまして、県内事業者の参考となるような好

事例を生み出してまいりたいと考えておりま

す。

中小・小規模事業者におきましても、事業規

模や業態に応じたデジタル化を進めていくこと

が大変重要であると考えておりますので、こう

した取組を通じ、県内産業のデジタル化にしっ

かりと取り組んでまいります。

次に、県庁のデジタル化につ○日高博之議員

いてお伺いいたします。

先ほど、県内産業のデジタル化でも触れたと

おり、県は、行政や暮らし、産業などのデジタ

ル化を推進するということを掲げております

が、特に日々の県民の暮らしにおいては、行政

が提供する各種サービスの果たす役割や影響は

大変大きいと思います。

そのため、まず県庁自ら率先してＤＸの取組

を進めることで規範を示し、デジタル社会の実

現に向けて市町村や事業者を牽引するべきでは

ないかと、私はそこまで考えております。

そこで、県庁におけるＤＸについてはどのよ

うに取り組もうとしているのか、総合政策部長

にお伺いいたします。

多様化する県○総合政策部長（松浦直康君）

民ニーズに応え、より質の高い行政サービスを

提供していくためには、デジタル技術の活用に
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より、県民の利便性の向上や業務効率化を図

り、業務の進め方を変革していくことが求めら

れておりまして、県においても、行政手続のオ

ンライン化やＡＩ技術の活用などを進めている

ところであります。

例えばコロナ禍にあって、保健所では業務量

が大きく増加いたしましたが、陽性者情報を、

電話での聞き取りからオンラインを併用する対

応に切り替えたことなどによりまして、手続を

簡素化し、陽性者本人、そして対応する職員双

方の負担軽減につながったところであります。

県としましては、今後もデジタル人材の育成

・確保などを含め、スピード感を持って県庁の

ＤＸを推進してまいります。

その保健所のＤＸ化は本当に○日高博之議員

ヒットだと思うんです。ですから、こういうの

が何かいろいろ成っていくということを願って

おりますので、よろしくお願いいたします。

次に、ジモ・ミヤ・タビキャンペーンについ

て。

県内旅行割引事業「ジモ・ミヤ・タビキャン

ペーン」についてですが、ジモ・ミヤ・タビ

キャンペーンは、１人当たりの県内旅行代金の

最大50％、上限5,000円を割り引き、さらに県内

飲食店などで利用できるジモ・ミヤ・タビクー

ポンを１人１日当たり最大4,000円付与するもの

であります。

このキャンペーンによって、本県の昨年11

月、12月の宿泊稼働指数は全国で１位となり、

私の周りでも利用している方が非常に多く、宿

泊業や旅行業にとって大変効果がある事業であ

ると思います。

一方で、ジモ・ミヤ・タビクーポンの利用に

ついては、宮崎市などに集中しているのではな

いかと思っております。

そこで、ジモ・ミヤ・タビクーポンの利用状

況について、商工観光労働部長にお伺いいたし

ます。

県内旅行○商工観光労働部長（横山浩文君）

の割引事業でありますジモ・ミヤ・タビキャン

ペーンの利用者に対して配布しておりますクー

ポンの利用額は、令和３年度末の時点で約14

億6,000万円でありまして、主に県内の小売店や

飲食店などで利用されております。

このうち、市町村別が把握できる利用額での

割合を見ますと、宮崎市が約６割、都城市が約

１割などとなっております。

なお、キャンペーンに参加する宿泊施設の全

体の客室数のうち、宮崎市内が約６割近くを占

めておりますことも、クーポン利用額が集中し

ている要因の一つと考えております。

ジモ・ミヤ・タビクーポンに○日高博之議員

ついては、以前、知り合いの店舗から、クーポ

ン事務局での換金が月１回であり換金回数が少

ないという話を伺ったところであります。

換金されるまでの間、店舗側がクーポン利用

額分を負担し続ける必要があり、クーポン利用

店舗を増やしていくためには、迅速な換金手続

が必要であると考えます。

また、先ほどの答弁でもあったとおり、宮崎

市などへの偏りも見られることから、キャン

ペーンの効果を全県的に波及させることが重要

であると考えております。

そこで、迅速なクーポンの換金やジモ・ミヤ

・タビキャンペーンの効果の全県的な波及のた

め、どのように取り組んでいくのか、商工観光

労働部長にお伺いいたします。

ジモ・ミ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ヤ・タビキャンペーンにつきましては、コロナ

禍において厳しい状況にある観光産業を支援す

- 98 -



令和４年６月16日(木)

るために実施しているところでございます。

このため、クーポンの換金回数につきまし

て、昨年６月のキャンペーン開始当初の月１回

から、昨年７月には週１回に変更し、換金の迅

速化を図ったところであり、引き続き、換金手

続など制度の周知を図ることにより、クーポン

利用店舗の増加につなげてまいります。

また、キャンペーン効果の全県的な波及につ

きましては、キャンペーン対象の宿泊施設や

クーポン利用店舗などの情報をしっかりと発信

しますとともに、これらの情報を市町村に提供

し、利用促進につなげるなど、一層の取組を進

めてまいります。

昨年７月に週１回に変更に○日高博之議員

なったと、これ自体を知らないんですよね。だ

から、伝えるが、伝わらないかもです。ぜひ、

部長にお願いいたします。

次に、ＳＦＴＳについて。重症熱性血小板減

少症候群、いわゆるＳＦＴＳについてでありま

す。

ＳＦＴＳは、西日本を中心に患者の発生が多

く見られており、ウイルスを保有するマダニに

かまれることで感染すると言われております。

近年は、鹿やイノシシなど野生動物の生息地

域とともに、マダニも身近な里山まで下りてき

ており、その結果、農作業やレジャーなどの感

染例が増えております。また、ウイルスを所有

したマダニにかまれて犬や猫が感染し、それら

の動物の体液に触れた人が感染した事例もあり

ます。

マダニは春から秋にかけて活動が活発にな

り、この時期の発症が多いと言われております

が、有効な治療法やワクチンもなく、何と致死

率が30％と高いため、広く県民へ注意喚起する

必要があると思います。

そこで、本県のＳＦＴＳの発生状況と、県と

しての取組について、福祉保健部長にお伺いい

たします。

本県におけ○福祉保健部長（重黒木 清君）

るＳＦＴＳの発生状況は、国内での感染が初め

て確認されました平成25年から累計で93件と

なっておりまして、今年に入ってからも既に６

件発生しております。

ＳＦＴＳ対策としましては、ウイルスを保有

しているマダニにかまれないことが最も重要で

あります。このため、県としましては、マダニ

が民家の裏庭や畑、あぜ道などにも生息してい

ること、草むらややぶなどに入る場合は、長

袖、長ズボンを着用して肌の露出を少なくする

こと、ペットから感染する事例もあるため、対

策が必要であることなどを、県のホームページ

や県政番組等でお知らせしているところであり

ます。

引き続き、保健所での取組はもとより、市町

村とも連携して、県民への情報発信、注意喚起

を行ってまいります。

今日もまた１名発生したとい○日高博之議員

う情報が入ってきていることも聞いております

ので、注意喚起をよろしくお願いいたします。

最後になります。ウクライナの避難民につい

て。

現在、ロシアがウクライナに侵略し、多くの

方が自国を追われ、国外へ避難を余儀なくされ

ております。突然生活を奪われた方々は、食事

や医療、子供たちの教育など、今後の生活に多

くの不安を感じていることと思います。

本県宮崎にも、避難された方が４世帯11名お

られ、その中には、小学校や中学校に就学する

年齢の子供たちもいると聞いております。本来

であれば、自国の友達と楽しく学校生活を過ご
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しているはずの子供たちが、このように遠い異

国の地で困難な状況に直面していることを思う

と、胸が痛みます。このままウクライナへの侵

略が長期化し、帰国できない状況となれば、さ

らに子供たちの教育のことが心配になります。

こうした状況において、教育委員会は、ウク

ライナから避難してきた子供たちに対し、どの

ような教育的支援を行い、教育の機会を確保す

るのか、教育長にお伺いいたします。

ウクライナから避○教育長（黒木淳一郎君）

難してこられた子供たちにつきましては、言葉

の壁、心や体の健康、これらに配慮することは

もとより、何より、未来をつくる子供たちの学

びを止めてはならないと考えております。

そのため、文部科学省の通知を周知し、避難

した子供たちの教育の機会が確実に確保される

よう、市町村教育委員会や関係各課と情報の共

有と連携を図っております。

県教育委員会といたしましても、今後とも、

避難した子供たちが安心して学校生活を送るこ

とができるよう、日本語指導支援員を配置する

など、御家族、子供たちに寄り添う積極的な支

援を行ってまいります。

今後とも引き続き、避難した○日高博之議員

子供たちが安心して教育を受けられる体制をお

願いしたいと思います。

以上で質問を終わります。（拍手）

次は、田口雄二議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 県民連合宮○田口雄二議員

崎の田口雄二です。本日最後の質問者となりま

す。傍聴者は一人もいませんが、あと１時間ほ

どお付き合いいただきたいと思います。

先月の５月末に上京し、学生時代はよく繰り

出していた日本有数の歓楽街、新宿・歌舞伎町

に実に久しぶりに行ってまいりました。

見慣れた新宿コマ劇場がなくなっていたのは

残念な思いがいたしましたが、これまで見たこ

ともないような物すごい人混みで、若者たちが

そこら中にたむろしていました。

また、待ち合わせをした大きな居酒屋も、あ

ふれんばかりの満員状態でした。これまでの自

粛、抑制していたものを一気に取り戻すかのよ

うな雰囲気でした。

これは１週間後にはコロナが激増するのでは

ないかと心配していましたが、東京は何事もな

かったかのように感染者は減少しています。

まだ気を許せる状況ではないものの、歌舞伎

町でもほとんどマスクをしており、コロナとの

付き合い方がうまくなってきたのかなと思える

ほどです。

コロナに関しては、逆にうれしいニュースが

ありました。この春に、県内高校の卒業者の県

内就職率が65.7％になり、過去最高になったと

宮崎労働局が公表しました。

2014年度には県内就職率が54％と全国最下位

となり、若者の県内定着に県は努めてまいりま

した。その成果が出てきたものと思いますが、

コロナで県外への就職は、保護者だけではなく

生徒も敬遠する傾向が強かったようです。

ただ、過去最高の就職率とはいえ、全国平均

はこれまで80％以上もあり、まだ大きな開きが

あります。人手不足に苦しむ地元産業界のため

にも、さらなる県内就職率アップのための県の

御尽力をよろしくお願いいたします。

それでは、知事の政治姿勢について質問しま

す。

知事は、県内主要10団体で構成される県経済

団体協議会の出馬要請を受け、昨年の11月議会

で知事４期目の出馬表明をいたしました。

参議院選挙が終わると、一気に知事選挙のボ
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ルテージが上がってくるものと思われます。任

期満了は来年１月ですが、知事選挙は年内が予

想され、残すところ半年となりました。コロナ

で振り回されっ放しではありましたが、３期目

の仕上げをしなければならない時期を迎えまし

た。知事御自身は３期目のこれまでの取組をど

のように評価しているのか、また残りの任期は

何に力を入れたいと考えているのか、知事に伺

います。

以上で壇上からの質問を終了いたします。

（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

私は知事就任以来、この愛する宮崎県のた

め、一日一日全身全霊を傾けて、県政発展に邁

進してまいりました。現在の３期目におきまし

ては、コロナ対応を最優先課題として取り組ん

でおりますが、１期目、２期目における相次ぐ

災害からの再生復興や、東九州自動車道等のイ

ンフラ整備、フードビジネスをはじめとする産

業の振興などの成果の下で、新たな成長の流れ

を軌道に乗せる取組にも力を尽くしてきたとこ

ろであります。

その結果、宮崎駅西口広場の再整備や県防災

庁舎の完成、県立宮崎病院の改築、宮崎カー

フェリーの新船就航、さらには国スポ・障スポ

大会に向けた施設整備など、安全・安心な社会

づくりや将来の発展の礎となる様々な成果が見

えてきており、私としましても一定の手応えを

感じているところであります。

その一方で、コロナの影響により、例えば国

文祭・芸文祭で当初想定していた内容が十分に

実施できなかったり、また海外との行き来が十

分にできなくなる中で、インバウンドも含めた

観光客の減少など、様々な影響が出ているとこ

ろであります。

このため、残りの任期におきましては、何よ

りも、コロナ禍の長期化により大きな打撃を受

けた県民生活や地域経済の一刻も早い回復を図

るとともに、インバウンドも含めた観光誘客の

推進、スポーツランドみやざきのさらなる充

実、そしてポストコロナを見据えたデジタル化

の推進やゼロカーボン社会づくりなどに取り組

み、新たな成長活力の創出に向けた取組にも注

力してまいりたいと考えております。

このほかにも本県には、人口減少対策をはじ

め防災・減災国土強靱化対策、医療福祉の充実

など、取り組むべき課題は山積しております。

本県のさらなる飛躍を目指して、県議会の皆様

をはじめ、各方面の御理解と御協力をいただき

ながら、オールみやざきの体制でしっかりと取

り組んでまいります。以上であります。〔降壇〕

残された期間、しっかりとよ○田口雄二議員

ろしくお願いいたします。

４期目の思い等々も聞きたかったんですが、

日高議員が先ほどたくさん聞かれましたので、

次の質問に入らせていただきます。

2016年には2,00 0万人を超え、2019年に

は3,188万人の外国人旅行者が日本を訪れ、人気

観光地においては、オーバーツーリズムではな

いかと思われるほどの大盛況の状況でした。

しかし、世界的な新型コロナウイルス感染症

の拡大で、2020年４月から外国人観光客はス

トップしてしまい、人の動きが大きく制限され

てきました。ようやくコロナの拡大も少し落ち

着いてきたことにより、本年６月10日から、１

日２万人を上限に引き上げ、我が国は外国人観

光客の受入れを再開しました。

この受入れ再開に先立って、世界経済フォー

ラムの2021年観光魅力度ランキングが発表され
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ました。何と、アメリカやフランス、スペイ

ン、イタリア、ドイツなどの観光大国を抑え

て、日本が１位になりました。２年ごとの調査

で、前回の2019年は４位でした。これまで日本

を訪れた外国人観光客の評価はもちろんのこ

と、昨年の東京オリンピック・パラリンピック

で、選手や関係者、そしてマスコミ等に日本の

よさが高く評価されたようです。日本人にとっ

て非常に誇らしい結果です。

コロナにより入国制限があり、地方都市へす

ぐに多くの外国人が来るのはもう少し時間が必

要かと思いますが、観光魅力度のランキングで

日本が世界一となったことを踏まえ、本県とし

て、今後どのように外国人観光客の誘致を進め

ていくのか、知事に伺います。

御紹介がありまし○知事（河野俊嗣君）

た2021年の旅行・観光の魅力度ランキングは、

世界経済フォーラムが117か国・地域を対象に評

価・比較したものであります。日本が１位にな

りましたことは、外国人観光客の受入れ再開に

当たりまして、大きなはずみになるものと考え

ております。

具体的には、交通インフラや治安のよさ、清

潔さなどのほか、文化や自然に関する観光資源

の豊かさが高い評価を得ているところでありま

す。本県には、我が国の成り立ちにもつながる

神話・神楽などの伝統文化や、ゴルフやサー

フィンに代表される豊かな自然を生かしたス

ポーツ環境、また、海外でも知名度の高い高千

穂峡など、世界に誇れる観光資源が多くござい

ます。

今回、ランキングが１位となったことで、世

界の人々が日本に注目し、インバウンドも増加

していくと考えられますことから、この機会を

逃すことなく、本県の強みを戦略的、効果的に

発信し、世界から選ばれる「観光みやざき」の

実現に向けて、オールみやざきで取り組んでま

いります。

はっきり言えば、行きたい国○田口雄二議員

ナンバーワンになったということだと思います

ので、しっかりと取組をお願いいたします。

先日就航した宮崎カーフェリーの「フェリー

たかちほ」の内覧会に参加いたしました。これ

までのカーフェリーのイメージを一新するもの

でした。

物流が中心のカーフェリーから、個室重視の

旅行を楽しめるツールとして、大きな存在にな

りそうです。外国人観光客にも十分楽しんでい

ただけると確信し、この秋の第２船の「フェ

リーろっこう」の就航が待ち遠しい思いです。

次に、医療福祉に関する質問を何点かいたし

ます。まず、宮崎大学の医学部地域枠について

伺います。

本県は、医師の都市部への集中による地域的

な偏在が深刻化し、宮崎市以外は医師不足の状

況です。その上、急速な高齢化に伴い、県民の

医療ニーズが高度・多様化しています。明日の

宮崎県の医療を担うという強い意志を有する地

元の生徒を求めるため、平成18年度の入学者か

ら、宮崎大学医学部に地域枠が設けられまし

た。

医学部卒業後は、９年間は宮崎県内での研修

や勤務が求められます。昨年度から定員が大幅

に増員され、地域枠の取組が強化されました。

そこで、令和４年度の宮崎大学医学部地域枠

の受験結果と医師修学資金の貸与状況につい

て、福祉保健部長に伺います。

宮崎大学医○福祉保健部長（重黒木 清君）

学部地域枠の定員につきましては、25名から40

名へと大きく拡充されました。
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昨年度は、拡充後初めての入試となり、宮崎

大学、県教育委員会とも連携し、積極的にＰＲ

を行った結果、１次選考には定員の３倍近い110

名の応募があったところです。

また、２次選考では、大学入学共通テストの

結果などに基づき選考が行われ、最終的な地域

枠の合格者は33名となったところです。

医師修学資金につきましては、宮崎大学地域

枠新入生33名に加えまして、長崎大学の宮崎県

地域枠２名、本県出身で他大学に入学した１

名、今年度からの新規枠として、本県での地域

医療を志す宮崎大学在学生13名に貸与決定して

おり、新規貸与者は合計49名になったところで

す。

１次選考には定員の３倍近い○田口雄二議員

応募があったにもかかわらず、最終的な地域枠

の合格者は、40名の枠に対して33名であった

と。定員を割ったのはちょっと残念です。

次に、先ほど質問しました宮崎県医師修学資

金制度ですが、本制度は、地域医療を担う人材

を宮崎県として育成するために設けられ、貸与

額は、入学時には入学金相当額として28万2,000

円、その後、毎月10万円を６年間、総合計で

約750万円になります。しかし、貸与を受けた医

師が、貸与期間の1.5倍、９年間指定医療機関に

勤務すれば、修学資金の返還が免除されます。

それでは、これまでの医師修学資金の貸与実

績と、返還されたものもあるのか、返還の状況

について、再度、福祉保健部長に伺います。

平成18年度○福祉保健部長（重黒木 清君）

より取り組んでまいりました医師修学資金の今

年度までの貸与実績は、284名になります。

医師修学資金は、一定期間、県が指定する医

療機関等で医師として勤務したときは返還を免

除しておりますが、一方で、これまでに返還と

なった方は11名おり、その内訳は、県外等の指

定医療機関以外への就職が７名、退学が２名、

国家試験不合格が１名、健康上の理由による辞

退の申入れが１名となっております。

県ではこれまでも、返還免除の対象となる診

療科や指定医療機関の拡充を行うとともに、育

児やキャリア形成に資する県外研修、留学時に

指定医療機関での勤務の中断を行うなど、柔軟

な対応を取ってきており、返還となる事例は近

年減ってきております。

一度ルートを外れても、スキ○田口雄二議員

ルアップして宮崎に戻ってきてくれれば、地域

医療に大きく貢献してくれる医者になってくれ

ます。今後とも柔軟な対応をよろしくお願いい

たします。

さて、2019年から建設工事に着手していた県

立宮崎病院が、本年１月11日に完成し、開院い

たしました。建設中には、工事関係者にコロナ

が発生したり、死亡事故もあり、また大停電事

故等々と、何かと紆余曲折がございました。

開院後、既に５か月が経過し、医療スタッフ

をはじめ、ようやく使い勝手などが落ち着いて

きたのではないかと存じます。想定していたこ

とや想定外のことなど、新たに見えてきたこと

もいろいろあるのではないかと思います。

そこで、県立宮崎病院が開院して５か月が経

過いたしましたが、現在の状況について病院局

長にお伺いいたします。

令和４年１月に開○

院しました宮崎病院においては、救急・総合診

療センターの拡充や手術室の増床に加え、新型

コロナをはじめとする感染症に対応するため、

専用エレベーターの設置など機能強化を図った

ところであります。

開院後の状況でありますが、患者数につきま
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しては、依然として新型コロナの影響はあるも

のの、拡大前である令和元年度の水準近くまで

回復傾向にあります。

また、運営面におきましては、診察室を拡充

し、診療科ごとに待合スペースを設け、利便性

の向上を図ったところでありますが、患者数の

多い診療科においては、混雑して待ち時間が長

くなる状況も見られたことから、診察時間の割

り振りにより患者数を平準化したり、誘導係員

を増員し、患者一人一人に分かりやすく案内す

るなど、日々改善に取り組んでいるところであ

ります。

引き続き、臨機応変に課題に対応しながら円

滑に患者を受け入れることにより、高度・急性

期医療を効率的に提供してまいります。

大きなトラブルもなく、患者○田口雄二議員

へのサービスも向上しているようです。順調な

滑り出しをしているようで、安心いたしまし

た。

県立宮崎病院には、本県においては宮崎大学

医学部の附属病院に次いで、手術支援ロボット

「ダビンチ」が導入されました。

私はこれまで、このダビンチについて、この

議場で何度か紹介させていただきました。当

時、全国で唯一ダビンチが導入されていない本

県で、高度医療を求めて他県に患者が流れてい

ないか、また、視察先の完成したばかりの香川

県高松市の県立病院、沖縄県の徳洲会病院のダ

ビンチが、高度医療の提供と併せて医師確保に

大きな武器になっていることを紹介させていた

だきました。

そこで、県立宮崎病院に導入した手術支援ロ

ボット「ダビンチ」の稼働状況について、病院

局長に再度伺います。

手術支援ロボット○

「ダビンチ」につきましては、現在２名の医師

が対応しており、設置後、医師等の研修などの

準備を経まして、３月から手術を開始し、６

月15日時点で、泌尿器科、産婦人科において、

悪性腫瘍治療など16件の手術を実施しておりま

す。

ダビンチを導入することで、内視鏡により、

傷口が小さく、人の手に比べ正確で細かい動き

ができることから、出血量や痛みの少ない手術

が可能となり、患者の身体的・精神的な負担が

少ないことに加えまして、診療機能の向上や研

修施設としての魅力が高まり、医師・看護師等

の人材確保にも効果を期待しているところであ

ります。

今後とも、ダビンチの機能を最大限に発揮で

きるよう、医療スタッフ等の育成・確保や、対

象診療科の拡大に取り組むことにより、患者に

とって、より負担が少なく安全性の高い医療の

提供に努めてまいります。

現在は２名の医師が対応し、○田口雄二議員

３月から手術を開始したようですが、さらに研

修を重ねて、対応できる医師の増員と、体への

負担が少ないダビンチの活用の拡大を、よろし

くお願いいたします。

次に、特定行為に係る看護師の研修制度につ

いて伺います。

特定行為とは、医師の判断を待たずに行う診

療補助行為で、38の行為が厚生労働省より指定

され、医師が作成した手順書に基づいて、看護

師自身の判断で行うことが可能となるようで

す。

厚生労働省は、2025年に向けて、急性期医療

から在宅医療などを支えていく看護師を計画的

に養成することを目的とした、特定行為に係る

看護師の研修制度を推進しています。
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私の手元にある資料では、令和２年８月現在

で、全国で222機関が指定されていますが、本県

には指定医療機関が一つもありませんでした。

県医師会の理事は、「この制度は、宮崎県こ

そが率先して取り組むべきものではないかと考

えている。なぜなら、本県は医師少数県として

看護師の助力なしに医師の業務を行うことが次

第に難しくなってきているからである。病院の

みならず診療所や施設など、慢性疾患を扱う医

療機関の恩恵もかなり大きい。また、2024年４

月よりスタートする医師の働き方改革に向けて

の取組にも大きく関与している」と指摘してい

ます。

そこで、特定行為に係る看護師について、県

はどのように考えているのか、福祉保健部長に

伺います。

議員の御質○福祉保健部長（重黒木 清君）

問にありましたように、特定行為に係る看護師

は、国の指定を受けた医療機関等で一定期間、

研修を受けることで、脱水症状に対する輸液の

調整や胃瘻チューブの交換など、38の特定行為

について、医師の判断を待たずに、あらかじめ

定められた手順書に基づき対応できるようにな

るものです。

団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けま

して、九州唯一の医師少数県である本県としま

しては、在宅医療をはじめとする必要な医療を

県民に届けていくために、このような看護師の

養成・確保は大変重要であると認識しておりま

す。

県医師会理事の指摘どおり、○田口雄二議員

医師少数県の本県においては、このような看護

師の養成・確保は大変重要であると、県は認識

しているようですが、特定行為に係る看護師の

研修制度について、本県の状況を福祉保健部長

に伺います。

県では令和○福祉保健部長（重黒木 清君）

２年度から、大学や医療機関、関係団体等で構

成する「特定行為に係る看護師の研修制度推進

検討会」を設置しまして、研修機関の設置に向

けた協議を重ねるとともに、医療機関等へのア

ンケートを通じた課題等の把握や制度の周知に

取り組んでまいりました。

そのような取組を進め、今年２月に宮崎善仁

会病院が、県内初の特定行為研修機関として、

呼吸器等に関する７行為について国の指定を受

け、４月から開講したところであります。

また、別の２つの医療機関におきましても、

今年度中の指定に向けた準備が進められている

ところでございます。

特定行為に係る看護師の研修○田口雄二議員

機関が一つもなかった本県において、ようやく

本年４月に開校したようですが、新たに２つの

医療機関が準備中ということで、遅れてはいた

が、少しずつではありますが前進していること

が分かり、安心しました。

しかし、医師の判断を待たずに看護師の判断

で、診療補助を行うことになります。責任も重

くなり、かなり多くの知識と経験が必要になる

と考えられます。

そこで、特定行為研修の終了に必要な期間は

どれくらいか、また、指定研修機関となるため

にはどのような準備が必要で、それに対する県

の支援はあるのか、福祉保健部長に伺います。

特定行為の○福祉保健部長（重黒木 清君）

研修に必要な期間につきましては、指定された

医療機関等のカリキュラムにより異なっており

ますが、短くて６か月、長くて２年程度になり

ます。なお、宮崎善仁会病院では１年間となっ

ております。
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また、指定研修機関になるためには、研修計

画の作成はもちろんのこと、演習用の機器や研

修室の整備、医師・看護師などの指導者の育成

・確保が必要となっております。

県では、研修機関を目指す医療機関等に対し

まして、準備に必要な備品購入や指導者の研修

受講などの費用及び初年度の運営費の支援を

行っております。

今後とも、特定行為を行うことができる看護

師の養成・確保に向けて、関係団体と連携し、

制度の周知や研修機関の拡充に向けた検討を進

めてまいります。

令和２年12月時点で、本県に○田口雄二議員

は特定行為に係る看護師が７名いるようです。

ただ、この方々は県外の研修機関で学んできま

した。隣の鹿児島県は70名、熊本県には30名の

特定行為に係る看護師がいるようです。本県の

指定研修機関が早期に必要です。県の御尽力を

よろしくお願いいたします。

次に、本年は民生委員・児童委員の一斉改選

の年です。任期は３年となります。

県の広報みやざきの６月号に、「地域を見守

り、支え、つなぐ民生委員・児童委員」と特集

が組まれています。私の地元でも、区長や民生

委員・児童委員の成り手が見つからず、苦労し

ている話をよく聞きます。

民生委員・児童委員はどのような身分と役割

を持って活動しているのか、福祉保健部長に伺

います。

民生委員・○福祉保健部長（重黒木 清君）

児童委員は、関係法令の規定により厚生労働大

臣から委嘱され、非常勤の地方公務員とされて

おります。法律上、給与は支給しないものとさ

れており、交通費等として一定の活動経費は支

給されているものの、無報酬のボランティアで

活動することとなっております。

また、民生委員・児童委員の方々は、社会奉

仕の精神をもって、自らも地域住民の一員とし

て住民の立場に立ち、身近な相談相手として、

日常生活における困り事を聞き、必要な支援に

つなげる「つなぎ役」としての役割を担ってい

ただいております。

交通費等の一定の活動経費以○田口雄二議員

外はない、無報酬のボランティアだとは、実は

この質問をするまで、私は勉強不足で知りませ

んでした。民生委員・児童委員にはもうちょっ

と感謝しないといかんなと思ったところです。

そこで、本県の民生委員・児童委員の充足率

や年代等の状況と、人材確保に向けた取組につ

いて、福祉保健部長に伺います。

本県では、○福祉保健部長（重黒木 清君）

令和３年度末現在、2,498人の民生委員・児童委

員が委嘱されており、定数に対する充足率

は95.5％であります。

比較的時間に余裕のある60歳代、70歳代の方

が９割以上を占めており、近年、高齢化や退職

年齢の上昇に伴い、候補者を見つけるのが困難

な地域もあると伺っております。このため県で

は、新聞広告や県広報紙等により、民生委員・

児童委員の活動内容や具体的な活躍の様子を広

報し、理解促進を図っているほか、委員の方々

への研修、長年委員を務められた方への顕彰な

どを行っております。

今後とも、市町村や民生委員児童委員協議会

とも連携しながら、民生委員・児童委員の成り

手の確保や、活動しやすい環境づくりに取り組

んでまいります。

近年は自治会の加入も減り、○田口雄二議員

地域のつながりが希薄になっているところもあ

ります。プライバシーへの配慮も求められ、活
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動しづらくなっていることが予想されます。

私が住んでいる町は３丁目まであり、区長さ

んは３名いますが、民生委員・児童委員は、１

人で１丁目から３丁目までの全域が担当です。

対象戸数も多く大変だろうなと思います。ど

ういう経緯でこうなったのかは知りませんが、

こういう部分も見直す必要があるかもしれませ

ん。

それでは次に、自伐型林業について伺いま

す。

全国の中山間地で、自伐型林業が広がりを見

せています。対象区画の木を全て切る皆伐では

なく、将来残したい木を決めて、その支障とな

る木を間引く間伐を長期にわたって繰り返す林

業です。間伐により残した木の品質が上がり、

価値を高めようとするものです。

個人や少人数で山を持ち、生計を立てるケー

スもあるようです。間伐によって一度に伐採す

る面積を一定以下に抑えられることで、自然環

境を守ることにつながります。地域住民が農閑

期に参加でき、兼業がほとんどで、自然の中で

ほどほどに稼ぎながら環境保護にも貢献でき、

環境への意識が高い若者の価値観にマッチした

働き方とも言われております。丁寧な間伐や、

小型の重機が辛うじて通れる作業道づくりは、

山の価値を高めながら、災害から地域を守るこ

とを期待されています。

延岡市では、延岡自伐型林業研究会が設置さ

れ、定期的な研修を積み重ねています。自伐型

林業推進協議会のホームページを見ますと、全

国で57の自伐型林業展開自治体があり、また多

くの地域推進組織が立ち上がっています。

そこで、全国有数の林業県である本県におい

て、自伐型林業の現状を環境森林部長に伺いま

す。

自伐型林業の○環境森林部長（河野譲二君）

明確な定義はございませんが、令和３年版の森

林・林業白書によりますと、山林を借用し、ま

たは施業を受託するなどして小規模な林業を行

う取組と記載されております。

県では、議員からお話のありました、延岡市

の１グループの活動を把握しているところであ

り、そのグループは、自伐型林業を体験できる

場としてモデル林を整備するとともに、四国で

先駆的に自伐型林業を実践している方を講師に

招き、作業路開設や間伐の研修会を開催するな

ど、意欲的に活動しておられます。

林業の本格的なプロがほとん○田口雄二議員

どの本県ですが、兼業がほとんどで、環境保護

にも役立ち、環境への意識が高い若者が多く、

温かく見守っていただきたいと存じます。

杉丸太の生産量が31年連続日本一、日本有数

の林業県の本県において、この自伐型林業につ

いて県はどのように考えているのか、環境森林

部長にお伺いします。

一般的に自伐○環境森林部長（河野譲二君）

型林業は、環境に配慮しながら、木材生産によ

り長期的に安定した収入を得る林業経営であ

り、定年退職後に副収入を得る目的や、週末や

仕事の合間のボランティアなど、様々な形での

参画がなされております。

また、人力や小型の林業機械を用いて森林施

業を行っていることから、１人当たりの施業面

積は限られますが、複数の者が協力すること

で、より大きな面積の施業も可能となります。

自伐型林業の事業者は、適切な間伐による長期

にわたる優良材の生産や、壊れにくい作業道の

整備など、森林を健全に維持していく活動を

行っており、県としましては、多様な林業経営

の主体の一つと考えております。
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林務担当の職員に伺います○田口雄二議員

と、課題は事故の心配です。

重機が小さいので、伐採する樹木の近くでの

作業になると、近いほど危険度が増すようで、

作業には細心の注意を求めていかなければなら

ないと思っております。

次に、道路行政の質問に入ります。

延岡南道路は、通行料金が高額で、特に大型

車の料金が飛び抜けて高く、それを避けるため

に、団地内を大型車が通り抜け、団地内の安全

が危惧され、また国道10号の土々呂地区の渋滞

は緩和されぬため、値下げ運動を重ねてきまし

た。

国土交通省への要望活動がようやく実を結

び、令和２年３月末に値下げされ、新たな展開

を迎えました。

ところが、コロナの影響等もあり、車の流れ

がよく読めないところもありますが、地元の皆

さんが期待していたような結果にはなっていな

いようです。地元の区長を中心に構成される

「延岡南部地区の渋滞解消及び安全・安心促進

期成会」は、昨年11月に国土交通省延岡河川国

道事務所に、「通行料金値下げによる国道10号

延岡南道路の利用促進を求める要望書」を提出

しています。

中型車以上の通行料金がＥＴＣ車限定で引き

下げられたことで、延岡南道路と延岡道路の連

続利用が促されましたが、依然として10号線の

土々呂地区の混雑は解消されていません。大部

分を占める普通車や軽自動車のさらなる通行料

金の値下げによる延岡南道路の利用促進が、最

も現実的かつ有効と訴えています。

そこで、南道路の通行料金が変更されました

が、延岡南道路周辺の交通状況の変化につい

て、県土整備部長に伺います。

延岡南道路の○県土整備部長（西田員敏君）

通行料金の変更は、周辺地域における交通の安

全性向上に寄与することを目的に実施されてお

ります。

御質問の延岡南道路周辺の交通状況について

は、通行料金変更後の令和３年度の交通量調査

結果によりますと、生活道路を通過する大型の

車両の交通量が減少する一方で、延岡南道路を

通過する大型の車両の交通量は増加しており、

生活道路から延岡南道路への交通転換が見られ

ます。

また、地元小学校など関係団体へのヒアリン

グでは、通学路の大型車の交通量が減少したな

どの意見が複数あり、一定の効果が確認できた

ものと考えております。

県としましては、引き続き関係機関と連携を

図りながら、地域の安全性向上に取り組んでま

いります。

普通車や軽自動車のデータが○田口雄二議員

なく不明ですが、大型の車両の流れは一定の効

果が出ています。しかし、引き続き延岡南道路

の値下げ運動が必要です。

値下げと同様に、広域農道が現在建設中で、

この農道の完成は、国道10号の渋滞緩和にも寄

与するのではないかと期待されています。

広域農道沿海北部地区門川－伊形間の進捗に

ついて、農政水産部長に伺います。

広域農道沿海○農政水産部長（久保昌広君）

北部地区は、日向市塩見を起点に、延岡市大峡

町を結ぶ約26.8キロメートルの基幹的な農道

で、これまでに約９割の24.5キロメートルを供

用しております。

残り、門川町加草と延岡市伊形町間の約2.3キ

ロメートルにつきましては、平成26年度から工

事に着手し、湧水対策工事などで期間を要しま
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したが、現在96％の進捗率となっており、今年

度中には供用できる予定であります。

全線の開通により、集出荷施設や市場などを

結ぶ新たな輸送ルートが確保され、農畜産物輸

送の効率化が図られるものと考えております。

この工事が完成すると、県内○田口雄二議員

の広域農道の全て、８路線198キロが完成だそう

です。今年度中の完成の見込みで、国道10号の

朝晩の渋滞解消につながればと思っておりま

す。

次に、防災対策について質問します。

先月、愛知県豊田市の工業用水を取水する川

をせき止める施設で、大規模な漏水が起きまし

た。忽然と水がなくなり、当初は原因が分から

ず困惑していましたが、上流の水が堰の下を通

過し、川の下流から噴き出していたパイピング

現象でした。

河川内の現象でしたので、災害には至りませ

んでしたが、堤防の地下を通り河川外に噴き出

していたら、被害が出たことが想定されます。

本県においても、台風が来て増水した河川で

パイピング現象が何度も確認され、その対策が

これまで実施されてきました。

そこで、県内でパイピング対策を行っている

箇所とその進捗状況を、県土整備部長に伺いま

す。

県では、近年○県土整備部長（西田員敏君）

の出水時にパイピング現象が発生した祝子川と

一ツ瀬川において、現在対策工事を行っている

ところであります。

祝子川においては、夏田地区などで延長2,640

メートル、一ツ瀬川の下鶴地区では延長320メー

トルの区間で対策が必要となっております。

これまでに、祝子川では延長約1,100メート

ル、一ツ瀬川では延長40メートルの区間につい

て、鋼製の矢板を堤防沿いに連続して打ち込む

工事が完了しております。

今後とも、早期完成に向け、しっかりと取り

組んでまいります。

河川の多い本県ですし、台風○田口雄二議員

もよく来ます。そういう関係もあって、現在対

策を打っているのが２か所というのは、非常に

意外でした。

次に、教育行政について伺います。

小学校の５・６年生の授業で専門の先生が教

える教科担任制が、県内でも本格的に始まって

いると聞いています。

担任以外の教員が児童と関わることになり、

受け持つ教科によっては教員の負担にばらつき

が出るのではないか等々、心配されていまし

た。

そこで、導入された小学校における教科担任

制の現状について、教育長に伺います。

現在、国は、教科○教育長（黒木淳一郎君）

担任制の導入に当たりまして、中学校との接続

の観点から、外国語、理科、算数及び体育の教

科を優先する方針を示しております。

本県におきましても、国の方針を踏まえなが

ら、令和２年度から導入し、今年度132校の小学

校で教科担任制を実施しております。

その成果としましては、「教師の専門性を生

かした指導」や「学級担任の空き時間の確保」

などが挙げられ、指導の充実や働き方改革につ

ながると考えております。

課題としましては、「時間割が複雑化するこ

と」や、「学級担任と教科担任がどのように評

価を共有するか」などが挙げられております。

県教育委員会といたしましては、子供の学び

が一層深まるよう、引き続き、小学校における

教科担任制の導入を推進してまいります。
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私は、全ての小学校に導入し○田口雄二議員

なければならないものかと思っていましたが、

本年度は約６割の学校で実施されているようで

す。子供たちの授業への関心が高まってくれる

ことを期待いたします。

次に、県立高校の朝課外について伺います。

昨年の９月議会で取り上げ、朝課外は、全国

的に行われているのではなく、九州だけで行わ

れている特別なものだったのかと、議員や県庁

職員の皆さん等々に大変驚かれました。

結構反響が大きく、この５月には、テレビ朝

日がやっていますネットニュース「アベマプラ

イム」から、朝課外をテーマに出演してくれ

と、突然依頼が来ました。このときの表題は、

「九州人の常識は非常識だった？県議も驚いた

高校の朝課外に廃止の動きが…」でした。

ロンドンブーツ１号２号の田村淳さんたち

と30分にわたり朝課外について議論しました。

田村淳さんは、山口県下関市出身ですが、朝課

外を全く知らず、「ちょっと信じられない。僕

なら絶対出ない。部活動も含め熱意によって支

えられている教育システムには意味がない」

と、厳しいコメントでした。

昨年、県立高校における今後の朝課外の在り

方について、私の質問に教育長は、「校長会と

も連携し、ＰＴＡ総会の前に行われます役員会

等で、朝課外のメリット、デメリットについて

ＰＴＡとも共有し、総会で会長からより丁寧に

説明していただくよう働きかけてまいります。

今後とも、働き方改革や社会状況等を勘案しな

がら、他県の状況や関係者の意見を踏まえ、議

論を深めてまいります」と、答弁をいただきま

した。

年度も替わり、その後の対応を確認させてい

ただきます。県立高校における朝課外につい

て、教育委員会の対応状況を教育長に伺いま

す。

朝課外につきまし○教育長（黒木淳一郎君）

ては、保護者からの要請であることを踏まえ、

毎年ＰＴＡ総会等で会長が実施についての承認

を得ること、また、実施に当たっては個別に希

望を取ること、さらに、教科書の内容を進めな

いこと、これらについて通知するとともに、校

長会等において直接説明し、指導しておりま

す。

特に昨年度末及び今年度当初の校長会におき

ましては、朝課外の目的や内容等についてＰＴ

Ａ役員会等で十分に協議した上で、総会等でも

保護者の皆さんに丁寧に説明するよう指導した

ところであります。

県教育委員会といたしましては、今後とも課

外の在り方も含め、議論を深めるよう、校長会

等に働きかけてまいります。

校長会において、ＰＴＡ総会○田口雄二議員

等でも保護者に丁寧に説明するように指導した

ということですが、それを受けて、現在の朝課

外の実施状況について、教育長に伺います。

本年度、県立高等○教育長（黒木淳一郎君）

学校におきまして朝課外を実施しておりますの

は、36校中22校であります。

22校が実施しているそうです○田口雄二議員

が、そのうち普通科高校は12校です。県立高校

普通科の朝課外とこれまで質問してきました

が、実際は資格取得のため、商業高校や工業高

校などの職業科の高校も10校が実施していまし

た。

朝課外を廃止した学校数とその理由につい

て、教育長に伺います。

本年度、ＰＴＡと○教育長（黒木淳一郎君）

の協議により朝課外を廃止した県立高等学校
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は、３校であります。

その理由といたしましては、朝課外をなくし

て、放課後に生徒の主体性をより発揮させるた

めの時間を確保することや、早朝の時間にゆと

りを持たせ、教員の働き方を見直す機会とする

ためと聞いております。

なお、新たに生じました放課後の時間につき

ましては、生徒の適性に合わせた選択制の講座

や教科担任への質問、個別学習、部活動や生徒

会活動等の時間として活用されているところで

あります。

教育長は具体的な学校名まで○田口雄二議員

は言われませんでしたが、報道によりますと、

実際に廃止した学校は、宮崎北高校、高千穂高

校と本庄高校です。

宮崎北高校の関係者による廃止した理由は、

「教員の働き方改革と生徒の学力向上のため」

と答えています。学力向上のための朝課外を

真っ向から否定しています。高千穂高校は、生

徒や保護者にアンケートをした上で廃止にした

ようです。

ここで、他県の動きを紹介いたします。

既に昨年の９月議会で申し上げましたが、大

分県は既に全廃していますが、九州の各地で廃

止の動きが、ここに来て大きなうねりになって

きました。

先月、熊本県教育委員会が、朝課外を廃止す

る方針を打ち出し、各校に検討を求めました。

本年度から導入された新学習指導要領が重視す

る生徒の主体的な学びとかけ離れているほか、

教員や保護者の負担も大きいことから、長年続

く学力向上策を改めることにしました。

熊本県教委の高校教育課は、「新型コロナウ

イルスの感染拡大もあって、学習用端末が１人

に１台配備され、個別のニーズに合わせた学習

環境が整った。学習課題は生徒によって異なる

上に、個々の生徒に最適な学びを進める上で変

化が必要だ」と答えています。

沖縄県では「ゼロ校時」と言っているようで

すが、在り方を見直すように、沖縄県教育委員

会が本年３月に、全高校に依頼文を出したよう

です。背景は、熊本県と同じように、本年度か

ら実施している新学習指導要領で、自分に合っ

た学び方の確立を目的としています。

佐賀県では、難関大学への進学が多い県立佐

賀西高校が、長年続けてきた朝補習を今年度か

ら廃止したことにより、佐賀県で実施している

のは３校のみとなっています。

ここで改めて、朝課外に対する評価について

教育長に伺います。

朝課外につきまし○教育長（黒木淳一郎君）

ては、それぞれの学校における生徒の資格取得

や進路実現を支援するための取組として、ま

た、経済的な負担軽減を図る取組として、一定

の役割を果たしており、保護者の皆様からの要

望もあると認識しております。

一方で、学校では、教師の働き方改革や生徒

の主体的な学びを支援する観点から、朝課外の

実施を見直す時期ではないかとの議論もあるこ

とは、承知しております。

そのような中で、現在、朝課外の適切な形態

につきまして、学校と保護者が課題を共有し、

協議が進められているところであり、県教育委

員会といたしましても、今後とも議論を深めて

まいります。

九州で行われている朝課外○田口雄二議員

は、全国どこの学校でもやっているものと、み

んな思っていました。ここに来て大きく見直さ

れつつあるのは、実態が分かってきたことと、

学力向上につながっているのか疑問が出てきた
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からです。

冒頭で報告しましたが、九州以外のところか

ら見ると、朝課外は非常識と見られ、その九州

でも廃止するところがかなり出てきました。本

年度から実施している新学習指導要領と教師の

働き方改革が、見直しのきっかけになっている

ところが多いようです。本県も、関係者と十分

検討していただきたいと存じます。

そして先ほど、高千穂高校はアンケートをし

て廃止になったことを報告しましたが、ぜひ各

校において無記名でアンケートを取って、生徒

・保護者、そして教師の皆さんの生の声、本音

を聴いていただきたいと思います。どうぞよろ

しくお願いいたします。

次の質問に入ります。

知事は、「日本一の読書県を目指す」、以前

はよくその話をされていました。その発信が、

最近はちょっと少なくなったようにも見えま

す。

ネットで情報を仕入れ、本どころか新聞も読

まない若者が増え、活字離れが進んでいます。

本そのものもネットで取り寄せる人が増え、本

屋も少なくなってきました。

知事は日本一の読書県を提唱されています

が、知事の現在の思いを伺います。

読書は、言葉を学び、○知事（河野俊嗣君）

感性を磨き、表現力を高めるなど、人生を豊か

に生きていく上で欠くことのできないものであ

ると考えております。

「日本一の読書県」を掲げて、特に数値目標

として何かを追い求めるというものではありま

せんが、読書が大切であるというメッセージを

県民にも伝えたい、そしてその機運を高めてい

きたい、そのような思いで取り組んでいるとこ

ろであります。

私自身、職員向けのメッセージの中で、印象

に残った書籍などを紹介したり、以前、「知事

の白熱教室」という子供たちへの授業の中で、

「今よりもっと読書に親しもう」というテーマ

の下で、中学生に語りかけたりもしてきておる

ところであります。

また、４月の定例記者会見で発表した内容で

ありますが、本年度、県立図書館が創立120周年

を迎えたことから、これを機に、県民が読書へ

の関心を一層高めていくためにも、県文化賞受

賞者の尾崎真理子さんによる特別講演を開催す

るなど、様々な記念企画に取り組んでいるとこ

ろであります。

本県の県立図書館は、京都府、秋田県に次い

で３番目に古い。それだけ早くから県立図書館

があったというのは、県民として誇りに思って

いいのではないかと思いますし、これからも宮

崎県では、どこに行っても本に親しめる、大人

も子供も読書する姿が至るところで見られる、

県民の心の豊かさにつながっていると、そのよ

うな「日本一の読書県」を、今後とも目指して

まいりたいと考えております。

知事の変わらぬ意気込みを伺○田口雄二議員

うことができました。できたら、４期目の公約

にも入れていただけたらと思います。

県文化賞受賞者の尾崎真理子さんは、宮崎市

出身の文芸評論家です。元読売新聞の文化部の

記者で、現在は早稲田大学の教授です。県立図

書館創立120周年の尾崎さんの特別講演が楽しみ

です。

それでは、県立図書館の現状と読書県みやざ

きの取組について、再度、教育長に伺います。

県立図書館におき○教育長（黒木淳一郎君）

ましては、コロナ禍の中、感染症対策を施し、

可能な限り開館を続けたことで、令和２年度の
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年間貸出冊数は全国18位となり、令和３年度

は、コロナ禍前の約35万冊に近づく冊数にまで

回復してきたところであります。

読書活動を推進する、いわゆる「読書県みや

ざき」の主な取組につきましては、市町村で読

み聞かせなどを担っていただく読書サポーター

を養成する講座の実施や、今年度の「読書県み

やざきシンポジウム」におきまして、第２回宮

崎本大賞の受賞者による記念トークなどを行う

こととしております。

県教育委員会といたしましては、他県の好事

例も参考にしながら、今後も、生涯にわたって

読書に親しむ「読書県みやざき」を目指してい

きたいと考えております。

先日、テレビで岡山県立図書○田口雄二議員

館が取り上げられていました。貸出冊数が14年

連続で日本一です。総合サービス、人文科学、

児童、郷土、自然科学、社会科学の６部門の専

門知識を持った30名を超える職員が、利用者か

らの問合せや相談に素早く対応するシーンが放

映されていました。様々な企画展など、本県の

図書館も大いに見習うところがありますので、

ぜひ御参考にしてください。

用意した質問は全部終了いたしましたが、

ちょっと時間が残っておりますので、お話をさ

せていただきます。

先ほど、朝課外のことにつきまして、いろい

ろと質問させていただきましたが、今回、朝課

外質問をするに当たり、多くの資料が届き、連

絡もいただきました。先生方、塾の関係者、私

立高校の先生等々です。全員、「朝課外を早く

やめてくれ」でした。遠方から通学する生徒や

保護者の負担が大きい、共働きで子育て世代の

先生の負担も大きい上に、学力向上につながっ

ていない等々です。

私立高校の先生は、「朝課外をやめようと教

頭に進言しても、県立高校がやめない限り、う

ちはやめられない」と取り合ってくれなかった

そうです。

教育長は、今日の毎日新聞の朝課外の項目は

読まれましたでしょうか。本日の毎日新聞の宮

崎県版には、延岡高校の元校長で、朝課外を一

部廃止した段正一郎先生の談話が載っていま

す。それも、かなり厳しいことを言われており

ました。

「昔の大学受験は、暗記や演習量の多さでカ

バーできたが、今は思考力や判断力、表現力を

問う。最近はインターネット教育を学べる方法

もいっぱいある。進路も多様化し、いろいろな

意味で朝課外は時代にそぐわなくなっている。

生徒も親も先生もみんな一生懸命なのに、それ

が学力に結びついているかと考えると、エビデ

ンスがない、言わば根拠がない。検証されない

まま、今まで続いている」と語っています。現

場にいた校長先生のお話です。

もう一度、本当に必要なものなのか、しっか

りと検証していただきたいと思います。どうか

よろしくお願いいたします。

以上で終了いたします。ありがとうございま

した。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○中野一則議長

した。

明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時51分散会

令和４年６月16日(木)
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令 和 ４ 年 ６ 月 1 7 日 （ 金 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 徳 重 忠 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 濵 砂 守 同

（ ）23番 二 見 康 之 同

（ ）24番 山 下 博 三 同

（ ）25番 西 村 賢 同

（ ）26番 日 高 博 之 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 日 髙 陽 一 同

（ ）34番 横 田 照 夫 同

（ ）35番 野 﨑 幸 士 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 右 松 隆 央 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 吉 村 達 也

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

危 機 管 理 統 括 監 横 山 直 樹

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清
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選 挙 管 理 委 員 長 茂 雄 二
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議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、山

下寿議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○山下 寿議員

ざいます。早朝より傍聴においでいただきまし

て、誠にありがとうございます。感謝を申し上

げます。私は、児湯郡選出、自由民主党、山下

寿でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

さて、2019年12月に中国・武漢市で原因不明

の肺炎患者が確認されました。新型コロナウイ

ルスによる感染症が世界中に蔓延し始めて、約

２年半の月日が過ぎ去りました。その間、新型

コロナウイルスは、度重なる変異を繰り返し、

いまだその勢力は衰えることを知りません。

宮崎県におきましても、累積感染者数は５

万5,960人、死亡者が144人に達しております。

新型コロナウイルス感染症によりお亡くなりに

なった方々の御冥福をお祈り申し上げます。

一方、世界に目を向けてみますと、２月24日

にロシアがウクライナに対して行った軍事侵攻

は、いまだ終わっていません。ロシアが当初も

くろんでいた３日以内で首都陥落は、約４か月

経過しても達成できそうになく、さらなる泥沼

化の様相を呈しているのが現実であります。

ウクライナでは、戦火を逃れるため、約700万

人のウクライナの人々が国外への避難を余儀な

くされており、一部でありますが、日本でも受

入れが始まっております。また、宮崎県にも４

家族を受け入れているとのことから、その御家

族が安心して避難生活を送れ、ウクライナが平

和を取り戻した暁には皆さん元気に帰国してい

ただけるよう、県民が一丸となって支援できれ

ばと考える次第であります。

新型コロナウイルス感染症による世界的混乱

に追い打ちをかけるように開始されたロシアに

よるウクライナ侵攻、そして原油の高騰、物価

上昇、円安と、私たちの生活は苦しくなる一方

であります。１日でも早くコロナ治療薬が開発

され、ロシアによるウクライナ侵攻が終わり、

世界が安定することを願ってやみません。

それでは、通告に従って質問に参ります。

宮崎県における新型コロナウイルス感染症対

策についてであります。

今回の定例議会で執行部は、様々な対策の予

算を提出されました。コロナ禍の影響の中、こ

の約２年半、様々な規制がありました。イベン

ト、行事の中止や延期、飲食店などにおける時

短営業要請、テレワークなど、いろいろな業種

で様々な感染防止対策が取られてきました。こ

れらの対策で、県民に相当なストレスがたまっ

ていると思います。

この約２年半行われてきた様々な規制は、言

わば新型コロナウイルスを拒絶する対策であり

ました。でも、新型コロナウイルスはいなくな

らない。今までの県の対策を批判しているわけ

ではありません。それはつまり、新型コロナウ

イルスに対する考え方を転換する時期に来てい

るのではないでしょうか。

ウイズコロナ、この言葉は皆さん耳にされた

ことがあると思います。新型コロナウイルスが

いなくならないのならば、新型コロナウイルス

とどう付き合っていくか、新型コロナウイルス

との共生という視点での対策が今後重要になっ

てくると思います。

令和４年６月17日(金)
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そこで、知事にお伺いします。新型コロナウ

イルス感染症に対する今後の基本的な対応の方

針についてお伺いします。

以上で壇上からの質問を終わり、その後の質

問は質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

県内では、５月中旬以降１か月にわたり、新

規感染者の減少傾向が続いております。直近で

は、病床使用率も10％を下回る水準で推移する

など、医療提供体制の負荷も軽減されてきてお

ります。

このため、県の対応方針に基づき、現在発令

しております医療警報につきましては、特段の

状況の変化がなければ、19日の日曜日をもって

終了いたします。

現在、主流となっておりますオミクロン株

は、ワクチン接種の進展や経口治療薬の実用化

等もあり、従来と比べ、入院及び重症化の割合

は低くなっております。

このような状況を踏まえ、当面は、医療の逼

迫が生じない水準で感染を受け止めつつ、日常

生活と社会経済活動の維持を図っていくことを

基本方針としております。現在は、一人一人が

基本的な感染防止対策を継続しながら、地域経

済の回復に向けて取り組む段階と考えておりま

す。海外からの観光客の入国制限も徐々に今、

緩和されているところであります。一方で、新

たな変異株のリスクにも十分な警戒が必要だと

考えております。

しばらくは、「コロナとともに生きる社会」

が続く中で、私としましては、引き続き必要な

医療提供体制の確保や保健所機能の維持、ワク

チンの３回目及び４回目接種を促進しながら、

ウイルスのさらなる変異や、その時々の感染状

況に応じて、迅速かつ臨機応変に対応し、感染

対策と社会経済活動の両立を図ってまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

ただいま知事から話がありま○山下 寿議員

した。特段の状況の変化がなければ、医療警報

を19日の日曜日をもって終了したいとの答弁を

いただきました。県民も大変喜ぶことでしょ

う。コロナ対策を講じながら行動ができ、県民

の気分も和らぐことでしょう。ありがとうござ

いました。

次に入ります。

また、国レベルにおきましても、新型コロナ

の水際対策で中止されていた外国人観光客の入

国を、６月10日から再開しております。

これらの変化は、新型コロナの影響により疲

弊した県経済の回復に向けた取組を強力に後押

しするものであり、大変喜ばしいものでありま

すが、それと同時に、新たな感染拡大のリスク

を併せ持つものでもあります。

そこで、福祉保健部長にお尋ねします。今後

の宮崎県における保健・医療体制についてお伺

いします。

オミクロン○福祉保健部長（重黒木 清君）

株による爆発的な感染拡大に見舞われた本県に

おきましても、大型連休後をピークに減少傾向

にありますが、医療の逼迫が生じない水準で感

染を受け止めつつ、日常生活と社会経済活動の

維持を図るためには、引き続き、必要な保健・

医療提供体制を確保していくことが重要でござ

います。

このため、今議会におきまして、高齢者施設

等における検査・医療体制の充実として、施設

職員向けの抗原検査キットの配布や、往診を行

う医療機関への支援のほか、自宅療養者に対す

る療養体制確保としまして、健康観察や食料支
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援を担うフォローアップセンターの運営などの

各種事業について、関連予算の御審議をお願い

しているところであります。

今後、ウイルスのさらなる変異も懸念される

中、引き続き、状況に応じた医療機関、宿泊施

設、自宅を含めた総合的な医療提供体制の確保

を図りながら、経口治療薬の処方体制の拡充、

業務のデジタル化や外部委託による保健所機能

の維持などに取り組んでまいります。

ありがとうございました。○山下 寿議員

次に、ワクチン接種についてお尋ねします。

宮崎県においても、４回目のワクチンの追加

接種が行われています。ワクチン接種が重症化

と死亡のリスクを明らかに低減させることを示

すデータを厚生労働省が公表していることか

ら、４回目のワクチン接種も非常に有効な取組

だと思います。

そこで、福祉保健部長にお伺いします。現

在、県内では３回目のワクチン接種も進んでい

るところでありますが、３回目と４回目のワク

チン接種はどのように異なるのか、お伺いしま

す。

新型コロナ○福祉保健部長（重黒木 清君）

ワクチンの３回目接種は、12歳以上の全ての方

を対象に、感染や発症、入院の予防効果を高め

ることを目的に実施しております。

一方で、４回目接種は、全ての方ではなく、

特にリスクの高い、60歳以上の方と、18歳以上

で基礎疾患を有する方、そのほか医師が必要と

認める方を対象に、重症化の予防を目的に実施

しております。

４回目接種は、５月末より実施されておりま

すが、本県では７月から８月にかけて、60歳以

上のほとんどの方が接種のタイミングを迎えま

すことから、引き続き市町村と連携をしなが

ら、接種率の向上に向けて、広報などの適切な

支援を行ってまいります。

次に、教育現場の今後につい○山下 寿議員

てお尋ねします。

厚生労働省は５月25日、新型コロナウイルス

感染症対策アドバイザリーボードで、子供のマ

スク着用に関する新たな指針を示しました。そ

の指針では、人との距離が２メートル以上確保

できる場合や未就学の子供へのマスクの着用

を、一律には求めない内容となっております。

熱中症などで自らの体調の変化を明確に意思

表示することが難しい年代も多い子供たちを守

るため、本格的な夏を前に新たな指針が示され

たことは、よいことだと思います。

そこで、教育長にお尋ねします。学校教育現

場におけるマスク着用に係る対応について、お

伺いします。

学校では、国のマ○教育長（黒木淳一郎君）

ニュアルに基づき、原則として、身体的距離が

十分取れない場合にマスクを着用しておりま

す。

なお、マニュアルでは、地域の実情に応じた

感染対策を取ることとなっておりまして、本県

では、学校現場でのクラスターが続発した感染

拡大期には、部活動でのマスク着用を原則とす

る等の対応を取ってきたところであります。

しかしながら、最近の感染状況の改善等も踏

まえまして、体育の授業や登下校で十分な距離

を確保できる場合や、熱中症のおそれがある場

合はマスクを外すなど、学校現場において臨機

応変に対応するよう、５月下旬、県立学校及び

市町村教育委員会に周知したところでありま

す。

県教育委員会といたしましては、今後とも、

感染状況等に応じた適切なマスク着用を図って
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まいります。

次に、補正予算の趣旨につい○山下 寿議員

てお尋ねします。

先ほども冒頭で述べましたとおり、新型コロ

ナウイルスによる影響に加え、ロシアによるウ

クライナ侵攻、原油価格の高騰、物価上昇、円

安等々、県民は今、さらに苦しい生活を強いら

れています。コロナによる影響だけでもつらい

思いをしてきたのに、さらに追い打ちをかける

状況になっています。一刻の猶予もない、待っ

たなしの状態です。

県では現在、社会経済活動の回復に向けた取

組を精力的に推進されていますが、その効果が

出るまでに県民の暮らしが破綻してしまって

は、元の木阿弥になってしまいます。

そこで、総務部長にお尋ねします。コロナ禍

における原油価格の高騰、物価上昇の状況を受

けて、今回の補正予算で県としてどのような対

策に取り組むのか、お伺いいたします。

今回の補正予算で○総務部長（渡辺善敬君）

は、原油価格・物価高騰に直面している生活者

と事業者を支援する観点から対策を講じており

ます。

まず、生活者支援としましては、低所得の子

育て世帯への特別給付金の支給や、保育所等の

保護者への給食費支援、市町村等と連携したプ

レミアム付商品券の追加発行などに取り組みま

す。

次に、事業者支援としましては、交通・物流

事業者や農林水産業者等への燃料・資材等の価

格高騰分の補助、県内事業者への再エネ・省エ

ネ設備の導入や新商品開発の支援などに取り組

むこととしております。

なお、今回の補正予算は、コロナ禍における

物価高騰等の影響を緩和するため、緊急に編成

させていただいたものでありまして、早期にお

認めいただいたものでありますことから、迅速

な予算執行により、生活者や事業者を支援して

まいります。

ありがとうございました。ぜ○山下 寿議員

ひ、迅速な予算執行をお願いいたします。

私がある金融機関にお尋ねしましたところ、

国が誘導して第１波のときに無利子、無保証、

無担保で事業者に貸し付けた金融機関への返済

がもう来ているわけでございますけれども、

「切替え、切替えで元金の支払いが延長され

る」とお聞きいたしました。今後、倒産や破産

者が出てくることも予想されます。もっといろ

いろな対策を打っていただくように、お願いし

ておきます。

次に、生活福祉資金特例貸付の償還について

お尋ねします。

生活福祉資金特例貸付とは、厚生労働省が所

管し、各市町村の社会福祉協議会が窓口とな

り、低所得世帯や身体障害者世帯に対し、なり

わいを営むための生業費、療養費、住宅改修費

などを低利または無利子で貸し付ける生活福祉

資金貸付制度のうち、特に、新型コロナウイル

ス感染症の影響によって休業したり、仕事が

減ったことで収入が減少した世帯に、生計維持

のための生活費を貸す制度であります。現在、

給付金詐欺等で世間を騒がせている経済産業省

所管の持続化給付金制度とは、また違う制度と

なっています。

この特例貸付けについて、５月１日の宮日新

聞の報道によりますと、「返済が難しく自己破

産など債務整理の手続きをした利用者が全国で

少なくとも約5,000人いることが分かった。１人

で複数回借りる人も多く、貸付件数は１万8,000

件、返済困難な金額は、回答が得られた分だけ
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で約20億円となった」とのことであります。

ある都道府県では、既に1,000件近い数の自己

破産の報告がなされているようです。このまま

では、全国で約20億円の債権が回収不能になっ

てしまい、国庫負担になってしまうわけであり

ますが、問題はそれで解決するものではありま

せん。

生活福祉資金貸付制度とは、本来、経済的困

窮状態から生活を再建することを目的として設

定されている制度なのです。生活が再建できず

自己破産する人が、その可能性を含めると、か

なりの数いると言われていることのほうが、私

は潜在的なリスクが大きいと思っております。

自己破産すると、その人は経済的にも心理的

にも大きなダメージを受けるとともに、社会的

に信頼を失うため、非常につらい思いをしま

す。そしてまた、他の債権者がいた場合、回収

できない債権がその債権者の負担となり、状況

によっては、会社の倒産や債権者の自己破産な

ど、負の連鎖を起こす可能性もはらんでいると

考えられます。

そこで、福祉保健部長にお尋ねします。本県

における生活福祉資金特例貸付の実績につい

て、お伺いいたします。

生活福祉資○福祉保健部長（重黒木 清君）

金特例貸付につきましては、新型コロナの影響

を受け、休業等により緊急かつ一時的な貸付け

を必要とする世帯向けの「緊急小口資金」と、

失業等により日常生活の維持が困難な世帯向け

の「総合支援資金」があります。

本県における令和４年３月末時点の実績とし

ましては、緊急小口資金が約１万件、18億4,000

万円余、総合支援資金が約１万1,000件、73

億4,000万円余、合計で約２万1,000件、91

億8,000万円余の貸付決定が行われております。

引き続きお尋ねいたします。○山下 寿議員

生活福祉資金特例貸付の償還の状況について、

お伺いします。

生活福祉資○福祉保健部長（重黒木 清君）

金特例貸付は、新型コロナの影響による休業等

により必要な当面の生活費の支援を目的に、令

和２年３月に開始されたものであります。

この貸付けの償還は、当初、資金の借入れ後

１年以内に開始される予定でしたが、新型コロ

ナ感染拡大の影響を受け、引き続き経済的に困

難な状況にある方への配慮から延期されており

まして、令和５年１月から償還が開始されるこ

ととなっております。

５月１日付の宮崎日日新聞の○山下 寿議員

記事によれば、特例貸付けの利用者から、債務

整理開始通知が都道府県社会福祉協議会に届い

ているとのことですが、本県の状況についてお

伺いします。

生活福祉資○福祉保健部長（重黒木 清君）

金特例貸付の貸付決定や償還事務につきまして

は、宮崎県社会福祉協議会で一括して実施して

おります。

お尋ねの債務整理開始通知につきましては、

令和４年４月末時点で、緊急小口資金が62件、

総合支援資金が45件、合計107件の通知が届いて

いると伺っております。

引き続き生活に困窮する状況○山下 寿議員

にある債務者に対し、減免等何らかの配慮はな

いのか、お伺いいたします。

生活福祉資○福祉保健部長（重黒木 清君）

金特例貸付については、生活に困窮された方の

生活に配慮し、借受人及び世帯主の住民税が非

課税となっている場合には償還が免除されるこ

とになっております。

また、借入れ後に生活保護の受給が決定した
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方や、精神保健福祉手帳１級または身体障害者

手帳１級もしくは２級を取得した方など、借入

れ後の状況変化により返済が困難になられた方

に対しましても、償還を免除する措置が講じら

れております。

県としましては、県社会福祉協議会と連携

し、特設サイト「ミナテラスみやざき」やコー

ルセンター等により、このような措置の周知に

努めるとともに、先日議決いただきました、生

活困窮者への法律相談支援事業を活用しなが

ら、きめ細かな支援に取り組んでまいります。

ありがとうございました。い○山下 寿議員

ろいろな救済措置があることで、安心しまし

た。きめ細かい支援をよろしくお願いしておき

ます。

次に、県道など道路の整備状況について、お

伺いします。

私が令和元年、県議会議員になってから幾度

となく質問をさせていただいている事項になり

ます。なぜ何度も質問するのか。それは、中山

間地域を抱える児湯郡にとって、道路整備の問

題は、地域住民の生活と切り離すことのできな

い、非常に重要な課題であるからであります。

道路整備は、地域経済の活性化に大きく寄与

するとともに、その整備状況が地域住民の命を

左右することになりかねません。

まず初めに、令和元年６月の定例会で質問さ

せていただいた、県道22号東郷西都線の整備状

況についてお伺いします。

県道22号東郷西都線は、日向市東郷町から木

城町を経て西都市を結ぶ道路で、沿線住民の生

活を支えるとともに、緊急輸送道路に指定され

るなど、地域にとって非常に重要な道路となっ

ております。

だがしかし、県道22号東郷西都線は、大型車

で離合できない狭隘箇所が多く、中之又地区に

お住まいの方が木城町役場に行くために、車で

約１時間もかけなければならないほど、とても

不便な道路の状況であります。

そこで、県土整備部長にお尋ねします。県道

東郷西都線において取り組んでいる道路整備の

進捗状況について、お伺いします。

県道東郷西都○県土整備部長（西田員敏君）

線につきましては、議員御指摘のとおり、地域

住民の生活や産業を支えるとともに、緊急輸送

道路にも指定されている重要な路線であり、現

在、木城町内において２つの工区を設定し、２

車線での整備に取り組んでいるところでありま

す。

まず、松尾工区については、全体延長約1.8キ

ロメートルのうち、これまでに約0.5キロメート

ルを供用したところであり、今年度、道路改良

工事を進めるとともに、橋梁工事に必要な調査

設計を行うこととしております。

次に、松尾ダム工区については、ダム付近の

特に線形や見通しの悪い５か所の拡幅を計画し

ており、このうち、今年１月に１か所、約100

メートルの整備が完了したところであり、引き

続き道路改良工事に取り組むこととしておりま

す。

今後とも必要な予算の確保に努め、早期整備

に取り組んでまいります。

先ほど述べましたように、こ○山下 寿議員

の道路は、非常に地元民が希望している道路で

ございますので、予算獲得を一生懸命やってい

ただきまして、一日も早い整備をお願いしてお

きます。

次に、小丸川に架かる竹鳩橋、通称もぐり橋

についてお尋ねします。

この橋は、高鍋町内の小丸川に架かる橋で、
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北は木城町高城橋、南は高鍋町小丸大橋の間に

位置する橋で、小丸川の水量が増加すると橋全

体が水没する潜水橋となっております。

この橋は、地域住民の生活道路としてはもと

より、地元の小学生などが通学路として利用す

る、非常に重要な橋となっております。

また、橋のすぐ北側には高鍋インターチェン

ジと東児湯消防本部が、すぐ南側には海老原総

合病院が位置しているため、橋の存在価値とし

ては非常に高く、周辺住民のみならず、不特定

多数の人たちが日々利用している重要な橋であ

ります。

これだけ利便性が高い橋なのですが、緊急車

両の通行には制限をかけているとのことで、東

児湯消防本部に確認したところ、安全性等の兼

ね合いで、消防車の橋の使用はしていないとい

うことであります。

そのため、例えば高鍋町上江地区で火災等が

発生した場合、消防車は小丸大橋か高城橋を使

用せざるを得ず、竹鳩橋を使用した場合と比較

すると、最短で５分以上もロスタイムが発生し

てしまうことになります。

そこで、高鍋町も、安全性の確保と利便性の

向上を図るため、いろいろと対策を練っている

そうですが、解決しなければならない課題が多

く、実現が難しいとのことであります。

そこで、県土整備部長にお尋ねします。高鍋

町が管理する町道川田竹鳩線竹鳩橋の架け替え

について、県としてどのような対応ができる

か、お伺いいたします。

高鍋町が管理○県土整備部長（西田員敏君）

する竹鳩橋につきましては、一級河川小丸川に

架かる潜水橋であり、架け替えを行うには、大

規模な工事になることから、高鍋町は、財源の

確保や橋梁形式の選定などの課題を解決するた

め、国土交通省及び県の３者で構成する「高鍋

地区道路検討会」を平成25年度に設置し、あら

ゆる角度から検討を行ったところであります。

その際、県は国と連携して、町による竹鳩橋

の架け替えに対して、橋の利用状況や建設コス

トなど、様々な視点から技術的支援を行ってき

たところであります。

県としては、今後も高鍋町からの要請があれ

ば、引き続き助言等を行ってまいります。

よろしくお願いしておきま○山下 寿議員

す。

次に、川北南農免道路につながる農道整備状

況についてお尋ねします。

この農道整備については、平成13年に事業は

一旦完了したものの、その後、ＪＡ尾鈴総合選

果場の建設、都農インターチェンジの開通な

ど、地域環境の変化に伴い、新たな農道整備の

必要性が生じたものであります。

特に、この農道が整備されると、国道10号の

代替道路としても機能することから、株式会社

児湯食鳥、宮崎県農協果汁株式会社、ＪＡ尾鈴

総合選果場などから都農インターチェンジを経

由して、宮崎の新鮮な野菜や果物、農畜産物を

物流ラインに速やかに乗せることができるよう

になり、宮崎県の発展に欠かすことのできない

道路になります。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。川北

南農免道路につながる新たな農道の整備につい

て、お伺いいたします。

御質問のあり○農政水産部長（久保昌広君）

ました農道につきましては、川南町の平下地区

において、県営基幹農道整備事業により、本年

度から約1.3キロメートルの整備に着手するもの

でございます。

本年度は、工事実施に向けての詳細な測量・
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設計や、用地買収に必要な調査を行うこととし

ております。

この農道整備により、地域の農作物輸送の効

率化が期待されていることから、今後とも、地

元と連携しながら、工事の早期完成に向け取り

組んでまいります。

ありがとうございました。こ○山下 寿議員

の道路は、30年前に計画されたもので、地域の

人たちはもちろん、先ほど述べました関係事業

所は大変待ち望んでおる道路であります。一日

も早い完成をよろしくお願いしておきます。

次に、鳥獣被害の現状とその対策について、

お伺いします。

近年、鹿やイノシシなどの鳥獣において、急

速な個体数の増加や分布の拡大が起きていま

す。皆さんも毎日のように、テレビやインター

ネットなどで、イノシシなどが町に出没したと

いうニュースを御覧になっていると思います。

鳥獣による被害は、農林水産業にとどまら

ず、生態系、生活環境など広い範囲に及んでお

り、数字に表れない被害としては、営農意欲の

低下や耕作放棄地の増加など、状況悪化の一因

となっております。

森林においては、植栽木の被害や剝皮被害は

林業における生産コストを増加させるなど、林

業経営意欲の減退を招いているほか、希少植物

をはじめとする下層植生の消失や植生の単純化

が進み、多くの生物の生息環境を悪化させ、生

物多様性の維持に支障を来すおそれがあるな

ど、森林が持つ国土保全機能の低下が懸念され

ている状況となっています。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。宮崎

県における野生鳥獣による農林作物等の被害の

状況とその対策について、お伺いいたします。

令和２年度の○農政水産部長（久保昌広君）

野生鳥獣による被害額は、農作物、人工林、特

用林産物の合計で約４億2,300万円と、ピーク時

の平成24年度に比べ約４割まで減少したもの

の、依然として厳しい状況にあります。

このため県では、地域鳥獣被害対策特命チー

ムを中心とした、地域ぐるみの被害防止対策

や、侵入防止柵等の整備、狩猟者の確保・育成

などの支援に取り組んでおります。

これらに加え、今年度から新たに、鳥獣被害

対策支援センターを中心に、被害が増加してい

る地域などを対象として、課題の抽出や解決策

を実践する重点現地支援に取り組むこととして

おります。

今後とも、市町村等と連携し、的確な被害状

況の把握と、きめ細かな被害防止対策に取り組

んでまいります。

鳥獣被害対策の基本的な考え○山下 寿議員

方は、３つあります。１つ目は、鳥獣を捕獲し

て地域における鳥獣の数が増え過ぎないように

する「個体群管理」、２つ目は、柵等を設置し

て鳥獣が農地等に入らないようにする「侵入防

止対策」、３つ目が、耕作放棄地等の草を刈る

などして鳥獣の餌場や隠れ家となるようなとこ

ろを減らす「生息環境管理」であります。

国は、平成19年12月、鳥獣による農林水産業

等に係る被害の防止のための施策を総合的かつ

効果的に推進し、農林水産業の発展及び農山漁

村の振興に寄与することを目的として、「鳥獣

による農林水産業等に係る被害の防止のための

特別措置に関する法律」を施行し、現場に近い

市町村と県が一体となって鳥獣被害を防止する

枠組みを整備しました。

この法律に基づき、各市町村は、鳥獣の捕獲

等に関し、地域の特性に応じた形で対策を講じ

ることができるようになりました。
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そこで、環境森林部長にお尋ねします。個体

群管理の観点から、鳥獣の管理について、有害

鳥獣の捕獲許可日数と管理目標をお伺いいたし

ます。

県では、鳥獣○環境森林部長（河野譲二君）

保護管理事業計画において、鳥獣の捕獲許可に

関する基準等を定めております。

この中で、有害鳥獣の捕獲許可日数につきま

しては、鹿、イノシシは180日、猿は90日を上限

としておりましたが、今年度からいずれも上限

を１年へと変更し、狩猟者や許可を行う市町村

の負担軽減を図ったところであります。

また、農林作物の被害額の管理目標として、

令和８年度までに、鹿による被害額は１億2,000

万円以下、イノシシは9, 0 0 0万円以下、猿

は4,200万円以下に抑制することとしておりま

す。

加えて、鹿は生息数の推定が可能であること

から、令和２年度の生息数約９万4,000頭を、令

和８年度には６万1,000頭に減少させる管理目標

を定めております。

有害鳥獣の捕獲は国の施策の○山下 寿議員

一環で行われているので、当然、財政的な措置

がなされているわけであります。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。有害

鳥獣捕獲に係る国の交付金事業において、捕獲

した個体の確認はどのような方法で行われてい

るのか、お伺いいたします。

捕獲個体の確○農政水産部長（久保昌広君）

認方法につきましては、国の鳥獣被害防止総合

対策交付金事業の実施要領によると、市町村等

の担当者が直接捕獲現場に赴き捕獲個体を確認

する「現地確認」、処理加工施設に搬入された

捕獲個体を実際に確認する「搬入確認」を基本

とすることとなっております。

なお、捕獲頭数が多いなど現地確認等が難し

い場合には、捕獲従事者、捕獲個体、捕獲日が

同時に確認できる写真に加え、尻尾等の証拠物

を提出させる書類確認により確認できることと

なっております。

これらの確認に基づき、国の交付金事業によ

り、捕獲頭数に応じて、捕獲者に活動経費が交

付されております。

ありがとうございました。山○山下 寿議員

間部に行きますと、山にはネットを張り回し、

水田には柵をし、皆さん対策をされています。

それでも被害に遭い、先ほどから述べますよう

に、営農意欲の低下や耕作放棄地の増加などを

心配するところです。今後とも、なお一層の鳥

獣被害対策に力を入れていただくよう、お願い

いたします。

次に、災害対策についてお伺いします。

政府の地震調査委員会は、今年１月、南海ト

ラフ地震の40年以内の発生確率を90％程度と発

表しました。同じ調査で、今後30年以内の発生

確率が70～80％と評価していることからする

と、南海地方は極めて危険なときであると判断

いたします。南海トラフ地震はいつ発生しても

おかしくないと言えると思います。

「いいですか、皆さん。明日、地震が起きる

かもしれないんですよ」、こう言われても、普

通はぴんとこないのが現実なのではないでしょ

うか。だがしかし、県民の暮らしと安全を預か

る私たち行政は、それではいけないと思いま

す。

思い出してみてください。平成７年１月に発

生した阪神・淡路大震災、平成23年３月に発生

した東日本大震災、そして、平成28年４月に発

生した熊本地震を。あのとき、私たちは思った

はずです。「もっと備えておけばよかった」
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と。

知事にお尋ねします。今回、政府の地震調査

委員会が出した調査結果を、果たして何割の県

民が知っているでしょうか。

そこで、知事にお尋ねします。今後40年以内

に90％以内の確率で発生すると予測されている

南海トラフ地震に対する知事の認識について、

お伺いいたします。

南海トラフ地震は、こ○知事（河野俊嗣君）

れまで100年から150年の間隔で発生しておりま

して、一たび発生すれば、県内全域に甚大な被

害をもたらすことが想定されております。

今回、今後40年以内の発生確率が90％程度へ

引き上げられたことで、私自身、改めて、いつ

地震が起きてもおかしくないという危機感を強

めたところであります。

先月、福島県を訪問し、東日本大震災の津波

被害を伝承する様々な施設も視察いたしました

が、その猛威というものを改めて脅威に感じる

とともに、対策強化の必要性を痛感したところ

であります。

県ではこれまで、南海トラフ地震など大規模

災害の発生に備え、県民の防災意識の啓発や海

岸保全施設の整備、樋門の自動閉鎖化、関係機

関と連携した防災訓練などに取り組むととも

に、沿岸市町と連携して、津波避難タワーの建

設や津波避難場所の指定を進めてきたところで

あります。

今後は、地域住民が、これらの避難施設を活

用した避難訓練を繰り返し行い、安全かつ迅速

に避難できるかを自ら確認していくこと、そし

て、この強い危機感、警戒態勢を持続・強化し

ていくことが大変重要であると考えておりま

す。

県としましては、引き続き「常在危機」とい

う意識を徹底する下で、県民の命を守ることを

最優先に、防災・減災対策に取り組んでまいり

ます。

ありがとうございました。や○山下 寿議員

はり備えなんですね、重要なのは。

でも、やみくもに備えても意味がありませ

ん。なぜか。それは、発生する可能性がある災

害に対して備えなければ、備えたことにはなら

ないからです。言わば想定外を想定して備え

る、これが、私たちがこれまでに経験した災害

から得られた教訓なのではないでしょうか。

そのためにも、南海トラフ巨大地震の発生に

対し、どんな被害が発生するのかを把握する必

要があります。

そこで、危機管理統括監にお尋ねします。南

海トラフ巨大地震が発生した場合、現在想定さ

れる被害状況についてお伺いします。

県が令和元○危機管理統括監（横山直樹君）

年度に公表いたしました、南海トラフ巨大地震

の被害想定におきましては、静岡県の駿河湾か

ら日向灘まで延びる南海トラフ内全域でマグニ

チュード９クラスの地震が発生した場合、県内

では宮崎市や日南市、川南町など６市７町で最

大震度７の揺れに襲われ、津波の高さは最大17

メートル、到達時間は最短で14メートルとなっ
※

ておりまして、県全体で１万4,360ヘクタールが

浸水すると想定されております。

また、津波や建物倒壊などによる死者は約１

万5,000人、建物の全壊は約８万棟と想定してお

ります。

その想定状況の中で、大津波○山下 寿議員

の発生が想定されています。想像してくださ

い。大地震が発生し、大規模停電が発生、まち

は大混乱、道路は寸断して大渋滞が発生し、車

はほとんど動かない。携帯電話は通じない。こ

※ 128ページに訂正発言あり
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のような状況の中で、どのようにして大津波か

ら県民の命を守れるのでしょうか。

そこで、危機管理統括監にお尋ねします。津

波による人的被害の軽減に向けた減災対策の取

組状況について、お伺いいたします。

本県の南海○危機管理統括監（横山直樹君）

トラフ巨大地震の被害想定におきましては、亡

くなる方のうち約８割が津波によるものとされ

ております。

このため県では、沿岸市町と連携しながら、

津波避難タワー等を26基整備するとともに、民

間ビル等を活用した津波避難場所を約1,300か所

確保したところでございます。

また、住民が迅速かつ安全に避難できるよ

う、市町村が行う避難場所や避難路、避難階段

などの整備に対し、補助を行っております。

今後とも、防災イベントや出前講座などにお

いて、津波からの避難に関する意識の啓発を行

うとともに、沿岸市町と連携し、被害の軽減に

向けた取組を進めてまいります。

津波タワー等、避難施設が整○山下 寿議員

備されているという現状をお聞きすることがで

き、少し安心しました。

でも、どんなに立派な施設があっても、住民

が避難してくれなければ、避難施設としての意

味がありません。極めて混乱した状況の中で、

避難するべきかとどまるべきか、避難するなら

どこに行くべきなのか、ほとんどの県民が迷う

ことだと思います。このとき、より適正な行動

を取るために必要なのが避難訓練である、その

蓄積であると考えます。

そこで、危機管理統括監にお尋ねします。緊

急事態における、県民のより適切な行動態様を

期するべく、今後は避難訓練などの実施が重要

だと考えるが、県の取組についてお伺いしま

す。

津波から安○危機管理統括監（横山直樹君）

全な場所に迅速に避難するためには、日頃から

の訓練が大変重要であります。

このため県では、市町村や自治会が実施いた

します避難訓練に要する費用に対しまして補助

を行っておりますほか、毎年11月の「津波防災

の日」に合わせ、県民一斉防災行動訓練「みや

ざきシェイクアウト」を実施しております。

また、今年11月に日南市をメイン会場として

実施する予定の県総合防災訓練では、南海トラ

フ巨大地震の発生を想定し、道路上の瓦礫の除

去や救助・救急活動、災害医療活動などの実動

型訓練に加え、住民の避難訓練を行う予定であ

ります。

今後とも、地域を巻き込んだ効果的な避難訓

練が実施されるよう、沿岸市町と連携してまい

ります。

なお、先ほど私の答弁の中で、最短時間が14

メートルと申し上げましたが、14分と訂正させ

ていただきます。申し訳ありません。

今、答弁がありましたよう○山下 寿議員

に、やっぱり避難訓練が一番大事だと思うんで

すね、訓練が。しかし、いろいろ訓練を主催す

る人たちに聞くと、その訓練に協力してくれる

人は、限られた人がいつも訓練に出てくると。

なかなか出てこないんだというような話を聞き

ます。ぜひ、本当に強制力のあるような訓練を

催さないと、なかなか戸惑うんじゃないかなと

思って心配するところです。どうぞ、そのあた

りもよろしくお願いしておきます。

最後に、学校教育の現場における状況につい

てお伺いします。

公立学校の施設は、児童生徒の学習や生活の

場であるとともに、地震などの災害時には地域
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住民の避難場所等になることから、耐震化に

よって安全性を確保することが極めて重要であ

ると認識しております。宮崎県においても、国

からの補助を受け、耐震補強工事や改築工事が

進められてきました。

明日にでも発生するか分からない南海トラフ

巨大地震から、宮崎県の未来を担う子供たちを

守るためにも、早期に耐震化率100％の達成が必

要であります。

そこで、教育長にお尋ねします。県内の公立

学校における耐震化の状況についてお伺いしま

す。

平成７年の阪神・○教育長（黒木淳一郎君）

淡路大震災以降、公立学校の耐震化に取り組み

まして、県立学校につきましては、平成25年度

までに全ての施設の耐震化を完了しておりま

す。

また、市町村立学校につきましては、耐震化

の必要な施設が３棟残っておりましたが、昨年

度、計画どおり全て建て替え工事が終了したと

ころであります。このことによりまして、県内

の公立学校における耐震化は100％完了しており

ます。

ありがとうございます。公立○山下 寿議員

学校の耐震化が100％達成は立派なものです。私

の孫たちが安心して学校に通える環境を整備し

ていただいていることに、感謝いたします。

質問を終わります。ありがとうございまし

た。（拍手）

次は、濵砂守議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 自由民主○濵砂 守議員

党、西都市・西米良村選出の濵砂守です。久々

の一般質問であります。通告に従い、順次質問

いたしますので、よろしくお願いいたします。

例年、５月のゴールデンウイークの半ばに

は、西米良村小川で開催されるカリコボーズの

山菜まつりに合わせて、ダム湖のほとりで、地

域の人を交えて、新緑をめでる会を開催してお

りましたが、コロナ禍でもう３年ほど休んでお

ります。

今年は人混みを避けて、西都市東米良の岩井

谷小学校跡地に、知人とともに新緑鑑賞に訪ね

ました。この地は、西都市街から車で国道219号

を西に約30分進んだところにあります。廃校マ

ニアの間では人気の場所で、映画のロケ地にも

なりました。

35年前の昭和62年に廃校になった校舎は、し

ばらくキャンプ場として使用されていました

が、今は老朽化が進み、スチール製の柵が作ら

れ、入り口には南京錠がかけられています。付

近には廃墟となった教職員住宅が傾いて立ち、

まさに人の住んでいない、ぽつんと一軒家であ

ります。

ふるさとはいいものであります。そこには春

ならではの自然の恵みがあふれておりました。

見上げれば、急峻な山あいに見渡す限りの新緑

が広がります。学校敷地のすぐ横には、広大な

山林の至るところから湧き水を集めた尾八重川

が流れ、透き通った川底には小石がきらきらと

光ります。

この川は、春には渓流釣り、夏になると市内

外からの涼を求めたたくさんの親子連れでにぎ

わいます。澄んだ空気と山の香り、ゆっくり流

れる時間、水は澄み渡ってさらさらと優しい音

に変わり、まさに「命のゆりかご」でありま

す。

かつてこの地には、たくさんの人が住んでお

りました。戦後、工業化に力点を置いた日本の

政治は、高度経済成長期を迎え、地方から都市

へという人口の流れを一層強くしました。当
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時、長子にとっては、農家に生まれれば農家を

継ぐことは当たり前のことでありましたが、家

を継がない者は、よく言えば家の束縛がなく、

悪く言えば寄るすべがなく、そうした人々は働

く場を求めて次々に都会に出ていきました。

その後も子供の教育や、長引く木材価格の低

迷で生活は成り立たず、やむなくふるさとを後

にする人が続きました。今はもう誰も住んでお

りません。

現在では、人口の都市集中はさらに進み、過

疎を超えて、地方が人と力を失うことの影響が

心配されております。一方、さらに進む人口の

都市集中が、深刻な問題として取り上げられて

おります。

昨年成立した新過疎法の前文には、「東京圏

への人口の過度の集中により、大規模な災害、

感染症等による被害に関する危険の増大等の問

題が深刻化している中、国土の均衡ある発展を

図るため、過疎地域の担うべき役割は、一層重

要なものとなっている」と記されております。

過疎問題は、過疎地だけの問題ではなく、過密

地の問題でもあるという、新たな認識が示され

ました。人口の都市集中と地方の過疎化の持つ

意味は、今後、社会のリーダーが考えるべき重

大な課題であります。

総務省は、2021年４月に「過疎地域の持続的

発展の支援に関する特別措置法」が施行された

ことに伴い、2022年度から過疎地域に加わる市

町村が27道府県の65市町村に上ると、今年４月

１日公示しました。これによって過疎地域は、

東京23区を除く全国1,718市町村のうち885とな

り、昭和45年の過疎法の施行以来、初めて半数

を超えました。

新たに全域が過疎地域となる「全部過疎」

は、熊本県人吉市など36市町村、また、平成の

大合併の特例として、合併前の旧市町村に限り

過疎地域とみなす「一部過疎」には、茨城県か

すみがうら市など29市町村が、新規に追加され

ました。

本県においても、新たな過疎法が施行された

ことに伴い、令和３年度から令和７年度までの

「宮崎県過疎地域持続的発展方針」に向けた施

策の指針が示されました。

本県の過疎地域は、県内26市町村の約６割

の16団体が指定されており、令和２年の国勢調

査による本県の過疎地域の人口は、全体の

約12.8％、面積については約46.3％を占めてお

り、本県において過疎地域の持続的発展は、県

政の重要課題であると位置づけております。

本県における過疎地域の活性化対策について

は、昭和45年に「過疎地域対策緊急措置法」が

制定されて以来、令和元年度まで約３兆864億円

と巨額の投資が行われております。

そこで、過疎法が制定されてから約50年が経

過し、その間、約3.1兆円を投じた本県の過疎対

策はどのような成果を上げてきたのか、知事に

お伺いいたします。

次に、2020年の国勢調査によれば、全国1,718

の市町村のうち、離島などを除いて、日本で一

番人口が少ない村は、奈良県の野迫川村の357人

でありました。交通機関は、村営バスが、役場

から奈良交通の接続地まで運行されています

が、平日のみ、１日２往復しかありませ

ん。2021年に、村内にあった中学校と小学校を

統合し、９年制の義務教育学校を開校してお

り、山村留学生を含む全校生徒は11名、村議会

議員は７名、診療所があり、派遣医師が１名、

金融機関は郵便局だけです。

本県の人口が一番少ない村は、西米良村

の1,000人であります。現在は当然切っておりま
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すけれども1,000人で、全国1,683番目、離島を

含めて、少ないほうから36番目です。次が、諸

塚村の1,486人で、全国1,651番目、次いで椎葉

村の2,503人で、全国で1,590番目となっており

ます。

３村とも、平成の大合併で自立の道を選びま

した。どの村も独自の施策で、人口減少と闘い

ながら頑張っていますが、減少に歯止めがかか

りません。３村合わせても人口は4,989人、県人

口の0.47％です。元気な村づくりに向けて、

しっかり支えていかなければなりません。

今後、人口減少、少子高齢化が進む中、小規

模自治体の振興策をどのように進めていくの

か、知事にお伺いいたします。

壇上での質問はこれまでとし、以下は質問者

席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、過疎対策の成果についてであります。

県におきましては、過疎地域対策緊急措置法

が制定されて以来、国、市町村と一体となっ

て、過疎債や各種支援制度を活用し、過疎地域

の道路交通網、生活環境、生産基盤の整備に取

り組むとともに、教育や医療の確保など、過疎

地域の持続的な発展のため、総合的に対策を

行ってまいりました。

こうした取組の結果、過疎地域における道路

や水道、通信インフラなどの生活基盤の整備に

ついては、非過疎地域との格差は依然としてあ

るものの、一定の成果があったものと考えてお

ります。

また、そのほかにも、地域を担う人材の育成

や地域間交流の推進、医師確保対策など、様々

な取組により地域住民の暮らしの安定に寄与し

てきております。

一方で、議員御指摘のとおり、近年、過疎地

域においては人口減少が急激に進行しており、

地域活力の低下が懸念される状況にあるものと

認識しております。

次に、小規模自治体の振興策についてであり

ます。

こうした自治体は、豊かな自然、また農林水

産資源の供給、国土保全、極めて重要な役割を

果たしているところでありますが、人口減少が

進む中で、買物、交通、医療、福祉など、暮ら

しに必要な機能・サービスの確保が厳しくなり

つつあります。

このため、県におきましては、市町村や地域

住民と一体となって、複数の集落が連携して日

常生活の機能を確保する「宮崎ひなた生活圏づ

くり」に取り組みながら、医療、介護、防災等

のセーフティーネットの構築など、地域住民が

将来にわたり安心して暮らすことのできる環境

づくりを進めております。

また、担い手の育成・確保対策として、移住

定住の促進や就業環境の整備、さらには、地域

資源やデジタル等の新技術を活用した、稼ぐ力

の向上などにも取り組んでいるところでありま

す。

今、コロナ禍にあって、地方回帰の動きがご

ざいます。これを確かなものとして持続させて

いくこと、これも極めて重要だと考えておりま

す。

今後とも、これらの取組を中心に据え、さら

に厳しさの増す５年後、10年後の将来を想定し

ながら、地域が維持・存続できるよう、効果的

かつ継続的な対策を進めてまいります。以上で

あります。〔降壇〕

それでは、質問者席から、ま○濵砂 守議員

ず総務部長にお伺いいたします。
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過疎地域に指定された自治体は、財政措置の

対象となります。過疎対策事業債の元利償還金

の７割が、国の地方交付税で措置されます。令

和４年度の国の予算額と、本県における近年の

過疎対策事業債の活用状況について、総務部長

にお伺いいたします。

過疎対策事業債の○総務部長（渡辺善敬君）

国の令和４年度予算額につきましては、全体

で5,200億円が計上されております。

本県の市町村において、起債額は、令和元年

度及び２年度は約60億円、令和３年度は約55億

円であります。

当該事業債は、過疎法の規定に基づきまし

て、過疎地域の市町村が定める計画に位置づけ

られた事業について活用できるものであり、充

当率は100％で、国庫補助等の対象となっている

事業についても充当可能であり、元利償還金

の70％が交付税措置される有利な地方債であり

ます。

令和３年度の活用状況につきましては、市町

村道などの整備や、道の駅などの施設整備の

ハード分に約43億円、観光や企業立地といった

産業振興等のソフト分に約12億円が充てられた

ところであります。

次に、総合政策部長にお尋ね○濵砂 守議員

いたします。

過疎対策が始まって50年以上が経過する中

で、過疎地域のいずれの自治体でも、移住・定

住人口の増加や、観光や交流人口の増加、ふる

さと納税などによる関係人口の増加を目指して

きました。

しかし、今後は、日本全体の人口が減少する

中で、人口の増加だけを目指す要素には限界が

来ております。学校や病院、交通機関など、将

来像を描けなくなっております。言わば、下り

坂、下り方を模索し、最小限の人材で地域を維

持していくための政策が必要かと思います。

過疎地域を力強く継続するための新たな地域

振興策の策定について、総合政策部長の見解を

伺います。

本県の人口○総合政策部長（松浦直康君）

は、令和２年の国勢調査におきましても、若年

層の大幅な減少が見られるなど、長期的な人口

減少の流れは避けられない状況にありまして、

少子高齢化の特に厳しい過疎地域では、安心し

て暮らし続けるための対策が急務となっており

ます。

こうした中、今年度は、中山間地域振興計画

の見直しを行うこととしておりますが、人口減

少下においても、地域における日常生活が維持

・存続できるような視点が重要であると考えて

おります。

このため、これまで取り組んでまいりました

地域の基盤づくりに加え、現在、県内各地で取

組が進みつつある地域移動手段の確保や担い手

の育成・確保といった、まさに今対応すべき重

点課題への対応について、しっかりと検討して

まいります。

これから、どこかが増えれば○濵砂 守議員

どこかが減る。全体は減少していく。下り坂を

進んでいくことになります。遭難しないよう

に、迷子にならないように、しっかりとした道

しるべをつくっていただくように、よろしくお

願いいたします。

次に、空き家対策について伺います。

何らかの理由で住む人がいなくなった空き家

がそのまま放置され、廃墟化するという問題が

起きています。県内のどこの市町村を訪ねて

も、道沿いに、明らかに維持管理されていない

空き家や廃墟となった家屋が目につきます。
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せっかくまちおこしや景観づくりに努力をされ

ていても、一瞬にして街のイメージをダウンさ

せてしまいます。道路沿いに目につくのですか

ら、実際にはかなりの数の空き家が存在してい

ると思われます。

空き家・廃墟の問題は、人口減少、少子高齢

化の進む中山間地だけでなく、県内の全地域に

おいて、避けては通れない問題となっておりま

す。もちろん、この問題は県だけで解決できる

問題ではなく、地域住民や市町村と協力し、ど

のように取り組んでいくかということを考える

必要があります。

空き家が廃墟となり、街の景観を壊し、環境

を悪くしていく実態を解決するためには、何ら

かの対策が望まれますが、知事の考えをお聞か

せください。

県内の空き家につきま○知事（河野俊嗣君）

しては、人口減少、少子高齢化を背景として増

加してきております。適切に管理されていない

空き家の増加は、防災、衛生、景観等の観点か

ら、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼす

こととなり、重要な問題であると認識しており

ます。

空き家対策につきましては、まずは所有者に

よる適切な管理を促すとともに、所有者不明で

危険なものについては市町村が除却するなど、

現状に応じた対応が必要と考えております。

空き家対策の実施主体は市町村ということに

なっておりまして、この対策を着実に行うた

め、県におきましては、市町村に対し、実態調

査や、総合的な計画であります空家等対策計画

の策定を促すとともに、必要となる情報提供や

助言等の支援を行っているところであります。

今後とも、市町村と十分な連携を図りなが

ら、空き家対策に取り組んでまいります。

次に、総務部長に伺います。○濵砂 守議員

空き家・廃墟の撤去が進まない要因として、

住宅用地に対する固定資産税の特例がありま

す。土地の上に建物があると税金が安いという

ことです。廃墟であっても住宅並みに課税標準

額が抑えられたままであり、建物を壊して更地

にすれば、土地の課税が最大６倍になるという

現状があります。

そこで、例えば建物を取り壊しても一定期間

土地の税金を据え置くなど、課税者である市町

村と連携した対応はできないものか、総務部長

にお尋ねいたします。

議員御指摘のとお○総務部長（渡辺善敬君）

り、税の観点からも、空き家対策について考え

ることは重要であると考えております。

このため、直近では、平成27年に施行された

「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基

づき、適切な管理が行われず除却等の勧告を受

けた特定空家等に係る敷地につきましては、住

宅用地特例の対象から除外しまして、御指摘の

税金が安いという状態をつくらない措置が講じ

られました。

また、空き家等を撤去した場合に、言わば税

金が高くなるという状態を防ぐため、県内外の

自治体において、一定期間、固定資産税を減免

する取組も見られております。

県としましては、そうした事例の情報提供を

はじめとする助言などを行いまして、市町村と

の連携を強化し、空き家対策を進めてまいりま

す。

次に、県土整備部長に伺いま○濵砂 守議員

す。

倒壊等、保安上危険な空き家、衛生上有害な

空き家、景観を損なっている空き家が問題化す

る中で、平成26年に、「空家等対策の推進に関
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する特別措置法」が、議員立法にて成立してお

ります。

このことで、市町村は、所有者等に対する除

却等（助言・指導、行政代執行等）ができるよ

うになりましたが、本県の市町村における空き

家対策条例の設置状況についてお尋ねいたしま

す。

本県において○県土整備部長（西田員敏君）

は、昨年度までに21の市町村が、空き家対策に

係る条例を制定しております。

市町村で条例を制定することにより、空き家

の適正な管理や、緊急的な安全措置等の実効性

のある空き家対策を進めることができることか

ら、県としましては、引き続き、残りの市町村

に対し条例の制定を促すとともに、必要な助言

を行ってまいります。

ありがとうございます。○濵砂 守議員

次に、宮崎県を代表する日本遺産、西都原に

ついてお尋ねいたします。

西都市・宮崎市・新富町・高鍋町の西都原古

墳群、生目古墳群、蓮ヶ池横穴群、新田原古墳

群、持田古墳群の保存状態のすばらしさや、古

墳の規模や形の移り変わりによる豪族たちの栄

枯盛衰をまとめたストーリーが、平成30年、宮

崎県で初めて日本遺産に認定され、４年になり

ます。

日本独自の形である前方後円墳という古墳が

造られた時代、宮崎平野でも、西都原古墳群を

はじめ、多くの古墳が造られました。古墳のあ

る景観は、時の移ろいの中でさま変わりします

が、西都原古墳群は、東西2.6キロメートル、南

北4.2キロメートルの範囲に300基以上の古墳が

存在する、全国屈指の大古墳群であります。

特徴は、古墳の形がよく残され、木々も生い

茂ることもなく、1400年以上前の古墳が造られ

た頃に最も近い景観が、今保たれていることで

あります。

中でもひときわ大きいのが、女狭穂塚古墳と

男狭穂塚古墳で、南九州の雄として圧倒的な威

容をたたえております。古墳の周りに建築物が

ほとんどない風景は全国唯一で、かつては100万

人以上の観光客が訪れていましたが、ここ数

年、コロナ禍の影響もあり、観光客は40万人台

にまで減少しています。

西都原は宮崎県の大事な観光資源であります

が、今後のコロナウイルスを踏まえた新しい観

光振興策について、商工観光労働部長にお尋ね

いたします。

西都原○商工観光労働部長（横山浩文君）

は、日本遺産に認定されている貴重な古墳群に

加え、豊かな自然景観と日向神話に彩られた、

本県を代表する観光地であります。

具体的には、男狭穂塚や女狭穂塚など、古墳

そのものの歴史的価値に加え、西都原考古博物

館では、充実した展示でその魅力を紹介してお

ります。

さらに、コロナ禍においてアウトドア志向が

高まる中、季節の花々やサイクリングなど、１

年を通して屋外で楽しめる魅力もあり、ウイズ

コロナにおける観光地としての優位性が高まっ

ていることから、これらについてしっかり情報

発信をしていくことが重要であると考えており

ます。

また、西都原を訪れた方々に、県内各地の観

光情報をお伝えするために設置しております２

基の観光案内板につきましても、今年度、最新

の情報に更新する予定にしており、今後、より

多くの観光客に利用していただけるよう、地元

西都市などとも連携をしながら取り組んでまい

ります。
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次に、特別史跡公園西都原古○濵砂 守議員

墳群をはじめとする古墳群の世界文化遺産登録

について、教育長にお尋ねいたします。

本県では、「西都原古墳群をはじめとする南

九州の古墳群」の世界文化遺産登録に向けて、

これまで様々な取組を行ってきました。2013年

度から、年に一度、世界文化遺産としての南九

州の古墳文化を考えるシンポジウムを開催する

などして、県内外の関係自治体を巻き込みなが

ら、将来の登録を目指して情報の発信を進めて

まいりましたが、令和２年以降は休止をしてお

るようであります。

近年のコロナ感染症対策のため、県内外から

の行動制限で交流が途絶え、訪れる観光客も激

減して、西都原の世界文化遺産登録について

は、地元でもいま一つ盛り上がりに欠けます。

西都原古墳群の世界文化遺産登録について、

最近の県の取組はどのような状況なのか、教育

長にお尋ねいたします。

「西都原古墳群を○教育長（黒木淳一郎君）

はじめとする南九州の古墳群」は、優れた歴史

的景観や墓の形態の独自性など、南九州特有の

古墳文化として、国内外から高い評価を受けて

います。

県教育委員会では、古墳群の価値や評価をさ

らに高めるため、コロナ禍におきましても、古

墳の調査や関係自治体との勉強会のほか、県内

外での市民向け講座やパネル展示を行うなど、

情報発信に取り組んでまいりました。

こうした中、昨年７月に、高鍋町の持田古墳

群が、さきに認定された西都原古墳群を含む日

本遺産に追加認定されましたことは、世界文化

遺産登録に向けた取組の成果と考えておりま

す。

今後も、日本遺産による地域振興の取組を生

かしながら、関係自治体と一体となって、世界

文化遺産登録に向けた機運醸成に努めてまいり

ます。

ありがとうございます。よろ○濵砂 守議員

しくお願いします。

次に、林業振興について、環境森林部長にお

尋ねいたします。

令和３年版の森林・林業白書は、森林資源の

持続的な利用で脱炭素社会に寄与するグリーン

成長の実現に意欲を示しておるとともに、戦後

に植えた人工林は、本格的な伐期を迎えてお

り、山から得られる富を再び山に戻し、山村振

興につなげることが重要だとしております。

日本の森林は、約４割を杉やヒノキなどの人

工林が占め、一般的な主伐期である50年生を迎

える人工林が過半数を超えております。昨年

は、アメリカを起源とするウッドショックと言

われる輸入木材の価格の高騰で、国産材の需要

が高まり、原木や製品価格が上昇し、木材自給

率も、半世紀ぶりに４割台まで回復しました。

木材価格の高騰によって、日本で木材の国内

生産を拡大すべきとの主張がありますが、木材

の生産には50年以上の長期間を要するという事

情があります。木材供給については、短期間に

山の木を伐採してしまうと、森林資源が減少

し、将来の供給に問題を残します。

森林所有者は、適期を迎えた木を伐採した

後、その跡地に植林するかどうかを、将来の収

益を予想して決定いたします。その際参考とな

る指標は、現在の山元立木価格であります。

ところが、白書では、山元立木価格は製品価

格の１割程度であり、丸太価格に占める立木価

格の割合は、1980年代には約６割であったもの

が、今では２割程度へ低下しております。

問題は、林業に適した場所であっても、現在
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の山元立木の価格では再造林に必要な費用を賄

えないことから、伐期後の再造林が、主伐面積

の３割から４割程度にとどまっていることにあ

ります。白書では、森林所有者の造林意欲を引

き出すために、十分な立木価格の実現が必要と

指摘しております。

本県における山元立木価格の実情と、素材生

産及び運搬経費、木材価格について、環境森林

部長に伺います。

一般財団法人○環境森林部長（河野譲二君）

日本不動産研究所において、毎年３月末現在の

原木市場における、直径20センチメートルか

ら22センチメートルの丸太価格から、素材生産

及び運搬経費を差し引いた１立方メートル当た

りの立木価格、いわゆる山元立木価格を公表し

ており、令和３年の本県杉の価格は2,887円と

なっております。

また、林野庁が公表しております、令和２年

の本県杉１立方メートル当たりの素材生産費

は5,368円、運搬経費が1,629円となっており、

合わせた経費は6,997円となります。

また、宮崎県森林組合連合会の原木市場にお

ける木材価格の平均は、比較対象となる令和３

年３月の価格は１立方メートル当たり１万1,000

円でありますが、令和３年度の平均価格は１

万4,800円であります。

令和３年度の１立方メートル○濵砂 守議員

当たりの原木市場の価格は、平均で１万5,000

円、素材生産費と運搬経費を合わせた費用は

約7,000円、山元立木価格は3,000円でありま

す。この差引き8,000円との差額がどこに行って

いるのか分からない。林業経営者に還元されな

ければならないお金であります。ここで価格の

問題は追及しませんけれども、今後の林業政策

にしっかりと盛り込んでいただきますように、

お願いいたします。

引き続き、環境森林部長に伺います。

木材は伐採されてから丸太、製材品と形を変

えて流通し、最終的に建材用として利用されま

す。川下の製材などの製品価格は安定的に推移

しているのに、原料である丸太の価格は長期的

に低下してきました。1980年のピーク時から40

年間で、杉の丸太価格は３分の１まで、ヒノキ

の丸太価格は４分の１に下がりました。

高性能機械の導入により、伐採、運搬等のコ

ストを小さくすれば、山元立木価格が上がるは

ずなのですが、上がっておりません。

山林経営者の収益を向上させて持続的な林業

とするためには、山元立木価格を上げることが

必要であります。県ではどのような対策を講じ

ていかれるのか、環境森林部長にお尋ねいたし

ます。

再造林を推進○環境森林部長（河野譲二君）

するためには、山元立木価格が、山林経営に必

要な経費を上回ることが必要不可欠であると認

識しております。

このため県では、林業事業体に対して、高性

能林業機械の導入支援を行うとともに、森林施

業の適正な収支を提示できる森林施業プラン

ナーの確保などを指導しているところでありま

す。

これらに加え、森林所有者が適正な立木価格

を交渉できるよう、現状の原木価格や県営林の

立木価格などの情報について、市町村や森林組

合等と連携し、森林所有者への周知を強化して

いく必要があると考えております。

また、今年度、林業事業体等に対し、立木販

売や原木伐採流通コストについて聞き取り等を

行う調査事業にも取り組むこととしておりま

す。
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今後とも、持続可能な林業の確立に向けて、

現状把握を行いながら、効果的な施策の推進に

努めてまいります。

よろしくお願いいたします。○濵砂 守議員

次に、林業従事者の確保について、環境森林

部長に伺います。

森林・林業白書によると、林業の年間平均給

与は、平成29年で343万円と、全産業平均より

も100万円ほど低く、その上、作業中の死亡事故

割合では、令和２年の数値で、全産業平均の10

倍以上とされております。

まずは、雇用の安定と林業の安全対策が必要

であります。若者や女性に魅力のある産業に脱

皮するために、スマート林業の加速を進めてお

ります。本県におけるスマート林業の取組状況

について、環境森林部長にお尋ねいたします。

本県の持続可○環境森林部長（河野譲二君）

能な森林経営と林業・木材産業の成長産業化を

図るためには、スマート林業の推進は大変重要

であると考えております。

このため県では、今年３月にスマート林業推

進指針を策定し、ＩＣＴを活用した機械の導入

等により、軽労化や省力化、労働生産性の向

上、労働災害発生の未然防止などの取組を推進

していくこととしております。

具体的には、ドローンを使った苗木等の運搬

や、レーザー計測による森林資源の把握、遠隔

操作が可能な下刈り機械の導入や、山間部でも

活用しやすい通信技術を用いた安全対策などに

取り組むこととしております。

県といたしましては、林業が若者や女性にも

参入しやすい魅力ある産業となるよう、スマー

ト林業を積極的に推進してまいります。

次に、白書では、森林組合の○濵砂 守議員

役割について、意欲と能力のある林業経営者と

して位置づけており、森林管理と木材販売の強

化を通して、山村への一層の利益還元を目指す

べきだと注文しています。まさにそのとおりで

あります。

過疎化と高齢化により集落が弱体化し、放置

された森林の管理や、間伐などの森林整備を含

め、森林組合の役割はますます重要なものにな

ると思われます。本県における森林組合への期

待と役割について、環境森林部長にお伺いいた

します。

本県の森林組○環境森林部長（河野譲二君）

合は、平成13年度までの合併により８組合に

なって以降、自ら経営改善と体質強化に取り組

み、事業規模を拡大するなど、経営の発展に努

められてきたところであります。

その取組は、造林や下刈りの森林整備にとど

まらず、スマート林業の推進や原木の海外輸出

など、多様で先駆的な事業を展開されており、

県としましては、地域における林業・木材産業

施策の重要な担い手であると考えております。

さらに、今後は、意欲と能力のある林業経営

者として、森林所有者自らが経営管理できない

森林を市町村に管理委託する森林経営管理制度

の中心的な役割を担うことを期待しており、ま

た、山元への一層の利益還元を進めるなど、森

林所有者の協同組合としての役割をしっかり果

たしていくことを、期待しております。

本県の林業は、31年連続して○濵砂 守議員

杉の丸太生産、素材生産が１位でありますが、

豊作貧乏では困りますので、しっかりとした政

策を持って、宮崎県の林業を支えていただきま

すように、よろしくお願いいたします。

次に、農業振興について知事に伺います。

５月31日、環境農林水産常任委員会の県北地

区調査で、ＪＡ西都新規就農者定着支援ハウス
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団地を調査いたしました。この施設は、西都

市、ＪＡ西都、県が連携した事業で、相談から

就農までをトータルサポートしております。

まず準備ステージで、就農希望者に対し適性

を確認し、次に研修ステージとして、優良農家

で農業実践研修や座学研修、農家交流等を経験

させ、さらに就農ステージとして、ＪＡトレー

ニングセンターで、独立経営を目指した栽培技

術を最大２年間習得した研修生が、新規就農者

となります。

就農者は、農地とハウスを20年間のリースで

借り受け、経過後は個人の所有物となります。

既に、移住者を含んだ新規就農者４組が、７月

からピーマンの作付を予定しております。

施設園芸産地を維持すること、新規就農者の

確保を図ることが目的です。初期投資がなく、

倉庫や作業場などの共同利用施設の利用や、同

じ条件の新規就農者が、技術の共有と向上を目

指せるメリットがあります。

総事業費は約２億3,000万円、国・市の補助金

は50％、残りが個人の負担です。もう少し安く

できなかったのかとの質問に対し、ＪＡは、ハ

ウス建築に当たっては、補助制度上、施設等の

併設が条件となり、クリアするにはどうしても

建設コストが高額となってしまい、今後は、建

設資材の高騰により、とても同じ費用では取得

が難しいとの話でありました。

施設は、宮崎県では一番普及しているＡＰ２

号改良型ハウスで、総面積100アール、１組当た

りの経営面積は25アール、リース料は年間150万

円で、20年の支払いになります。この規模のハ

ウスでは２人の労力が必要とされます。

問題はこれからでありますが、西都市の10

アール当たりのハウスピーマンの経費及び所得

について、平成28年から令和２年までの５年間

の平均販売金額527万1,000円から変動費と固定

費を引いた差引き所得は、減価償却前で、10

アール当たりで230万6,000円になります。

この数値を基に、新規就農者の資金繰りを試

算しますと、１経営体当たりの経営面積は25

アールですから、差引き剰余は576万4,000円に

なります。ここから150万円のリース料の支払い

が生じる上に、新規就農者には、ハウス以外に

もトラックやトラクター等の資本装備や雇用労

賃も多く必要となり、その支払いが追加されま

す。２人で576万4,000円であります。

また、最近の資材価格の高騰等の影響による

経費の増加や、計画どおりの収入を上げられな

い場合の収益減も懸念されます。この収益で

は、とても安心できる金額とは言えません。十

分な自己資金がない中での新規就農は、非常に

厳しいと思われます。

そこで、新規就農者の確保に向け、なお一層

の支援が必要と思われますが、知事の考えをお

示しいただきたいと思います。

本県農業の担い手の減○知事（河野俊嗣君）

少・高齢化が進む中で、新規就農者の確保は、

持続可能で魅力ある「みやざき農業」を実現す

る上で大変重要な課題であると認識しておりま

す。

新規就農者の確保に当たりましては、経営開

始に必要な初期投資が大きな課題となってお

り、さらに、近年の資材価格の上昇などが拍車

をかけ、経営環境が厳しさを増す中、本県で安

心して就農できるよう、なお一層、支援の充実

を図ることが必要と考えております。

このため県では、本年創設しました「みやざ

き新規就農者育成総合対策事業」におきまし

て、経営安定に必要な資金として、150万円を最

大３年間交付するとともに、農業機械等の導入
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に対する支援も実施しているところでありま

す。

今後も関係機関・団体と連携し、新規就農者

に寄り添い、切れ目ない支援を行うことで、本

県農業の将来を支える担い手を確保してまいり

ます。

ありがとうございました。○濵砂 守議員

次に、農政水産部長に伺います。

西都市の平均的なピーマン農家の経営分析を

見ると、動力光熱費と荷造運搬費が販売金額

の40％以上を占めています。

ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や円安

の影響で、資材や燃料、肥料などの価格が高騰

した上に入荷も不安定になっており、新規就農

者のみならず、ＪＡをはじめ農業者全員が不安

を抱えています。

今後の見通しと対策について、農政水産部長

に伺います。

燃油や肥料、○農政水産部長（久保昌広君）

農業用資材の価格は急激に高騰しており、燃油

は、今後も高止まりが継続することが予想さ

れ、資材は、秋にかけて３割の値上げが見込ま

れております。また、化学肥料は、夏以降に５

割以上の値上げが予定されているなど、今後

も、このような状況が続いていくものと懸念さ

れております。

調達につきましては、輸出国による禁輸措置

等により、原料の確保が不安視されている化学

肥料は、国等が原料の調達国の切替えに取り組

まれておりますが、先行きは不透明な状況にあ

ります。

県といたしましては、今議会で承認いただき

ました原油価格・物価高騰等総合緊急対策を早

急に実施し、燃油や被覆資材等の農家負担の一

部支援などを行うこととしており、引き続き、

今後の動向を注視しながら、必要な対策を検討

してまいります。

引き続き、農政水産部長に伺○濵砂 守議員

います。

先ほど話をしましたように、現状での国庫事

業の対象となるハウスは、条件が多く目的や用

途に照らして過剰な設備もあるため、建設コス

トが高くなり、事業利用ができていません。

つまり、共同利用で使う部分が多くて、そち

らのほうに投資を向けるものですから、一緒に

しないと対象になりません。そこで提案なんで

すが、現在使われていないハウスや離農者のハ

ウスなどの中古ハウスをＪＡが取得して、改修

した上で新規就農者にリースするなど、新規就

農者のハウス設備に係る負担軽減に向けた取組

が必要かと思われます。

安いハウスでスタートする、十分使えますか

ら。使わなくなったハウスがたくさん存在して

おります。ぜひ検討いただきたいと思います

が、県の取組について農政水産部長にお伺いい

たします。

県では、新規○農政水産部長（久保昌広君）

就農者の負担軽減に向け、関係機関・団体と連

携し、離農希望者等の中古ハウスなどの経営資

源を新規就農者に引き継ぐ、事業承継を推進し

ております。

この取組の中で、令和元年度から３年度まで

の３年間に、事業承継により新規就農した30名

に対して、ハウスの改修等に要する経費の支援

を行っており、就農時の初期投資が軽減された

ものと考えております。

また、御質問にもありました、ＪＡが中古ハ

ウスを取得し、改修した上でリースする取組

も、支援対象としております。

議員の御指摘にありましたとおり、中古ハウ
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スなどの経営資源を有効活用し、新規就農者の

負担軽減を図ることは重要な取組と考えており

ますので、引き続き関係機関・団体と取り組ん

でまいります。

よろしくお願いいたします。○濵砂 守議員

次に、地域振興、国道219号について、県土整

備部長に伺います。

宮崎市と熊本市を結ぶ国道219号は、九州中央

山地沿線14市町村の経済活動を支える大道脈と

して重要な幹線道路であり、本県では、宮崎

市、新富町、西都市、西米良村がその沿線に存

在します。

本路線は、東九州自動車道の西都インター、

九州縦貫自動車道の人吉インターへのアクセス

道路として、九州の広域道路ネットワークを形

成する上で欠かせない道路ですが、山間部の西

都市、西米良村には未整備箇所が多く、産業、

経済、文化振興の大きな障害となっておりま

す。

沿線の各市町村においては、各種施策を積極

的に推進していますが、これらの施策の連携に

よる地域の活性化と交流促進を図るためにも、

国道219号の早期整備促進が強く望まれておりま

す。

また、毎年台風や大雨のたびに落石などの災

害が発生し、全面通行止めになりますが、この

道路には迂回路がないため、生活道路として利

用している地元民は、いつも不安を抱えており

ます。国道219号の整備状況と今後の見通しにつ

いて、県土整備部長にお尋ねいたします。

国道219号につ○県土整備部長（西田員敏君）

きましては、熊本・宮崎両県の交流促進や産業

振興はもとより、災害時には広域的な救命・復

旧活動や物流を支えるなど、広域道路ネット

ワークを形成する上で重要な幹線道路であり、

本県としても重点的に整備に取り組んでいると

ころであります。

整備状況につきましては、令和２年に西米良

村の小春工区や宮崎市の広瀬バイパスが開通す

るなど、県内延長約70キロメートルのうち約59

キロメートルで、２車線の整備が完了しており

ます。

現在、西都－西米良間において、今年度事業

化した古仏所工区を含め、４か所で交付金事業

による整備を進めており、来年３月までには、

トンネルを含む岩下工区や越野尾工区が完成す

る予定であります。

残る未改良区間については、大規模な橋梁や

トンネルの整備が必要となることから、補助事

業化も見据えながら、今後とも、必要な予算の

確保に努め、早期整備にしっかりと取り組んで

まいります。

補助事業化も見据えてくださ○濵砂 守議員

い。よろしくお願いします。

引き続き、県土整備部長に伺います。

宮崎市佐土原町から西都市までの間は、朝夕

の時間が通勤車で混雑することから、道路拡幅

の要望があります。今後発生が予想される南海

トラフ巨大地震などの大災害時の緊急車両の進

入路・緊急支援物資の搬入路といった、「いの

ちの道」としての役割も大きくなっていること

から、今年２月、西都市区長会から西都市を通

じて、東九州自動車道の西都インターから市街

地までの道路を４車線に整備してほしいとの要

望書が提出されております。その後の取扱いに

ついて、県土整備部長に伺います。

御質問の要望○県土整備部長（西田員敏君）

書につきましては、今年２月に、国道219号を管

理しております西都土木事務所に提出されてお

り、担当課を経由して、私自身も要望内容を確
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認させていただいたところであります。

また、要望書の提出に先立ち実施しました県

・市合同の現地調査においては、西都市議会、

さらには議員御本人にも足を運んでいただき、

要望区間の状況や地元の皆様の切実な思いを直

接聞かせていただいたと報告を受けておりま

す。

このような道路に関する要望等につきまして

は、現状や課題を把握するための貴重な御意見

でありますので、その内容に向き合うことが大

変重要と考えております。

引き続き、県土整備部長に伺○濵砂 守議員

います。

国道219号宮崎市佐土原町から西都市街までの

間は、約20年前の建設当初から、４車線化に向

けての用地が確保されており、現在その用地

は、沿道の草刈りとともに花壇の設置、樹木の

剪定など、県のほうで適切に管理されておりま

す。特に西都インターから西都市街地に向け

て、正面には尾鈴山のすばらしい景観が目に入

ります。

この道路が４車線になれば、道路の機能が充

実するのはもちろんでありますが、さらに街の

イメージアップにつながると、期待もされてお

ります。市民から見れば、舗装するだけの状態

にあるのに、なぜ４車線化できないのだろうか

と、疑問の声も上がっております。県土整備部

長の御意見をお聞かせください。

東九州自動車○県土整備部長（西田員敏君）

道西都インターチェンジから西都市街地までの

約３キロメートル区間につきましては、高規格

道路へのアクセス道路として、暫定２車線で供

用しているところであります。

この区間については、議員御指摘のとおり、

現在、朝夕の一時的な混雑が発生しているもの

の、県内約200か所の主要渋滞箇所に選定されて

おらず、慢性的な渋滞には至っていない状況で

あります。

西都インターチェンジ周辺では、今後、東九

州自動車道の４車線化や、国道10号住吉道路の

整備などが計画されており、交通の流れが変

わっていくことが想定されることから、この区

間の４車線化については、交通量の変化や沿線

の土地利用状況も踏まえながら、検討してまい

りたいと考えております。

ありがとうございました。少○濵砂 守議員

し時間が残りましたけれども、以上で私の全て

の質問を終わります。ありがとうございまし

た。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○中野一則議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時41分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開○右松隆央副議長

きます。

次は、坂本康郎議員。

〔登壇〕（拍手） 公明党宮崎○坂本康郎議員

県議団の坂本康郎でございます。通告に従いま

して質問いたします。

沖縄県糸満市にあります県営平和祈念公園を

訪ねますと、沖縄戦で亡くなった20万人お一人

お一人の名前が刻まれた広大な「平和の礎」に

目を奪われます。

そこを訪れるたびに、過去の戦争で人が犯し

た過ちと、犠牲になられた人たちの無念さに思

いを巡らせ、そのあまりにも多くの犠牲者とそ

の場で対面しているような気持ちになります。

私にとりましては、理屈ではなく感情で「戦
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争の悲惨さ」と「平和の尊さ」を教えられた場

所の一つであります。

コロナ禍の影響を受けた全国の中学・高校の

修学旅行の行き先が、沖縄や長崎、広島へと変

化しているといいます。

戦争経験者が語り継いでこられた「平和」へ

の願いが、「平和学習」を通じて次の世代、ま

た次の世代へと受け継がれていくことを心から

願うものであります。

２月24日に始まった、ロシアによるウクライ

ナへの軍事侵攻は、いかなる理由であれ断じて

許し難い侵略行為であります。

今議会冒頭の知事の「早期の終息と対話によ

る平和的な解決を強く求めてまいります」との

言葉には、私も強く同意するものであります。

振り返りますと、もう35年前になります

が、1985年、ペレストロイカを掲げたゴルバ

チョフ旧ソ連共産党書記長が、軍事予算の大幅

な削減と大胆な軍縮提案を行い、1987年に米ソ

間でＩＮＦ（中距離核戦力）全廃条約が締結さ

れ、その後、東西冷戦が終えんに向かってい

く、そのような時代に青春真っただ中を過ご

し、国際協調と理想主義の空気を吸って育って

まいりましたので、今般の軍事侵攻に伴う一連

のロシア首脳の言動には、間違った歴史認識や

指導者としての愚かさを感じます。

一方で、日本への核攻撃を抑止するために、

アメリ力の核兵器を日本に配備し、共同運用す

ることを政策として議論すべきという、安倍元

首相の核共有発言が波紋を呼びました。

これに対して岸田首相は、「核に関する政府

の基本方針に基づき、核共有は認められない。

政府として検討しない」と即座に否定をし、我

が党の山口代表も、「核共有は、長年信頼され

てきた日本の核廃絶、不拡散に向けた取組に不

信感を芽生えさせ、核使用のリスクも高める。

非核三原則を堅持し、安全保障を全うしていく

ことが正しい道」と表明いたしました。

国際的な緊張が高まる中、これからの日本の

安全保障の在り方が問われており、それを論じ

るとき、政治家としての主義主張が大変重要に

なります。

そこで知事に、これからの日本の安全保障の

在り方についてどのようにお考えか、お伺いし

ます。

壇上の質問は以上とし、以降は質問者席にて

行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

ロシアによるウクライナ侵攻など国際情勢の

不安定化によりまして、現在、日本を取り巻く

安全保障環境は厳しさを増してきております。

かつてないほどに、我が国の安全保障の在り方

が問われているものと認識しております。

私としましては、我が国の平和と安全を守る

ためには、まずは国際社会の平和と協調のため

の不断の外交努力が重要であると考えておりま

す。同時に、国として万一の事態に対応するた

めの備えも必要であり、日米同盟を基軸としつ

つ、諸外国との協力関係をしっかりと深めてい

くことも、極めて重要であると認識しておりま

す。

平和外交の取組に対しましては、直接対話の

拡大に加えて、国連をはじめとする国際機関や

関係諸国と連携した国際協調の関係づくりな

ど、地域の緊張緩和に向けた重層的な対話が重

要であります。

外交防衛など国家の安全保障に関することは

国の専管事項であります。国におきましては、

引き続き、アジア太平洋地域における安定した
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平和と秩序づくりに積極的な役割を担っていた

だくとともに、国民に対しても、安全保障の在

り方につきまして、丁寧な説明をいただきたい

と考えております。以上であります。〔降壇〕

御答弁ありがとうございまし○坂本康郎議員

た。

次に、新型コロナウイルス感染症対策につい

て質問いたします。ここでは、直近の感染状況

と対策について、特に予算措置がなされている

ものに絞って質問させていただきます。

まん延防止等重点措置が解除された３月４日

以降、一旦はそのまま鎮静化すると期待された

本県の感染者数は、３月末から再び増加に転

じ、５月10日には１日で最多の790人の感染を記

録するなど、感染者数の高止まりの状態が続き

ました。

感染の高止まりは、全国的な感染傾向でもあ

りましたが、特に本県におきましては、10万人

当たりの感染者数が全国で上位に位置する状況

が続きました。

県内の感染者数は、直近で減少傾向に入って

おり、そのまま鎮静化していくことが一番望ま

しいわけですが、恐らくは、今後も感染拡大と

縮小を繰り返しながら推移していくものと思わ

れます。

その中で、できる限り県内の感染傾向を掌握

し、知見として次に生かしていくことが重要だ

と考えますが、県では、感染第７波における県

内の感染者数の高止まりと感染割合の高さの要

因をどう評価しているのか、福祉保健部長にお

伺いします。

本県は、年○福祉保健部長（重黒木 清君）

明け以降、爆発的な感染拡大に直面したところ

であり、当初は、全国に比べると比較的感染は

抑えられていたものの、感染が再拡大しました

３月下旬以降は、人口当たりの感染者数が全国

的に見て高い状況が続いたところであります。

全国におきましては、都市部では３月下旬以

降、比較的感染が抑えられている一方で、地方

では、本県と同様に感染が大きく拡大する地域

が見られたところであります。

また、人口当たりの感染者数も、九州をはじ

め、地方の県が全国上位に位置するなど、感染

状況の推移に地域差が生じており、その要因に

つきましては、国からまだ示されていない状況

にあります。

県としましては、県内では、感染力の極めて

強いオミクロン株の影響により、家庭をはじ

め、学校・教育施設や高齢者施設等において感

染の連鎖が継続し、かつてない規模の感染拡大

が長期間続いたものと考えておりますが、全国

的な状況との比較等の要因分析につきまして

は、国の今後の検証結果を踏まえていってまい

りたいと考えております。

ＰＣＲ検査につきまして、無○坂本康郎議員

症状ながら感染の不安を感じる個人について、

今年１月から当面の間は、県内在住者であれば

無料検査を受けることができるようになってい

ます。

このＰＣＲ検査体制の強化については、私も

一般質問や常任委員会でこれまで要望してまい

りました。県の無料検査の実施は、日常生活や

経済社会活動における感染リスクを引き下げる

ことを目的にしています。

私はさらに、市中に潜伏する無症状の感染に

対して検査を通して顕在化させることで、早期

の感染対策を打つことができるのではないか

と、その効果を期待していましたが、実際には

どうでしょうか。

無症状者への無料のＰＣＲ検査の実施効果
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と、検査によって陽性が確認された感染者数の

状況などを、福祉保健部長にお伺いします。

無症状者を○福祉保健部長（重黒木 清君）

対象としました無料検査につきましては、飲食

やイベント、帰省等の活動に際し陰性確認が求

められる方や、感染に不安を感じる県民の方を

対象としておりまして、昨年12月23日の検査開

始以降、半年間で延べ約16万人の方が利用され

ております。

実績につきましては、６月６日から12日まで

の直近１週間で見てみますと、検査を受け

た6,588人のうち100人の陽性が確認されてお

り、これは同じ週の全陽性者1,196人の約８％を

占めております。

感染に不安を感じる県民の方を対象とした無

料検査につきましては、当面の間、継続するこ

ととしており、陰性を確認することにより、安

心して日常生活や社会経済活動を送れるほか、

無症状の陽性者を早期に把握することによる感

染拡大防止についても、効果があるものと考え

ております。

次に、３回目のワクチン接種○坂本康郎議員

について、県内の進捗状況をお伺いします。

本県の３回○福祉保健部長（重黒木 清君）

目のワクチン接種率は、12歳以上の２回目接種

完了者約85万人に対し、６月15日現在で77.5％

となっており、このうち、20代では55.2％、30

代では58.4％と、若い世代への接種率の向上が

課題となっております。

また、５歳から11歳までの小児につきまして

は、今年３月から開始され、対象人口約７万人

に対し、２回目の接種率が17.3％となっており

ます。

ワクチン接種につきまして○坂本康郎議員

は、始まった当初から、接種を不安視する声、

意見がありました。私どもは、最新の知見を基

にした上で、打つよりも打たないほうがリスク

が高いという判断から、これまで接種を進めて

まいりました。

本県のワクチンの接種状況と、感染の高止ま

りや感染割合の高さとの関連性を県ではどう評

価しているのか、福祉保健部長にお伺いしま

す。

ワクチンの○福祉保健部長（重黒木 清君）

接種と感染者数、感染割合との関連性につきま

しては、全国的に見て、現時点では必ずしも接

種率の高い地域が感染割合が低いという結果に

はなく、今後、接種の状況を見極めていく必要

があるものと考えております。

一方で、先に接種が進んだ高齢者につきまし

ては、感染者が急増した状況におきましても、

その感染割合は低下していったことから、オミ

クロン株への３回目のワクチン接種には一定の

感染を予防する効果があるものと考えておりま

す。

新型コロナの後遺症につい○坂本康郎議員

て、５月13日に行われた知事の定例会見で後遺

症の症状例が示され、若い世代に発症事例が多

いこと、３回目のワクチン接種が後遺症に効果

があることに触れられております。

現時点でそれ以上の情報提供がなされていな

いようですが、後遺症について県の取組を福祉

保健部長にお伺いします。

本県におけ○福祉保健部長（重黒木 清君）

るコロナ後遺症の状況につきましては、現時点

では全体が把握できている状況にはありません

が、国におきましては先日、新型コロナの中等

症以上の患者756人を対象にした実態調査の結果

が公表されておりまして、診断から１年後も

約13％に何らかの後遺症が残り、主な症状とし
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て、睡眠障害、筋力低下、呼吸困難感、思考力

低下、倦怠感などがあったとのことでありま

す。

コロナの後遺症につきましては、発症の原因

や実態が明らかになっていない面が多く、今後

も国において研究が進められることとなってお

ります。

後遺症には様々な症状がありますことから、

県では、まずはかかりつけ医などの身近な医療

機関に御相談いただきたいと考えておりますけ

れども、今後、関係機関と連携し、より専門的

な医療機関を受診できる体制づくりを検討して

まいります。

また、ワクチン接種によりまして、後遺症の

リスクが低減するとの国の報告もありますの

で、引き続き、県民の皆様に対しまして、積極

的なワクチン接種の検討を呼びかけてまいりた

いと考えております。

広島県のホームページには、○坂本康郎議員

昨年12月に実施された広島県内の後遺症の実態

調査が掲載されています。

それによりますと、「後遺症がある」と答え

た割合が感染者の34%、そのうち15％が「休職等

で感染前の生活ができない」と答えており、社

会生活への影響がうかがえます。

症状では、倦怠感が最も多く52%、次いで、息

切れ・息苦しさ、嗅覚障害、味覚障害、抜け毛

などとなっております。

また、ワクチン接種の効果について、ワクチ

ンを接種していない場合の後遺症の発症率が高

いこと、接種している人のほうが、後遺症が発

症しても半年以内に改善した割合が高いことも

明らかになっております。

本県におきましても、同様の状況が予想され

ますので、後遺症の実態把握に努めていただ

き、先ほどおっしゃっていただきました、医療

機関を受診する目安や方法なども含めた、県か

らの積極的な情報発信を希望いたします。

次に、経済対策について質問いたします。

燃料費や資材価格の高騰による影響が大きい

とされた農林水産業や交通・物流事業者、宿泊

業者へ、素早い対応で支援措置が取られたこと

を大変評価いたします。

今回、原油価格と物価高騰対策を構築するに

当たり、県内事業者への影響をどのように把握

されたのか、知事にお伺いします。

昨今の原油価格や物価○知事（河野俊嗣君）

の高騰は、県内の各産業に広く影響を及ぼすこ

とが懸念されましたことから、今議会で認めて

いただきました対策の検討に当たりましては、

業界団体等との意見交換を行うとともに、事業

者向けの相談窓口を設置するなど、県内事業者

の生の声に耳を傾けながら、実情の把握に努め

たところであります。

交通・物流事業者からは、燃料費高騰による

負担増が経営を圧迫しているといった意見をい

ただいたほか、農畜水産業者からは、施設園芸

の暖房費や近海漁業の燃料費、農業資材や畜産

飼料等の価格高騰の影響が非常に大きいなどの

声が寄せられたところであります。

今回の価格高騰の先行きは不透明でありまし

て、事業活動や県民生活への影響の長期化も懸

念されますことから、引き続き、丁寧な影響把

握に努めるなど、情勢の動向を注視してまいり

ます。

原油価格と物価の高騰は、県○坂本康郎議員

内の様々な産業に広く影響を与えていること

を、私も実感しています。

今、知事の御答弁にありましたとおり、価格

高騰の先行きが不透明なため、今回予算措置が
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なされた業界以外への影響についても、引き続

き把握と対策に努めていただきますよう、お願

いいたします。

一例でありますが、県内のクリーニング事業

者からも、影響の大きさを伺っています。この

業界は、使用する燃料、洗剤、包装資材と、そ

のほとんどが石油製品を使うことで成り立って

おり、コロナ禍の外出自粛や式典・イベントの

中止など、利用者の減少と相まって、影響は深

刻で、そろそろ廃業を考えているという事業主

も少なくないようであります。

今回支援の対象になった代行業者に比べて

も、決して少なくない、県内には相当数の事業

者がいるものと認識しています。予算措置をす

る際に、関係部局でよく検討していただき、支

援に不公平感が生じないよう努めていただきた

いと思いますが、本県のクリーニング業の事業

者数と、価格高騰による影響、今後の対策につ

いて、福祉保健部長にお伺いします。

令和３年度○福祉保健部長（重黒木 清君）

末における県内のクリーニング所の数につきま

しては、保健所への登録数は合計670店舗となっ

ております。そのうち、取次ぎのみを行う、い

わゆる取次所を除きますと、合計244店舗となり

ます。

原油価格・資材高騰による影響でございます

けれども、クリーニングの業界団体によります

と、ボイラーで重油や灯油を使用することなど

から、議員御指摘のとおり影響があるものと考

えております。

厳しい状況の中、クリーニング所の経営を維

持していくために、これまでにも、宮崎県生活

衛生営業指導センターにおきまして、経営相談

を行っているところでございます。引き続き、

事業者の負担軽減を図るため、先日議決いただ

きました宮崎県中小企業融資制度の「原油・原

材料高対策特別貸付」などを活用しながら、円

滑な資金繰りの支援等も行ってまいります。

私ども公明党の宮崎県本部で○坂本康郎議員

は、定期的に県内の経済団体、業界団体の皆さ

んと「政策要望懇談会」を実施しております。

今回予算措置が取られました、農林水産業、

交通事業者をはじめ、県内の業界団体の皆さん

から、原油価格と物価の高騰に対する支援の要

望を私どもも伺っていたわけですが、建設業に

おいても、主に専門工事業の団体の皆様から、

資材価格の高騰に伴う施工単価の見直しを要望

する声が出ております。

公共工事の発注価格について、昨今の資材価

格の高騰をどのように反映させているのか、県

土整備部長にお伺いします。

公共工事に使○県土整備部長（西田員敏君）

用する資材の価格が上昇傾向にある中、受注者

が適正な利潤を確保するためには、最新の取引

価格を予定価格へ適切に反映することが重要と

なってまいります。

このため、短期間で価格が変動する燃料や鋼

材の設計単価については、毎月、取引の実態調

査を行っており、さらに、生コンクリートにつ

いては４月から、アスファルト合材についても

５月から臨時調査を行い、最新の取引価格を反

映させているところであります。

また、契約後に主要な資材価格が著しく高騰

した場合には、受注者の請求により請負額の１

％を超える額を増額する、いわゆる「単品スラ

イド制度」を適用することとしております。

今後も、資材価格の動向等を注視しながら、

公共工事の適切な執行に努めてまいります。

次に、ジモ・ミヤ・タビキャ○坂本康郎議員

ンペーンについて質問いたします。
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感染症の拡大により、県外との往来がままな

らない状況下で、観光客・宿泊客の大幅な減少

により打撃を受けていた観光産業への支援策と

して、この県民割事業が始まったわけですが、

途中、感染状況に応じてキャンペーンの一時停

止と再開、期間の延長を繰り返しながら１年が

たちました。

この事業が、落ち込んだ本県の観光産業の業

績回復などにどのような成果、効果があったの

か。また、ウイズコロナの新しい生活様式の一

つとして提案されたマイクロツーリズムという

新しい旅行の在り方も、この事業の目的の一つ

にあったと記憶していますが、ジモ・ミヤ・タ

ビキャンペーンが県内観光の新たな需要の掘り

起こしに対してどのような効果があったのか、

商工観光労働部長にお伺いします。

新型コロ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ナの影響によりまして、本県の観光はかつて経

験したことがないほど厳しい状況にあることか

ら、昨年６月以降、県内旅行の割引事業であり

ますジモ・ミヤ・タビキャンペーンを実施して

いるところでございます。

その結果、昨年度末までのキャンペーンの利

用実績は、宿泊割引が約50万6,000人、日帰り旅

行割引が約３万6,000人となり、特に昨年11月

と12月には宿泊の稼働状況を表す指数が全国１

位となるなど、県内観光の需要回復と観光産業

支援につながっているものと考えております。

また、旅行会社や宿泊施設などを通じて、

キャンペーンを利用した県民や隣県等の方々か

ら、本県のよさを再認識したとの声が寄せられ

ております。

今後とも、県内外の方々の旅行ニーズを的確

に捉えながら、本県の魅力をＰＲし、積極的な

誘客促進に努めてまいります。

「県民割」でスタートしまし○坂本康郎議員

たジモ・ミヤ・タビキャンペーンであります

が、その後、鹿児島、熊本、大分の隣県同士で

相互利用が可能になり、「隣県割」として旅行

の対象範囲が広がっていましたが、現在はその

利用範囲が九州全県に広がって これは本当―

―にいつの間にかという印象だったんですが

「九州割」という新しい名前になっていまし

た。

割合頻繁にジモ・ミヤ・タビ関連のホーム

ページを確認していた私ですら、いつの間にか

という印象ですので、一般的な認知度は低いの

ではないかと感じています。

キャンペーン自体が期限の延長、再延長を繰

り返していることに加え、後ろには「県民割」

の全国展開が控え、ＰＲにも力加減が難しいこ

とと思いますが、現行の「九州割」の観光誘客

の取組について、商工観光労働部長にお伺いし

ます。

ジモ・ミ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ヤ・タビキャンペーンにつきましては、対象範

囲を県内から県外に徐々に広げておりまして、

昨年12月に、隣県の熊本県、大分県、鹿児島県

を対象とし、今年の４月に佐賀県と長崎県を、

そして５月に福岡県を追加したところでござい

ます。

その結果、九州内全てが対象となりましたこ

とから、九州各県が連携し、現在、九州割とし

て実施しているところでございます。

このキャンペーンのＰＲにつきましては、本

県をはじめ九州各県が、それぞれ地元マスコミ

への情報提供や、各県の新聞への広告掲載、イ

ンターネットやＳＮＳを通じた情報発信を行っ

ていることに加えまして、九州観光機構を通じ

た広域的なＰＲも実施しているところでござい
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ます。

今後とも、九州全域の方々に情報が届きます

よう、九州各県等とも連携しながら、効果的な

情報発信を行い、誘客促進に努めてまいりま

す。

今年、沖縄県が本土へ復帰し○坂本康郎議員

て50周年を迎えました。

1972年の本土復帰後は、1975年の海洋博覧会

を皮切りに、1992年に開園した首里城公園など

環境整備を経て、2000年頃からの沖縄ブームを

きっかけにして、観光が県の基幹産業へと成長

していきます。

その後のインバウンドの追い風も受け、2019

年の観光客数は1,000万人を突破。コロナ禍で過

去最大の落ち込みといわれた翌2020年の観光客

数は、それでも370万人を数えました。

言うまでもなく、沖縄は今や国内有数の観光

県であります。

本県のこれからの観光再生と新たな観光誘客

を考える上で、沖縄を訪れるインバウンドを含

めた観光客を、沖縄から宮崎へ取り込むことを

一度よく検討してみてはいかがでしょうか。

沖縄で私が交流のある沖縄の方たち、これ

は50代以上の男性が多いわけですが、折に触れ

て宮崎の魅力について尋ねてみますと、その方

たちからは、宮崎のゴルフ場が格別にすばらし

いという答えが返ってまいります。

「何がすばらしいといって、芝がすばらし

い、景色がすばらしい、また宮崎でプレーをし

てみたい」と大絶賛の一方で、「ただし、飛行

機だけは大変不便だ」と決まって言われます。

私も所用で沖縄を訪問することがあります

が、宮崎と那覇を結ぶ直行便は、現在ソラシド

エアの１日１往復のみ。行きの宮崎－那覇の便

が朝出発し、帰りの那覇－宮崎の便が夕方出発

のため、宮崎から沖縄へ出かけていく分には便

利ですが、沖縄から宮崎に来るには、反対に大

変時間効率の悪いことになってしまっていま

す。

宮崎、沖縄双方向に都合のよい空路の整備

や、十分な宿泊施設の確保など、課題もありま

すが、海外からの入国制限が本格的に緩和され

た後には、いずれ沖縄に帰ってくるであろう大

量のインバウンドを、沖縄の次の立ち寄り先と

して宮崎へ取り込まない手はありません。

沖縄を訪れる観光客に、沖縄にない観光資

源、魅力的なゴルフやサーフィン、食や伝統文

化など、本県独自の見どころを「沖縄プラス」

のパッケージとして売り込み、沖縄から宮崎の

観光の新ルートが確立できれば、本県にとって

も沖縄にとっても、また、旅行に新たな選択肢

が加わることで、ユーザーにとっても大変メ

リットのあるものと考えます。

ポストコロナの本県の観光戦略の一手とし

て、沖縄プラスの観光対策を提案したいと思い

ますが、これにつきましては永山副知事にお伺

いいたします。

議員御指摘のとお○副知事（永山寛理君）

り、今や沖縄は、インバウンドを含む観光客数

が年間1,000万を超えたということで、国内有数

の観光地に成長したところでございます。一方

で、沖縄を訪れる、特にインバウンド客という

のは、大抵が沖縄を観光してそのまま帰るとい

うことで、ほかの県には行かない傾向が結構ご

ざいますので、その観光客を宮崎に取り込むと

いう視点というのは大変重要だと考えておりま

す。

御承知のように沖縄は、サンゴ礁が広がる亜

熱帯のリゾート、独自の文化、食、そして、先

ほど議員から御紹介いただきました「平和の
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礎」に代表される平和の島というのが、観光地

としての魅力でございます。

一方で、宮崎に目を転じますと、また華やか

なリゾートがあり、私は沖縄と宮崎の両方でゴ

ルフをやるものですから、その宮崎のゴルフ場

のすばらしさというのを身をもって体験しまし

て、沖縄の人間にも紹介しておるんですけれど

も、そのゴルフのすばらしさ、サーフィンの

メッカ、さらに豊かな食と文化、特に日本の発

祥とも言われる神話・神楽、そのようなすばら

しい魅力的なコンテンツが宮崎にはいっぱいご

ざいますので、そういったコンテンツを効果的

に発信することによって、沖縄から宮崎への観

光客の流れをつくる。それがひいては、願わく

ば航空会社の皆様の心も動かせるような、その

ような魅力ある発信をこれから頑張っていきた

いと思います。

次に、県営住宅政策について○坂本康郎議員

質問いたします。

11月議会の一般質問にて、県営住宅の抱える

ソフト面の課題への対応を質問いたしました。

これは、入居者の高齢化など社会変化に伴

い、自治会活動に支障を来す状況が発生してお

り、団地自治会の運営や共用部分の管理につい

て、長期的な視点に立った対策を求めたもので

ありますが、県からは、まず入居者、自治会へ

意向調査を行い、状況の把握をしていく旨の御

答弁をいただきました。

その後の進捗状況について、県土整備部長に

お伺いします。

県営住宅の共○県土整備部長（西田員敏君）

用部分については、草刈りや清掃活動等の実施

や共益費の徴収を入居者にお願いしております

が、管理の実態等の課題を把握するため、令和

４年３月に、団地の自治会等に対し、アンケー

ト調査を実施したところであります。

その結果、団地によっては、草刈り作業等の

一部を業者に委託している実態や、共益費の滞

納の発生、清掃活動参加者の減少、班長等の成

り手がなかなか見つからないことなどの課題が

生じていることが確認されたところでありま

す。

県としましては、引き続き団地ごとのニーズ

を把握するとともに、将来に向けた管理方法を

検討するため、先進的な取組を行っている他県

の事例調査を実施することとしております。

大変迅速な御対応をいただき○坂本康郎議員

まして、ありがとうございました。

11月の私の一般質問には、少しですが反響が

ありまして、県議会だよりを御覧になった３か

所の団地の自治会長さんから御連絡をいただき

ました。

どちらも一様に、入居者の高齢化で共用部分

の清掃や草刈り作業がままならないこと、自治

会活動への不参加者や共益費の未払い者が増え

て、役員の負担が大きくなっていること。この

ままでは自治会の存続自体も危ういことを訴え

ておられ、今後の県の動向に大変注目をしてい

らっしゃいます。

今回の調査結果などから実態や入居者の意向

を把握、検討していただいて、これからの県営

住宅の在り方、新しいビジョンが示されること

を期待しております。

次に、多くの外国人技能実習生、特定技能実

習生を受け入れておられる、県内の漁業関係者

や介護福祉施設を運営する事業者が、県営住宅

や市営住宅への外国人実習生の入居を希望され

ています。

外国人実習生の受入れには、実習生の住居の

確保が必要条件になっておりますが、近場の民
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間のアパートやマンションには、外国人だけで

は入居を断られるケースも少なくないため、住

居の確保に苦労されている事業者も多いようで

あります。

外国人技能実習生が県営住宅及びその他の公

営住宅へ入居するための制度と、県の取組につ

いて、県土整備部長にお伺いします。

外国人技能実○県土整備部長（西田員敏君）

習生等の県営住宅への入居につきましては、国

土交通省からの通知に基づき、地域住民と同様

に入居資格を認める取扱いを行っており、入居

の際には、原則として同居親族が必要となって

おりますが、日向市や日南市など過疎法による

過疎地域等となっている９市町の県営住宅へ

は、単身での入居が可能となっております。

また、県営住宅及び市町村営住宅について

は、国の承認を得ることにより、特例的に空き

住戸を活用できる制度があり、この制度を活用

して、現在、延岡市の市営住宅において、単身

の漁業研修生を受け入れている事例がございま

す。

県としましては、外国人技能実習生等を受け

入れる団体に情報提供するなど、広く制度の周

知に努めてまいります。

次に、空き家問題への対策に○坂本康郎議員

ついて質問いたします。

ここで取り上げますのは、長期間使われない

まま放置された、倒壊のおそれのある危険な状

態の空き家の問題です。

屋根・外壁の落下や飛散により、周辺の住宅

や道路など生活環境に悪影響を及ぼすものにつ

いて、その解体費用の一部を補助する制度が、

各市町村に設けられております。

宮崎市では、建物の所有者に対して、解体除

去、廃材処理、運搬費用を対象に、経費の２分

の１を上限に補助。解体作業が困難であった

り、再建築が困難な場所に建つ空き家について

は、対象経費の５分の４を上限に補助するよう

になっておりますが、市では、昨年から申請件

数が増えてきており、今年度の分は予算枠を

オーバーする状況になっているようです。

倒壊のおそれのある腐朽・破損した空き屋の

建物は、そのまま放置されれば周辺の住宅に損

害を与えるほか、事故や火災につながる危険も

あり、解体除去のために行政が積極的に関わっ

ていく必要があります。

県ではどのような取組をしているのか、県土

整備部長にお伺いします。

空き家対策に○県土整備部長（西田員敏君）

つきましては「空家等対策の推進に関する特別

措置法」に基づき、空き家対策の実施主体であ

る市町村が、総合的な計画となる「空家等対策

計画」を策定し、これに基づき危険な空き家の

除却など必要な措置を講ずるよう努めるものと

されており、現在、21市町村が策定済みとなっ

ております。

この計画を策定しますと、国の交付金等を活

用できるようになるなどメリットもありますこ

とから、県では、計画未策定の市町村を直接訪

問し、策定を働きかけるとともに、その後の対

策についても円滑に進むよう、必要な支援を

行っているところであります。

倒壊のおそれのある腐朽・破○坂本康郎議員

損した空き家には、所有者が不明もしくは近く

に住んでいないなどの事情で、危険な状態が長

期間放置されているものも少なくないのではな

いかと考えられます。

近隣の住民で、この危険な空き家を解体除去

するには、まず所有者を探すことから始めなけ

ればなりませんが、不動産を扱った経験がなけ
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れば、登記簿膳本の確認すらままならず、個人

情報の扱いが厳しい昨今では、所有者の連絡先

まで見つけることはかなり難しくなっておりま

す。

そのような状況を踏まえ、行政の積極的な対

応が必要ではないかと考えるわけですが、現

在、県のホームページをたどっていきますと、

空き家全般について「みやざき空き家等相談窓

口」が開設されています。

この相談窓口の役割について県土整備部長に

お伺いします。

「みやざき空○県土整備部長（西田員敏君）

き家等相談窓口」は、一般社団法人宮崎県宅地

建物取引業協会が設置したものでありまして、

市町村の窓口では相談への対応が困難な空き家

の管理・賃貸・売買等の相談に応じており、ま

た、空き家の所有者を特定するといった相談に

ついては、不動産の登記に詳しい宮崎県司法書

士会への取次ぎを行っております。

県といたしましては、「みやざき空き家等相

談窓口」は、市町村の窓口と連携しながら、こ

れを補完するものと考えており、これまで、

「市町村空き家連絡調整会議」での情報提供

や、県庁ホームページに掲載して周知を行って

おりますが、今後、市町村のホームページや広

報紙にも掲載してもらうなど、様々な広報の機

会を捉えて、さらなる県民への窓口の周知を

図ってまいります。

国土交通省が、全国の自治体○坂本康郎議員

の先進的な取組を紹介しています。

ここで一例ですが、和歌山県田辺市では、相

続や遠方に居住しているなどの理由で長期間使

われずに放置され、倒壊のおそれのある危険な

空き家の隣接住民に対して、市が所有者と隣接

住民の間に立って仲介し、解体費用プラス登記

費用程度の金額で売買が成立するよう働きかけ

る、マッチングサービスを行っております。

また、山形県鶴岡市では、長期間管理がなさ

れていない空き家を、市が寄附として受け付

け、解体・整地をした後に、若者世帯や移住者

に対して、住宅用地として供給する事業を進め

ています。

どちらも大変優れたアイデアだと思いまし

た。ぜひ参考にしていただき、現行法でも実行

可能な、有効な対策を県主導で進めていただき

たいと思いますが、御見解をお伺いします。

県では、空き○県土整備部長（西田員敏君）

家対策を推進するため、毎年「市町村空き家連

絡調整会議」を開催し、県内市町村の取組事例

の発表を行うなど、市町村間での情報共有を促

進するとともに、全国の先進的な取組について

も、国が示す事例集等を用いて紹介していると

ころであります。

市町村が、空き家の除却に関する先進的な事

例を参考に、地域の実情に合った取組を進める

ことは、大変有意義であると考えており、県と

しましては、市町村のニーズに合った情報を提

供するなど、必要な支援を行ってまいります。

次に、不在者投票について質○坂本康郎議員

問いたします。

昨年10月に実施された衆議院議員選挙におき

まして、病院、介護老人保健施設、老人ホー

ム、保護施設、身体障がい者支援施設などの、

県選挙管理委員会が不在者投票施設として指定

した施設数を、選挙管理委員長にお伺いしま

す。

不在者投票○選挙管理委員長（茂 雄二君）

のできる施設につきましては、病院や介護施設

等で、おおむね50人以上の入院または入所定員

を有する施設であって、投票環境として適当な
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場所及び必要な人員を有すると認めた場合に、

施設の申請により指定を行っております。

昨年の衆議院選挙における不在者投票指定施

設の数は、県内で281施設となっております。

今御答弁いただきました281の○坂本康郎議員

不在者投票指定施設のうち、実際に不在者投票

が行われた施設数をお伺いします。

昨年の衆議○選挙管理委員長（茂 雄二君）

院選挙では、県内281施設のうち165施設におき

まして、不在者投票が行われております。

次に、昨年の衆議院議員選挙○坂本康郎議員

におきまして、不在者投票を行った投票者数を

お伺いします。

昨年の衆議○選挙管理委員長（茂 雄二君）

院選挙では、県外の施設において投票した選挙

人も含め、小選挙区選挙において3,151人が、施

設における不在者投票を行っております。

事前に確認しましたところ、○坂本康郎議員

不在者投票の投票率のデータは取られていない

ということでしたので、今御答弁いただきまし

た3,151人という不在者投票の投票者数が多いの

か少ないのか、私なりに判断するための目安と

して、以下、計算をしてみました。

昨年10月時点の不在者投票指定施設につい

て、該当する施設の定員数を手計算で数えてみ

ましたら、合計で２万8,142人になりました。こ

の数字には未成年者の数が含まれますので、県

の18歳以上の人口比率84％を掛けた結果、２

万3,639人が目安の有権者数となりました。

御答弁いただきました不在者投票者数から、

これはあくまで目安の投票率として計算した結

果13.3％という数字が出てまいりました。

施設によっては定員数を満たしていない施設

もあると思われますので、あくまで参考の値で

ありますが、それを割り引いても、前回の衆議

院議員選挙全体の投票率53.65％と比べて、かな

り少ないという印象を私は持ちました。

感染症の影響も考えられますので、新型コロ

ナ感染拡大前に実施された令和元年の参議院議

員選挙における不在者投票についても、実績を

お伺いします。

令和元年の○選挙管理委員長（茂 雄二君）

参議院選挙におきましては、不在者投票指定施

設は284施設でありまして、そのうち実際に投票

が行われたのは164施設であります。

また、施設における不在者投票者数は、県外

の施設において投票した選挙人も含め、選挙区

選挙で2,822人となっております。

御答弁いただきました２回の○坂本康郎議員

選挙を比較して、不在者投票に感染症の影響は

なかったものと思われます。

いずれにしましても、病気や介護、障がいな

どで入院、入所されている方たちの投票の機会

が守られることが重要であります。

県の取組を選挙管理委員長にお伺いします。

施設におけ○選挙管理委員長（茂 雄二君）

る不在者投票につきましては、入院または入所

する選挙人の自由意思に基づき行われるもので

あります。

このため、施設が選挙人に代わって投票用紙

等を請求する場合には、事前に施設内で不在者

投票の希望を聞いた上で、市町村から投票用紙

等を取り寄せることとなり、希望を聞かずに、

あらかじめ入所者の人数分の請求を行うことは

できません。したがいまして、不在者投票の実

施に当たりましては、事前に施設内において十

分な周知を行い、選挙人の投票機会が失われる

ことのないよう留意する必要があります。

県では、参議院選挙に向けて、対象施設に不

在者投票の手引を送付しますとともに、これを
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基に、オンラインによる説明会を開催し、不在

者投票事務の留意点等を説明したところです。

引き続き、施設における不在者投票が適切に

実施されますよう、必要な助言・指導を行って

まいります。

入院、入所している全ての有○坂本康郎議員

権者が、どの施設でも同じように投票の手続が

なされ、投票の権利がちゃんと守られるよう、

各施設に対して適切な指導に努めていただきま

すよう要望いたします。

次に、県の公共工事について質問いたしま

す。

先ほどの政策要望懇談会に参加された、塗装

工業会や電業協会など専門工事の業界の方たち

から、県発注の公共工事について、県内業者の

受注を促進するために、分離発注の割合をもっ

と増やしてもらいたいという要望が出されてい

ます。

県土整備部発注工事における分離発注の考え

方をお伺いします。

県土整備部が○県土整備部長（西田員敏君）

発注する工事につきましては、規模の小さい工

事や、工事箇所の自然的条件、技術的理由によ

り工事を分離施行することが不合理または困難

な場合を除き、建設業法に規定する建設工事の

種類ごとに分離し、それぞれを別途の契約によ

り施行することを原則としております。

次に、入札参加資格について○坂本康郎議員

お伺いします。

市町村発注工事の施工実績を県発注工事にお

いても評価して、入札参加資格に加えてもらい

たいという要望を受けております。

県土整備部発注工事の入札参加資格におい

て、市町村発注工事の施工実績をどのように取

り扱っておられるのか、お伺いします。

県土整備部が○県土整備部長（西田員敏君）

発注する工事につきましては、それぞれの工事

内容に応じた施工実績を入札参加資格として定

めており、基本的には、国・県の発注工事と併

せて、市町村発注工事の施工実績も認めている

ところであります。

ただし、のり面工事など専門性の高い工事に

つきましては、工事の品質確保を図る観点か

ら、小規模工事でのみ市町村発注工事の施工実

績を認めることとしております。

県土整備部長に質問が続いて○坂本康郎議員

大変恐縮なんですけれども、次も部長にお伺い

します。

今、本県周辺では複数の大型開発工事が進め

られております。特に注目されておりますの

が、熊本県菊陽町のＴＳＭＣの半導体製造工場

の建設工事であります。

総工事費１兆円の超大型工事が４月に着工し

たことで、職人が全部熊本に持っていかれるの

ではないかと心配する声があります。

県外へ施工業者が流れていけば、県内で施工

中の工事にも影響が出かねないため、工事の発

注には、工期や発注時期を決める際に、進行中

の大型工事の進捗にも目配りをする必要があり

ます。

県ではどのように対応するのか、県土整備部

長にお伺いします。

公共工事を着○県土整備部長（西田員敏君）

実に実施していくためには、地域の建設企業が

円滑に施工できる環境を整えることが大変重要

であると考えております。

このため県では、地域の建設業団体等と意見

交換を行い、公共工事の受注環境の把握に努め

るとともに、発注時期の見通しを毎月公表する

ことなどにより、円滑な発注や入札・契約の適
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また、令和２年度からは、発注時に設定する

工期について、工事の準備や後片づけに要する

期間を、従来よりも約１か月から３か月加算し

ております。さらに、契約から工事着手までを

最大４か月間設定できる「余裕期間設定工事」

も活用し、建設資材や技術者などの準備を行う

期間を確保しているところであります。

今後も関係団体等と意見交換を行い、地域の

実情を把握しながら、公共工事の円滑な執行に

努めてまいります。

大気汚染防止法及び石綿障害○坂本康郎議員

予防規則の改正により、建築物の解体・改修工

事を行う施工業者は、この４月から、一定規模

以上の解体・改修工事について、石綿（アスベ

スト）の使用の有無に関する事前調査の結果

を、労働基準監督署及び地方公共団体に報告す

ることが義務づけられました。

この事前調査には、来年10月以降から建築物

石綿含有建材調査者という資格が義務づけられ

るため、資格取得のために多くの施工業者が受

講を申し込んでいますが、現在県内で１か所の

みの開催で、定員も回数も少ないため受講でき

ない状態になっております。

何らかの対応が必要と考えますが、県土整備

部長にお伺いします。

令和２年に石○県土整備部長（西田員敏君）

綿障害予防規則等が改正されたことに伴いまし

て、令和５年10月１日以降に建築物等の解体ま

たは改修等の工事を行う場合は、石綿含有建材

の有無について、建築物石綿含有建材調査者講

習の修了者等による調査が義務づけられたとこ

ろであります。

講習実施機関に確認しましたところ、現在、

県内で本年11月と来年１月に当該講習が予定さ

れておりますが、いずれも定員を超過し、キャ

ンセル待ちの状況であり、その対応を検討中と

伺っております。

県としましては、重要な制度改正と認識して

おりますので、講習実施機関に対し、講習回数

を増やすなどの要請を行ってまいります。

以上で用意しました全ての質○坂本康郎議員

問を終わります。

御答弁いただきまして、ありがとうございま

した。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○右松隆央副議長

ました。

次の本会議は、20日、月曜日午前10時から、

本日に引き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時55分散会

令和４年６月17日(金)
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○右松隆央副議長

ます。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、河

野哲也議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○河野哲也議員

ざいます。公明党宮崎県議団、河野哲也でござ

います。

知事の政治姿勢について、まず質問させてい

ただきます。

非核三原則の堅持であります。私は、非核三

原則に関する資料を準備している中で、２つの

事実を知ることができました。

一つは、1991年、ウクライナはソ連から独立

宣言。この時点で、ウクライナは国内に1,900個

以上の核弾頭を保持していたという記録があり

ます。30年前のウクライナは、世界第３位の核

大国だったんです。しかし、1994年、４年後

の12月、ウクライナは自国で保有する核兵器を

全て放棄しました。アメリカ、イギリス、ロシ

アが領土不可侵の原則を守ると約束したからで

ございます。

もう一つの事実は、日本における非核三原則

は1972年（昭和47年）、沖縄返還をめぐる与野

党対決の中、公明党の決断で確立できました。

日米が合意した沖縄返還協定には不備欠陥が多

く、野党が衆院本会議ボイコットで議論から逃

避する中、公明党は、協定には反対を貫きつ

つ、非核三原則を盛り込んだ附帯決議を実現さ

せました。佐藤栄作首相は「厳粛に遵守する」

と明言いたしました。

今、ウクライナ危機に乗じて、非核三原則を

見直し、米国の核兵器を日本国内に配備して共

同運用する核共有について議論を求める声があ

ります。しかし、日米の核共有が非核三原則に

反し、日本のこれまでの国際的信頼に傷をつけ

ることも明らかであります。岸田首相も、「非

核三原則の「持ち込ませず」とは相入れない」

と、核共有を明確に否定しています。

そこで、核兵器について様々な議論がありま

すが、非核三原則、特に「持ち込ませない」の

堅持について、知事の見解をお伺いいたしま

す。

以上で壇上からの質問を終わり、あとは質間

者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

核兵器を廃絶し、戦争のない社会、平和で安

心して暮らせる社会を子孫に引き継ぐことは、

今を生きる私たちに課せられた、極めて重要な

責務であると考えております。

現在、ロシアによるウクライナ侵攻や北朝鮮

の核ミサイル開発などをきっかけとして、一部

の党や国会議員の間で、核共有について議論す

べきとの意見があることは承知しております

が、政府におかれては、「議論することは考え

ていない」との見解が示されているところであ

ります。

核問題をはじめ、外交・防衛に関すること

は、国の責任においてなされるものであります

が、私としましては、我が国は、唯一の戦争被

爆国として、非核三原則を国是として堅持して

いるものと認識しております。この認識の下、

平和さらには県民の安全・安心を、責任を持っ

て確保してまいりたいと考えております。以上

であります。〔降壇〕

ありがとうございます。○河野哲也議員

核共有の議論は、誰も幸せにはしません。政

令和４年６月20日(月)
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府が４月に発表した総合緊急対策で「地方創生

臨時交付金」が拡充され、１兆円の「コロナ禍

における原油価格・物価高騰対応分」という新

たな枠が盛り込まれました。

重点項目のうち、「生活者支援」として、学

校給食費の負担軽減、住民税非課税世帯などに

対する臨時特別交付金、低所得の子育て世帯に

対する生活支援特別給付金の対象拡大、水道料

金をはじめとする公共料金の負担軽減の４点。

「事業者支援」としては、地域交通支援、物流

維持への支援、水道料金をはじめとする公共料

金への補助が提示されました。原油・物価高騰

の影響や不安の声を基にし、ニーズの高いもの

になったと思います。

原油・物価高に対応した地方創生臨時交付金

の活用に当たり、地域の実情をどのように反映

して事業を構築したのか、知事にお伺いしま

す。

今回の緊急対策に係る○知事（河野俊嗣君）

補正予算では、国が拡充した地方創生臨時交付

金を活用しまして、当面の対応として、生活者

支援と事業者支援の観点から対策を講じており

ます。

対策の検討に当たりましては、原油価格や物

価高騰の影響が広い範囲に及んでいると想定さ

れましたことから、関係機関における窓口相談

や、業界団体との意見交換などを通じ、生活者

や事業者が置かれている厳しい実情の把握に努

めたところであります。

その上で、燃料・資材等の高騰に緊急に対応

する事業などを構築したほか、幅広い事業者に

効果が及ぶ、市町村等と連携したプレミアム付

商品券の追加発行事業も盛り込んだところであ

ります。

原油価格や物価の先行きは不透明であります

ので、今後とも状況の変化をしっかり見極め、

国の対策と連動するとともに、支援が必要な方

の声を丁寧に伺いながら、迅速かつ適時適切に

対策を講じてまいります。

ありがとうございます。○河野哲也議員

続いて、防災のための支援に移らせていただ

きます。

農業用取水施設の事故がありました。その結

果、国の要請として、地方にある、国以外の自

治体で管理している取水施設等の点検が指示さ

れましたが、県内で実施した農業用取水施設の

緊急点検について、結果をお伺いしたいと思い

ます。農政水産部長、お願いします。

５月中旬に愛○農政水産部長（久保昌広君）

知県で発生しました頭首工の漏水事故を受け、

本県では、県で整備した52施設について、市町

村や土地改良区等の協力をいただきながら、５

月に緊急点検を実施いたしましたが、取水に支

障を来している施設はございませんでした。ま

た、土地改良区等が管理している頭首工につき

ましても、取水に支障を来している施設はござ

いませんでした。

しかしながら、老朽化している施設も見受け

られますので、適宜適切な点検に努めてまいり

ます。

災害につながる、そういう状○河野哲也議員

況にならないように、最後おっしゃったよう

に、適宜適切な点検をよろしくお願いしたいと

思います。

平成30年に、ため池の緊急点検が実施された

と思いますが、その後の取組についてお伺いし

ます。

平成30年７月○農政水産部長（久保昌広君）

豪雨による６府県32か所のため池の決壊を受け

実施されました全国一斉の緊急点検の結果、本
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県では505か所のうち２か所で漏水や陥没が確認

され、既に復旧工事等は完了しております。

さらに防災対策を進めるため、令和２年10月

に施行された「防災重点農業用ため池に係る防

災工事等の推進に関する法律」に基づき、決壊

した場合に人的被害のおそれのあるため池とし

て県内424か所を指定し、決壊の危険性を判断す

るための調査を実施するとともに、防災工事を

具体的に進めるための計画を策定いたしまし

た。

今年度は、この計画に基づき、29か所の改修

工事等を実施しており、引き続き、ため池の安

全性の確保に取り組んでまいります。

延岡市も該当するため池があ○河野哲也議員

ります。防災工事ということで、しっかりと受

けていただいて、本当に災害がない、そういう

ため池、目的が完遂できるため池の補助をよろ

しくお願いしたいと思います。

土地改良法が改正され、農業用排水施設の豪

雨対策が強化されましたが、県としてはどのよ

うに取り組むのか、お伺いいたします。

近年、頻発化○農政水産部長（久保昌広君）

・激甚化する豪雨災害を未然に防ぐためには、

迅速な防災工事が極めて重要となっておりま

す。

このため、本年４月の土地改良法改正によ

り、豪雨対策として、国または自治体が行う緊

急的な防災事業については、農業者からの申

請、同意及び費用負担を求めずに実施できるこ

ととなり、手続に要する期間がおよそ３分の１

に短縮され、早期の工事着手が可能となりまし

た。

県としましては、法改正の趣旨や内容につい

て関係機関に周知するとともに、事業の緊急性

や必要性を十分に検証しながら、事業計画の主

体となる市町村や施設管理者の土地改良区等と

連携し、ため池や農業用用排水施設の防災対策

に取り組んでまいります。

よろしくお願いします。○河野哲也議員

梅雨の季節になり、風水害が起きやすい時期

に入りました。こうした災害から命を守るため

の重要な備えが、防災行動計画いわゆるタイム

ラインの活用でございます。

タイムラインは、豪雨や台風といった災害を

想定し、行政や住民らが命を守るために取るべ

き防災行動を、いつ誰が何をという視点で時間

軸に整理したものでございます。

2014年に自治体で初めてタイムラインを導入

した三重県紀宝町は、同年の台風18号で試行運

用を行った結果、従来よりも各課の動き出しが

早くなり、住民への早期避難の呼びかけがス

ムーズに行えたということでございました。紀

宝町ではこの後、台風や前線の動きに合わせ

て36回活用していると、報告がありました。

水害タイムラインの全国の策定状況は、全

国109水系、730市町村で完了しているとされて

います。今回の骨太方針にも明記された、地方

自治体によるタイムライン防災の拡充強化を図

ることを、しっかりと実行に移していきたいと

思います。よろしくお願いします。

また、行政だけでなく、地域もタイムライン

をつくることで、スムーズな避難や防災意識の

向上が期待できるものと考えますが、地域での

タイムラインの活用について、県の取組を危機

管理統括監にお伺いします。

地域のタイ○危機管理統括監（横山直樹君）

ムラインは、河川の氾濫など、災害が迫ったと

きに住民が取るべき行動を時系列に整理したも

ので、地域住民の安全確保に大変有効でござい

ます。
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また、作成過程において、地域の災害リスク

や避難のタイミング、避難経路などを住民同士

が話し合い、認識を共有することで、共助の充

実にもつながるものであります。

このため県では、先月、地域防災のリーダー

となる防災士を対象とした研修会でタイムライ

ンを取り上げ、県内各地から参加された約100名

の防災士の方々に理解を深めていただいたとこ

ろでございます。

今後とも市町村や防災士と連携しながら、地

域の防災力向上につながるタイムラインの浸透

に努めてまいります。

私も防災士でございますの○河野哲也議員

で、頑張ります。よろしくお願いします。

ヤングケアラー支援について質問させていた

だきます。

ヤングケアラーについて、政府は、昨年４月

に中学生と高校生、今年４月には小学生を対象

に、いずれも初めて実施した実態調査の結果を

公表いたしました。昨年４月に公表されたの

は、全国の公立中学校に通う２年生、全日制高

校の２年生らを対象に、2020年12月から2021年

２月にかけてインターネットで行われた調査の

結果でありますが、これによると、「世話をす

る家族がいる」と答えた割合は、中学２年生

が5.7％で約17人に１人、全日制高校２年生

は4.1％で約24人に１人でした。「世話をする家

族がいる」と答えた生徒のうち、「頻度がほぼ

毎日」と答えたのは、中学２年生で45.1％、全

日制高校２年生は47.6％に上りました。

平日１日に世話に費やす時間は、中学２年生

が平均4.0時間、高校２年生が3.8時間、その上

で７時間以上との回答が、それぞれ約１割あり

ました。

世話をする家族の内訳を複数回答で聞いたと

ころ、「兄弟」が中学２年生で61.8％、高校２

年生で44.3％と最も多かったです。また、世話

をする家族がいる中高生の６割以上は、相談経

験はなかったということでありました。

ヤングケアラーの実態をどのように把握する

のか、お伺いします。福祉保健部長、お願いし

ます。

ヤングケア○福祉保健部長（重黒木 清君）

ラーは、家庭内の問題として表面化しにくい構

造でありますことから、その実態をしっかり把

握することが重要であり、県では今年度、実態

調査を行うこととしております。

具体的には、教育委員会と連携し、子供に身

近な学校現場におきまして、夏休み明けの９月

頃にアンケート調査を実施することとしており

ます。

対象としましては、県内の小学６年生、中学

２年生、高校２年生の全員を予定しておりまし

て、家庭や生活の実態について調査するととも

に、ヤングケアラーに関する教職員の認知度や

学校の対応状況等につきましても、併せて調査

することとしております。

後ほど実態が分かったものを○河野哲也議員

報告しますが、やっぱり、その実態調査のス

ピード感が欲しいというか。本当に、小学校６

年の子たちの置かれている状況というのが、こ

こまでかという実態もあります。

後ほど、学校現場ではということで聞きたい

と思いますけど、学校には家庭訪問とかその

チャンスがあると思うんですね。そういうこと

を踏まえて、しっかり実態調査をしていただき

たいと思うんですが、小学生ケアラーで「世話

をする家族がいる」と答えた６年生は、今年１

月の時点で6.5％、15人に１人という結果でし

た。世話をする家族の内訳というのは、「兄
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弟」が71％、「母親」が19.8％。子供が世話す

るんですね。そういう状況でありました。

ヤングケアラーに対し、実態調査をした後、

学校現場ではどのように対応していくのか、教

育長にお伺いします。

ヤングケアラーに○教育長（黒木淳一郎君）

限らず、子供たちの抱える様々な課題に対しま

して、各学校では、目常の観察や面談、家庭訪

問、アンケート等も活用しながら、早期発見・

対応につなげてきたところであります。その上

で、ヤングケアラーに関しましては、これまで

以上に、教職員の深い理解と高いアンテナを持

つことが大切であると考えております。

各学校におきましては、県が実施します実態

把握の後は、これまで諸課題に対応してきた既

存の組織を生かし、校内における情報共有や対

策の検討を行い、必要に応じて専門スタッフや

地域の関係機関との連携を進め、適切な支援の

在り方を検討してまいります。

しつこく言うようですが、本○河野哲也議員

当にスピード感を持って実態調査をして、学校

現場として方策を考えている間も、子供はケア

ラーとして存在しているんだということを踏ま

えながら取り組んでいただきたいと思います。

子ども・若者総合相談センターに配置するヤ

ングケアラーコーディネーターの役割につい

て、お伺いします。

ヤングケア○福祉保健部長（重黒木 清君）

ラーにつきましては、子供自身やその家族に自

覚がないことがほとんどであり、自ら支援を求

めることは難しいと考えられますので、まずは

本人に支援の対象となり得ることを自覚しても

らうとともに、周囲の大人がヤングケアラーに

関する理解を深め、早期に発見し、支援につな

げていくことが重要であります。

このため県では、今年度から、子ども・若者

総合相談センター「わかば」にヤングケアラー

コーディネーターを配置し、本人からの相談に

直接応じるとともに、県民を対象とした講演会

の開催や、福祉・介護・教育等の関係機関が行

う職員向けの研修に必要な情報を提供するな

ど、社会的な認知度の向上に向けた普及啓発活

動に取り組んでいるところであります。

大事なポジションというか、○河野哲也議員

配置のコーディネーターの方がどう動くかで、

県内のケアラー、子供たちが、本当につながり

を持てるかどうか、そういうことで大事だなと

思って。この方は、もう４月には配置されてい

るとお聞きしました。一番敏感に動いていただ

ける方だろうなと思います。また、今後も調査

させていただいて、いろいろ具体的な提案もさ

せていただきたいと思います。

国は、令和４年度から３年間をヤングケア

ラーの認知度向上の集中取組期間としています

が、県も同様に取り組むのか、お伺いします。

ヤングケア○福祉保健部長（重黒木 清君）

ラーを支援するには、まずは社会的認知度を向

上させることが極めて重要であり、国は、今年

度からの３年間を集中取組期間としていること

から、県としましても、今年度、「ヤングケア

ラー等支援体制整備事業」を創設し、令和６年

度までの３年間で、先ほど申し上げました、学

校現場での実態調査やヤングケアラーコーディ

ネーターによる認知度向上に向けた普及啓発に

取り組むこととしております。

また、あわせて、実態調査で明らかとなった

実情を踏まえ、ヤングケアラーを早期に発見し

て、適切な支援につなげられる体制づくりにつ

きましても、国や他県の先進事例を参考にしな

がら、検討を進めることとしております。
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ありがとうございます。○河野哲也議員

女性支援に移りたいと思います。

５月19日の衆院本会議で、困難女性支援法が

可決されました。これまでの女性支援法では、

困窮や性被害、心身の健康、住まいの確保な

ど、困難を抱える女性の課題が複雑化・複合化

する中にあって、制度と実態の乖離が指摘され

てきました。特に今はコロナ禍等で、支援を必

要とする女性がなかなか支援につながらないと

いう実態も浮き彫りになってきました。

そこで、実はこれ、施行まで、まだちょっと

あるんですね。法としては可決されましたけ

ど、施行が２年後ということでした。困難女性

支援法の施行を視野に入れた県の取組につい

て、お伺いします。

困難女性支○福祉保健部長（重黒木 清君）

援法におきましては、ＤＶのほか、性被害、生

活困窮など、多様化・複雑化する女性問題に適

切に対応するため、多様な支援を包括的に提供

する体制づくりと、関係機関、民間団体との協

働による切れ目のない支援の実施が求められて

いるところであります。

県におきましては、令和６年４月の施行に向

けて取り組んでいく必要がありますが、具体的

には、今後、国が基本方針を定めることとなっ

ておりますので、その内容を確認しながら、関

係機関と連携し、困難な問題を抱える女性への

支援に関する施策について、検討を進めてまい

りたいと考えております。

これは２年間という、ある意○河野哲也議員

味、県の準備期間というんでしょうか。しっか

りと体制を整える期間というのがあると思いま

すので、しっかりお願いしたいと思います。

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」では、「女性デジタル人材の育成の推進」

という項目が新たに追加されたとお聞きしま

す。コロナ禍の影響や、デジタル化の進展に伴

う経済産業構造の変化を見据え、女性がデジタ

ル分野で就労しやすい環境に整備するよう明記

されています。

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」では、デジタル分野への女性就労促進が明

記されているが、県はどのように取り組んでい

くのか、お伺いします。

デジタル分野○総合政策部長（松浦直康君）

は、コロナ禍においても人材の需要が伸びてい

る成長分野の一つでありまして、テレワークな

ど柔軟な働き方が実現しやすいことなどから、

女性の活躍や所得向上が期待されております。

県では、デジタル人材の育成について、性別

や年齢を問わず、ＩＴ企業等への就職を希望す

る方に対し、ＷＥＢデザイン等のＩＴスキル習

得の講座などを実施しております。

また、離職者等を対象としたパソコンスキル

の習得など、職業訓練では、子供を預けること

ができる託児サービスつきのコースも設け、女

性が訓練を受けやすい環境づくりにも努めてお

ります。

こうした取組と併せ、デジタル分野に対する

女性の関心を高め、新たな就労につなげていく

ため、男女共同参画センターなどの関係機関と

連携し、情報の提供や相談体制の強化に取り組

んでまいります。

よろしくお願いします。○河野哲也議員

子宮頸がんの主な原因となるＨＰＶの感染を

防ぐＨＰＶワクチン接種を個別に呼びかける積

極勧奨が、４月から９年ぶりに再開されまし

た。対象者には、市町村から案内が順次送付さ

れていると聞いております。

ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種 結―
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局９年間、間が空いて接種できていない女性が

いらっしゃいますので、そのキャッチアップ接

種を積極的に推進していただきたいと考えてい

ますが、現在の取組状況についてお伺いしま

す。

子宮頸がん○福祉保健部長（重黒木 清君）

の予防を目的としたＨＰＶワクチンの積極的勧

奨が、今年の４月に再開され、それまでの勧奨

差し控えの間に接種の機会を逃した方を対象と

した、キャッチアップ接種も開始されました。

県内のキャッチアップ対象者は約３万人であ

り、実施主体である市町村においては、現在、

対象者への個別通知やホームページ、回覧板に

よる広報等、積極的な接種勧奨を進めていると

ころであります。

県におきましても、ＨＰＶワクチンの有効性

・安全性に関する情報を掲載したリーフレット

を作成し、市町村や学校等を通じて配布すると

ともに、ホームページや県政番組等でもお知ら

せしているところであります。

また、対象者が安心して接種することができ

るよう、医師会や大学病院等と連携し、接種後

の症状に関する相談窓口や医療体制を整備した

ところであり、今後も市町村や医療機関等と連

携して、キャッチアップ接種の推進に努めてま

いります。

９年前にこの状態があれば○河野哲也議員

はっきりと数値は分かりませんが、子宮頸―

がんを発症する女性が年間１万1,000人というふ

うに言われて、約2,900人が亡くなっているんで

すね。この犠牲になられた方、もしかしたら９

年間に接種等が進んでおればという思いがあり

ます。

ただ、やはり不安なことがあるということ

で、症状が出た人へ寄り添う支援というのも、

今、後半に説明いただきましたけど、大学病院

と医師会とが協力していただいて、不安のない

積極的勧奨、接種を望んでおります。よろしく

お願いします。

若者支援ということで、次に行かせていただ

きます。

我々県議団は、公明党の青年委員会ととも

に、５月22日に県内４か所で、「ボイスアク

ション2022」街頭アンケートを行いました。宮

崎をもっと大好きなまちにと、公明党に寄せら

れた声を５項目にまとめたものを提示しまし

た。宮崎に必要だと思う項目を選んでもらい、

シールを貼ってもらいました。

項目別の結果でありますが、「どこへでも行

きやすい宮崎に！」、具体的に言うと、東九州

自動車道の４車線化、九州中央自動車道の早期

開通、新幹線の開通、飛行機の増便、これが26

％でありました。「働きやすい宮崎に！」、就

業先の増加、賃金アップ、週休３日制導入、

キャリアアップ支援、これが21％の支持でござ

いました。３番目、「魅力ある宮崎に！」、具

体的に言うと、レジャー施設やテーマパークの

誘致、移住者受入れの促進、これは26％支持が

ありました。４番目、「結婚、子育てしやすい

宮崎に！」、育休手当の増額、子供の医療費無

償化、教育費用の無償化、新婚世帯の援助、こ

れが18％。５番目、「ありのままが輝く宮崎

に！」、選択的夫婦別姓制度の導入、バリアフ

リーの推進、あらゆる場面での男女平等、これ

が９％でした。

サンプル数として有効か分かりませんが、傾

向として、若者のアンケート結果が出たわけで

すけど、知事の所感をお伺いしたいと思いま

す。

私も対話と協働を掲げ○知事（河野俊嗣君）
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まして、様々な機会を捉えて、県民の声に耳を

傾け、施策の反映に努めてまいりました。特

に、これからの宮崎を担う若者の声というも

の、意見というものは大変貴重であると考えて

おりまして、毎年、大学生を対象に講義を行

う、さらには小中高を訪問しての授業なども

行っております。

先日も、県総合計画の見直しに向けまして、

大学生を中心とする若者たちと直接、意見交換

を行いまして、参加者からは、デジタル化の推

進や交通問題、新しい働き方などに関する多く

の意見をいただいたところであります。

今回、御紹介いただいたアンケート結果を見

ますと、交通インフラや暮らしの魅力の充実に

関する項目が多く、私も、意見交換などを通じ

て多く伺っている意見というものが反映されて

いるなと。また、都市部の生活と比較した率直

な意見が反映されているということを感じてい

るところであります。

これらの意見につきましては、策定中の総合

計画をはじめ、今後の施策に生かしてまいりた

いと考えておりますが、あわせて、一方で、本

県の持つ美しい自然や豊かな食、スポーツ環

境、さらには暮らしやすさ、子育てのしやすさ

など、都市部とはまた違った、本県ならではの

魅力もしっかり発信することで、若者に選ば

れ、住み続けたいと思ってもらえるような県づ

くりを進めてまいります。

ありがとうございます。○河野哲也議員

ここまで具体的に答弁いただけるとは思いま

せんでした。青年委員会のほうにバックしま

す。

首都圏には、学生で構成される団体「ＳＴＵ

ＤＥＮＴ ＶＯＩＣＥ」があります。公明党は

先日、団体から政策提言を受け、意見交換をし

ました。提言では、高等教育無償化に関し、給

付型奨学金と授業料減免の対象を中間世帯まで

拡大することとともに、学費負担の大きい多子

世帯や理工学部などを専攻する学生への配慮を

要望、そのほか、ブラックバイト対策の強化、

学びを深めるための休学費用の減免などもあり

ました。学生ならではの提言でありました。こ

ういう学生の組織は、宮崎にあるでしょうか。

学生の声を県の施策に反映できるシステムが必

要であると考えますが、県の考えをお伺いしま

す。

本県の将来を○総合政策部長（松浦直康君）

担う学生など若い世代の意見を伺い、施策に生

かしていくことは大変重要であると考えており

ます。

県では、総合計画の改定に当たり、学生など

若い世代の方々との意見交換を行っておりまし

て、先ほど知事からもありましたけれども、今

月５日には、「知事とのふれあいフォーラム」

の仕組みの中で、県内の大学生や高等専門学校

生に参加いただき、本県の将来像などについて

御意見をいただいたところであります。

このほか、学生を対象としたフォーラムの開

催や、知事や県職員が県内の大学に出向き、本

県の課題や将来についてお話をしたり、意見交

換する機会の設定にも取り組んできたところで

あります。

今後とも、若者に選ばれる宮崎づくりのた

め、あらゆる機会を捉えて、学生など若い世代

の御意見を伺い、施策に生かしてまいります。

ありがとうございます。○河野哲也議員

公明党が関わらせていただいた中で、奨学金

の給付型、それから奨学金の返還の企業・自治

体の肩代わりも、学生の声で実現したものなん

です。当事者が具体的に提言をしていただける
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というのは本当に大事だなと思いますので、ど

うかよろしくお願いします。

教科担任制とＳＴＥＡＭ教育について、教育

長にお伺いします。

教科担任制の先行事例を２つ紹介します。横

浜市立戸部小学校の６年生は、２学級編成。ど

ちらの学級も、体育は１組の担任、社会は２組

の担任が受け持ち、外国語、理科、家庭科、音

楽、図工は、担任を持たない専科教員がそれぞ

れ授業を担当する。国語と算数は、各学級担任

が授業を行う。教科担任の事業は内容も充実し

ていて、児童から、分かりやすく楽しいなど好

評を博しているといいます。教員側のメリット

も大きいということで、担任の教員は担当教科

以外の空き時間を活用して、授業や教材の準備

のほか、学級通信の作成等、今まで放課後に対

応していた業務を進めることができるように

なったということで、報告がありました。

もう一例は、兵庫県。同県は、学級担任間に

よる交換授業と少人数授業を組み合わせた、兵

庫型の教科担任制を独自に構築。平成22年度に

は、全県で実施している。実際に指導に当たる

教員自身が教科担任制のメリットを感じている

とのアンケート結果も出ています。

文科省も、教育上の効果の大きさ、教員の働

き方改革の必要性などを踏まえ、今年から小学

校５、６年生を対象に行うことを決定していま

すが、本県の小学校における教科担任制の現状

と成果についてお伺いします。

本県の現状につき○教育長（黒木淳一郎君）

ましては、国の方針を踏まえながら、令和２年

度から導入し、今年度、県内半数以上の132校の

小学校で教科担任制を実施しております。

成果につきましては、既に導入した学校にお

きまして、今、議員からの御指摘もありました

ように、教員の専門性が生かされ、教科指導の

充実が図られております。また、教科ごとに担

任が変わるため、複数の教員による多面的な児

童理解が可能となっております。さらに、学級

担任の空き時間の確保も可能となり、学校にお

ける働き方改革にもつながっております。

県教育委員会といたしましては、引き続き小

学校における教科担任制を推進し、子供たちの

学びの充実を進めてまいります。

ありがとうございます。○河野哲也議員

文科省推奨に、もう一つＳＴＥＡＭ教育とい

うのがございます。Science（科学）、Technolo

gy（技術）、Engineering（工学）、Art（芸

術）、Mathematics（数学）の頭文字を取った言

葉で、教科横断的な教育を指します。

昨年１月に出された中教審答申では、「ＳＴ

ＥＡＭ教育のような教科横断的な学習を充実さ

せることは、学習意欲に課題のある生徒たちに

こそ非常に重要で、生徒の能力や関心に応じて

推進する必要がある。」と強調しています。

経産省のサイトに、「未来の教室」ＳＴＥＡ

Ｍライブラリーというのがあります。その中の

初級編「ごんぎつね」というのを閲覧しまし

た。教材はあの有名な新美南吉の「ごんぎつ

ね」でございます。一般的な感想としては、

「ごんは一生懸命、栗などを運んだんだな」と

か、「兵十は撃ってしまったことを後悔してい

る」など、ストーリーに沿った見方が多くなる

と思います。そこを科学的な視点で鑑賞する

と、「きつねはいたずらできるのか」「ごんが

死んだとはどこにも書いてないぞ」とか、数学

的観点からは、「兵十とごんの距離は」とか。

このようにＳＴＥＡＭ化は、一つの物事をいろ

んな視点から捉え直し、さらに掘り下げ、探求

していくことを目指すものだと思いました。
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教科担任制の拡大から、このＳＴＥＡＭ教育

を校種（小・中・高）での発達段階に応じて行

えば、期待する力の育成になると考えますが、

文科省の推奨するＳＴＥＡＭ教育について、県

の見解をお伺いします。

デジタル技術の急○教育長（黒木淳一郎君）

速な進展の中で、社会が激しく変化し、多様な

課題が生じている今日におきまして、文系・理

系の枠にとらわれず、各教科での学習を実社会

での問題発見・解決に生かす教科横断的な教育

として、ＳＴＥＡＭ教育が注目されておりま

す。

現在、各学校種におきまして発達の段階に応

じて行われている、地域課題等の解決を図る探

求的な学習や、科学技術分野での研究等を、改

めてＳＴＥＡＭ教育の視点で捉え直すことで、

現代の諸課題をより創造的に解決する能力を育

むこととなり、本県の将来を担う人材の育成に

つながるものと考えております。

本県の将来を担う人材の育成○河野哲也議員

のために、ＳＴＥＡＭ教育をさらに推進してい

ただきますよう、お願い申し上げます。

本県の義務教育段階における学力向上の取組

についてお伺いします。

学校教育の基盤と○教育長（黒木淳一郎君）

なる義務教育段階における学力向上につきまし

ては、令和の日本型学校教育を踏まえまして、

主体的・対話的で深い学びを実現し、学びの動

機づけや幅広い資質・能力の育成を図っていく

必要があると考えております。

そのためにも、昨年度からスタートした「Ｇ

ＩＧＡスクール構想」におきまして、県内に10

校のモデル校等を指定し、学力向上のためのＩ

ＣＴの効果的な活用について研究を進めている

ところであります。

また、「みやざき小中学校学力向上支援事

業」としまして、学力向上が組織的に推進され

るよう、管理職への研修を行うとともに、学校

訪問におきましては、一人一人の教員に直接、

授業改善の支援をしているところであります。

今後とも、市町村教育委員会とより一層の連

携を図りながら、一体となって義務教育段階の

学力向上に取り組んでまいります。

事実として、宮崎の子供たち○河野哲也議員

のどんな姿に、その学力向上の効果が現れてい

るのか、今後ともしっかり注視していきたいと

思います。

最後の質問でございます。身体に障がいを持

たれている方の運転免許取得への支援でござい

ます。

障がいを持たれている方から相談がありまし

て、「自動車運転免許証の更新が延岡市ではで

きず、宮崎市での受験となりました。遠距離で

あるし、仕事も休まざるを得ない」等々、相談

がありました。

そこで、宮崎市近辺以外に居住する身体に障

がいを持たれている方の免許更新について、警

察本部長にお伺いします。

身体に障がいを○警察本部長（佐藤隆司君）

持たれている方が運転免許を更新する際、新た

に免許条件を付与したり、既に条件を付与され

ている方が変更または解除を希望される場合に

は、運転適性シミュレーターを使用した審査を

しておりますが、同機器は宮崎免許センターに

１台しかありませんので、宮崎市近辺以外に居

住する方におかれましても、宮崎免許センター

までお越しいただいております。

なお、その後の免許更新で、障がいの程度に

変更のない方は、最寄りの免許センターまたは

警察署で更新手続をしていただくことができま
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す。

今後、障がいを持たれている○河野哲也議員

方のリスク軽減のために、設置場所とか費用に

課題があるとは思いますが、都城市、延岡市の

両免許センターに運転適性シミュレーション設

置をお願いしたいと思います。

以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

次は、武田浩一議員。○右松隆央副議長

〔登壇〕（拍手） こんにち○武田浩一議員

は。こうしてお話しできることに感謝します。

先日、古川法務大臣を祝う謝恩の会が都城市

で開催されましたので、出席してまいりまし

た。興味深く感動的なお話を拝聴いたしまし

た。その中で、「日本と中国は2,000年にも及ぶ

友好往来の歴史がある。だからこそ、覇権主義

に傾倒している中国に対して、国際法にのっと

り、他国との関係を構築すること、覇権主義で

は身を滅ぼしますよと、しっかり真正面から

言ってあげることが、日本の果たす役割であ

る」、要約すると、こんな感じのことをお話し

いただきました。

そして、「今の自分があるのは、ふるさとの

皆様のおかげである。また、自分の正しいと思

う政治活動をさせていただいている私は、本当

に幸せ者だ」と、何回も何回も感謝の言葉を繰

り返し発言されていたのが、一番印象に残って

おります。

私は、これからの社会は、個を大事にしなが

ら多様性を容認し、全ての人々に「尊重・尊敬

・感謝」の心を持って対すること。そして、競

い合う「競争」から、共に奏で合う「共奏」の

社会へ変わっていくと私は信じております。

それでは、質問に入ります。

内閣府が５月18日に発表した国内総生産速報

値では、物価変動を除く実質で前期比0.2％減、

このペースが１年間続くと仮定した年率換算

は1.0％減であります。マイナス成長は2021年７

月～９月期以来、２四半期ぶりであります。本

年１月～３月期は、感染力の強い新型コロナ感

染症のオミクロン型が広がり、東京都などに、

まん延防止等重点措置による飲食店の営業制限

がしかれた時期にほとんど重なります。ＧＤＰ

の半分以上を占める個人消費が0.03％減と停滞

し、ワクチンの輸入増などを背景に、外需も成

長率を押し下げたようであります。

新型コロナ感染症対策という明確な要因が作

用したマイナスを過度に悲観する必要はないと

も考えますが、海外旅行客の受入れと、行動制

限の緩和で先行する米国や欧州に比べ、消費を

はじめとする経済の回復は弱々しいのではと感

じます。

ロシアのウクライナ侵攻で進むエネルギー高

騰、米国の金融引締めに伴う円安・ドル高、新

興国経済の混乱、ゼロコロナをしく中国景気の

失速など、リスクも山積しています。

本県においても、燃油・資材・原料等の高

騰、食料品をはじめ生活必需品の値上げが相次

いで発表されるなど、県民から不安の声が聞こ

えてまいります。

政府は、ガソリン価格の高騰などを受けた物

価高対策、外国人観光客の受入れ再開を決めま

したが、中長期的な経済成長の押し上げはなか

なか難しい現状であります。感染抑制に目配り

しながらも、コロナ禍で落ち込んだ経済活動を

再び活発にする視点で、果敢な政策を進めてほ

しいものであります。

このように、国際情勢の変化が直接、本県経

済に影響を及ぼす時代において、今後どのよう

な県づくりを進めていかれるのか、県民を導い
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ていかれるのか、知事の考えを伺います。

以上で壇上からの質問を終わり、以下の質問

は質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

御指摘のとおり、本県におきましても、生産

活動に必要な資材や原材料の多くは、海外から

の輸入に依存している状況にあります。世界人

口の増加をはじめ、気候変動や新型コロナパン

デミックの長期化、さらには、国際情勢の不安

定化などによりまして、価格高騰やサプライ

チェーンの分断等のリスクが顕在化しておりま

す。

このような中にありましては、生産力や販売

力の強化といった、地域外から外貨を稼ぐ取組

に加えまして、現在、食料安全保障の文脈から

国産国消ということが言われておりますが、地

域で必要とされるものを地域で生産し、その生

産物を地域の中で積極的に消費する、循環型の

経済・産業の仕組みを構築することが、ますま

す重要になってくるものと考えております。

具体的には、県内・国内の安定的な食料供給

を支える産地づくりをはじめ、豊富な太陽光や

バイオマス資源を生かした再生可能エネルギー

の導入促進、さらには、県民による県産品購入

や県内旅行といった広い意味での地産地消を推

進することで、足腰の強い地域経済を構築し、

予測困難な時代の中でも変化に柔軟に対応でき

る県づくりを進めてまいります。以上でありま

す。〔降壇〕

ありがとうございました。○武田浩一議員

昔から、「米国がくしゃみをすると日本が風

邪を引く」と言われていました。広義的には、

日本経済が米国の影響を受けやすいことを意味

し、言い換えれば、米国株と日本株の価格は連

動的に動く傾向があるという意味のようであり

ますが、現在日本は、米国だけではなく、多く

の国々が複雑に絡み合った国際社会情勢の影響

を、タイムラグなく大きく受けていると考えま

す。

平成に入り、世界がグローバル化し始めまし

た。資本や労働力の国境を越えた移動が活発化

するとともに、貿易を通じた商品・サービスの

取引や、海外への投資が増大することによっ

て、運輸・通信・金融・保険等の技術や情報伝

達能力が発達し、世界における経済的な結びつ

きが深まってまいりました。グローバル化によ

り、世界的分業化・経済活動の専門化が進み、

技術革新を伴いながら、経済成長がもたらされ

ました。消費者の立場に立てば、より安くて質

の高い商品やサービスを選択することができる

ということです。

一方で、グローバル化は地域によって、投資

の停滞や工場の海外移転、失業の増加、所得格

差の拡大、発展途上国の労働力搾取などの問題

が生じてきたのも事実であります。これから地

方に生きる私たちは、「グローバルからグロー

カル」を愚直に目指したいと思います。

知事の言われるように、「地域で必要とされ

るものを地域で生産し、その生産物を地域の中

で積極的に消費する、循環型の経済・産業の仕

組みを構築することが、ますます重要になって

くる」という考えに、私も同意いたします。

そして、絶対にやり抜くという気概を持っ

て、広い意味での地産地消、農政水産部の言う

「県産県消」を積極的に推進し、予測困難な時

代の中でも変化に柔軟に対応できる県づくりに

邁進していただくことを期待いたします。

次に、本県の出生数の減少についてでありま

す。
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日本では、1975年に合計特殊出生率が2.0を切

りました。その前年1974年に出された戦後２回

目の人口白書では、2010年に総人口がピークを

迎え、その後の減少を予測していました。その

予測どおり、国勢調査の総人口は2010年をピー

クに下がっています。特に、ここ10年来、国も

本県も、少子化対策に一生懸命取り組んできま

したが、出生率も思うように上がらず、出生数

は減少の一途であります。出生数の減少から見

ても、子育てをすることが難しい時代であり、

私たちのように近所に祖父母や親戚がいる地方

社会でも、子供を産み育てることは容易ではあ

りません。

今後は、地域社会・コミュニティー単位で協

力して、みんなで子育てをしていく、そんな社

会環境が必要になるのではと考えます。

私の持論はさておき、出生数の減少に対する

知事の所感を伺います。

子供を産む世代の女性○知事（河野俊嗣君）

人口の減少に加えまして、ライフスタイルの変

化や価値観の多様化により、未婚化・晩婚化が

進んでおります。また、コロナ禍において、結

婚や妊娠を控える傾向も見られるなど、さらな

る出生数の減少が懸念されているところであり

まして、地域社会、また経済に与える影響等も

考えますと、強い危機感を持っているところで

あります。

子供と子育て家庭を社会全体で応援していく

ことが重要であるという考えから、これまで県

では、「未来みやざき子育て県民運動」を展開

するとともに、ライフステージに応じた切れ目

のない支援を実施してきております。今後、新

たな視点でのより一層の取組が必要だと考えて

おります。

このため、今年度、特に若い世代に、結婚す

ることや家庭を持つことについて、より積極

的、前向きなイメージを持ってもらうため、Ｓ

ＮＳ等を活用した情報発信を行うほか、コロナ

禍で少し止まっておりました、例えば出会いで

ありますとか、結婚、妊娠、そういった取組を

後押しするような取組を進めるということ、少

子化に係る課題解決に向けまして、県と市町村

が連携して、地域の実情に応じた取組を進めて

いくこととしております。

引き続き、市町村や関係団体とも十分に連携

を図りながら、出生数の減少に歯止めをかける

ことができるよう、しっかりと取り組んでまい

ります。

さて、日本の適正人口は何人○武田浩一議員

なのでしようか。１億人、9,000万人、果たし

て8,000万人なのか。少し古いですが、「生きて

いる地球レポート2010年（ＷＷＦ）」によりま

すと、世界で45億人、日本で5,500万人が適正と

いう試算も出ておりました。地球温暖化や自然

環境問題を考えると、このような試算になるの

かもしれません。

何人が適正人口なのか分かりませんが、日本

の現状を考えますと、これからもある程度の人

口減少は受け入れ、その人口推計の下、持続可

能な地域づくりが必要であると考えます。

人口減少対策はもちろん大切ですが、年代別

の人口バランスが崩れていることが問題である

と考えます。昨今の国際情勢や日本の少子高齢

化の現状を考えると、本県だけでどうにかでき

る問題ではありませんが、知事には、青臭くて

も理想を掲げ、本県の人口減少対策に真正面か

ら取り組んでいただきたいと思います。

次に、６月８日の地元紙に、「県内、宿泊・

飲食業、人手足りず、関係者足かせ懸念」との

記事が、また、本年４月の有効求人倍率を見ま
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すと、全国平均が1.23、本県が1.40でありま

す。有効求人倍率が高いことはよい傾向です

が、労働力不足はどの業界でも深刻な状況であ

ります。

そこで、人口減少下における県内産業の労働

力確保について、知事の考えを伺います。

それぞれの産業分野に○知事（河野俊嗣君）

おきまして必要な労働力を確保していくこと

は、県民の暮らしの向上や県内経済の持続的な

成長を図る上で、極めて重要な課題であると認

識しております。

このため県では、県内企業の魅力発信等によ

ります若者の県内定着や、ＵＩＪターンのさら

なる促進を図るほか、女性や高齢者、さらには

外国人材などの多様な人材の活躍を支援するな

ど、産業人財確保のための様々な取組を行って

いるところであります。

徐々によい傾向、また改善の傾向が見られて

いるところでありますが、今後、ますます人口

減少が進み、生産年齢人口が大きく減少してい

く中で、必要な人材を確保することがさらに難

しくなることが想定されますので、長期的に見

ますと、ＡＩやＩｏＴ、産業用ロボットなどの

デジタル技術を活用し、業務の自動化や効率化

を図ることが避けられない状況にあるものと考

えております。

このため、今後も引き続き、様々な工夫を凝

らして産業人財の確保に取り組みながら、県内

事業者のデジタル化を積極的に推進することに

より、労働力の確保に努めてまいります。

極めて重要な課題であるとの○武田浩一議員

知事の認識は理解いたしました。

今、県内では、人口減少が進み、限られた人

材の取り合いが起こっております。コロナ禍で

ありながらも、慢性的な労働力不足に陥ってい

ます。コロナ禍で疲弊した県内産業の復活、持

続的な県内経済の発展のためにも、労働力不足

に対して県の機動的な対応を要望いたします。

次に、本県の農林水産業について伺います。

毎回質問させていただいておりますサツマイ

モ基腐病が、全国的な広がりを見せています。

カンショ農家の皆様には、先行きの見えない

中、一生懸命、対策に取り組んでいただいてお

ります。

そこで、本県及び串間市における、食用カン

ショ及び焼酎原料用カンショの生産状況の推移

について、農政水産部長に伺います。

カンショの生○農政水産部長（久保昌広君）

産状況につきまして、サツマイモ基腐病発生前

の平成29年度と令和３年度とを比較しますと、

まず食用カンショでは、県全体の栽培面積

は、693ヘクタールから23％減の534ヘクター

ル。農家戸数は、444戸から27％減の323戸と

なっております。このうち、串間市の食用カン

ショの栽培面積は581ヘクタールから49％減

の297ヘクタール、農家戸数は226戸から31％減

の156戸となっております。

次に、焼酎原料用カンショにつきましては、

統計上、串間市では生産がございませんので、

県全体についてのみお答えしますと、栽培面積

は、2,467ヘクタールから17％減の2,054ヘク

タールとなっております。

食用カンショでは、栽培面積○武田浩一議員

で23％減、農家戸数で27％減と、県全体で栽培

面積、農家戸数とも４分の１程度減少。串間市

に至っては、栽培面積が半分になっています。

これは看過できない状況であります。

また、本県を代表する日本一の芋焼酎の原料

用カンショは、比較的に影響が少ないように見

えますが、本県と経済的にも関係が深い隣県の
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鹿児島県では、焼酎原料用カンショにおいて基

腐病が蔓延しており、楽観できない状況であり

ます。

サツマイモ基腐病により、宮崎県を代表する

食用カンショ産地が危機的状況であること、ま

た、日本一の本県焼酎産業にも大きな影響があ

ることを皆さんに知っていただきたいと思い、

質問させていただいております。

では、本県のカンショ産地が危機的状況であ

ることを踏まえて、サツマイモ基腐病の今年度

の発生状況とこれまでの取組について、農政水

産部長に伺います。

今年度のサツ○農政水産部長（久保昌広君）

マイモ基腐病の発生につきましては、育苗圃場

では、昨年度と同程度の散発的な発生が、ま

た、生産現場では、昨年より20日遅い５月30日

に初発が確認されましたが、現時点では大きな

被害は確認されておりません。

これまでの取組としては、生産者には、圃場

に病原菌を「持ち込まない」「増やさない」

「残さない」の３つの対策の徹底を基本に、健

全な種芋・苗の確保、消毒の徹底、感染株の早

期発見・除去を指導するとともに、国の試験研

究機関等と連携しながら、感染拡大の原因究明

や蔓延防止対策の技術の確立と、抵抗性を有す

る品種の選定等に取り組んでまいりました。

今後とも、市町村やＪＡ、国などの関係機関

・団体と一体となり、発生防止対策に取り組ん

でまいります。

現時点では、大きな被害は確○武田浩一議員

認されていないようであります。これまでの圃

場に病原菌を「持ち込まない」「増やさない」

「残さない」の３つの対策の徹底や、健全な種

芋・苗の確保、消毒の徹底など生産者の日々の

努力に加え、国、県、市町村、ＪＡ等、関係機

関・団体の皆様の御指導のたまものと、感謝い

たします。

しかし、例年、梅雨の時期が終わり、温度が

上昇する７月、８月から、基腐病の発生が多発

しております。油断することなく、今後の状況

を見極めながら、適切な対応をお願いいたしま

す。

次に、本年度から本格導入された「べにまさ

り」の導入状況と、新たな抵抗性品種の展望に

ついて、農政水産部長に伺います。

「べにまさ○農政水産部長（久保昌広君）

り」は、現在の本県の主要な食用栽培品種であ

る「宮崎紅」と比較しまして、昨年度の現地試

験で、サツマイモ基腐病の発病抑制が確認され

たことから、今年度、普通掘りを中心に、約145

ヘクタールの大規模導入が図られたところであ

ります。

また、「べにまさり」と同等以上の抵抗性を

有する有望系統が、食用、焼酎原料用でそれぞ

れ確認されており、現在、品種登録に向けた準

備が進められております。

県としましては、引き続き、国の試験研究機

関や関係団体と緊密に連携し、新たな抵抗性品

種の選定・導入を進め、カンショ農家が希望を

持って生産に取り組んでいけるよう支援してま

いります。

「べにまさり」については、○武田浩一議員

一定の発病抑制が確認され、本年は串間市の栽

培面積の約半分に当たる145ヘクタールへの導入

ということで、大変期待されているようです。

今後の取組で、宮崎県串間市のカンショ産地

が復活することを、心より願うものでありま

す。

６月３日の地元紙によりますと、「農林水産

省が、本県など37都道府県が前年実績から減ら
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す意向だとする調査結果を発表。新型コロナウ

イルス禍で、外食を中心に米消費が減少。世界

的な穀物価格の高騰で、飼料用米や麦、大豆な

どへの転作が進む。ロシアのウクライナ侵攻に

伴い穀物価格は上昇の一途であり、今後も加速

する可能性がある。本県は１～３％減」との記

事がありました。

そこで、主食用米の作付面積が減少している

中で、県としてどのように対応を進めていくの

か、農政水産部長に伺います。

本県の主食用○農政水産部長（久保昌広君）

米の作付面積は減少傾向にありますが、主食用

米を含む水稲全体の作付面積を見ますと、こ

の10年間は約２万3,000ヘクタールで、大きく変

動しておりません。

県では、主食用米に加えて、家畜の餌となる

ＷＣＳ用稲など、本県ならではの需要に応じた

水稲の作付を推進しており、今後はさらに、水

稲と麦などを組み合わせた作付体系を推進し、

水田の周年利用を図ってまいります。

また、米の消費拡大のため、関係機関・団体

と連携し、小学生に対する食育活動、メディア

を活用したＰＲ、学校給食における米粉の利用

促進などに取り組んでおりますが、今後は、Ｊ

Ａ女性部や地域の加工グループ等を通じた米粉

利用の裾野の拡大も図ってまいります。

今後とも、このような取組を通して、本県水

田の生産力の維持強化に取り組んでまいりま

す。

主食用米の作付面積は減少傾○武田浩一議員

向にあるが、水稲全体の作付面積は大きく変動

していないことは理解いたしました。

また、米の消費拡大への取組、米粉の利用促

進の取組も頑張っていただきたいと思います

が、穀物や飼料の国際情勢の変化によって農業

政策が翻弄されるようでは、農家の所得安定、

働く意欲につながりませんし、日本の食料安全

保障の面からも、容認できるものではありませ

ん。今後の情勢を注視していきたいと思いま

す。

先日、県産米改良協会の通常委員会での当局

の説明の中で、「４年連続、食味ランキング

「特Ａ」を目指す」とありました。全国の方々

に、南九州の宮崎県の米がこんなにおいしいこ

とを知っていただくためにも、連続で何年でも

「特Ａ」を取っていただきたいと思います。

食味ランキング４年連続「特Ａ」の取得に向

け、どのように取り組むのか、県の戦略を農政

水産部長に伺います。

本県では、こ○農政水産部長（久保昌広君）

れまで「特Ａ」取得に向け、関係機関・団体で

構成する宮崎米「特Ａ」取得対策会議におい

て、栽培管理の指針となる対策マニュアルを作

成し、生産者に対し、これに基づいたきめ細や

かな指導を行うなど、出品対策に取り組んでま

いりました。

今年度は、11月の審査に向け、粒の厚みや重

さの向上が期待できる栽培方法の導入を進める

とともに、対策マニュアルに沿った栽培を行う

生産者も増やし、引き続き、きめ細やかな指導

を行います。

今後とも、４年連続の「特Ａ」取得ができる

よう、生産者と関係機関・団体と一体となって

取組を進めてまいります。

いつかは全国の皆様から「お○武田浩一議員

いしい米は宮崎米」と言われるよう、生産者と

関係機関・団体の皆様一体となっての宮崎ブラ

ンドの確立、よろしくお願いいたします。

先日、濵砂議員の新規就農者の立場に立っ

た、とても詳しい質問がありましたが、私も、
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環境農林水産常任委員会の県北地区調査で、Ｊ

Ａ西都の新規就農者定着支援ハウス団地の調査

に行ってまいりました。

西都市の杉田係長に事業の概要、ＪＡ西都の

八代課長に施設の概要と就農支援の取組につい

て説明いただき、最後に、ピーマン生産者の甲

斐大登さんに、就農に当たっての抱負などにつ

いてお話しいただきました。

そこで、西都市における新規就農者の定着に

向けたハウス団地整備の取組状況と課題、今後

の展開について、農政水産部長に伺います。

西都市の新規○農政水産部長（久保昌広君）

就農者定着支援ハウス団地は、ＪＡ西都が国庫

事業を活用して整備した８棟のハウスを、就農

を希望する方にリースする取組で、今年度、４

組６名が就農予定となっており、今後も同様の

取組が西都市内２か所で計画されています。

この取組では、まとまった農地や財源の確保

が課題となり、県では、西都市と連携し、農地

確保を支援するとともに、国庫補助金の確保に

取り組んでまいりました。

また、新規就農される方の経営の安定も課題

でありますので、県では、「みやざき新規就農

者育成総合対策事業」により、資金面等の支援

も行っているところです。

今後は、このような取組を広く周知し、市町

村、ＪＡとも連携しながら、県内に波及させて

いきたいと考えております。

濵砂議員からの質問にもあり○武田浩一議員

ましたように、まだまだ改善の余地もあるよう

ですが、本県の基幹産業であり、貴重な外貨獲

得産業でもある農業の新規就農者定着には大変

有効な取組だと私は考えます。このような取組

を広く早急に、県内に波及していただきますよ

う要望いたします。

同じく、環境農林水産常任委員会の県内調査

で、水産試験場、畜産試験場、木材利用技術セ

ンター、総合農業試験場、林業技術センター、

総合農業試験場茶業支場で、大変興味深い最新

研究の取組等について調査・視察してまいりま

した。

基礎研究の重要性を再確認するとともに、本

県の重要な外貨獲得産業である農林水産業を発

展させていくためには、各試験場のなお一層の

利活用、底上げが必要だと実感いたしました。

今回は、木材利用技術センター、総合農業試

験場、水産試験場による試験研究の現状と今後

の展開について、環境森林部長と農政水産部長

に伺います。

木材利用技術○環境森林部長（河野譲二君）

センターでは、木材産業関連の企業や業界等の

ニーズに対応した研究開発を進めており、大断

面の構造用部材の圧縮試験機を活用した、非住

宅分野の木造化に向けた研究や、製材品として

利用が難しい大径材を効率的に利用するための

研究、杉の乾燥工程で発生する精油等を使った

シロアリを防除する木材用塗料の研究・開発な

どに取り組んでおります。

また、今年度から木造化・木質化の相談窓口

を設置し、企画から設計、施工、維持管理な

ど、これまでの研究を生かした幅広い相談を受

けることとしております。

今後は、非住宅分野における木材利用等、県

産材の需要拡大に向けた研究開発をさらに進め

るとともに、現場への研究成果の速やかな技術

移転を行うなど、本県林業・木材産業の振興に

貢献してまいります。

農畜水産業に○農政水産部長（久保昌広君）

おいて、生産の基礎となる研究は、持続可能な

魅力ある農畜水産業の実現を図る上で極めて重
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要であり、こうした観点から、農政水産部で

は、昨年６月に「試験研究推進構想」を策定し

たところであります。

現在、この構想に基づき、総合農業試験場で

は、施設野菜の収量・品質を高める養液栽培技

術の開発など86課題に、水産試験場では、海洋

レーダー等を活用した操業効率化技術の開発な

ど31課題に取り組んでいるところです。

また、今後は、新たな課題であるスマート技

術の導入や、「みどりの食料システム戦略」の

実現に向けた研究開発などにも積極的に取り組

み、本県農畜水産業の発展に貢献してまいりま

す。

木材利用技術センターでは、○武田浩一議員

大径材の利用研究、シロアリの防除、圧縮試験

機を活用した非住宅分野の木造化に向けた研究

等、本県の林業・木材産業の可能性を見せてい

ただきました。

また、総合農業試験場では、オープンイノ

ベーションの観点から、国や大学、企業や団体

等との積極的な連携、農業のスマート化、アグ

リフードチェーンの実現、地域農業の魅力向上

等に資する研究開発の取組を見せていただきま

したし、水産試験場では、スマート水産業への

挑戦として、水産業利用では全国初の海洋レー

ダーによる情報提供、「みどりの食料システム

戦略」への対応として、ニホンウナギ等の人工

種苗生産技術の実証実験等を見せていただきま

した。

一つ要望があります。このように、本県農林

水産業の発展になくてはならない施設でありま

すが、大変古いことに驚きました。知事、施設

の改修、新設のほうも、よろしくお願いいたし

ます。

両部ともに研究・開発予算をしっかりと獲得

されて、スマート技術の開発・導入等に積極的

に取り組んでいただき、本県の農林水産業従事

者、経営者の所得向上に貢献をよろしくお願い

いたします。

次に、本県の野生鳥獣による農林作物等の被

害とジビエへの利用についてであります。

令和２年度の野生鳥獣による農林作物等の被

害額は約４億2,300万円で、平成24年度のピーク

時に比べ、約４割減少しているとのことであり

ます。

県や市町村の鳥獣被害防止対策が一定の効果

を上げていると思いますが、まだまだ４億円以

上の被害額があります。このような中、各地域

で狩猟者の減少、高齢化が問題となっていま

す。

そこで、狩猟者の高齢化の状況と確保・育成

の取組について、環境森林部長に伺います。

令和２年度末○環境森林部長（河野譲二君）

の狩猟免許の所持者数は延べ5,617人で、10年前

と比べ775人減少しており、また、60歳以上の年

齢構成は67％から72％に増加し、高齢化が進ん

でおります。

このため県では、狩猟者の確保に向けて、猟

友会や市町村と連携し、免許取得希望者向けの

講習会の開催や、免許取得経費の一部助成、試

験会場の増設を行うとともに、林業大学校の長

期課程のカリキュラムに、わな免許の取得を組

み込んでおります。

また、狩猟者の育成に向けては、銃の安全・

技術向上研修会を行うとともに、農家自らによ

る捕獲活動等を推進するため、今年度から、わ

な捕獲者の技術レベルに対応した講習会を開催

することとしております。

今後とも、市町村及び関係団体と連携を図り

ながら、狩猟者の確保・育成に取り組んでまい
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ります。

ここ10年で、狩猟免許の所持○武田浩一議員

者数が約12％減、60歳以上の年齢構成が72％

と、狩猟者の減少と高齢化が顕著であります。

林業大学校での免許取得、農家自らの取得も

有効であると思います。また、強制はできませ

んが、中山間地域では、役所・役場職員、消防

団員等に対して、まずは講習会・研修会の参加

をお願いしてはいかがかと思います。

次に、捕獲した野生鳥獣のうち、鹿とイノシ

シの捕獲の状況及びジビエとしての利用の状況

について、農政水産部長に伺います。

令和２年度の○農政水産部長（久保昌広君）

鹿とイノシシの捕獲の状況は、鹿が２万6,891

頭、イノシシが２万1,627頭で、合計４万8,518

頭となっております。このうち、ジビエとして

県内の食肉処理施設で処理された頭数は、国の

利用実態調査によりますと、鹿が3,109頭、イノ

シシが960頭で、合計4,069頭となっており、約

８％の利用となっております。

なお、ジビエ利用以外の処理としましては、

食肉処理施設までの距離が遠いなどの理由によ

り、やむを得ず埋却処分されるものがあるほ

か、統計的なデータはございませんが、自家消

費されているものも一定程度あると伺っており

ます。

捕獲した鹿とイノシシの合計○武田浩一議員

４万8,518頭で約８％というのは、少し少な過ぎ

る気がいたします。表現が適切か分かりません

が、有害鳥獣とはいえ、人間の都合で捕獲した

命は、最後まで使い切ることが大切だと思いま

す。

そこで、過去に本県でも実証調査も行われて

いる、移動式解体処理車（ジビエカー）の今後

の県内での導入可能性について、農政水産部長

に伺います。

移動式解体処○農政水産部長（久保昌広君）

理車は、野生鳥獣の捕獲現場近くまで移動し、

その場で衛生的な処理ができるため、良質なジ

ビエ供給の手段として期待されております。

このようなことから、平成28年度に、本県の

延岡市と西米良村を含む全国７か所で、国によ

る移動式解体処理車の実証調査が行われまし

た。この調査により、その有効性が確認された

一方で、車両価格が高いことや、車体が大き

く、山中での運行が難しいなどの課題も明らか

になったところです。

このため、県内での導入事例は今のところご

ざいませんが、現在、国やメーカー等におい

て、車両の低価格化や、小型の保冷運搬車と組

み合わせた山中での運用など、課題解決のため

の検討もなされているところでありますので、

引き続き、その動向を注視してまいります。

本県では、現在のところ導入○武田浩一議員

の予定はないようですが、移動式解体処理車

（ジビエカー）について、国内における導入実

績及び稼働状況について、農政水産部長に伺い

ます。

移動式解体処○農政水産部長（久保昌広君）

理車の国内における導入実績は、平成29年度に

国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用し、高

知県梼原町において１台が導入され、その後、

北海道、長野県、岡山県の２市１町に４台と、

これまでに合計５台が導入されております。

稼働状況につきましては、食肉処理事業者

が、猟友会など関係団体等と捕獲情報等を共有

し、移動式解体処理車の特性を生かして、処理

加工施設から遠く、これまで衛生的な食肉処理

が難しかった地域を中心に運用していると聞い

ております。
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私は、捕獲した以上は、しっ○武田浩一議員

かりとジビエとして利用していただきたいと思

います。やむを得ず埋設処理されているものも

あるということですが、他地域では、ジャー

キー等の加工品、革製品、ペットフード等、利

活用が試行錯誤されているとお聞きいたしま

す。

本県でも、県内各道の駅、県内外の飲食店等

で利用拡大していただけたらと思います。ジビ

エカーの導入も含め、県全体で食肉として利用

できるジビエの体制づくりを確立されますよう

要望いたします。

次に、県南地域の悲願であります東九州自動

車道県南区間における事業中区間の整備状況に

ついて、県土整備部長に伺います。

東九州自動車○県土整備部長（西田員敏君）

道の県南区間については、まず、清武南－日南

北郷間では、昨年度末の進捗率が、事業費ベー

スで約９割を超えており、今年度中の開通に向

けて、芳ノ元トンネル周辺の地滑り対策工事な

ど、順調に進捗していると伺っております。

次に、日南東郷－油津間では、昨年度末の進

捗率が、事業費ベースで約３割を超えており、

今年度は、広渡川と酒谷川の合流部に架かる橋

梁工事などを行うと伺っております。

最後に、油津－南郷間と奈留－夏井間では、

今年度、日南市平野地区や串間市西方地区にお

いて工事に着手する予定と伺っており、串間市

においては、初めての工事区間となります。

県としましては、今後とも、国や沿線自治体

と一体となって用地取得を推進していくととも

に、東九州自動車道の県南区間が一日も早く全

線開通するよう、国に対して強く要望してまい

ります。

清武南－日南北郷間が、今年○武田浩一議員

度中の開通に向け順調に進捗していると聞き、

安心いたしました。

しかしながら、東九州自動車道全線開通は、

県民の悲願であります。東九州自動車道県南区

間の全線開通に向けた永山副知事の思いを伺い

ます。

東九州自動車道につ○副知事（永山寛理君）

きましては、議員御指摘のように、清武南－日

南北郷間の開通によりまして、いよいよ残る未

整備区間は、南郷－奈留間のみとなりました。

来春には日南北郷までつながりますので、日南

市から北九州市までが高速道路でつながるとい

う県民の悲願の一定部分が実現するわけでござ

いますが、やはり南郷－奈留の早期事業化と早

期開通というのが、私、国土交通省から来た人

間にとっても、最大の課題の一つだと思ってお

ります。

高速道路の整備に合わせまして、日南市にお

きましては、北郷で新たな住宅地の整備も進め

られておりますし、串間市におきましては、道

の駅「くしま」の華々しいオープン、それと都

井岬のパカラパカの目の前には、来年にもグラ

ンピング施設が整備されるというような情報も

ございまして、このような地域活性化の地元の

動きというのが高速道路整備をさらに促すとい

う効果がございますので、大変期待しておりま

す。

先日も、九州地方整備局の安部道路部長を串

間市に迎えまして、日南市、串間市両市長、地

域の関係団体の皆様、あと女性の会の皆様と一

緒になって、直接、安部部長に地域の道路整備

に対する強い思いをお届けしましたし、安部道

路部長と私、入省同期なものですから、その

後、日南市の豊かな海産物をたらふく食べても

らい、串間市名産の銘酒「松露」をたらふく飲
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んでもらってということで、私の人脈もフル活

用させていただいたところでございます。

このように、関係の皆様方が一体となって、

オール宮崎で高速道路整備を国に要望していく

ということ、あと、地域活性化による高速道路

整備を促すということで大変重要でございます

ので、引き続き、県議会の皆様、地元自治体、

関係団体、地域の皆様と一体となって、私の人

脈も思う存分使いながら、高速道路整備を促進

してまいりたいと考えております。

ありがとうございます。永山○武田浩一議員

副知事の思いを伺い、県南地区の皆様も力強く

感じたのではないでしょうか。日南市、串間市

も全線開通に向け、しっかりと地元では準備が

できておりますので、よろしくお願いしたいと

思います。

次に、串間市の県道整備について、県道一氏

西方線と都井西方線において取り組んでいる県

道整備の進捗状況について、県土整備部長に伺

います。

まず、県道一○県土整備部長（西田員敏君）

氏西方線につきましては、県道日南志布志線と

の交差点付近から南側の約0.6キロメートル区間

について、特に幅員が狭く、車の離合も困難な

状況にありますことから、今年度、矢床工区と

して新たに事業を着手したところでありまし

て、今後、測量や設計を進めることとしており

ます。

次に、県道都井西方線につきましては、平

成26年度から、２つの工区を設定して整備を進

めているところであります。港工区につきまし

ては、全体延長約1.3キロメートルのうち、これ

までに約0.6キロメートルが完成し、今年度末に

は、さらにバイバス区間の約0.5キロメートルを

供用することとしております。

また、一里崎工区につきましては、全体延

長0.6キロメートルのうち、これまでに約0.3キ

ロメートルが完成しており、現在、残る区間の

改良工事を進めているところであります。

今後とも、地元の皆様の御協力をいただきな

がら、早期整備に取り組んでまいります。

次に、国道448号蔵元橋の側道○武田浩一議員

橋整備の進捗状況について、県土整備部長に伺

います。

蔵元橋につき○県土整備部長（西田員敏君）

ましては、歩道が整備されておらず、今後、東

九州自動車道の整備等により、交通量の増加が

見込まれることから、歩行者等の安全を確保す

るため、昨年度より国の交付金を活用し、側道

橋の整備に着手しているところであります。

現在、橋梁の詳細設計を進めているところで

あり、年内には、橋梁下部工工事に着手するこ

ととしております。

今回整備する側道橋は、橋長が約165メートル

と長く、また、河川内の工事であることから、

整備に時間を要しますが、引き続き、必要な予

算を確保し、早期完成に向け、しっかりと取り

組んでまいります。

ありがとうございます。両県○武田浩一議員

道、側道橋整備とも、地域住民の生活に欠かせ

ないものであります。また、串間市歴代の県議

の皆さんも毎回、長年にわたって要望されてい

た県道、側道橋であります。どうか一日も早い

完成をお願いいたします。

次に、県の管理する道路の路面と区画線の補

修について、県土整備部長に伺います。

県が管理する○県土整備部長（西田員敏君）

国県道の延長は、現在約2,900キロメートルある

ことから、路面の補修につきましては、効率的

に維持管理していくため、舗装の維持管理計画
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に基づき、定期的な点検を行い、交通量や劣化

状況を踏まえ、優先度の高いところから、年間

約45キロメートルの修繕を行っております。

また、区画線の補修につきましては、日頃の

道路パトロールや通学路の合同点検などによ

り、状況を把握し、交差点周辺やカーブ区間な

ど危険な箇所を中心に、緊急性や重要性が高い

ところから、順次対応し、年間約350キロメート

ルの更新を行っているところであります。

路面と区画線の維持管理は、歩行者や通行車

両の安全を確保する上で大変重要でありますの

で、引き続き、点検や道路パトロールを行い、

適切な道路管理に取り組んでまいります。

路面の改良補修と区画線の補○武田浩一議員

修については、本当に住民の皆様から意見の多

い、要望の多い案件でございます。限られた予

算の中で、しっかりと整備されている、また、

危険箇所から順に行われていることは十分理解

しております。私も朝、交差点で、子供たちの

交通安全の指導を行っていますが、路面の荒れ

ているところ、またへこんでいるところがいっ

ぱいありまして、子供たちがつまずいたり、も

ちろん高齢者の方がつまずいたりされることも

よくあるんですが、大事故につながる可能性も

ありますので、予算獲得も含めて、よろしくお

願いいたします。

次に、薄くなった横断歩道や停止線、予告

マークの表示の補修について、どのように対応

しているのか、警察本部長に伺います。

横断歩道などの○警察本部長（佐藤隆司君）

道路標示は、交通の安全と円滑を確保するため

の重要な交通安全施設であります。

交通管理者である警察としましては、警察官

の日常活動を通じた点検や、年度当初に重点的

に実施する交通安全施設の点検、さらには、県

民の方からの補修要望などを受けて、道路標示

の摩耗状況を把握し、必要性、緊急性の高い箇

所を順次選定して、計画的に補修を行っており

ます。

現在、県内に整備されている横断歩道は約１

万5,000か所であります。昨年度は、約78キロ

メートル分、1,600か所余りの横断歩道の補修に

併せて、停止線や予告マークについても補修を

行っております。

今年度は、100キロメートル分の予算を確保し

ていることから、概数ではありますが、約2,100

か所の補修を行うこととしております。

ありがとうございます。昨年○武田浩一議員

度に比べて補修距離が伸びたということで、予

算獲得がうまくいっていると思います。しっか

りと今後も予算獲得をお願いしたいと思いま

す。

信号機のない交差点での一旦停止義務違反が

問題となり、運転者の意識も最近向上してきた

ようには思います。横断歩道や停止線、予告

マークの標示等が見えにくくては、交通事故・

違反防止の妨げになりますので、よろしくお願

いいたしておきます。

次に、本年２月、この前ですけど、私の一般

質問で、県内の国有林に埋設されている２，

４，５－Ｔ系除草剤の現状と、今後どのように

対応していくのかを伺いました。その後、県内

８か所の国有林以外に、防衛省管轄の海上自衛

隊えびのの敷地内にもあることが分かりまし

た。

県としては、国の動向を注視するとともに、

関係する市町村への情報提供について、国へ要

請していくとの答弁をいただきましたが、その

後、県は国に対してどのような要請をしたの

か。また、国の動向について、環境森林部長に
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伺います。

県では今年４○環境森林部長（河野譲二君）

月に、九州森林管理局及び九州防衛局に対し

て、除草剤の速やかな撤去と、水質調査による

安全確認、撤去されるまでの間の県及び関係市

町村への情報提供を、文書で要請したところで

あります。

また、林野庁では、全国の埋設地のうち、昨

年度選定した４つのモデル箇所において、今年

度から先行して掘削処理に取り組むこととし、

そのうち、埋設物等の成分濃度の分析が必要な

３か所で、ボーリングによる試料採取に着手す

るとされております。

また、４つのモデル箇所以外では、埋設地周

辺での水質調査を実施するとされており、本県

の国有林内でも８か所全ての埋設地で、水質調

査を実施する予定と聞いております。

県としましては、国の対応状況を注視し、関

係市町村とも連携しながら、引き続き、国に対

し働きかけを行ってまいります。

まずは、前回２月議会での私○武田浩一議員

の質問、要望に対して、４月には九州森林管理

局、九州防衛局に対して、除草剤の速やかな撤

去と水質調査による安全確認等を要請していた

だき、感謝いたします。

２月末の時点では、将来の掘削処理の可能性

についての調査・検討を始めたところであり、

年度内に撤去の可否を判断すると聞いておりま

したが、今回国のほうも、昨年度選定したモデ

ル箇所について、本年度、掘削に取り組み、そ

れ以外は目視による点検から水質調査を実施す

ると聞いて、国も早い対応をされたと思いま

す。あとは、本県の８プラス１か所、全国全て

の埋設箇所の掘削処理が一日も早く終わること

を願っております。

また、２月の一般質問の後に、翌日、長峯誠

参議院議員から電話をいただきました。長峯議

員からは、「都城市長をしていたにもかかわら

ず、これをしていなかったことは大変遺憾であ

る。早速、林野庁に行って、状況を確認しなが

ら、掘削の方向で協議いたします」という電話

をいただきました。長峯誠参議院議員にも感謝

を申し上げます。

次に、６月７日夕刻のテレビニュース、８日

の地元紙の「市民病院資金12億円借り入れ 串

間市 法的手続き不備」の記事を見て、市民病院

の存続、串間市の財政、原因究明等々、最後に

は串間市存続まで、市民の皆様から多くの心配

の声が寄せられました。

記事によると、「運転資金などとして金融機

関から借り入れた12億3,560万円が、地方財政上

の手続きに不備があるとして県から早期是正を

求められている」「借入金は地方債の起債に当

たるため、県との事前協議が必要」とありまし

た。

今回の串間市病院事業において、必要な手続

が行われないまま資金を借り入れた事案につい

て、総務部長にまずは経緯を伺います。

市町村が地方債を○総務部長（渡辺善敬君）

発行する、いわゆる起債に際しましては、県へ

の協議等が必要となります。串間市の病院事業

におきましては、運転資金目的の借入れは地方

債に該当しないと誤って認識をしていたことか

ら、平成29年度以降、県への協議等を行わず、

同意等の対象外である長期の運転資金を借り入

れることがあった上に、当該借入金を資金不足

額に算入することなく、経営の厳しさを示す資

金不足比率を誤って算出し、公表しておりまし

た。

これらにつきましては、昨年12月、串間市か
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ら提出された病院事業に関する起債協議資料を

確認する中で、県として初めて把握したところ

であります。

県としましては、市に対し、「これら手続の

不備について速やかに是正すべきである」と伝

えたところです。

ただいまの答弁で、市の担当○武田浩一議員

者の誤った認識から、県との協議等を行わず、

長期の運転資金を借り入れた。また、当該借入

金を資金不足額に算入せず、資金不足比率を

誤って算出し、公表していた。ということは、

見方によっては、経営状況を少しでもよく見せ

ようとしていたとも取られかねません。これは

大変な事態であります。

しかし、私がこの質問をするに当たって、県

の職員の皆様と対応する中において、故意では

なかった、職員が故意にこれをしたということ

ではないということは理解ができましたので、

そこは信用していきたいと思っております。

しかし、この５年間でおよそ12億円もの借入

れをしたということは、市の議会、監査、また

県も監督、指導する責任もやはり少しはあった

のではないかと思うところもあります。

今回の長期借入れの法的不備の問題ですが、

再発防止策の徹底はもとよりですが、根底にあ

るのは、財政力の乏しい地方公共団体が、地域

の個人病院の担えない範囲をカバーし、救急搬

送にも対応しながら公立病院を維持していると

ころにあるとも言えます。

今後、県としてどのように対応していくの

か、総務部長に伺います。

県では、今回の事○総務部長（渡辺善敬君）

案を受けまして、全市町村に対し、制度の厳正

な運用を徹底するよう周知するとともに、協議

等の状況について調査を行い、同様の事例がな

いことを確認したところであります。

まずは、串間市が取りまとめている、病院事

務局、市の財務課及び決算監査のチェック体制

強化などを内容とする再発防止策を、県として

確認したところです。

今後は、串間市の起債協議におきまして、詳

細なヒアリングを行うとともに、串間市を含む

全市町村に対しては、決算ヒアリングに際し、

マニュアルに基づき、より詳細な確認を行うこ

ととしております。

あわせて、県としましては、串間市の病院事

業の経営健全化に向けた助言をはじめ、市町村

における起債制度の適正な運用及び健全な財政

運営に係る支援に、より一層努めてまいりたい

と考えております。

今回の事案では、知事、副知○武田浩一議員

事をはじめ総務部長、県の担当職員の皆様に

は、大変御苦労をおかけいたしました。しか

し、このような法的手続の不備が起こったこと

は大変遺憾ではありますが、起こったことは取

消しはできません。これからどうするのかが問

われております。

日本国において教育・医療・福祉は、誰でも

どこでも公平に受けることのできる日本国民の

権利であります。これを契機に、国や県、串間

市がお互いに知恵を出し合い、病院事業の経営

健全化を図っていただきますよう、切にお願い

を申し上げ、私の一般質問を終わります。どう

もありがとうございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○右松隆央副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時46分休憩

午後１時０分再開

 - 181 -



休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、佐藤雅洋議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○佐藤雅洋議員

んにちは。自由民主党、西臼杵の佐藤雅洋で

す。本日も地元西臼杵などから多くの皆さんに

傍聴に来ていただいております。ありがとうご

ざいます。

連日、メディアを通し、ウクライナ国民の悲

痛な声が聞こえてきます。ウクライナを攻める

隣国ロシアは許せませんが、その東隣が我が国

日本であります。我が領土、北方領土もロシア

に不法占拠されている状態にあります。アジア

に目を向ければ、北朝鮮の核やミサイル、中国

の台湾への圧力、ミャンマーでは軍事政権が圧

政を行っております。

先日、西臼杵の御夫婦がこのような話をされ

ました。「ロシアがウクライナに侵攻し、燃油

高騰など、多くの物が値上がりをしているが、

ウクライナのために、ロシアを押し返すまでは

多少の値上げはやむを得ず、苦しい中でも２人

で頑張ろうと語り合った」と。頭が下がりま

す。それを聞き、どうすることもできない私た

ちの無力さを感じながらも、その人たちの思

い、努力こそが世界平和へつながると感じまし

た。今まで何となく平和であった日本でありま

すが、もうこれまでと同じではありません。世

界は既に新たな動きにかじを切りつつありま

す。争うことの大きな代償を知る日本だからこ

そ、新たにしっかりと備える必要があります。

その上で世界平和を訴え続けなければなりませ

ん。

宮崎県は、我が国日本の発祥の地であり、天

孫降臨の高千穂を聖地とし、古事記や日本書紀

にも記されている神の国であります。県も河野

知事の下、記紀編さん1300年の記念事業を進め

てまいりました。河野知事の宮崎県への思いと

いうものは、今回の質問でも多く明らかになり

ました。県民も大変喜んでいることと考えま

す。被爆地広島出身で、平和を愛する河野知事

は、ウクライナのゼレンスキー大統領にも負け

ないものをお持ちです。強い愛国心があると思

います。

そこで、河野知事に愛国心、国を愛する心に

ついて、一言いただきたいと思います。

次に、鉄道ローカル線の維持について伺いま

す。

広島県の湯﨑知事らはこのたび、27道府県知

事らとの連名で、国に対して鉄道ローカル線維

持を求める緊急提言を出したとのことです。

提言内容は、維持に向けた具体例として、黒

字路線の収益を赤字路線に振り分けることなど

を挙げ、路線ごとに採算を合わせる必要はない

と強調し、鉄道事業者の収益を内部で移転させ

るルールづくりを求めたようであります。

ローカル線の廃止は、地域住民の日常生活な

どへの影響が強く危惧されるとして、鉄道網維

持の必要性を訴えた上で、路線の廃止について

は地域との十分な協議を必要とし、それを経て

慎重に検討することをＪＲ各社に指導するよ

う、国に対して要請しました。

さらには、やむを得ずバスなどの代替手段に

転換する場合は、事業者に負担を求めるなど、

地域に負担を転嫁しない仕組みづくりを求め、

鉄道網を維持するためにも、しっかり責任を果

たすべきだと提言しております。

宮崎にも赤字路線はあります。ＪＲ九州は、

鉄道事業は赤字ということでありますが、ほか

の事業では黒字と出ております。九州の人々、

地域の人々を相手に商売をしてきたＪＲ九州で

令和４年６月20日(月)
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あります。赤字の大きい路線のみを切り捨てる

という考えはいかがなものかと考えます。

そこで、鉄道のローカル線を維持するため、

企業収益を赤字路線に分配するというルールづ

くりについて、知事はどのようにお考えか、お

伺いします。

和牛新時代とも言われております。宮崎県

は、３大会連続して内閣総理大臣賞受賞という

大変すばらしい成績を残してきました。生産

者、関係者の皆さんの努力のたまものであり、

宮崎県の誇りです。本年10月６日から10日にか

けて開催されます第12回全国和牛能力共進会鹿

児島大会においても、期待が膨らむばかりです

が、そこは生産者、関係者に任せるだけでな

く、県を挙げてのさらなるサポートも必要と考

えます。４大会連続受賞を目標に掲げている知

事としての意気込みを伺います。

続いて、内水面の漁業権について伺います。

自然豊かな宮崎は、河川にも恵まれていま

す。アユの季節になると、五ヶ瀬川には県内外

から多くの釣りファンが訪れます。その河川に

も課題があると、関係者にお聞きしました。

現在、五ヶ瀬川の内水面漁業については、西

臼杵漁協と延岡市３漁協の共同漁業権となって

います。しかし、共同漁業権により、西臼杵漁

協においては、建て網漁や、やな漁などの伝統

漁法が規制されるなど、内水面漁業の活性化や

上流地域特有の河川環境の保全、組合員の活動

意欲低下などに影響が出ているのが現状のよう

です。

このため、中山間地域の活性化及び伝統文化

の継承などを図るため、環境に大きく違いのあ

る八戸ダムから上流の西臼杵漁協と下流に区分

した１河川２漁業権で許可をすべきではないか

との声が大変大きくなっています。

そこで、地域の実情、現状を踏まえ、令和５

年に行われる内水面の漁業権一斉切替えに際し

ての知事の考えを伺います

次に、原油価格高騰や円安の県内への影響に

ついて、関係部長に伺います。

原油や物価の高騰に加え、急速な円安の進行

により、県内の農林水産業や商工観光業は広く

影響を受けております。農林水産業をはじめ、

中小企業や観光業界からの声を私たちは多く聞

いており、国や県にそれを届けてくれと、支援

策の充実を要望されております。

そこで、原油価格高騰の、そして円安の県内

への影響について、環境森林部長、商工観光労

働部長、農政水産部長に伺います。

以上で壇上での質問を終わり、以下の質問は

質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、日本を愛する思いについてでありま

す。

ロシアのウクライナ侵攻により、冷戦後に築

かれた国際秩序が大きく揺らぐとともに、21世

紀のこの時代に、国家権力によるむき出しの暴

力が振るわれる様子に、大きな衝撃を受けてお

ります。

私は、学生時代に外交官を志望していたこと

もあり、国際社会における日本の在り方や役割

に強い関心を持っております。我が国の歴史を

振り返り、国際社会における日本の立ち位置を

考えると、私は常々、今のこの時代に日本で生

を受け、平和と繁栄を享受する国で暮らすこと

のできる幸せに、深い感謝の念を抱いておりま

す。

ただ、これは、決して当たり前のことではな

く、過去からのたゆまぬ努力の結果であり、先
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人の御努力に深甚なる感謝をささげるととも

に、国民一人一人が、これからも平和であり続

けるための努力を積み重ねていかなければなら

ないと、そう強く感じております。

日本は、アジアで唯一のＧ７メンバーであ

り、欧米諸国のみならず、諸外国とアジアを結

ぶ架け橋としての役割が期待されております。

そして、平和主義を掲げる憲法の下、自由民主

主義、法の支配といった普遍的価値を有する諸

外国との連帯を通じて、グローバルな課題に貢

献し、困難な状況にある国々にも希望を与え、

世界によい影響をもたらし続ける存在として、

国際社会の平和と繁栄に積極的な役割を果たし

ていくべきものと考えます。また、それができ

る国であります。

我が国は、四季折々の豊かな自然をはじめ、

礼節や和を重んじる精神、勤勉で規律正しさを

大切にする国民性、脈々と受け継がれてきた伝

統文化、さらには、清潔で治安のよい生活環境

など、世界に誇るべき国であります。また、そ

うした美点を色濃く残しているのが、この宮崎

県であるということも、我々は大切にする必要

があろうかと思います。

今後とも、この愛する日本を、そして国際協

調主義に基づく平和と繁栄のバトンを、しっか

りと次の世代へつないでいくことが、今を生き

る私たちの責務であると考えております。

次に、ローカル線維持のためのルールづくり

についてであります。

本年５月に中国地方の知事等が中心となり、

国に対し、人口減少に加え、長引くコロナ禍に

よる需要減少により、非常に厳しい状況にある

鉄道ネットワークの維持・存続のための提言が

なされたところであります。

本県としましても、九州各県や県内沿線自治

体と足並みをそろえ、同様の活動を行っている

ところであり、路線ごとの採算のみをもって減

便や廃止を検討すべきではないと考えておりま

す。

ＪＲ九州の鉄道事業は、新型コロナの影響も

あり、現状として赤字となっておりますことか

ら、黒字路線から赤字路線への収益配分といっ

たようなことを実施するのは困難であります

が、今後、黒字となった場合におきましても、

公共交通機関を担う企業の責務として、路線全

体でその維持・充実を図っていただきたいと考

えております。

続いて、全国和牛能力共進会についてであり

ます。西臼杵の畜産農家の皆様にも大きな貢献

をいただきながら、本県は、３大会連続の内閣

総理大臣賞受賞という輝かしい成績を残してお

ります。これは、県内生産者の大きな誇りであ

り、国内外における宮崎牛のブランド力強化、

そして宮崎県の魅力の発信にもつながっており

ます。

今大会におきましても、内閣総理大臣賞を受

賞することで、次の世代の励みとし、ひいて

は、日本全体の和牛のレベル向上につなげたい

と考えております。

現在、それぞれの地域の代表牛が選定され、

８月の本県代表牛決定検査に向けて準備が進め

られております。関係者からは、全国で戦える

ような牛が見えてきたという報告も受けている

ところであります。

今大会は、同じ畜産県として長年しのぎを

削ってきた鹿児島県での開催であります。ま

た、全国の和牛生産県で肉用牛の改良が進んで

おりますことから、かつてないほどレベルの高

い、厳しい戦いになるものと考えております。

こうした中、本県の強さは他県にはない、県
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を挙げたチーム力にあります。また、よい牛を

買いそろえるだけでは整えることのできない、

それを仕上げる人の力、そしてそれを支える地

域の力というものが、我が県にはございます。

こうした底力を最大限に発揮するため、私が

チーム宮崎の先頭に立って、生産者、関係機関

の皆さんとともに、４大会連続となる内閣総理

大臣賞の獲得、さらには、それぞれの部門での

優等賞等の獲得に向けまして、「日本一の努力

と準備」で取り組んでまいります。

最後に、内水面の漁業権切替えについてであ

ります。

内水面の漁業権は、漁業法に基づき、漁協に

対して免許されるもので、10年ごとに切替えが

行われております。

県内各地域の内水面漁協におきましては、ア

ユやウナギ等の放流による資源の保全活動や、

河川清掃等による環境保全活動、釣り大会等を

通じた自然と親しむ場の提供など、様々な活動

に長年にわたり積極的に取り組まれており、豊

かな県民生活の形成に大きく貢献していただい

ております。

県といたしましては、令和５年に迎える漁業

権切替えに際しましても、このような漁協の機

能が十分に発揮されるよう、議員のお話にあり

ました、五ヶ瀬川をはじめとする県内各河川の

現状や課題を、引き続き丁寧に把握しつつ、適

切に漁業権の切替えを進めてまいりたいと考え

ております。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○環境森林部長（河野譲二君）

えします。林業・木材産業における原油価格高

騰等の影響についてであります。

素材生産業では、原木価格が近年に比べ高い

状況にあるものの、生産経費に占める燃料費の

割合が高いことから、経営に影響を与えている

ものと考えております。

また、製材業では、製品価格が近年に比べ高

い状況にあるものの、木材乾燥に主に化石燃料

を使用する事業者を中心に、経営に影響を与え

ているものと考えております。

さらに、特用林産物は価格転嫁が厳しいこと

から、燃料や資材価格高騰が、生産者の経営に

大きく影響を与えているものと考えておりま

す。

なお、円安の影響につきましては、物価高騰

による住宅需要等への影響も考えられますが、

外材から国産材への転換の好機とも考えており

ます。

県といたしましては、引き続き、原油価格高

騰や円安の影響を注視してまいります。以上で

あります。〔降壇〕

〔登壇〕○商工観光労働部長（横山浩文君）

お答えします。商工観光業における原油価格高

騰等の影響についてであります。

県では、原油価格や物価の高騰の影響を受け

る商工観光業者の経営・金融相談のための窓口

を設置しておりますが、この相談窓口には、

「仕入価格の上昇分を価格転嫁できず経営が苦

しい」などの相談が寄せられております。

また、今年３月に、県とみやぎん経済研究所

が共同で実施しましたアンケート調査では、原

油価格高騰が業況へ影響していると回答した企

業の割合が約８割に上っており、原油価格高騰

が、県内商工観光業に広く影響を与えているも

のと考えております。

なお、円安の影響につきましては、原材料価

格の上昇などのデメリットがある一方、輸出や

インバウンド増加などのメリットもありますこ

とから、引き続き状況を注視してまいります。

以上であります。〔降壇〕
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〔登壇〕 お答○農政水産部長（久保昌広君）

えします。農畜水産業における原油価格高騰等

の影響についてであります。

農畜水産業では、生産コストに占める割合の

大きい燃油やビニール等資材、肥料、配合飼

料、漁業用資材の価格が高騰しており、農畜水

産業全ての経営において、大きな影響が見込ま

れています。

さらに、農畜水産物では、コスト上昇分を販

売価格に転嫁することが難しい状況にあること

から、生産者の経営を一層圧迫しているものと

考えております。

また、円安の影響は、現時点では判然としま

せんが、化学肥料や配合飼料など、多くを輸入

に頼っている現状を踏まえますと、今後の影響

が懸念されております。〔降壇〕

ありがとうございました。○佐藤雅洋議員

それでは、その燃料高騰下の県内経済を支え

る、そして宮崎県の産品を輸送します物流網維

持支援について伺います。

今議会において、交通・物流事業者の支援に

係る補正予算が可決されたところですが、宮崎

県の生命線である物流網の重要性を、どのよう

に、どのぐらい認識しているのか、総合政策部

長に伺います。

大消費地から○総合政策部長（松浦直康君）

遠隔地にあります本県にとりまして、トラック

やカーフェリーなどが担う広域物流網は、基幹

産業である農畜産品をはじめ、県産品を県外に

運び、外貨を稼ぐ上で、なくてはならない大変

重要な社会基盤であると認識しております。

一方で、昨今の原油価格の高騰により、物流

事業者は大変厳しい経営環境にあることから、

先般可決いただきました補正予算により、その

支援に取り組むこととしております。

県といたしましては、今後とも物流事業者を

はじめ、農林水産業や商工業の荷主などと意見

交換をしながら、実態把握に努めるとともに、

モーダルシフトの推進など、物流の効率化を図

るための支援を積極的に行い、安定的な物流網

の維持・充実に取り組んでまいります。

宮崎県にとって物流網は大事○佐藤雅洋議員

な血管、大動脈であります。止めることなく、

さらに流れをよくしていただくよう要望いたし

ます。

県内各事業者の皆さんにおいては、コロナ禍

による暗く長いトンネルを抜けようとする矢先

の燃油価格高騰・物価高騰等で大変厳しい状況

が続いております。特に小規模事業者の皆さん

は、自分たちだけの力ではどうにもならないこ

ともあります。そうした事業者へ、県はどう支

援しているのか伺います。

また、事業者の皆さんにとっては、商工会議

所や商工会が、地域の相談窓口として重要な役

割を果たしています。そこに届いた現場の声に

どれだけ耳を傾け、寄り添えるかが、さらに重

要になると考えます。しかしながら、商工会議

所や商工会は多くの事業を抱え、事業内容も複

雑で苦慮しているとも聞いております。県は、

その実情をどう把握し、どう支援しているのか

をお伺いします。

県では、○商工観光労働部長（横山浩文君）

厳しい環境に置かれております県内事業者の支

援のため、これまでも金融機関に対し、融資条

件の変更や借換え等について、最大限柔軟な対

応を要請しているところですが、原油や原材料

価格高騰は、事業規模にかかわらず広く影響を

及ぼしており、今般、小規模事業者の新事業展

開等に対する支援をはじめ、宿泊事業者の省エ

ネ対策への支援や新たな貸付制度の創設などの
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補正予算をお認めいただいたところでございま

す。

また、小規模事業者の身近な支援機関であり

ます商工会や商工会議所は、昨今の新型コロナ

対策事業の窓口なども担っており、その業務量

の多さは、意見交換等を通じて把握していると

ころでございます。

今後、新型コロナなどの社会環境の変化に加

え、デジタル化など、事業者のニーズが高度化

・多様化していく中で、商工会等の役割はます

ます重要になりますことから、引き続き、その

機能が効果的に発揮できるよう、体制確保など

必要な支援を行ってまいります。

商工会は地域経済の支え、要○佐藤雅洋議員

であります。十分な支援を要望します。

続いて、県内子牛競り価格急落と、その対策

について伺います。

５月に、県内では児湯地域を皮切りに、県内

７市場で子牛競り市が開催されたところであり

ますが、子牛価格は日を追うごとに低下し、県

内で一番最後に行われました、私の地元である

高千穂家畜市場の競りでは、子牛価格は57

万7,000円にまで値を下げました。このような子

牛価格を踏まえ、繁殖農家では、子牛価格の低

下が収まる気配がなく先が見通せないとの不安

の声が広がり、このままでは、高齢で頭数の少

ない農家がやめていくのではないかと、大変心

配しております。

そこで、子牛価格急落の現状分析とその対策

について、農政水産部長に伺います。

本県の５月の○農政水産部長（久保昌広君）

子牛価格は、７市場平均で約65万円と、４月に

比べ１割ほど低下しており、全国的にも同じよ

うな傾向となっております。これは、飼料価格

の高騰などにより、肥育農家が肥育素牛の導入

を控えたためと考えております。

このような状況が続きますと、繁殖農家の生

産意欲の低下が懸念されることから、県ではそ

の対策として、今議会で御承認いただいた「畜

産セーフティーネット対策緊急強化事業」によ

り、飼料価格高騰の影響緩和を図るとともに、

例えば議員の地元の西臼杵では、ＪＡ高千穂地

区などそれぞれの地域において、関係団体と連

携した生産性向上に向けた技術指導など、生産

者の皆さんが安心して経営を継続できるよう支

援してまいります。

今こそ最大の支援を行わなけ○佐藤雅洋議員

れば、畜産県宮崎の後悔のもととなります。そ

うならないよう、よろしくお願いいたします。

次に、大変重要な水田活用直接支払交付金対

象水田について伺います。

国は、今後５年間に一度も水張りが行われて

いない農地について、令和９年度以降、交付対

象水田としない方針を示しました。私の地元西

臼杵地域では、水田面積は1,588ヘクタールあ

り、このうち水田活用の直接支払交付金が交付

された水田面積は約700ヘクタール、交付金額に

して約２億5,000万円であります。このうち、飼

料作物や野菜果物などを作付し、水張りをして

いない水田面積は最大で175ヘクタールに及び、

交付金額にして約5,800万円であります。西臼杵

は典型的な山間地域であり、農業従事者の約５

割が70歳以上で、水田を荒らさないように、飼

料作物などを作付しています。交付がなくなる

ことで作付をやめ、耕作放棄地の増加につなが

るおそれもあります。

「土に立つものは倒れず。土に活きるものは

飢えず。土を護るものは滅びず。」とは、明治

の農学者横井時敬の言葉です。その地で生ま

れ、生きてきて、そして生きていく人々が滅び
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ようとしています。いつまで頑張れるかと不安

の声が聞こえます。その土地を耕してきた人

が、その土地のことは一番知っているはずであ

ります。

そこで、中山間地域では、水田活用の直接支

払交付金の見直しの影響は特に甚大であると考

えますが、県としてどのような対応を取ってい

くのか、考えを伺います。

中山間地域で○農政水産部長（久保昌広君）

は、今回の見直しにより、耕畜連携による飼料

生産の仕組みが損なわれ、耕作放棄地が増加

し、農地保全を損なうおそれがあります。

このため先月、国に対しまして、このような

中山間地域の現状を訴えるとともに、一律の制

度適用を行わないよう、直接要望を行ったとこ

ろで、国としても、地域の課題の把握を進め、

対応方向を検討していくとのことであります。

県としましても、引き続き、中山間地域の課

題を国に訴えていくとともに、お話にありまし

た西臼杵をはじめ、それぞれの地域の課題を丁

寧に把握しつつ、水田農業の振興に、農業改良

普及センターや関係者と一体となって取り組ん

でまいります。

しっかりとお願いいたしま○佐藤雅洋議員

す。

森林におけるデジタル計測技術の活用につい

て伺います。

報道によると、森林情報をデジタル化し活用

する実証実験に宮崎県森林組合連合会と諸塚

村、ＮＴＴが取り組んでいるとのことでした。

持続可能な林業と地域の活性化に向け、山の価

値を見える化し、また調査の省力化をすること

は大変重要であり、森林の所有者からは、森林

の利用の価値、資産の価値、二酸化炭素吸収量

などをはっきり見える化したことで、山の価値

が再認識できた、後継者への引継ぎにも役立

つ、再造林の意欲が高まったとありました。大

変重要なことであり、一番求められていること

であります。森林所有者の経営意欲もアップ

し、今後の可能性をとても感じました。

杉生産日本一である宮崎県にとって、これを

県全体に広めるということは非常に大事である

と考えますが、森林デジタル計測技術の活用に

ついて、県の取組を環境森林部長に伺います。

レーザー等を○環境森林部長（河野譲二君）

使ったデジタル計測技術につきましては、お話

がありました諸塚村のほか、串間市、門川町の

公有林等において、ドローンによる立木本数や

樹高などの調査が試験的に実施されるなど、県

内でも徐々に活用が進んでおります。

しかしながら、この技術は、面積や現場条件

により、直径や樹種判別に誤差が生じることか

ら、精度の向上を図る必要があると考えており

ます。

このため県では、今年度から、従来の人力に

よる調査と、レーザー計測による調査の比較・

検証に取り組むこととしております。

県としましては、デジタル計測技術などのス

マート林業の推進は、森林の適正評価による森

林所有者の所得向上や、再造林意欲の向上につ

ながると考えておりますので、今後とも、積極

的に取り組んでまいります。

国土調査もいまだ進まずの市○佐藤雅洋議員

町村もあります。併せて積極的に進めていただ

きたいと思います。

森林環境譲与税について伺います。

森林の有する公益的機能は、地球温暖化防止

のみならず、国土の保全や水源の涵養など、国

民に広く恩恵を与えるものであり、適切な森林

の整備を進めていくことは、我が国の国土や国
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民の命を守ることにつながります。

森林環境譲与税について、県は、森林整備を

実施する市町村の支援などに関する費用に充て

ることとされています。本税により、山村地域

のこれまで手入れが十分に行われてこなかった

森林の整備が進展するとともに、山村地域で生

産された木材の都市部での利用の増加、さらに

は国民への森林・林業に対する理解の醸成、山

村の振興などにつながることが期待されます。

私は、急峻な民有林の多い我が宮崎県は、傾

斜等を考えれば、実質的な森林面積はまだまだ

広いと捉えるべきだと考えます。また、杉生

産31年連続日本一の宮崎県への配分は増やすべ

きだと考えます。

そこで、森林環境譲与税について、配分状況

と、自民党プロジェクトチームからの国への提

言を県はどのように受け止めているのか、環境

森林部長に伺います。

森林環境譲与○環境森林部長（河野譲二君）

税について、税の徴収は令和６年度からであり

ますが、令和元年度から段階的に譲与されてお

り、令和３年度までの３年間合計で、県に約４

億6,000万円、県内市町村に約24億2,000万円が

譲与されております。

この譲与額については、私有林人工林面積

が50％、林業就業者数が20％、人口が30％の割

合に応じて配分されているところであります。

譲与税の活用促進等に関し、今年５月に、自

民党のプロジェクトチームから国に対し、森林

が多い市町村への配分強化や、市町村の支援体

制強化などの提言がなされたところでありま

す。

県としましては、提言を受けた国の動向を注

視しながら、譲与税が積極的に有効活用される

よう、市町村支援などにしっかりと取り組んで

まいります。

基金に積み立てるだけでな○佐藤雅洋議員

く、隅々までの道づくりと再造林に有効活用し

なければ、宮崎県の林業は持続困難です。よろ

しくお願いいたします。

本県の主要な特用林産物の生産者への支援に

ついて伺います。

特用林産物生産は、産業の少ない農山村では

重要な地場産業であります。杉生産31年連続日

本一の宮崎県でありますが、山には、杉だけで

はなく多種多様な木材が多く育っております。

杉などは35年以上育てる必要がありますが、ま

きや木炭、さらにはシイタケの原木であるクヌ

ギは、生育期間の短い小径木を原料としており

ますので、林家にとっては重要な現金収入源で

あります。

先頃、３年ぶりに関係者が一堂に会しての

「県乾しいたけ品評会」が開かれたようであり

ます。諸塚、椎葉、五ヶ瀬町の生産者が優等や

特別賞などを受賞されました。また、団体の部

では、五ヶ瀬町が２年ぶり６回目の優勝と、す

ばらしい結果となりました。シイタケの生産と

いうものは、なかなか根気の要る仕事でありま

す。木炭についても、日本三大備長炭の一つと

も言われている日向備長炭が宮崎にはありま

す。職人さん方の昼夜を問わない大変な苦労で

作り出される、全国に誇れる特産品です。それ

ら、宮崎県の特産品としても多くの生産をいた

だいている皆さんへエールを送りたいと思いま

す。

そこで、中山間地域での重要な産業でもあ

り、地域経済の安定と就労の場の確保に大きな

役割を果たす、本県の主要な特用林産物である

乾シイタケや木炭の生産状況と生産者への支援

について、環境森林部長に伺います。
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県内における○環境森林部長（河野譲二君）

令和２年の生産量は、乾シイタケが400トン、木

炭が244トンとなっており、いずれも高齢化や後

継者不足により減少が続いております。

このため県では、作業の負担軽減や生産性の

向上を図る生産施設整備等の支援を行うととも

に、担い手対策として、新規参入者の基礎研

修、技術力向上のためのステップアップ研修、

親元就業やＩターン者への就業準備給付金の給

付等を実施しております。

また、今年度から、支援対象にアシストスー

ツを追加するとともに、今議会で承認いただき

ました６月補正予算により、資材価格高騰分を

支援する措置を講じたところであります。

今後とも、山村地域の貴重な収入源である特

用林産物の経営が安定して継続され、生産者の

意欲向上につながるよう支援に努めてまいりま

す。

次に、みやざき林業大学校に○佐藤雅洋議員

ついて伺います。

全国有数の林業県である宮崎の将来を担う人

材を育成する目的で林業大学校が開校し、３年

がたちました。森林業の基礎から実践的な知識

・技術の習得、林業就業に必要な資格を取得し

即戦力となる未来の林業リーダーを育てると

いった、林業県には大変重要な学校であると思

います。

本県は、全国に先駆け森林資源の充実が進

み、大型製材工場や木質バイオマス発電施設の

稼働に伴い、伐採再造林などの林業生産活動が

拡大しております。本県の森林・林業、木材産

業の将来のためにも、林業大学校は大切であり

ます。大学校への修学や就業定着、またそれに

対する支援や指導など、オール宮崎での支援体

制がしかれていると思います。新しく行かれた

島一明校長にも大変期待しております。廣

そこで、これまでの長期課程における研修生

の受入れ状況や成果について伺います。

みやざき林業○環境森林部長（河野譲二君）

大学校の長期課程では、平成31年４月の開講か

らの３年間合計で、４名の女性を含む入講者61

名全員が研修を修了しております。その内訳

は、県内出身者が53名、県外からのＩターン者

が８名と、各地から入講しております。また、

高等学校新卒者が20名で、研修生の平均年齢

は27歳となっております。

成果につきましては、研修により、林業に必

要な17種類の資格取得に加え、林業事業体が講

師となった造林作業や立木伐採等の現場実習に

よる技術の習得、原木シイタケや木炭の生産実

習による知識の向上が図られたところでありま

す。このことにより、修了生のうち57名が県内

の森林組合や林業事業体などに就業しており、

本県林業・木材産業の将来を担う人材を輩出で

きたものと考えております。

今後とも、実践的な知識や技術・技能を身に

つけ、即戦力となる人材の育成に取り組んでま

いります。

アフターコロナの県内外から○佐藤雅洋議員

の観光客受入れ体制について伺います。

自粛解除と同時に、一気に人々が動き出しま

した。ゴールデンウィークには宮崎も多くの観

光客であふれていました。新しく生まれ変わろ

うとしている青島、日本の姿そのままの高千

穂、県内各所に点在する観光地をよりスムーズ

に楽しんでもらえるよう、観光宮崎をアピール

する策として、一目で分かる観光案内板は大き

な役割を果たすものと考えます。

観光客に優しい宮崎づくりとして、県全体で

の観光案内板の設置状況について、商工観光労
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働部長に伺います。

県では、○商工観光労働部長（横山浩文君）

国内外からの観光客の広域周遊を促進するた

め、県内の道路地図や観光地の情報を多言語で

掲載した観光案内板を作成し、主要な観光地や

高速道路のサービスエリアなどに、合計で61基

を設置しているところでございます。

この観光案内板につきましては、最新の情報

を提供するため、計画的に掲載板面の更新を行

いますとともに、より詳細な観光情報に簡単に

アクセスできるよう、スマホ対応ＱＲコードも

掲載するなど、利便性向上に取り組んでおりま

す。

大きな案内板だけではなく、○佐藤雅洋議員

小まめな案内板を、さらには杉生産日本一の宮

崎県ならではの木材を使った案内板を設置する

よう、提案させていただきます。

次に、西臼杵地区の道路における災害の状況

と今後の対応について、西田県土整備部長に伺

います。

今年１月に発生した日向灘の地震は、私も自

宅で経験し、大変驚かされました。と同時に、

災害の心配がすぐさま頭をよぎったものです。

実際に、地震による落石、路肩崩壊など複数の

災害が発生しました。山間地においては、大き

な揺れ、大雨が来るたび、不安材料となってい

ます。中にはまだ、地震の爪痕が残っている道

路もあります。それらは生きていくのに必要な

生活道路であります。

西臼杵地区の道路における現状と今後の対応

について伺います。

今年１月に発○県土整備部長（西田員敏君）

生した日向灘の地震では、高千穂町などにおい

て最大震度５強が観測され、西臼杵地区におい

ては、県道日之影宇目線をはじめ、県道５路

線、５区間において、落石の発生により通行止

めとなりましたが、４区間については応急工事

を行い、早期に開放したところであります。

また、被害が大きかった３か所については、

今月１日に、国の災害復旧事業の採択を受け、

一日も早い復旧に向けて、現在、事業に必要な

用地取得のための手続を進めているところであ

ります。

今回の地震の影響によって、地盤が緩んでい

る箇所も見受けられることから、平常時のパト

ロールに加え、危険箇所の点検を行うととも

に、降雨の状況によっては、事前の通行規制を

実施するなど、引き続き、道路利用者の安全確

保に努めてまいります。

遅い梅雨入りです。長雨、大○佐藤雅洋議員

雨の可能性も十分あります。迂回路なども含

め、安全対策をしっかりとお願いいたします。

国道10号土々呂の渋滞緩和について伺いま

す。

以前は西臼杵から宮崎市内まで３時間以上か

かっていた道のりが、現在は１時間近く短縮さ

れ、道路交通網の整備に御尽力いただいた先人

に感謝いたします。

ただ、そのような現在でも、時間帯によって

昔と変わらず渋滞続きの道路があります。しか

も国道であります。皆さんも、延岡、国道10号

の土々呂の渋滞は経験したことがあるのではな

いでしようか。この道路を必要としている方々

は変わらずにいることを忘れてはいけません。

そこで、国道10号の土々呂地区の渋滞対策に

ついて、県土整備部長に伺います。

国道10号土々○県土整備部長（西田員敏君）

呂地区の渋滞対策につきましては、これまで

に、交差点改良工事や信号機の表示時間の調整

などが実施されてきたところであります。
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このほか、国道10号に並行する延岡南道路に

おいては、令和２年３月から通行料金の変更が

実施され、大型車の利用促進が図られるなどの

効果も確認されたところでありますが、依然と

して、国道10号の土々呂地区においては、朝夕

を中心に慢性的な渋滞が発生している状況にあ

ります。

県としましては、引き続き、国、県、市など

で構成される「宮崎県交通渋滞対策協議会」に

おいて、ソフト・ハードを含めた効果的な対策

について検討を進めてまいりたいと考えており

ます。

続いて、国道503号の整備状況○佐藤雅洋議員

について伺います。

九州中央自動車道へのアクセス道として大変

重要な道路の一つに、国道503号があります。

五ヶ瀬町と諸塚村を結ぶ503号は、現行の国道は

幅が狭く急カーブが多いため、大型車や救急車

の通行が困難であり、積雪や落石、倒木による

通行止めも発生しています。

これを解決するために、全体事業費148億円を

見込み、2022年度から2031年度を予定し、新規

事業を始めると、国は決定しました。これまで

トンネル整備は長年の悲願で、期成同盟会を中

心に今まで頑張ってきたわけでありますが、こ

の災害時の緊急活動や木材などの安定輸送に、

また地場産業の振興に大変役立つ503号の整備状

況について、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

国道503号は、○県土整備部長（西田員敏君）

地域経済や住民生活を支えるとともに、将来的

には九州中央自動車道と一体となった広域的な

道路ネットワークを形成する重要な路線であ

り、特に交通に支障のある箇所から、順次整備

に取り組んでいるところであります。

現在、諸塚村中心部から飯干地区までの区間

において、約1.2キロメートルの整備を進めてお

り、これまでに約0.6キロメートルが完成し、引

き続き、残る区間の改良工事等を進めることと

しております。

また、今年度から事業着手した飯干バイバス

につきましては、今後、測量や設計を進めるこ

ととしております。

県としましては、九州中央自動車道の事業進

捗も踏まえ、計画的な整備に取り組んでまいり

ます。

九州中央自動車道の県内区間○佐藤雅洋議員

の整備状況と今後の取組について伺います。

九州中央自動車道は、延岡市の延岡ジャンク

ションと熊本県嘉島町の嘉島ジャンクションを

結ぶ、全長95キロメートルの高速道路でありま

す。県北と西臼杵悲願の道路であります。しか

し、供用率はいまだに33％程度です。このまま

では、全線開通まで何十年かかるか分かりませ

ん。

そこで、県内区間の整備状況と今後の取組に

ついて、永山副知事にもお伺いするとよかった

かもしれませんが、西田県土整備部長にお伺い

いたします。

九州中央自動○県土整備部長（西田員敏君）

車道については、昨年８月に日之影深角－平底

間が開通するなど、着実に整備が進められてお

り、現在、県内３区間で事業が行われておりま

す。

まず、蘇陽－五ヶ瀬東間では、令和２年度か

ら調査・設計が進められており、今年度、用地

取得に着手する予定と伺っております。次に、

五ヶ瀬東－高千穂間では、今年３月に着工式を

開催したところであり、今後、本格的に工事を

進めていくと伺っております。最後に、高千穂
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－雲海橋間では、今年１月に中心くい打ち式を

開催したところであり、現在、地質調査や道路

設計などを行っていると伺っております。

今後とも、国や沿線自治体と一体となって、

用地取得を推進していくとともに、事業中区間

の完成はもとより、九州中央自動車道の一日も

早い全線開通に向け、国に対して強く要望して

まいります。

力強いメッセージをありがと○佐藤雅洋議員

うございます。道路整備スタートの遅れた西臼

杵と東臼杵であります。一気に進むことを願い

ます。

今度は、旧高千穂鉄道沿線地域の振興の在り

方について、沿線市町とどのように検討してい

るのかを、松浦総合政策部長に伺います。

宮崎県高千穂線鉄道施設整理基金条例を廃止

した後の旧高千穂線の有効利用について、私

は、「地域振興のために沿線市町で運営協議会

などを引き続き存続させ、沿線市町の地域振興

のために、県も含めてそのあたりを検討する必

要があるのではないか」と要望しました。その

答えとして当局は、「当条例と別の形で、鉄道

施設の活用を含めた地域振興の在り方につい

て、沿線市町と一緒になってしっかり検討して

まいりたい」とありました。

県としては、その後どのような形で沿線市町

と一緒になって検討し、それはどういう形で進

めておられるのかを教えてください。

県では、昨年○総合政策部長（松浦直康君）

度、西臼杵３町と延岡市から成る「広域連携

ワーキンググループ」の場を設けまして、外部

アドバイザーや県の関係部局も交え、旧高千穂

鉄道の跡地利用も含めて、今後の地域振興の在

り方について検討したところであります。

ワーキンググループでは、旧高千穂鉄道の鉄

橋や重要文化財にも指定されました旧綱ノ瀬橋

梁、第三五ヶ瀬川橋梁などのインフラ資源と、

沿線地域が有する美しい自然景観、伝統芸能、

歴史など、五ヶ瀬川流域の多様な地域資源をつ

なげる「インフラツーリズム」をテーマとし

て、積極的に意見が交わされたところでありま

す。

今後とも、地域と思いを共有しながら、地域

振興に係る新たな広域連携の取組を支援してま

いります。

旧高千穂鉄道の沿線市町の連○佐藤雅洋議員

携した今後の地域振興を支援いただき、ありが

とうございます。既に、市町と地域住民が一緒

になって盛り上げていこうと取り組んでいる地

域もありますことから、スピード感を持った支

援を要望いたします。

続いて、中山間地域への移住促進について伺

います。

コロナ禍を受け、宮崎県への県外移住者が増

加傾向にあります。西臼杵においても同じく、

山や川、田んぼのそばでの生活を求めて、多く

の移住者、移住希望者の皆さんがおられます。

そこで問題となるのが、住む家であります。

西臼杵には、何十年、何百年前に建てられ、現

在も住むことができる空き家が多く点在してい

ます。それを再構築することで、理想の移住生

活を楽しんでもらおうと、地元の建築関係者で

つくるＮＰＯ法人「一滴の会」という組織があ

り、移住希望者にとって大変心強いサポーター

として、また空き家対策として重要な役割を

担っております。それらの取組を同じ課題を持

つ県内各地へ広げることが有効と考えますが、

県の考えをお伺いします。

移住者の受入○総合政策部長（松浦直康君）

れに際しましては、移住に当たっての悩みや不
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安の解消、地域の生活環境への適応など、様々

な課題がありますが、中山間地域には、それら

に加え、御指摘のように、移住者向けの住居の

確保が難しい状況もあります。

このような中、今御紹介いただきました、地

元有志の方々から成るＮＰＯ法人「一滴の会」

は、高千穂町からの委託を受け、移住相談や空

き家バンクの運営、空き家の調査・管理、移住

者交流などの取組を一貫して行っておられま

す。「一滴の会」のような地元住民が中心と

なった活動は、移住者、そして地元住民の双方

にとって安心できる取組でありますので、今

後、県が実施する市町村担当者向けの研修会等

におきまして、優良事例として紹介すること

で、さらなる移住の促進につなげてまいりま

す。

本日は、その「一滴の会」の○佐藤雅洋議員

会長、副会長も傍聴においでであります。どこ

までも講演、研修会に出向かれることと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

次に、小水力発電について伺います。

文教警察企業常任委員会でも、企業局の発電

所を見学し、勉強させていただきました。電力

供給に不安が残るこの御時世。小水力発電の可

能性というものは大きなものがあると感じてお

ります。その小水力発電の課題に、初期投資と

採算性ということが挙げられますが、企業局が

今後、どれだけ県内の各自治体を支援し、小水

力発電をつくることができるか、私は大変期待

しております。

小水力は太陽光に比べ、昼夜を問わず発電が

可能な上、電力会社が買い取る価格も太陽光を

超えて高い点で魅力があります。宮崎県は森林

県であり、水も豊富であります。その水を有効

に利用し発電を行うことは、過疎自治体や人口

減少に悩む中山間地域の光になると考えます。

中山間地域における小水力発電の可能性につ

いて、井手企業局長に伺います。

中山間地域におけ○企業局長（井手義哉君）

る小水力発電の開発は、脱炭素社会の実現に加

え、地域の活性化に資する大変重要な取組であ

ります。

企業局におきましては、今まで市町村から相

談のあった70か所について、無償で可能性調査

等の技術支援を行い、８か所で運転が開始され

ております。

一般的に小水力発電は、年間を通じて安定し

た水量の確保や落差、配電線までの距離が近い

ことなど、設置場所の選定が重要であり、これ

までの実績を踏まえると、新たな開発適地を見

いだすことは容易ではありません。しかしなが

ら、市町村と地域住民が一体となって、積極的

に候補地点を掘り起こすことで、その可能性は

広がるものと考えております。

今後とも、企業局といたしましては、これま

で培った水力発電のノウハウを活用し、市町村

への技術支援に取り組んでまいります。

西臼杵郡民も大変期待してお○佐藤雅洋議員

ります。どうぞよろしくお願いいたします。

コロナ禍における県立学校の部活動の取扱い

について、教育長にお伺いいたします。

行動自粛が続き、３年間しかない高校生活

を、それまでと違った生活スタイルで過ごさざ

るを得ない学生たちの悲痛な声を耳にします。

部活動においても、甲子園球場での夢舞台を目

の前にして諦めなくてはならなかった高校球児

の涙も、記憶に新しいところです。しかし、世

の中は少しずつ以前の生活を取り戻しつつあり

ます。未来ある子供たちにこそ、いち早く、安

全を大前提とした部活動への取組を前向きに検
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討していく必要があると思います。

現在の県内高校部活動における現状と今後の

取組についてお伺いします。

県立学校の部活動○教育長（黒木淳一郎君）

の取扱いにつきましては、国の衛生管理マニュ

アルに基づき、県の警報区分に応じて、一時的

な活動の停止のほか、他校との交流や宿泊等の

制限を行いながら、できる限り生徒の活動を保

障してきたところであります。

現在は、県の警報区分も引き下げられ、日常

の活動や大会の参加につきましても、通常に近

い形で部活動を実施しております。

今後も、これまでの知見を生かし、引き続き

感染症対策の徹底を図りながら、生徒たちが部

活動に励むことができるよう、適切に対応して

まいります。

将来を担う子供たち、2027国○佐藤雅洋議員

スポでも活躍が期待される選手たちが最大の力

を発揮できる環境づくりを要望いたします。

最後の質問です。県立高等学校等における今

年度の新聞の配備状況及び活用状況について伺

います。

私の家には、毎朝４時に新聞が届きます。世

界情勢から地域の話題までが詰まった刷りたて

のインクの匂いとともに、配達員のカキツバタ

キヨミさんが届けてくれます。

ＳＤＧｓの目標の中に、「質の高い教育をみ

んなに、誰もが公平によい教育を受けられるよ

うに、また一生にわたって学習できる機会を広

めよう」とあります。

私は、新聞を各学校に置くことにより、子供

たちに新聞各紙を読み比べる習慣をつけさせ、

子供たちの目で自ら学ぶ、それをしっかり育て

ることが必要だと、前から発言しています。

県立高校の新聞の配備状況、１紙や２紙だけ

ではなく何紙置いてあるのか、及び活用状況に

ついて、教育長にお伺いします。

五ヶ瀬中等教育学○教育長（黒木淳一郎君）

校を含む県立高等学校等におきましては、37校

全てに新聞を置いております。内訳といたしま

しては、７校が２紙、６校が３紙、残り24校が

４紙以上となっております。

活用状況につきましては、各学校では、図書

館や共用スペース、学級等に配備し、生徒は、

休み時間や放課後に読んでおります。また、授

業における複数紙の社説の読み比べや、生徒の

探求活動の際の情報収集の素材、進路指導にお

ける時事問題の題材等としても活用しておりま

す。

自ら学ぶ生徒を育成するためにも、新聞の果

たす役割は大きいと、私も考えております。

新聞は毎日届く教科書のよう○佐藤雅洋議員

なものと考えます。身近に感じてもらえる環境

づくりを、よろしくお願いいたします。

知事をはじめ皆様、丁寧な御答弁ありがとう

ございました。結びに、コロナ禍の一日も早い

収束と、世界の安寧を念じまして、私の質問の

全てを終わります。ありがとうございました。

（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○中野一則議長

した。

明日の本会議は、午前10時から、一般質問、

人事案件の採決及び議案・請願の委員会付託で

あります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時58分散会

令和４年６月20日(月)
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６月21日（火）
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令 和 ４ 年 ６ 月 2 1 日 （ 火 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 徳 重 忠 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 濵 砂 守 同

（ ）23番 二 見 康 之 同

（ ）24番 山 下 博 三 同

（ ）25番 西 村 賢 同

（ ）26番 日 高 博 之 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○右松隆央副議長

ます。

本日の日程は、一般質問、人事案件の採決及

び議案の委員会付託であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、山

内佳菜子議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○山内佳菜子議員

ございます。県民連合宮崎、立憲民主党の山内

佳菜子です。本日もお忙しい中、傍聴いただ

き、またライブ中継を御覧の皆様、ありがとう

ございます。

食料品2.6％、ガソリン代15.7％、電気代21.0

％。私たちは今、非常に厳しい物価高の波にさ

らされています。

総務省が発表した４月の全国消費者物価指数

は、昨年の同じ月を2.1％上回りました。消費税

率引上げの影響を除けば、13年半ぶりの上昇率

です。

ＮＨＫの試算によると、コロナ前の2019年と

比べた場合、値上がりによる１世帯当たりの年

間の負担額は、年収によって６万4,468円から９

万8,697円程度増え、所得が低い世帯ほど影響が

大きくなるとも言われています。

１人当たりの県民所得が246万8,000円と沖縄

県に次いで２番目に低く、車社会でガソリンを

使わざるを得ない、４月からは年金も0.4％減額

になるなど、全国の中でも本県にとって、より

深刻さを増すのではと危惧しています。

私が信頼する研究者は、このように警告して

います。

「現在の物価高に対する基礎体力の弱さの背

景として、賃金上昇への努力が不足していたこ

と、仕組みができなかったことが、苦しみの一

因となっている。また、グローバル化した経済

の中で、地方にもその影響があることは、過去

のリーマンショックなどでも学んでいたはず。

「コロナは秋には収束する」と言ってそうなら

なかったように、今回のロシアによるウクライ

ナ侵攻や、物価高などをはじめ、一過性のもの

と考えたがる日本、地方は認識を改めねばなら

ない。表面的ではなく、根本的な戦略の変化が

求められる時代が到来している」

「一人一人の生活を見詰め、その影響を生み

出す背景や本質を捉える」。研究者のその強い

問題認識に共感する立場から、質問を始めま

す。

まず、福祉保健部長に伺います。

国の物価高騰の緊急対策として、宮崎県議会

でもこの６月定例会で、低所得のひとり親世帯

などに子供１人当たり５万円を給付する「低所

得の子育て世帯生活支援特別給付金」のための

予算案が提案されました。

開会して僅か５日後の15日に採決する、異例

のスピード対応でした。「国が６月中の給付を

求めている」との説明もありましたが、この低

所得の子育て世帯生活支援特別給付金のうち、

児童扶養手当を受給するひとり親世帯への給付

時期について、県内全市町村で６月中に給付さ

れるのか伺います。

以下の質問は、質問者席から行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お○福祉保健部長（重黒木 清君）

答えします。

国の原油価格・物価高騰等総合緊急対策に基

づき支給を行う、低所得の子育て世帯生活支援

特別給付金につきましては、真に生活に困って

いる方々への支援として、迅速な支給が求めら

れております。

令和４年６月21日(火)
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このうち、児童扶養手当を受給するひとり親

世帯への給付金につきましては、県が町村在住

者分を支給することとなっておりますが、関連

予算につきまして先日お認めいただいたことか

ら、支給対象となる1,880世帯へ通知を発送した

ところであり、６月中に対象者の児童扶養手当

支給口座へ給付金を振り込む予定としておりま

す。

また、各市在住の約１万200世帯につきまして

は、それぞれの市が支給することとなってお

り、各市においても６月中に支給する予定と

伺っております。以上であります。〔降壇〕

迅速な対応をお願いしま○山内佳菜子議員

す。

コロナ禍や物価高に対し、国は新たな支援策

を次々と打ち出しています。

一方、既存の事業について「活用が不十分」

との声も聞こえます。

ひとり親世帯などが低利または無利子で資金

を借りることができる「母子父子寡婦福祉資

金」の過去５年間の貸付件数及び、そのうち

「事業開始資金」の貸付件数についてお伺いし

ます。また、今後の利用促進に向けた取組につ

いて、福祉保健部長に伺います。

母子父子寡○福祉保健部長（重黒木 清君）

婦福祉資金の過去５年間の貸付件数につきまし

ては、令和元年度まで、各年度200件を超えてい

ましたが、令和２年度を境に160件台に減少して

おります。

これは、同時期に日本学生支援機構の給付型

奨学金制度が開始されたこと等により、貸付け

の８割以上を占める「修学資金」及び「就学支

度資金」の貸付件数が減少したことが要因とし

て考えられます。

また、「事業開始資金」の貸付件数は、過去

５年間の合計が３件となっております。

母子父子寡婦福祉資金には、ひとり親家庭の

経済的自立等を目的として、12種類の資金が用

意されておりますので、引き続き、県のホーム

ページや児童扶養手当現況届の受付時において

チラシを配布するなど、制度の周知を図ってま

いります。

県の「ひとり親世帯生活実○山内佳菜子議員

態調査」によると、直近の2017年の結果では、

回答した母子世帯のうち54.2％は、世帯全体の

平均月収が15万円未満の厳しい生活を送ってい

ます。

自分以外に子供を見る人がおらず、子供の急

病などで仕事を早退したり、休まざるを得な

かったりして、フルタイム勤務、パート勤務す

ら難しく、収入と子供との時間を確保するため

に、自ら事業を始める方もいます。その中の一

人の方から、この事業のことを教えていただき

ました。

「起業するに当たって、国庫でお金を借りた

１か月後にこの制度を知った。当時私がお世話

になっていた、企業を支援する部署の方も知ら

ず、市町村によって、窓口での対応にも、説明

や借りやすいかどうかに差があるとも聞く。情

報弱者は生活弱者になってしまう」と嘆いてい

ました。

必要なタイミングで必要な支援が届くように

お願いします。根本的な問題として、子育て中

でも安定的に働ける仕組みづくりを県としても

進めるよう、強く求めたいと思います。

次に、子供政策について伺います。

2011年、滋賀県大津市で、いじめを苦に中学

生が自死したことを受けて、「いじめ防止対策

推進法」が成立しました。第４条は、「児童等

は、いじめは行ってはならない」と禁止し、未
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然防止策に取り組むことは、教育委員会や学校

の責務と定めています。

県によると、直近の2020年度の県内の公立の

小中学校、高校、特別支援学校でのいじめの認

知件数は１万741件、前年度の１万5,054件と比

べると、約4,000件減りました。

コロナによる学級閉鎖などで、子供同士が対

面する機会も減ったことも背景にあるとのこと

ですが、それでも、児童1,000人当たりの認知件

数は全国２番目の多さです。

この認知件数は、学校でのアンケートや本

人、保護者、同級生などからの相談を基に学校

が認知した件数を数えているとのことですが、

アンケートはどのような方法で実施されている

のでしょうか、教育長に伺います。

いじめアンケート○教育長（黒木淳一郎君）

につきましては、県教育委員会が策定しました

「宮崎県いじめ防止基本方針」において、いじ

めの早期発見のための実施を求めておりまし

て、各学校では定期的に行われております。

具体的な方法といたしましては、記名式、無

記名式を交互に実施したり、家庭に持ち帰ら

せ、学校生活を保護者と一緒に振り返らせなが

ら回答させたりするなど、実施方法や内容を工

夫しながら、アンケートを実施しております。

また、県といたしましても、毎年１回、県内

の小・中・高等学校、特別支援学校など全ての

校種におきまして、無記名のアンケートを実施

しておりまして、いじめの早期発見に努めてい

るところであります。

小中学校では月１回、高校○山内佳菜子議員

では２か月に１回のペースで実施しているそう

ですが、その方法は各学校に委ねられていると

聞いています。

御説明があったように、持ち帰って無記名で

書く方法をはじめ、子供がＳＯＳを出しやすい

工夫をお願いします。

次に、いじめが起きた後の対応について、県

はどのような取組を行っているのか、教育長に

伺います。

いじめが起きた後○教育長（黒木淳一郎君）

の対応につきましては、被害児童生徒に寄り添

うことを最優先に、解消に至るまで組織的に対

応することが重要であります。

そのため、県教育委員会では、「いじめの認

知から解消までのガイドライン」等を策定して

おりまして、その中で、校長のリーダーシップ

を含めた組織的な取組や、被害者、加害者、双

方への指導・支援の在り方など、解消までの具

体的な内容を示し、各学校への指導を行ってい

るところであります。

また、重大ないじめ事案が発生した場合に

は、県におきまして、弁護士や臨床心理士、警

察官等から組織されました「宮崎県いじめ問題

対策委員会」を設置し、公平中立な立場から事

案の調査を行うこととしております。

いじめ防止対策推進法第２○山内佳菜子議員

条で、いじめは「児童等に対して、心理的又は

物理的な影響を与える行為（インターネットを

通じて行われるものを含む。）であって、児童

等が心身の苦痛を感じているもの」と定義され

ています。つまり、苦痛を感じたら認定する方

針です。

県によると、2021年８月時点で、「３か月間

いじめ行為が止まっている」「被害児童が苦痛

を受けていない」などとして、いじめが解消さ

れたとされるケースは１万486件で、全体の97.6

％とのことです。

一方で、私には、いまだにいじめ対応に苦し

む保護者の声が届きます。「相談窓口では、県
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に電話すると市へ、市に電話すると県へと言わ

れた。相手の保護者と学校との協議では、うち

の子はしていないの一点張り。結局、校区外へ

進学した」

「学校に出席できなければ、ただの欠席。学

校は被害者を守らず、加害者たちは笑顔で生活

している。自宅学習用の教材費も、親子で通う

心療内科の受診料も自己負担。宮崎にはいじめ

認知件数の数だけ心に傷のある子供がいる。子

供たちを助けてください」

第３条では、「いじめを受けた児童等の生命

及び心身を保護することが特に重要」とされて

いますが、その理念の実現には改善の余地があ

ると感じています。

例えば、大阪府寝屋川市では、教育委員会内

ではなく、市長部局内に「監察課」のようない

じめ対応部局をつくったり、被害児童や保護者

に転校費用を上限15万円、訴訟費用の上限30万

円までを助成する被害者救済制度を設ける取組

もなされています。

生徒が命を落としてしまってから対策が進

み、法律が整備されるという流れが繰り返され

ていますが、それでは遅いのです。

いじめの認知の割合が全国トップクラスであ

ること、今後のいじめ問題への取組について、

知事の見解を伺います。

本県における、いじめ○知事（河野俊嗣君）

の認知件数の割合が大きいことにつきまして

は、各学校が、いじめを初期の段階のものから

積極的に認知している結果であると、その点に

ついては肯定的に捉えているところでありま

す。

しかしながら、いじめと認知した件数が多い

ことは課題でありまして、そこには、つらい思

いをしている子供が必ずいる。そこに目を向け

る必要があろうかと思います。

学校におけるいじめの問題への対応につきま

しては、教育長が答弁しましたように、教育委

員会を中心に、これまでも取り組んできており

ます。今後とも、国の動向を注視し、今御紹介

いただきました他県の取組なども視野に入れな

がら、時代に合わせた対応を促してまいりたい

と考えております。

いじめは、学校を含めた社会全体で解決すべ

き大きな人権問題であります。そのため、全て

の子供たちをかけがえのない存在であるものと

して尊重し、子供たち一人一人が人としての尊

厳を有していることを認識しながら、社会総ぐ

るみで問題に取り組むことが、私たち大人の責

務であると考えております。

ありがとうございます。い○山内佳菜子議員

じめに関する質問は、今年１月から月１回開催

している「いじめを語る会」の参加者の声を基

に作成しました。皆さん、ありがとうございま

した。

「トイレに行く間もないという先生たちの処

遇改善をして、児童生徒と向き合う時間を確保

してほしい」「大人の世界にパワハラ、セクハ

ラ、ＤＶなどのいじめが存在しているのに、児

童生徒が大人に相談できるわけがない」という

意見もあります。

いじめの認知件数のトップクラスであるだけ

でなく、未然防止、発生後の対応についても

トップクラスと全国に認めていただけるような

本県の取組に期待しています。

次に、小中学校における不登校の増加につい

て、教育長の見解を伺います。

不登校につきまし○教育長（黒木淳一郎君）

ては、年々増加傾向にあり、令和２年度の調査

におきまして、小・中・高等学校合わせて1,700
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名以上の児童生徒が不登校の状態にあります。

このことは大きな課題であると重く受け止めて

おります。

不登校の要因は様々で、コロナ禍における何

らかの影響もあるのではないかと捉えておりま

すが、これまでの傾向から、今後さらに不登校

が増加することも懸念しているところでありま

す。

現在、各学校におきましては、不登校の未然

防止、解消に向け、教育相談の充実や関係機関

との連携に努めるとともに、スクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門

家を活用し、一人一人に応じた支援を行ってい

るところであります。

県教育委員会といたしましては、不登校は、

どの児童生徒にも起こり得ることとして捉え、

その上で、子供たちの幸せのために何ができる

のか考えてまいります。

令和２年度は計1,785人と、○山内佳菜子議員

過去最多だったと聞いています。学校に行かな

い、行けない理由は様々だと思います。

新型コロナ対策への迅速な対応で世界の注目

を浴びた台湾のオードリー・タン・デジタル担

当大臣も、自身の病気などを背景に不登校とな

り、中学校を退学。３月に県庁で行われたオン

ラインの意見交換会でもその話を披露され、中

学校の校長に「学びを止めるな」と助言を受

け、多様な学びの場を子供たちに提供する大切

さを訴えられました。

６月10日、文部科学省の「不登校に関する調

査研究協力者会議」がまとめた報告書には、教

育機会確保法の趣旨にのっとり、「児童生徒や

保護者に一番近い在籍校などは、校内の別室指

導や教育支援センターによる支援を提案し、フ

リースクールなどの民間団体の支援の紹介、Ｉ

ＣＴを活用した自宅での学習支援の提案など、

子どもの主体性を尊重した情報提供を行うこと

が重要」と明記。学校以外の多様な学びの機会

も紹介するよう呼びかけています。

多様な学びの機会の確保に向けた民間団体と

の連携について、進捗状況と今後の対応を教育

長に伺います。

県教育委員会とい○教育長（黒木淳一郎君）

たしましては、昨年度から、県内における民間

団体やフリースクールの視察等を行いながら、

様々な教育機会の確保に向け、協議を深めてい

るところであります。

私自身も先日、宮崎市内のフリースクールに

直接伺わせていただきまして、活動の様子を見

せていただき、意見交換を行ってまいりまし

た。

今後は、市町村教育委員会と協議を深めなが

ら、各民間団体やフリースクール等の実態把握

に努め、様々な立場の方々に御意見をいただく

など連携を図り、今後の支援の在り方について

検討してまいります。

県によると、現時点で出席○山内佳菜子議員

扱いとなるフリースクールは、宮崎市内の１か

所だけです。「どこにどんな団体がいるか分か

らない」という声も聞こえます。

教育機会確保法第３条は、「国、地方公共団

体、民間団体や関係者の密接な連携」を求めて

おり、第13条では、「国及び地方公共団体は、

不登校児童生徒が学校以外の場で行う多様で適

切な学習活動の重要性に鑑み、休養の必要性も

踏まえ、状況に応じた学習活動が行われるよ

う、必要な情報の提供、助言その他の支援を行

うために必要な措置を講ずる」としています。

法に基づき、現在県が進めている市町村教育委

員会、民間団体との連携を深め、学校も、学校
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以外も含めて、学習の機会を確保するための環

境づくりを進めてください。

「１人１台配付されている端末などをもっと

活用して、オンライン授業を進めてほしい」と

の保護者からの意見も伺います。

様々な事情により、学校に行きたくても行け

ない児童生徒の学びを止めないため、オンライ

ンにより行う授業の現状と今後の対応につい

て、教育長に伺います。

現在、文部科学省○教育長（黒木淳一郎君）

では、学びを保障するためのオンライン学習を

積極的に進められるよう規則の改正を行い、制

度の弾力化を図っております。

県内におきましては、病気療養等、長期にわ

たる欠席の児童生徒に対しまして、オンライン

による授業の配信など、自分のペースに合わせ

た学習の支援を実施した例がございます。

県教育委員会といたしましては、学習の評価

や単位の認定など、今後のオンラインによる学

習支援の在り方について、さらに研究を深めて

まいります。

実施した例があるとのこと○山内佳菜子議員

ですが、子供が白血病のため入院し、小学校に

復学できたものの、コロナ感染を避けて学校に

行けない時期があった児童のお母さんにお話を

伺いました。市販のドリルも購入して、お母さ

ん御自身が勉強を教えていたそうです。必要な

児童生徒に行き届けること、学習の評価や単位

の認定についても、特段の配慮を求めます。

発達障がいに悩む保護者からの相談も増えて

おり、４月から「子育てなんでもきいてみよ

う」という座談会も月１回開いています。６月

は、息子さんが自閉症のお父さんが話をしてく

ださいました。

「小学校時代の先生はとても熱心だったが、

すごく無理解。息子のことをつぶさに報告する

ために、職場に何度も電話があり、上司から

は、「またか」「君の子育てがおかしいので

は」と言われ、自分も心の病となり退職した。

学校に何度もお願いして特別支援教育を始めて

もらい、私も子供も学校生活が大分スムーズに

なった」と報告され、現在は御自身も子育て支

援に尽力されています。

発達障がいのある児童生徒の保護者の声を教

育委員会の施策に生かす仕組みがあるのか、教

育長に伺います。

障がいのある児童○教育長（黒木淳一郎君）

生徒の保護者からの御意見につきましては、県

内を７つに分けたエリアサポート体制の中で、

特別に配置した経験豊富で専門性の高い教員に

よる学校への巡回相談や、福祉等関係機関との

連携会議において把握させていただき、施策を

実施する際の参考としております。

特に、発達障がいのある児童生徒に関しまし

ては、その特性から学習面や行動面、対人関係

の困難さが気づかれにくいという傾向もあり、

教員による気づきと児童生徒及び保護者への早

期の相談支援が重要であると考えております。

このことからも、県教育委員会といたしまし

ては、より本人、保護者の声に耳を傾け、施策

の充実に努めてまいります。

児童生徒や保護者を取り巻○山内佳菜子議員

く環境も多様化していますので、柔軟な対応を

お願いします。

「義務教育である小中学校は支援が手厚いだ

ろうが、高校への進学は不安」との声も根強く

あります。

県立高校における特別な教育的ニーズのある

生徒に対しての受検の配慮と、入学後の支援の

状況について、教育長に伺います。
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特別な配慮を必要○教育長（黒木淳一郎君）

とする生徒が県立高校を受検する際は、中学校

からの申出を基に、高校と県教育委員会が協議

した上で、本人の状況に応じて、別室での受検

や学力検査問題のルビ振り、用紙の拡大などの

必要とされる対応を行っております。

入学後につきましても、各高校で生活面や学

習面、対人関係に困難さを抱える生徒の情報を

職員間で共有し、一人一人に応じた支援に努め

ております。

さらに現在、７エリアに設置した15校の拠点

校を中心に、困難さの改善、環境への適応を目

指した「通級による指導」も行っております。

県教育委員会といたしましては、今後とも、

個別の教育的ニーズに応じた支援について、よ

り一層充実を図ってまいります。

昨年度の受検の際は、視○山内佳菜子議員

覚、聴覚障がいがある生徒も含めて47人への配

慮を行ったと聞いています。また、県立学校37

校のうち15校に16教室の通級指導教室があるこ

とは、人口比で見ると九州断トツの多さとのこ

と。これ以外にも様々な支援に取り組んでいる

とのことです。

法律があるから、人生を決める受検だからで

はなく、個々の状態に合わせた配慮を常日頃か

ら行っていただくよう、お願いいたします。

子供政策の最後です。

２月議会で重松議員が取り上げたテーマです

が、白血病などで骨髄移植を受けた子供へのワ

クチン再接種についてです。

見ず知らずの方から、ツイッターのダイレク

トメールが届きました。「県内でもまだ助成し

ていない市町村がある。県費助成が始まれば26

市町村の足並みがそろうのでは」という内容で

した。

何もできないままだったある日、20年ぶりに

再会した同級生が、我が子を４歳で白血病で

失ったことを知りました。私の息子も今４歳で

す。とてもショックでした。

改めて、県内で再接種を待つお母さんや医師

に話を伺いました。白血病の子供さんの場合、

小児慢性特定疾病になるため、所得に応じての

金額と食事代は自己負担。子供を見るため病室

に付きっきりになるので、親は仕事を休職・退

職となり、収入は激減。髪が抜け、嘔吐を繰り

返す子供を前に、心が締めつけられながらも笑

顔で励まし続けたそうです。

「病気になりたくてなったわけではない。再

接種の負担が多過ぎて再接種するのを諦めるよ

うな、差別するような環境ではなく、病気に

なった子供たちも平等に安心できる未来を、県

を挙げて支援していただきたい。どうか、この

声が県議の皆様、知事に届いてくれればと思い

ます」とおっしゃっています。

九州では2020年から福岡県が、今年４月から

鹿児島県も助成を始めました。鹿児島県で再接

種助成を訴えたお母さんは、「同じ日本で、九

州で、負担の差があるのはおかしい」と何度役

所に連絡しても、毎回「検討中」との返答。地

元メディアに取り上げられたこともあり、よう

やく助成が認められたそうです。

「小児がんになれば、昨日までの生活も仕事

もなくなる。当たり前の生活が一番難しい。小

児がんの子供も普通に過ごせることを願ってい

るだけ」とおっしゃっています。対象になるの

は、県内でも年間10人程度で、１人当たり20万

円程度と、膨大な予算額が必要なものでもあり

ません。

骨髄移植を受けた子供へのワクチン再接種に

係る県の支援について、知事に伺います。
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骨髄移植は、治療経過○知事（河野俊嗣君）

におきまして移植前の血液細胞を根絶するた

め、過去に行った予防接種の効果も消失すると

言われております。このため関係学会において

は、ワクチンの再接種が推奨されておりまし

て、国においても、市町村を実施主体とした定

期接種化について検討が行われているところで

あります。

県におきましては、これまでも、おたふく風

邪や百日ぜきの追加接種などの任意接種に係る

費用について、実施主体である市町村へ必要な

支援を行ってまいりました。

お尋ねのワクチン再接種の助成につきまして

は、つらい治療を乗り越えてこられた御本人や

御家族の負担も考慮しながら、国の動向や市町

村の意向も踏まえて、必要な検討を行ってまい

ります。

「必要な検討を行う」とい○山内佳菜子議員

う前向きな御答弁をいただきました。ぜひお願

いします。

次に、ＤＶ被害者支援についてです。

県が設置している配偶者暴力相談支援セン

ターにおけるＤＶ相談件数の推移について、県

の認識を福祉保健部長に伺います。

配偶者暴力○福祉保健部長（重黒木 清君）

相談支援センターの機能を担っております女性

相談所の過去10年間のＤＶ相談件数は、平成29

年度の601件をピークに増減を繰り返している状

況であり、令和２年度は515件と、前年度に比

べ57件減少しております。

一方で、警察と男女共同参画センターを加え

た県全体の相談件数につきましては、増加傾向

にありまして、10年前に1,000件程度だったもの

が、令和元年度には1,600件と過去最高を記録

し、令和２年度も1,456件と高止まりしている状

況にあることから、支援を必要としている女性

は増え続けているものと認識しております。

内閣府の３月の発表による○山内佳菜子議員

と、全国の配暴センターの相談件数は増加した

一方、本県は減少、全都道府県別でも329件と最

下位でした。なぜでしょうか。

配暴センターが都道府県内に１か所しかない

のは、三重、和歌山、香川、高知と本県の５か

所だけです。市町村への設置をどのように促す

のでしょうか。また、県の施設への増設につい

て、福祉保健部長に伺います。

配偶者暴力○福祉保健部長（重黒木 清君）

相談支援センターは、「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律」、いわゆ

るＤＶ防止法に基づいて、ＤＶの防止及び被害

者の保護を行っており、本県では、女性相談所

がその役割を担っておりますが、議員御指摘の

とおり、ほかにセンターは設置されておりませ

ん。

現在、地域のＤＶ相談の対応は、市町村の担

当課や社会福祉協議会等が行っているところで

すが、市町村にセンターが設置されることで、

身近な場所での継続的な相談・カウンセリン

グ、住民票の異動や生活保護等の手続の一元化

など、ワンストップの支援を行うことが可能と

なります。

このため県では、市町村に対して、センター

の設置について働きかけを行うとともに、これ

を検討する市町村に対しましては、相談業務へ

のアドバイス等の支援を行うこととしておりま

す。

あわせて、県の施設への設置についても検討

を進めることで、県全体のＤＶ防止及び被害者

支援体制の充実・強化を図ってまいりたいと考

えております。
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県の増設についても検討を○山内佳菜子議員

進めるとの前向きな御答弁、ありがとうござい

ます。市町村の設置についても、財政措置を含

めたアクションを求めます。

配暴センターも入っている女性相談所の相談

は、電話か対面で受け付けています。電話を時

間外にかけると、以下のメッセージが流れま

す。

「宮崎県女性相談所です。現在の時間は御相

談を受け付けておりません。受付時間内におか

け直しください。緊急の場合は警察にすぐに御

相談ください。通話状況を確認するために録音

しておりますが、こちらからのおかけ直しはい

たしませんので御了承ください」。

相談者の９割以上は男性に傷つけられた女性

であるにもかかわらず、男性職員の声で吹き込

まれています。「通話状況のための録音」をす

る必要があるのでしょうか。

もっと被害者に寄り添った内容にすべきと考

えますが、県の考えを福祉保健部長に伺いま

す。

女性相談所○福祉保健部長（重黒木 清君）

では、女性に関する様々な問題について、相談

員が面接及び電話での相談に応じ、問題解決の

ための助言指導等を行っております。電話相談

での対応は、祝日と年末年始を除き、月曜から

日曜日まで毎日行っておりますが、夜間等の時

間外は留守番電話メッセージにて対応し、緊急

の場合は警察へすぐ相談するように案内してお

ります。

一方、警察から女性相談所への緊急連絡

は、24時間365日体制で受け付けており、警察が

被害者の安全を確保する中で、緊急の一時保護

が考えられるケースについては、時間外でも連

携して対応しているところであります。

議員御指摘の留守番電話メッセージにつきま

しては、相談者にとって必要な内容を御案内す

るものでありますが、その伝え方につきまして

は、女性の声での案内とするなど、相談者に寄

り添った改善を図ってまいりたいと考えており

ます。

改善いただけることを感謝○山内佳菜子議員

するとともに、時間外の対応の充実について、

今後も御検討をお願いいたします。

ＤＶ相談の対応に、メールやＳＮＳも活用す

べきと考えますが、県のお考えを福祉保健部長

に伺います。

議員御指摘○福祉保健部長（重黒木 清君）

のとおり、女性相談所におけるＤＶ相談は、現

在、電話や面接により行っておりますが、全国

からの相談に対応している国においては、令和

２年４月から、電話やメール、チャットで相談

に応じる「ＤＶ相談プラス」が開始されたこと

から、県では、これをホームページの相談窓口

一覧で紹介し、周知を図っているところであり

ます。

メールやＳＮＳを活用した相談方法は、同居

する家族に気づかれず、相談者のペースで相談

ができ、若者や女性を相談につなげる最も身近

な手段として期待されますので、女性相談所に

おきましても、まずは、メールの活用について

検討を進めてまいりたいと思います。

まずはメールの活用をス○山内佳菜子議員

タートしていただけるとのこと、ありがとうご

ざいます。

若い女性を支援するＮＰＯ法人ＢＯＮＤプロ

ジェクトによると、一番多かった相談方法はＬ

ＩＮＥで、本県の68件を含む約1万9,000件、次

がメールで約１万600件、電話は約1,800件でし

た。若い世代が相談しやすいＳＮＳの導入も研
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究をお願いします。

県内の民間団体から、「ＤＶに困っている子

育て中の女性が、女性相談所に一時保護を求め

たのに受け入れてもらえなかった」と伺いまし

た。県に確認したところ、「適切に対応した」

との回答があり、認識の違いがあるようです。

結局、その女性は民間団体の支援を受けて、

引っ越しや役所での各種手続を行ったようで

す。経費は民間団体が全額負担です。

女性相談所におけるＤＶ被害者の受入れ実績

について、また受け入れる際の基準について、

福祉保健部長にお尋ねします。

ＤＶ被害者○福祉保健部長（重黒木 清君）

からの相談に際しては、問題解決のための助言

指導や支援期間の情報提供を行うほか、緊急に

保護を必要とする場合には、被害者の意思に基

づき、被害者及び同伴家族の一時保護を行って

おります。

過去10年間に一時保護を行った被害者本人の

実人数は、平成24年度の34人をピークに増減を

繰り返している状況にありまして、令和２年度

は16人となっております。

次に、一時保護を行う基準につきましては、

身体の危険性や緊急性の観点から設けていると

ころであり、具体的には、配偶者からの追跡の

おそれ、経済状況、心身の健康状態等を総合的

に勘案し、女性相談所長が必要と認める場合に

一時保護を行うこととしております。

ＤＶ防止法第２条に、「国○山内佳菜子議員

及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止

するとともに、被害者の自立を支援することを

含め、その適切な保護を図る責務を有する」と

あります。また、第４次ＤＶ対策宮崎県基本計

画に、「被害者の保護支援を行うに当たって

は、被害者の安全の確保が最優先課題」とされ

ていますが、その責務は果たされているでしょ

うか。

民間団体の方は、「相談者はどんな支援制度

があるか、自分に何が必要かも分からないまま

必死で救いを求めてくる。まずは身の安全を確

保してから、できること、できないことを説明

するなど、寄り添った対応を」と求めていま

す。法律や計画の遵守をお願いします。

次に、配暴センターの証明書発行手順につい

て、福祉保健部長に伺います。

市町村等に○福祉保健部長（重黒木 清君）

おきましては、ＤＶ被害者の自立支援を目的と

して、公営住宅への優先入居等の各種支援措置

を行うほか、加害者に対する住民基本台帳の閲

覧制限を行っておりますが、その際に、配偶者

暴力相談支援センターの機能を担っております

女性相談所からのＤＶ相談を受け付けた証明書

が必要となります。

この証明書の発行に当たりましては、なりす

ましや悪用を防ぐため、申請、交付いずれも御

本人の来所による手続に限定しており、身分証

明書等による本人確認と、利用目的や現状の確

認を行った上で申請を受け付けますが、セン

ターでの過去の相談歴等を確認する必要がある

ことから、証明書の交付は翌日以降とさせてい

ただいております。

手続に際しましては、複数の証明書をまとめ

て申請できる様式とするほか、事前予約をして

いただくことで、被害者の負担軽減を図るなど

改善を図っておりますが、引き続き、発行期間

の短縮等に努めてまいりたいと考えておりま

す。

暴力を受けたパートナーに○山内佳菜子議員

見つからないように、身の危険を感じながら被

害者や、その同行者は来所しています。迅速な
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対応や来所時間の短縮など、負担の軽減を求め

ます。

女性支援の在り方を66年ぶりに変える困難女

性支援法が５月、国会で成立しました。女性相

談所の役割も見直される絶好のチャンスであ

り、昨日、河野議員もお話しされていました

が、施行までの２年間は、準備期間として有効

に活用いただきたいと思います。民間団体との

連携や支援が明記されていますが、困難女性支

援法の施行を視野に入れた民間団体との今後の

連携の在り方について、知事の考えを伺いま

す。

ＤＶのほか、性的な被○知事（河野俊嗣君）

害や生活困窮など、多様化・複雑化します女性

問題に適切に対応するために、令和４年５月、

議員立法により、「困難な問題を抱える女性へ

の支援に関する法律」が新たに制定されたとこ

ろであります。その基本理念として、多様な支

援を包括的に提供する体制づくりや、関係機関

・民間団体との協働による切れ目のない支援の

実施が掲げられております。

現在県では、「ＤＶ被害者保護支援ネット

ワーク会議」等によりまして、民間団体と連携

を図っているところであります。今回の法律制

定に伴い、さらなる支援の充実が求められます

ことから、今後、国が定める基本方針を踏まえ

ながら、関係機関の役割や民間団体の強みを生

かした支援体制の在り方について検討し、本県

の女性が安心して自立した生活を送れる社会の

実現を目指してまいります。

ネットワーク会議に入って○山内佳菜子議員

いる民間団体は２団体と伺っていますが、私が

主宰する「ＤＶ被害者を学ぶ会」には、ほかに

も幾つかの民間団体も参加してくださっていま

す。

会議で顔を合わせる「連携」から一歩進め

て、行政や民間団体がそれぞれの強みを生かし

て一緒に動く「連携」、知事が掲げる「協働」

を進めていただきたいと思います。

最後に、県民の関心も高いバス路線問題につ

いてです。

現在協議が行われている県バス対策協議会の

中で、住民や利用者の声はどのように反映され

ているのでしょうか。総合政策部長に伺いま

す。

地域の実情に○総合政策部長（松浦直康君）

即した輸送サービスの実現に向けて、市町村で

は、利用者や地域住民の声を反映するために、

地元の自治会やＰＴＡの代表者等を構成員とす

る「地域公共交通会議」が設置されておりまし

て、様々なテーマについて広く議論が行われて

いるところであります。

また、県バス対策協議会では、複数の市町村

にまたがる地域間幹線バス路線につきまして、

より広域的な視点から議論しているところであ

りますが、地域の声を反映するため、市町村を

主体とする県内８つの地域分科会を設けており

ます。

この地域分科会では、地域間幹線バスの運行

予定者や効率的な運行ルート、ダイヤの見直

し、地域内のコミュニティーバスとの乗り継ぎ

など、利用促進や利便性の向上の取組につい

て、市町村における議論も踏まえ、路線ごとに

協議をしているところであります。

自治会長やＰＴＡ会長な○山内佳菜子議員

ど、団体の代表の方が利用者の声をどのように

届けてくださっているんだろうかということを

確認するために、県のホームページで会議資料

や議事録がないかなと思って探したんですけれ

ども、見つかりませんでした。今はアップして
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いないということです。

意見を述べるために、正確な情報は欠かせま

せん。問題意識を共有し、よりよい解決を探る

ためにも、まずは情報公開を求めます。

次に、宮崎交通は経費削減の上、継続して運

行したいとの意向ですが、事業者選定に当たっ

て、今後どのように対応するのでしょうか。総

合政策部長に伺います。

地域間幹線バ○総合政策部長（松浦直康君）

ス路線につきましては、宮崎交通から当初、

「行政による赤字額の全額補塡がなければ路線

を廃止する」という申出があり、加えて、「こ

れ以上の経営改善は難しい」との話もあったこ

とから、将来にわたり赤字額の全額補塡を続け

ていくことは、そのような状況では難しいと考

えまして、地域分科会等で市町村とも議論を重

ねた上で、他事業者への転換等も含めた方向性

を出したところであります。

その後、経費削減策が提示されるなど、宮崎

交通の考え方にも変化があったことから、今

後、その在り方につきまして、改めて協議・検

討することとしております。

また、事業者を選定する場合には、行政負担

のみならず、利用者の安全性や利便性の確保な

ど、持続可能な交通手段となるよう、市町村と

ともに総合的に検討してまいります。

事業者選定の視点が「採算○山内佳菜子議員

性」だけではないと伺い、少しほっとしまし

た。

「今、全国の路線バスが大変なことになって

います」というメッセージとともに、ＮＨＫは

路線バスの特設サイトを開設しています。運転

手不足で、赤字路線だけでなく、大都市部の黒

字路線までも減便・廃止せざるを得ない事態と

いうことです。

コロナ前のデータですが、バスの運転手の平

均年収は457万円と、全業種平均より１割低く、

平均労働時間は月210時間と２割高い状態です。

入社４年で半数近くは離職し、赤字になって

いる会社率は全体の７割、運転手不足の会社は

８割で、このうち５社に１社は運転手不足のた

め減便や路線の廃止などを検討しているとの深

刻なデータもあります。

公共交通政策に詳しく、国の交通関係の審議

会委員や、各県の地域公共交通計画の策定にも

携わっている、名古屋大学の加藤博和教授は、

「2005年からの10年間で給料が２割減、労働時

間が２割増えた業種。全国のバス事業者が給料

アップや処遇改善で何とか運転手を確保しよう

としている中、宮崎の状況を注視している」と

のことでした。

一方、地域公共交通活性化再生法の改正によ

り、2024年度以降は、「地域公共交通計画」を

作成しなければ、乗合バスなどの補助金がもら

えない仕組みとなりました。

この計画は、バスだけでなく、今議会でも複

数の議員が取り上げている鉄道、タクシーも含

めた公共交通について、行政、事業者、住民、

学識経験者による法定協議会を設置して、どの

ような将来像を目指すのか、利用者や収支など

の目標値を設定し、ＰＤＣＡを強化、それを実

現するための事業や実施主体を記載する、言わ

ば本県が目指す公共交通の姿と、それを実現す

る設計図のようなものです。

地域公共交通計画の策定を今後どのように進

めていくのか、総合政策部長に伺います。

地域公共交通○総合政策部長（松浦直康君）

計画は、地域にとって望ましい地域の旅客運送

サービスの姿を明らかにするものであります

が、令和６年度以降は、この計画への位置づけ
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が、地域間幹線バスに対する国庫補助の要件と

なることから、県におきましては、令和５年度

末までに策定することとしております。

本年度は、市町村、交通事業者、学識経験者

等で構成する法定協議会を設置するとともに、

必要となるデータ収集や分析等の業務を専門業

者へ委託するなど、計画策定に向けた取組を順

次進めてまいります。

現在、県バス対策協議会や地域分科会等を中

心に、地域間幹線バス路線に関する協議・検討

を行っておりますが、その結果も反映させなが

ら、地域の移動手段の持続的な確保につながる

計画を策定してまいります。

バス路線問題は、「事業者○山内佳菜子議員

を決めれば終わり」ではありません。運転手は

全国で不足し、人口減少や高齢化による利用者

減などを背景に、公共交通は縮退の一途をた

どっています。

本県のように１社が路線バスを維持する県は

全国でも珍しい中、同じく１社が担う奈良県で

も、10年前に本県と同じようなことが起きたそ

うです。

奈良交通の申出を受けて、県、市町村と議論

を続け、路線改善を進めています。議員発議で

奈良県公共交通条例をつくり、それに基づく毎

年度の報告書には、輸送人員、経費、経営状

況、国、県、市町村からの補助金の推移などの

データ、公共交通を支えるための県の各事業が

部署ごとに整理されて、公開されています。

公共交通がなくなれば、生活の場がなくな

り、まちは人も住めなくなります。県、事業

者、県民でどう課題を共有し、合意形成を図る

のでしょうか。この局面をどう乗り切るので

しょうか。今後のバス路線に対する知事の思い

を伺います。

地域間幹線バスをはじ○知事（河野俊嗣君）

めとしますバス路線は、県民にとりまして、通

院や通学、買物など、安心して地域で暮らすた

めの重要な移動手段であると認識しておりま

す。私自身も、ジム通いなどで毎週、定期的に

利用しております。

一方で、自家用車の普及や人口減少等に加え

まして、新型コロナの影響により利用者数が大

きく落ち込むとともに、燃料の急激な値上がり

など、バスを取り巻く環境は非常に厳しいもの

となっております。

県におきましては、先般可決いただきました

補正予算における燃料高騰対策など、国の臨時

交付金も活用した運行支援を行うとともに、事

前予約により運行させるデマンドバスや、バス

を含めた最適な移動手段の予約・決済を一括で

行うＭａａＳの導入など、利用促進や活性化に

も取り組んでいるところであります。

今後も引き続き、これらの施策を推進すると

ともに、利用者や地域住民の声も十分踏まえな

がら、市町村・バス事業者等とその在り方につ

いて議論を深め、将来にわたって持続可能なバ

ス路線となるよう努めてまいります。

「公共交通を守ることは、○山内佳菜子議員

故郷を守ることだ」と言われた方がいます。人

口減少や災害で鉄道が消え、バスも消え、車も

運転できなくなって故郷を離れざるを得なく

なった方は、この車社会、過疎地域も多い宮崎

に、どれほどいらっしゃったことでしょう。

車を手放しても安心して住み続けられる宮崎

へ。これからも厳しさが続くであろう公共交通

の経営を、誰がどれぐらい負担し、支えていく

のか。将来の宮崎、地方の姿を左右するほどの

深いテーマです。

公共交通の危機から故郷の在り方を考える
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チャンスだと思います。知事のリーダーシップ

に期待して、私からの質問を終わります。あり

がとうございました。（拍手）

次は、太田清海議員。○右松隆央副議長

〔登壇〕（拍手） 何で人間は○太田清海議員

戦争するのだろう。これは私が中学生の頃、ベ

トナム戦争の報道に接するたびに感じた、当時

は人生最大の疑問でした。学校教育では「友達

とは仲よくしなさい」と教えているのに。

そしてまた、今にして思うことですが、当時

アメリカが起こしたベトナム戦争に対して、ア

メリカに対する国際的な経済制裁などなかった

なと思うと、戦争観というものが、私たちの立

ち位置によって変わるものだろうかという疑問

も、ふと感じます。

また、考えてみると、私たちの日常生活の中

で起こっている、いじめ、虐待、誹謗中傷、あ

おり運転なども戦争の一変形ではないかと思え

てなりません。だから私は、私の日常生活の中

での争い事はできるだけ避けようと思っていま

す。

事実、こんなことがありました。

私たち夫婦が買物から帰ってきたときのこと

です。食卓に着席すると、その食卓に固定電話

の子機が置いたままでありました。妻はそれを

見て、「またこんなところに置いたままにし

て」と、まるで私が犯人であるかのように言い

ました。

孫が犯人ではないかと思っていた私は、む

かっときたのですが、私は黙ってその子機を元

のところに置き直しました。

すると今度は、運悪く私の座っている椅子の

下にコーヒーの滴みたいなものがこぼれていま

した。目ざとく見つけた妻は、また私が犯人で

あるかのごとく、「またこんなところにこぼし

て」と強い口調で私に言いました。これも犯人

は孫と思っていた私は、さらにむっときたので

すが、まあいいやと思って怒りをぐっと抑え、

黙ったままぬれぎぬを着て、その場をやり過ご

しました。

すると、５分たち10分たつと、いつの間にか

夫婦の会話は何事もなかったかのように穏やか

に交わされていきました。

私は思いました。あのとき感情に任せて「そ

れは俺じゃねえ」と反論していたら、夫婦の間

にきっと険悪な争い事が起こっていたのではな

いかと。命に別状なければ、つまらぬことは反

論しないほうがいいと、つくづく思いました。

考えてみれば、私の妻は県議会議員である私を

疑ったわけでありますが、嫌疑不十分だったの

です。

それでは、質問をいたします。

国家の政策決定が、いつの間にか株式、株価

というものに絡め取られているのではないかと

いう問題です。

岸田内閣の発足当時、新しい資本主義という

名の下に、例えば金融所得課税の見直しを訴え

られていたようでありましたが、結果として、

その見直しも先送りとなったようであります。

１億円の壁といわれるように、金融資産を多

く持った高額所得者は、１億円を超えると急激

に所得税の負担率が下がり、これが応分の負担

という考え方からすると、社会的な不公平では

ないかと言われています。

岸田首相がこれを正そうとされたことは間違

いではなかったと評価しています。しかし、い

かんせん、そのメッセージが伝わった途端、株

価が下落し、やむなく先送りとなったのだと思

います。

私が問題とするのは、このように国家の政策

 - 213 -



令和４年６月21日(火)

決定が、いつの間にか株価とかいうものに影響

されているのではという、その体質についてで

あります。

年金積立金管理運用独立行政法人、通称ＧＰ

ＩＦも、安倍内閣の時代にその運用がかなり大

きく株式に依存しました。このように、株とい

うものに国家財政が安易に依存するあまり、今

後、じわじわと国家の政策決定の自由度をむし

ばんでくるのではないかと思うのです。

国の政策決定が株価の影響を受けることにつ

いて、知事の所感を伺います。

次に、ハラスメントの問題であります。

様々なハラスメントがあるようで、最近、カ

スタマーハラスメントという言葉を聞きまし

た。これは、お客が店員さんに理不尽な苦情

を、言いがかりをつけるようにハラスメントす

ることでしょうか。

そういえばコンビニなどで、お客が店員さん

に苦情を言い、土下座させたという報道を聞い

たことがありました。理由のほどは分かりませ

んが、店員さんも非正規の若い子だったりする

と、かわいそうだなと。その子は今後、社会と

いうものに信頼感を持てるのだろうか、この社

会の中にどのような印象を持って入り込むのだ

ろうかと思うと、かわいそうでなりません。

過度な謝罪要求、インターネットでの誹謗中

傷、容赦のない批判、あおり運転、何か世の中

がぎすぎすしてきた感じがします。

このような社会に対しての知事の所感を伺い

ます。また、このように人権が尊重されていな

い社会を変えていくために、知事として県民に

どう訴えていくのかをお伺いしたいと思いま

す。

以下の質問は、質問者席で行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、政策決定の在り方についてでありま

す。

株価は、企業価値や企業経営等と密接に関係

し、経済情勢を反映する貴重な指標であります

ことから、その動向は、経済政策を検討する上

で必要な判断材料の一つであると考えておりま

す。

また、金融所得課税の見直しは、所得の再分

配という効果がある一方で、株価に影響を及ぼ

す可能性があることから、その実施について

は、タイミングを見極める必要があると考えて

おります。

岸田総理は、今回の見直しの先送りについ

て、見直し自体を断念したものではなく、まず

は企業の成長を促し、その成長から得られる果

実を分配していく、優先順位の問題である旨の

説明をされております。

私も政策決定に当たりましては、単一の目的

に対する効果だけではなく、様々な分野へのプ

ラス・マイナスの影響も含めて、総合的に判断

する必要があると感じたところであります。

次に、様々なハラスメントの問題についてで

あります。

私たちは、これまで、本県で発生した口蹄疫

をはじめ、東日本大震災や熊本地震、さらには

新型コロナなどへの対応を通して、人と人との

結びつき、他者や地域社会との関わりの中で助

け合い、いたわり合うことの大切さや尊さを実

感したところであります。

議員御指摘のような様々なハラスメントは、

個人としての尊厳や人格を不当に傷つける、人

権に関わる許されない行為と認識しておりま

す。
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その背景には、社会が豊かになる一方で、人

間関係が希薄になったり、他人への思いやりが

欠如したりすることなどが影響しているものと

考えられるところでありまして、社会的な不寛

容さにつながるものとして、大変憂慮すべき状

況にあると認識しております。

太田議員のように寛容の精神を持って望む必

要があると、そのように感じているところであ

ります。

最後に、人権尊重の社会づくりに向けてであ

ります。

人権尊重の社会づくりに向けましては、人権

問題に関する県民一人一人の理解と共感が大変

重要であります。

例えば、新型コロナに関して、医療従事者等

への不当な差別が社会問題となった際には、差

別を受けた当事者の団体を含め、様々な関係機

関等と連携し、「ストップ！コロナ差別 オー

ルみやざき共同宣言」を行い、私も先頭に立っ

て、県民の皆様に訴えかけてまいりました。

また県では、本年３月に「宮崎県人権尊重の

社会づくり条例」を施行しました。私たち一人

一人の立場や考え、置かれている生活状況など

は様々でありますが、お互いを温かい気持ちで

包み、補い合い、助け合って行動し、思いやり

の広がり、連鎖をつくっていくことが大切であ

ります。

この条例の目指す社会の実現に向けまして

は、私自身も、記者会見やＳＮＳなど様々な機

会を通じて、人権尊重に向けたメッセージを、

県民の皆様一人一人の心に届くよう発信してま

いります。以上であります。〔降壇〕

よく分かりました。金融課税○太田清海議員

の問題については、経済学者によっていろんな

論評が分かれておりますので、それはそれとし

て受け入れていきたいと思います。

時間がありましたら、後でまた述べていきた

いと思うんですが、ハラスメントの問題、人権

尊重は、宮崎県も人権尊重の社会づくり条例と

いうのをタイムリーにつくられたと思うので、

これをいかに具現化するかというか、いろんな

メッセージを発して、そうだねというような宮

崎県にしなきゃいかんなと思います。

「日本のひなた宮崎県」という言葉も、考え

てみればいい言葉だな、明るい日差しの中で明

るい心を持って宮崎県民が生きてほしいなとい

うことを思いました。

では、次の質問に移らせていただきますが、

中学校の部活動の地域移行について、教育長に

まず３点お伺いしたいと思います。

１点目は、運動部活動の地域移行に関する検

討会議提言の概要や、今後のスケジュールにつ

いて伺いたいと思います。

国では、深刻な少○教育長（黒木淳一郎君）

子化や教員の業務負担増加等の課題を受け、公

立中学校における運動部活動の地域移行に向

け、有識者による検討会議が開催され、今年６

月にその提言がまとめられました。

その概要としましては、指導者の確保や会費

負担の在り方、保険の在り方など、具体的課題

への対応が示されたところであります。また、

大会の在り方等につきましても、日本中体連が

主催する全国大会に、地域のスポーツ団体等も

参加できるようにすることなどが盛り込まれて

おります。

今後の計画としましても、まずは休日の運動

部活動から段階的に地域移行していくことを基

本とし、令和５年度から３年間を改革集中期間

とすることが併せて示されております。

それでは、先に質問を進めさ○太田清海議員
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せていただきます。

私は部活動というのは、教育の一環として教

員が担うべきではないかと考えております。教

育長の見解をお伺いしたいと思います。

部活動は、学年や○教育長（黒木淳一郎君）

学校を越えた交流を通して、生徒同士の幅広く

豊かな人間関係の構築や、目標達成に向け努力

する過程で壁にぶつかることがあり、そこを乗

り越える経験ができる活動であります。また、

教室とは異なる生徒の姿があり、教員にとっ

て、生徒理解を深めることができる活動でもあ

ります。

私自身も学校現場では、まさしくこのような

教育的な意義や価値を実感してまいりました。

しかしながら、教員の業務量の増加や心理的負

担といった課題があることも認識しておりま

す。

そのようなことからも、今後は、全ての市町

村教育委員会に足を運び、現状や課題等の御意

見を集約しながら、本県の実情に合った部活動

について検討していく必要があると考えており

ます。

このテーマでは最後になりま○太田清海議員

すが、部活動指導員の配置による効果と今後の

見通しについて、お伺いしたいと思います。

公立中学校におき○教育長（黒木淳一郎君）

ます部活動指導員につきましては、主に教員の

負担軽減等を目的に、令和元年度より配置して

おり、今年度は77名を配置することとしており

ます。

その効果といたしましては、教員の時間外の

業務時間の減少をはじめ、「これまで経験のな

い競技を担当した顧問の心理的負担が軽減され

た」「仕事と家庭生活の両立が図られた」など

の報告がなされております。

今後は、国の動向を注視するとともに、各市

町村教育委員会とも連携し、継続的に部活動指

導員の配置を進めてまいります。

この部活動指導員というの○太田清海議員

は、会計年度任用職員と伺っておりましたが、

部活動については、特に義務教育上の部活動で

すから、やっぱり教育の一環であるという視点

を失わないようにしてほしいと思います。

それともう一つは、やはり原則的に先生が忙

しいということであれば、先生を増やすという

視点を忘れないで、今後対応していただきたい

と思うんです。

これで私も最後になるかもしれませんので、

部活動の関係で私が体験した教訓を少し述べて

みたいと思います。

私が部活動を中学校から始めたのは、北郷宇

納間という寒村です。１学年は３クラスありま

したけど、男は野球かソフトテニス、女性はバ

レーかテニスでした。それぐらいしか選択肢が

なかったんです。私はテニスに入りましたけ

ど、初めてテニスボールを打ったときに、どこ

に飛んでいくか分からんから、相手のところに

きれいに返してやろう、返してやろうと思って

やっていると、まるでテニスボールを打つこと

が、その子と会話をしているような、この会話

という、テニスとは面白いんだねという感動が

ありました。それからいっときして、学校の先

生が、美術の先生や国語の先生、数学の先生が

日曜日になると集まってきて、本来は私たちが

練習しなきゃいけないのに先生たちが練習し

て、そういうのを見ていると、こんなことがあ

りました。

先生同士が試合をして、アウト・セーフをめ

ぐってけんかするんです。あれ、先生もけんか

するんだなという社会も見ました。でも先生同
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士、特にあのときは国語の先生でしたけど、ア

ウト・セーフをめぐっていちゃもんをつける先

生に、「先生、おおらかに行きましょう、おお

らかに」と言ったら、その相手の先生は頭をか

くように、何か納得されたようでした。やっぱ

り何か自分を見詰め直したんでしょう。

私は、あのときのおおらかにという言葉が非

常に心に残っていて、この言葉はいろんな争い

事の中に使っていかないかんなということをつ

くづく思ったわけであります。

大人は、そういう争いを避けるための言葉も

十分知っているんだなということを、部活を通

して感じたところです。

高校に入って試合をすると、テニスのボール

がネットにぴちっと当たって、当たったら、も

うこちらの勝ちなんです、誰も取れないから。

だから、中学生時代には、やったと思ったんで

すが、高校の部活でそれをやっていたら、ネッ

トインしたときにやったと心で思ったら、先輩

である高校３年生が、「こっちに来てみろ」

と。「あのね、そういうふうにしてネットに当

たって勝ったときには、帽子を脱いで相手の人

におじぎしなさい、すみませんでしたと。そう

いうことを言いなさい」ということで、公式戦

でもそのようにしてきました。これは、やっぱ

り高校生は大人だなと、中学生と違うんだなと

いうことを自分でも勉強しました。

それから、私は実は九州大会に、高校時代に

１年生のとき補欠で出場させられたことがあり

ます。相手高校は九州の名門校でした。名門校

でありましたが、相手校の前衛が失敗すると、

監督が呼んで、ラケットで頭をたたこうとする

んです。生徒は逃げるんです。私はそれを見

て、テニスというのは楽しい競技なのに、何で

そんなことをするのかなと思って、恐ろしさも

感じました。そんなこともあって、スポーツと

いうのはそういうものだよと、学校の先生と一

緒になって楽しくやらないかんと。

それで、時間がなくなりますが、中学校３年

のときに私は宮崎県で優勝して、インターハイ

に出場しました。そのときの先生は、延岡高校

の事務の先生でした。私は学校の先生と思って

いたら、事務の先生でした。その先生が、優勝

したその晩、旅館に泊まっているときに私たち

を見て、「おまえたちは疲れちょるじゃろう

が、明日は個人戦があるとぞ」と、当時テレビ

で宣伝されていたドリンク剤を買ってきて、私

たちに飲ませたんです。「疲れちょるじゃろ

う」と言って。それを飲んで翌日は試合しまし

たけど、個人戦では私以外は全部負けました。

疲れがたまっていたんだと思いますけど。

そのように、あの事務の先生だったけれど

も、私たちをいたわりながら、「疲れちょる

ね、頑張りましたね」といった、そのいたわり

の心みたいなものが私はありがたかったなと、

忘れられない思いであります。

その先生が言った言葉としてもう一つ覚えて

いるのは、「いいか、君たちは部活をするな

ら、先生の授業をしっかり聞いとれよ。しっか

り聞いとれば、家で勉強せんでいいんだぞ」、

そんなことを言っておりました。私もそのとお

りにしたんですが、まあどうにかなりました。

そんなことで、やっぱり部活というのは教育の

一環である。その人の全人格を受けて育ってい

くんだということを、何か失わないでいてほし

いなと。

もう一つ言うならば、燃え尽き症候群という

のがあります。あんまり厳しくがんがん鍛える

と、もう俺はそんなスポーツをしたくないと

いって、大人になってスポーツから離れていく
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人もいるんです。

私はそういう経験がなかったから、70歳を超

えましたけど、今でもテニスをしております。

時々、田口県会議員も連れ込んで、一緒に練習

したりしております。非常にうまいんです、彼

も。そういうことで、部活というものはそうい

うものもあるんだよということを、ひとつ肝に

銘じておいてほしいと思います。

次に、教員免許更新制の廃止についてであり

ますが、これも３点、先にお伺いしたいと思い

ます。

教員免許更新制の廃止に伴う新たな研修制度

の概要についてお伺いしたいと思います。教育

長、お願いします。

国の示しました新○教育長（黒木淳一郎君）

たな研修制度は、変化の激しい教育環境の中に

おいて、一人一人の教員が目標を設定した上

で、主体的に学び続けることを狙いとしており

ます。

県教育委員会といたしましては、本制度の狙

いを踏まえた上で、県の新たな研修計画を策定

し、その研修の履歴を記録に残す仕組みを構築

してまいります。

また、校長はその研修記録等を活用しなが

ら、教員との対話を通して、今後の研修の方向

性を示し、一人一人の教員にとって最適な学び

となるよう指導助言等を行います。

本制度の詳細につきましては、今後、文部科

学省よりガイドラインが示されますので、その

内容を踏まえて計画的に進めてまいります。

もう一つ、県教育委員会とし○太田清海議員

て、新たな研修制度を今後どのように構築して

いくのかということをお伺いしたいと思いま

す。

県教育委員会とい○教育長（黒木淳一郎君）

たしましては、今後、文部科学省より示されま

す指針やガイドライン等を参考にしながら、本

県ならではの研修制度の構築に取り組んでまい

ります。

具体的には、有識者を交えた教員の育成や研

修に関する会議を実施するとともに、庁内の

ワーキンググループにおきまして、協議を重ね

てまいります。

それらを通して、研修制度の基盤となる教員

の育成指標を定めた上で、今年度末をめどに新

たな研修計画を策定してまいります。

なお、構築に当たりましては、働き方改革を

念頭に置いて、教員の過度な負担にならないよ

う配慮するとともに、学校現場や社会のニーズ

も踏まえながら、作業を進めてまいります。

私は、この教員免許更新制に○太田清海議員

ついては、政治に翻弄されてきたかなという感

じがして。新しい研修制度となっていくようで

すけれども、私は、やっぱり校長先生、教頭先

生、そういった人が、若い先生の人格も含め、

教育の技術も含め教えていく、そういう任務が

校長、教頭先生にはあると思うんです。いろん

な研修に頼らなくても、現場で教えていく。人

格の陶冶という言葉がありますけれども、陶器

を練るように、そして金属を溶かし込んで器を

作っていくような、そういうことを教頭、校長

先生が本来やるべきではないかなという思いが

あります。ひとつよろしくお願いしたいと思い

ます。

次に、地域公共交通について総合政策部長に

お伺いいたします。

これは質問としては１つなんですけれども、

ＪＲ九州のサービスが低下していると感じます

が、県としてどのように対応しているのかとい

うことをお伺いしたいと思うんです。
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私も列車に乗って20年間通勤してきました。

その20年の間に、今までワンマン列車ではな

かったのにワンマン列車が導入されました。そ

れから、私は南延岡駅乗車ですけど、駅員が３

名はおったように思うんですが、とうとう１名

になってしまいました。それから営業時間も、

朝の７時半から午後３時までということになっ

て、それ以降は誰もいないんです。私、これは

いろいろ犯罪も起こるんじゃないか、無銭乗車

をすることとかを誘発してしまうのではないか

というのも感じますし、私たちが駆け込んで駅

に上がっていったときに、最初に見るのは電光

掲示板なんです、あれが一番大きくてしっかり

見えるから。これがなくなりました、電光掲示

板が。

それで、宮崎空港にも行ってみましたが、電

光掲示板はあるんですが、電気が流されていま

せんでした。何ら役目は果たされていないんで

す。あるということは、将来使うかもしれんか

らいいけれども、南延岡駅は取っ払ってしまっ

たんです、全部。こんな状況で果たしていいの

かなと。

様々な問題が起こっております。ということ

で、総合政策部長にお伺いしたいと思います。

ＪＲ九州は、○総合政策部長（松浦直康君）

本年３月に窓口業務や改札対応の時間短縮な

ど、駅体制の見直しを実施いたしましたが、そ

の際、県におきましては、事前に懸念される事

項をＪＲ九州へ要望し、駅員の臨時配置による

定期券販売など、利用者への影響を最小限とす

る対応を取っていただいたところであります。

また、例年、宮崎県鉄道整備促進期成同盟会

では、市町村や商工団体、高校等からの要望を

取りまとめ、ＪＲ九州に提出しておりまして、

これまでに、駅の修繕あるいは放置自転車の撤

去など、可能なものから順次対応いただいてい

るところであります。

御指摘のとおり、ＪＲ九州によるサービスが

低下していくようなことがあると、さらなる利

用者離れにつながることが懸念されます。この

ため、今後も引き続き、沿線自治体や地域住民

の声を届けて、駅施設等の利便性・快適性の向

上のために必要な改善を求めてまいります。

難しい問題でありますが、朝○太田清海議員

７時半からしか駅員さんは来ない。私は６時台

か７時の初めの列車に乗るものですから、誰も

いません、駅には。そのときにお客さんが、身

障割引を取りたいんだけど、相手がいないから

取れなかったんです、これは前回も言いました

けど。だから、列車に乗せて宮崎駅で降ろし

て、そこで取らせました。

もう一つの経験は、おじいちゃんでしたけ

ど、鹿児島の病院に行かないかんということを

言っていましたけど、駅員さんがおらん。そう

したら、お金を入れて買う、あの券売機の扱い

が分からないということで、私がやってあげま

した。その方が、「駅員が来たら、文句言わな

いかん」とか言うわけです。ただ、駅員さん

も、ＪＲ九州サポートサービスという委託先が

請けているから、その人たちに文句を言わせる

のはいかんから、その人も早く列車に乗せて宮

崎まで連れていきました。そんな不満が出てい

るものですから、やっぱり、特に空港はお客さ

んが来る玄関ですから、迎え入れるときには気

持ちよく迎えられるようなＪＲであってほしい

なと思います。ということで、よろしくお願い

いたします。

次に、県有施設における電気の調達につい

て、これは総務部長に３点お伺いいたします。

県有施設で使用する電気の調達方法について
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お伺いしたいと思います。

県における電気の○総務部長（渡辺善敬君）

調達につきましては、国の進める電力の小売自

由化を背景としまして、平成16年度から、契約

電力50キロワット以上の県有施設を基本に、一

般競争入札による電気需給契約を行っており、

現在、県立学校や警察署等を含め123施設で、こ

の方式を導入しております。

このうち、知事部局で契約電力が最大となる

県庁本館及び１号館の入札に、現在の契約では

６者の小売電気事業者が応札し、九州電力株式

会社が落札しております。

それ以外の県有施設につきましては、各施設

管理者が契約電力の規模に応じて、一般競争入

札または随意契約により契約を締結しておりま

す。

仮に契約先の事業者が事業撤○太田清海議員

退した場合、まず新電力の場合ということだろ

うと思いますけど、その後の電気供給はどうな

るのか、お伺いしたいと思います。

仮に、契約中の事○総務部長（渡辺善敬君）

業者から事業撤退の申出があり、電気供給の停

止が見込まれる場合は、新たな事業者へ契約を

切り替える必要があります。

この場合、次の契約先を確保するまでは、電

気事業法に基づきまして、一般送配電事業者で

ある九州電力送配電株式会社と標準料金の２割

増しの金額で締結する、最終保障供給契約によ

りまして、向こう１年以内の電気供給が保障さ

れる仕組みとなっております。

なお、最近のエネルギー価格の高騰等に伴い

まして、国においては、最終保障供給制度の在

り方や電力需給対策について議論されているこ

とから、県としましては、国の電力政策の動向

を注意深く見守りたいと考えております。

それでは最後になりますが、○太田清海議員

県有施設で事業撤退の動きはあるのか、仮に撤

退した場合、県は提訴することになるのか、お

伺いしたいと思います。

県と電気需給契約○総務部長（渡辺善敬君）

を交わしている事業者のうち、今のエネルギー

価格の高騰に伴うコスト増の状況は伺っており

ますが、現時点で直ちに事業撤退が差し迫って

いるなどの相談を受けているケースはありませ

ん。

仮に事業者が事業を撤退し、電力を供給する

見込みがないと認められる場合には、まずは提

訴とは別に、電気需給契約に基づき違約金の請

求を行うことになります。

また、御質問のありました損害賠償請求の提

訴につきましては、事業撤退に伴う法的手続の

状況や資産状況、訴訟費用と損害賠償額等を考

慮し、弁護士とも相談しながら、総合的に判断

することになると考えております。

円安とかウクライナの問題と○太田清海議員

かで物価、原油等も上がったりして、真面目に

事業者もやっておるんだろうと思いますけど、

そういったいろんなことが想定されると思いま

すので、今後、早めに情報をつかむことと、穏

やかな方向で対応していかれたらいいかなと思

います。

次に、福祉保健部長にお伺いいたします。

福祉系高校応援事業についてでありますが、

これは２か月ほど前、とある高校から、「県が

つくった福祉系高校応援事業は大変よいもの

だったが、これが今年度、令和４年度で終わる

と聞いた。今後はどうなるのか」という不安を

聞きましたので、質問いたします。

１点目は、県の事業ですが、「未来へはばた

け！福祉系高校生応援事業」についてお伺いし
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たいと思います。

御質問の事○福祉保健部長（重黒木 清君）

業は、介護職を志す福祉系高校の生徒が介護を

学びやすい環境を整備するため、生徒が負担す

る介護実習に係る費用等について、１人当たり

３万円を上限に助成するものであります。

県では令和２年度からこの事業に取り組んで

おり、県内に６校ある福祉系高校の生徒に対

し、令和２年度は393人に約490万円、令和３年

度は373人に約650万円の助成を行っているとこ

ろであります。

それでは、国が創設した福祉○太田清海議員

系高校修学資金貸付事業についてお伺いしたい

と思います。

福祉系高校○福祉保健部長（重黒木 清君）

修学資金貸付事業は、介護福祉士を目指して福

祉系高校で学ぶ生徒に対し、国と県の負担によ

り、修学準備金や介護実習費、国家試験対策費

用等を貸し付けるものであります。

高校を卒業し、資格取得後、県内で介護等の

業務に３年間従事することで返還が免除される

ため、介護人材の県内定着を促進する観点か

ら、有効な制度と考えております。

この貸付金は、対象となる費用の範囲が広

く、先ほど答弁しました、県の助成で受けられ

る金額以上の借入れが可能であるため、助成金

の支給は今年度までとし、令和５年度以降、福

祉系高校の生徒の修学に係る支援は、貸付制度

に一本化することとしております。

県としましては、対象となる学校の生徒、保

護者に貸付制度を周知し、その活用を図り、介

護分野への新規就労促進に取り組んでまいりま

す。

これをお伺いしたときに、県○太田清海議員

が先進的に制度をつくったと、その後追いで国

が、それより充実するものをつくってくれたん

だなと思うと、宮崎県として先に取り組んだそ

の成果が、国にいい意味で影響したんだと思っ

て、そこは評価をしたいと思います。

そういう意味では、本当にこれが地方自治だ

ということを訴えているような気がして、それ

ぞれのセクションで国の政策をいい意味で変え

ていくような、そういう取組を今後ともお願い

したいと思います。

２か月前に、現場にこれが伝わっていなかっ

たというのもあったものですから、今後は周知

徹底をよろしくお願いしたいと思います。

次に、同じく福祉保健部長に、介護報酬の算

定について２点お伺いしたいと思います。

これは、ある福祉施設の経営者からお伺いし

ました。「300万円ほど借金をして施設をつくっ

たけれども、後で国が介護報酬を減算したの

で、はしごを外された思いがした」と。「介護

労働者も手厚く採用したいと思っているのに、

減算されては困る」という相談を受けました。

それで１点目は、事業者が受け取る介護報酬

が減算されるケースはどのようなものがあるの

か、お伺いしたいと思います。

介護報酬○福祉保健部長（重黒木 清君）

は、介護事業者が利用者に介護サービスを提供

した場合に、利用者の要介護度やサービスの提

供時間などを基に支払われるものであり、一定

の要件により加算または減算されることとなっ

ております。

減算がなされるケースといたしましては、事

業所等におきまして、看護職員や介護職員など

の職員数が配置基準を満たさなくなった場合

や、訪問介護事業所において、同一の建物に居

住する利用者へサービスを提供することで、地

域に点在する利用者への訪問と比べて、移動時
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間が軽減される場合などがあります。

それでは、２つ目であります○太田清海議員

が、介護報酬において介護事業者の努力が適切

に評価されるべきと思いますが、どのように反

映されているのかお伺いしたいと思います。

介護報酬○福祉保健部長（重黒木 清君）

は、介護保険法の規定により、国が定めること

とされ、介護を取り巻く様々な課題に対応する

ため、原則として３年ごとに見直しが行われて

いるところであります。

具体的には、基準を上回る夜間の職員配置や

専門職によるケアなど、より手厚い介護サービ

スを提供した場合や、移動に時間を要する中山

間地域で訪問介護サービスを提供した場合に一

定の報酬が加算されるなど、サービス内容が介

護報酬に反映されるよう改定が行われてきたと

ころであります。

県といたしましては、介護事業者が介護報酬

の仕組みを十分理解し、利用者によりよい介護

サービスを提供してもらえるよう、引き続き、

説明会や個別相談等を通じて周知を図ってまい

りたいと考えております。

これについては経営者の側か○太田清海議員

ら言うと、本当に真面目に取り組んだんだけれ

どもと。減算というのを今お聞きしましたら、

職員数が満たないとかいうときには、それはあ

るでしょう。ただ、建物を造った後に、介護保

険事業所と利用者が居住する建物が別々にない

といけないと言われたというようなイメージで

聞いております。最初に造ったときに同じ棟で

建てたんだと、それを後になってはしごを外さ

れるのはつらいよねというのが、経営者の話の

ようです。

これも以前、コムスン事件といって介護報酬

の不正請求をした事件、ああいったあたりか

ら、国がもう少し厳しくせないかんなというこ

とになったんだろうと思いますけれども、今

後、本当に一生懸命やってる介護事業所に対す

るいろんな加算とか、はしごを外すようなこと

は将来ないように、ひとつ国のほうに訴えてほ

しいと思います。

次に、生活保護の現状について２点お伺いい

たします。

コロナ前後における本県の生活保護の、保護

率の推移についてお伺いいたします。福祉保健

部長、お願いします。

人口1,000人○福祉保健部長（重黒木 清君）

当たりの被保護人員を表す保護率につきまして

は、コロナ禍の影響を受ける前の平成29年度

が16.64、平成30年度が16.55、令和元年度

が16.65と、16.6程度で推移しておりましたとこ

ろ、新型コロナ発生後の令和２年度は16.52、令

和３年度は16.26と、やや低下してきておりま

す。

保護率については、全国的に○太田清海議員

は上がっているんですけれども、宮崎県におい

てはほぼ同率になっています。むしろちょっと

下がっているところもありますけど。これをど

う見るかということですが、これは２点目で

す。保護のこのような状況についてどのように

分析しているのか、お伺いしたいと思います。

コロナ禍の○福祉保健部長（重黒木 清君）

中、国におきましては、生活困窮者に対し、住

民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金、住

民税非課税世帯を償還免除とした生活福祉資金

特例貸付、生活困窮者自立支援金や家賃相当額

を給付する住居確保給付金などの手厚い支援策

が講じられてきたところであります。

これらにつきまして、県においては、支援制

度の情報が必要な方々に行き届くよう、コール
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センターや特設サイト「ミナテラスみやざき」

の開設などによる幅広い広報活動を行うととも

に、相談窓口の支援員を増員し、きめ細かな伴

走型支援に取り組んできたところであります。

このような取組によりまして、生活に困窮す

る方々が生活保護に至らず、日常生活の維持に

つなげられたものと考えております。

今言われたように、伴走支援○太田清海議員

とか手厚い対応をしてもらったということも、

確かにあったんだろうと思います。それから、

特例貸付制度も有効に活用されているのかなと

思います。特にボーダーライン層にある人たち

が宮崎県では生活保護を受けなくていいような

形に今はなっているのかな、というような感じ

を受けます。分かりました。

次に、障がい者の介護について、同じく福祉

保健部長に聞きたいと思います。まず、これも

あるお母さんから、自分はもう70歳を過ぎてい

る、子供は40ぐらいですが、自分が死んだ後、

この子はどうするんだろうかという思いから、

相談がありました。

ＮＨＫの報道でも、子供より一日だけ長生き

したいというドキュメントの放映があったよう

です。そういう思いからでありますが、質問を

２つほどいたします。

知的障がい者の親には、親亡き後の生活を心

配する方がいるが、県は知的障がい者の実態を

調査したことがあるのか、お伺いしたいと思い

ます。

県では、障○福祉保健部長（重黒木 清君）

がい者施策の基本計画として５年ごとに策定し

ております「宮崎県障がい者計画」の基礎資料

とするため、知的障がいを含む障がい者の方々

へのアンケート調査を実施しているところであ

ります。

具体的には、現在の暮らし方について、家族

と同居しているのか、または一人暮らしなの

か、あるいはグループホームや施設に入居して

いるのか等を調査するとともに、将来的にはど

のような暮らし方を希望しているのかについて

も調査をしております。

来年度は、次期計画の策定年度に当たります

ことから、同様のアンケート調査を予定してお

りますので、知的障がい者などの実態をしっか

り把握できるよう、調査内容につきまして検討

してまいります。

私もアンケートを見せていた○太田清海議員

だきましたが、今、知的障がい者の置かれた状

況というのは、ある程度分かりました。確かに

そういうアンケートを取られておるなというこ

とで、まあいいでしょう。

では、次の質問をいたします。

「施設から地域生活への移行」という国の方

針がありますけれども、施設入所という選択肢

も必要ではないかということでお尋ねしたい。

国は、障が○福祉保健部長（重黒木 清君）

いのある方が地域で暮らしていけるよう、障害

福祉サービスの提供に関する基本的な方針とし

て、「施設から地域生活への移行」の推進を掲

げております。

このため県では、地域における居住の場であ

るグループホームの整備や、関係機関が連携し

て相談に応じるなどの地域生活を支援する機能

の強化に、市町村と連携しながら取り組んでい

るところであります。

一方で、障がいが重度であるなどの理由によ

り、施設への入所が必要な方もいることから、

施設におけるサービスの質の向上などに取り組

んでいるところであります。

いずれにしましても、親亡き後の生活は、本
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人や御家族にとって大変切実な問題であります

ので、障がいの有無にかかわらず、共に生きる

社会の実現に向けて、しっかりと取り組んでま

いります。

分かりました。アンケートを○太田清海議員

取っておられますが、2005年に成立した障害者

自立支援法、そういった考え方から、施設から

地域へというのがあります。私たちもそういう

イメージで聞いておりました、地域で障がい者

の人たちが生活できるようになるのはいいんだ

なと思って。

ところが、テレビ放送でもありましたが、障

がい者のいわゆる親亡き後の問題を考えるとき

に、27都道府県が調査したところによると待機

者が１万8,000人ぐらいいらっしゃると。それ

で、施設に入らせてくれませんか、もう私もき

つくなったのでと言っても、50人ぐらい待機し

ておりますのでということで、なかなか入れな

いんです。ということで、宮崎県もこの待機者

の状況、そういったのはアンケートに代わる、

またもう一つの調査としてやっていただくとい

いがなと。

施設でないとどうしても生活できない人たち

が今から出てくるんじゃないかと思って、私自

身もその辺も今後の課題にしておきたいと思い

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。

次に、ウッドショックの状況についてであり

ますが、これは、先ほど林活議連会長である濵

砂守議員が十分に質問されました、この辺の

テーマは。非常に味わいのある質問でありまし

た。私はこれは省略したいと思います。

最後のテーマになりますが、海岸・河川問題

についてであります。

１つ目は、長浜・方財海岸における現在の取

組についてお伺いしたいと思います。これは県

土整備部長、お願いいたします。

長浜・方財海○県土整備部長（西田員敏君）

岸につきましては、これまで継続して延岡新港

のしゅんせつ土砂を用いた養浜や、海岸の状況

を把握するための測量などを行っており、令和

２年度からは、海岸一帯の砂の移動に関する解

析を行っているところであります。

また、地元の皆様や専門家の御意見を伺いな

がら、五ヶ瀬川河口の導流堤におきまして、昨

年１月に袋詰め玉石によるかさ上げ工事を長さ

約30メートル、今年の３月にも上下流に延伸

し、合わせて約55メートル実施しております。

現時点では、袋詰め玉石周辺に砂が堆積して

いる状況が確認できており、一定の効果がある

のではないかと考えているところであります。

しかしながら、設置してからの期間が短いこ

とや、台風などによる高波を受けていない状況

でありますので、現在、対岸に設置した定点観

測カメラ等により、砂の動きや波浪の状況など

をモニタリングしている状況であります。

それでは、同じく長浜・方財○太田清海議員

海岸の保全に向けた今後の取組についてお伺い

したいと思います。

長浜・方財海○県土整備部長（西田員敏君）

外につきましては、今年度は、先ほど答弁しま

した袋詰め玉石をさらに延伸し、継続して効果

検証を行うとともに、五ヶ瀬川の河川管理者で

ある国や県、地元延岡市などで構成する行政連

絡会議を立ち上げ、関係機関が連携して、長浜

・方財海岸の保全に向けた取組を検討すること

としております。

また、海岸から延岡新港へ流れ込む砂を抑制

するため、港のすぐ北側で、防砂堤整備工事に

今年度から着手する予定であり、整備に伴う海

岸への影響についても、モニタリングしていく
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こととしております。

今後とも、関係者と連携しながら、砂浜の保

全について取組を進めてまいります。

長浜・方財海岸についての取○太田清海議員

組は分かりました。

私としては、やっぱり砂の採取はやめてほし

いなというのがあります。これは今までのいろ

んな歴史的な経過があるから、いろんな事業者

があるから、なかなかだとは思いますが、採取

をやめる方向の検討をひとつお願いしたいと思

いますし、袋詰め玉石の効果についても、私も

長浜・方財に行ってきました。確かにきれいに

置いてあって、以前よりは砂が流れている穴が

少なくなったなと思いますが、砂が堆積してい

るところが、ちょっと掘られているところもあ

るので、また見ていただいて、そこにも置け

ば、さらに砂がたまるかなという感じがいたし

ます。

それから、玉石を延伸するという話も今伺い

ましたけれども、私もこれを見ながら、せっか

く砂がたまっているのであれば延伸したほうが

いい、海の側に２メートルでも５メートルでも

伸ばしていく方向で検討されたらどうかなと

思っておりましたが、今答弁の中で出ておりま

すので、期待したいと思います。

素人ながら、テトラポットの両面に玉石を置

くことはできないのかなと、今は片一方だけで

すから、それは私もまだ分かりません、どうい

う結果になるかは。そういうのも感じました。

それから、長浜海岸のほうについては、今言

われたように防砂堤を築くということでありま

すが、今までは水中防波堤だったから、それを

砂が超えたら、もう戻ってこない。それを防砂

堤という完全な、空中に出た防砂堤を造るとい

うようなことでしょうから、これは私は大きく

期待したいと思います。いい効果が出るといい

がなと思っております。分かりました。

それで、県土整備部長には最後の質問になり

ますが、今度は、北川家田地区の霞堤開口部か

ら流入するごみの対策について、これまでの取

組と今後の予定を伺いたいと思います。

北川家田地区○県土整備部長（西田員敏君）

におきましては、これまでに、川の流れを変え

る掘削工事や、開口部付近の樹林帯復元のため

の竹の移植や柳の植栽を行ってきたところであ

ります。

今年度は、４月に開催した地元説明会での意

見も踏まえ、ごみの流入を防ぐための水に浮く

フェンスや、出水時の状況を確認するための監

視カメラを設置いたします。

また、川の流れを一定方向に保つため、新た

に設置する水制工の効果的な配置等について検

討することとしております。

今後は、これまでに実施した対策の効果につ

いて、出水時の状況を十分に検証するととも

に、引き続き、地域住民の方々や専門家の意見

を伺いながら、ごみ流入防止対策を講じてまい

ります。

新たな取組として、水に浮く○太田清海議員

フェンス、これも面白い取組だなと思って期待

しております。分かりました。

私としては、堤防があります、あれを少し向

きを変えるということはできないものだろう

か、山に直角に当たると、そこであおって、ご

みが田んぼの中に入っていくということもあり

ますので、少し曲げるということができないか

なという願望は持っております。よろしくお願

いしたいと思います。

それから、あと１分でありますが、１番目の

問題に移りまして、知事から答弁がありまし
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た、金融資産の課税についてであります。

私は、企業のもうけというのは、株主が取る

のか、賃金として労働者に払うのか、内部留保

としてためるのか、この３つだろうと思うんで

す。この３つのせめぎ合いみたいなもので、内

部留保などというのも484兆円、現在９年連続で

たまっておるということですから、もったいな

いなと。これを吐き出すことによって活性化が

できないものかなと思いますし、株主重視とい

うことも、これもどうだろうかなと。株主より

働く労働者のほうが絶対数は多いと思うんで

す。だからこの辺も、ある程度のモラルという

か、あれが必要かなと、どういうふうになるの

かなと。

そして、日銀も出口戦略に今苦労されておる

ようですが、こういった問題をぜひとも何かう

まく解決されていくようになるといいなと思

い、質問の全てを終わります。ありがとうござ

いました。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○右松隆央副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時44分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、安田厚生議員。

〔登壇〕（拍手） こんにち○安田厚生議員

は、自由民主党、安田厚生です。最後の質問に

なりますので、もうしばらく我慢をしてくださ

い。

それでは、通告に従いまして質問いたしま

す。

私は小売業を経営しております。また、お米

の生産者でもあります。今は自宅で食べるほど

のお米を作っております。私の父は83歳で、30

年ほど前はもみすり業者でありました。

皆さん、もみすり業者を知っていますか。今

のもみすり機は小さくて、この壇上ぐらいの大

きさであります。乾燥機から直接もみすりの機

械に入って玄米が出てくる仕組みであります。

30年ほど前は、もみすり機はこの後ろの議長

の机ほどある大きなものでありました。そのも

みすり機を台車に乗せ耕運機で引っ張り、各農

家の家を回り、もみすりを行っておりました。

１日に３軒から４軒ほど農家を回ります。もみ

すりが終わりますと、毎年その農家は、今年は

何俵取れたとすごく喜んで、その一年の収穫の

喜びを表現しておりました。

また、各農家は、一年の収穫が終わります

と、ごちそうがずらっと並んでいたことを思い

出します。私も、よく米作りの手伝いをしてい

ましたので、幾つもの工程を経て作られたお米

作りの大変さは分かっています。

米の食味ランキングで、美郷町を含む地域で

最高評価「特Ａ」を３年連続で獲得いたしまし

た。３年連続というプレッシャーの中で獲得し

た生産者の努力に、敬意と感謝を申し上げま

す。

美郷町の議員さんによりますと、農家の人は

米の収穫量や品質を高めるため、水田の水が常

に稲の生育に適した深さや水温になるように管

理することを心がけているといいます。

農業を取り巻く環境が厳しさを増す中、本県

では、特Ａ取得によるうまい米作りを推進して

います。霧島地区、西北山間地区の「ヒノヒカ

リ」が、共に最上級「特Ａ」を獲得いたしまし

たが、販売促進、販売戦略が必要であると思い

ます。
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そこで、食味ランキング「特Ａ」米のＰＲに

ついてどのように考えているのか、知事にお伺

いいたします。

以上、壇上からの質問とし、あとは質問席か

ら行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

令和３年産米の食味ランキングにおきまし

て、本県の霧島及び西北山間地区が、共に３年

連続で最高ランクの特Ａを取得したことは、す

ばらしい功績でありまして、生産者の皆様の

日々のたゆまぬ御尽力に深く敬意を表します。

九州全体で見ましても、３年連続で特Ａとい

うのは佐賀に１か所ございましたが、それを除

くと本県のこの２地域ということで、それを考

えても、すばらしい成績であると考えておりま

す。

県では、特Ａを取得した地区で生産される米

で一定の基準を満たしたものを、「宮崎特選

米」としてブランド認証し、様々なＰＲ活動に

取り組んでいるところであります。

今、ウクライナ情勢を背景として、国産国消

が叫ばれ、米の生産そして消費というものにも

大きく比重を移していくべき、そういう状況に

あって、本県でこのような米が取れますことを

大変心強く思っているところであります。

今回の３年連続の特Ａ取得は、本県の米の認

知度向上、そしてさらなる消費拡大への効果が

期待されます。

今年度は、全国から参加者が集まる青島太平

洋マラソンのランナーへの賞品や、県内でス

ポーツキャンプを行う団体への贈呈品として活

用するとともに、今後、増加が期待されます観

光客などにも積極的にＰＲしてまいりたいと考

えております。以上であります。〔降壇〕

議長から今年４月に、えびの○安田厚生議員

産を含む地域の特Ａ米をごちそうになりまし

た。大変おいしくいただきました。

県では、特Ａの継続取得及び産地拡大に向け

た生産技術の普及や、特Ａ取得対策会議を核と

する指導体制の強化をしていますが、特Ａを取

得した後の県からの支援は少ないように感じま

す。取得後のＰＲが大事なことではないでしょ

うか。

今年、全国和牛能力共進会が開催されます。

宮崎牛は、内閣総理大臣賞を３回連続で受賞し

ています。それと同様に、特Ａの取得は価値が

あるものだと私は思っております。

今回、霧島地区と西北山間地区で特Ａを取得

しましたが、ＰＲや販売促進など、それぞれの

地区の特性に合わせた販売戦略が必要と思われ

ます。地元からも、宮崎牛と同様に、お米でも

特Ａ米販売促進協議会などを設置し、全国にＰ

Ｒしてほしいとの要望がありました。

また、宮崎県では大相撲の優勝力士に表彰式

で宮崎牛を贈呈していますが、それと一緒に特

Ａ米の贈呈をしてはどうかという、美郷町を含

む地域から提案・要望があります。今後検討し

ていただきたいと思います。

県産米の競争を勝ち抜いてきた特Ａ米に付加

価値をつけ販売されることが、生産意欲につな

がると思います。特Ａ米の消費拡大に向けての

取組について、農政水産部長にお伺いいたしま

す。

県では、特Ａ○農政水産部長（久保昌広君）

米の消費拡大に向け、「宮崎特選米」というブ

ランドを確立し、商品力の強化に取り組んでお

ります。

これまで、平成28年に霧島地区、令和２年に

西北山間地区の２地区が認証を受け、それぞれ

 - 227 -



令和４年６月21日(火)

に県内外への販路拡大やＰＲ活動等に取り組ま

れているところです。

また、県では、関係機関等と宮崎県米消費拡

大推進協議会を組織し、宮崎米の認知度向上と

ともに消費拡大に取り組んでいるところです

が、今年度は、３年連続の特Ａ取得を弾みに、

「宮崎特選米」の食味をＰＲポイントとして活

用し、消費拡大に向けた活動を行うこととして

おります。

これまで指導体制の構築を○安田厚生議員

図って、皆さんが特Ａを取得する努力はしてい

たんですけれども、取得した後のＰＲ活動が必

要ではないかなと思っております。

今年３月に山形県に行かせていただきまし

た。山形県では、ブランド米「つやひめ」をキ

ロ800円ぐらいで売っているんです。宮崎産米は

高くてキロで400円ぐらいでありますので、お米

の価格が上がらないと生産意欲も上がらないと

思います。今後、県を挙げてＰＲに努めていた

だきたいと思います。

コロナ禍での営業自粛や時短営業などによ

り、外食向けのお米の需要減が続いたことなど

から、消費が落ち込む状態が続いています。

本県では主食用米の作付面積は、この10年間

で5,400ヘクタール減少しており、水稲農家の継

続が危惧されています。

農機具や燃料費、肥料などの経費は上昇を続

け、お米の価格は下がる一方であります。この

まま下がり続ければ、水稲農家はさらに厳しい

状況となると思われます。

そこで、水稲生産を続けていくための県独自

の支援について、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

コロナ禍等の○農政水産部長（久保昌広君）

影響により米価が低迷する一方で、肥料や資材

等の価格が上昇し、稲作農家はこれまで以上に

大変厳しい経営環境に置かれています。

今後とも水稲生産を続けていくためには、収

益性の向上を図ることが何より重要だと考えて

おります。

このため県では、土地利用型農業産地再編・

強化対策事業により、経営規模拡大や収益力向

上に向けた取組の支援を行うとともに、稲作経

営基盤強化対策事業により、必要な機械、機器

の導入支援を行うことで、持続可能なもうかる

稲作経営の実現を支援してまいります。

正直言って、お米の価格が上○安田厚生議員

がらないと大変厳しい状況であります。生産者

の中には、買って食べたほうが安いと言う方も

いらっしゃいます。農地を守ることも大変であ

ることを認識してほしいと思います。

少子高齢化で農業従事者が減る中、利用され

ていない農地などを集約して意欲のある農家に

貸し出す農地中間管理機構を設置し、担い手へ

の農地の集積・集約に努めていると伺っており

ます。

東臼杵及び西臼杵において、担い手への農地

集積が進んでいない要因と今後の対策につい

て、農政水産部長にお伺いいたします。

東臼杵や西臼○農政水産部長（久保昌広君）

杵では、不整形で小さな農地が傾斜地に分散し

ているため、作業効率が悪く、地域のリーダー

となり得る若手農業者不足も相まって、農地集

積が進んでいない状況にあります。

このような中、門川町の庵川東・牧山地区や

高千穂町の下野西地区では、地域のリーダーが

中心となって、徹底した話合いの下、集落営農

組織の法人化を進めるとともに、農地バンクを

活用して、農地集積を図るなどのモデル的な取

組を展開されております。
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県としましては、関係機関・団体と連携し

て、このような優良事例を広く県内に周知する

とともに、地域の将来ビジョン等を描く「人・

農地プラン」が法定化されたことも踏まえ、話

合い活動を一層推進し、担い手の確保と農地集

積に取り組んでまいります。

人手不足に加えて小さな農地○安田厚生議員

が点在する中山間地域では難しいようでありま

す。産地効率化やスマート農業の展開を通じた

農業の成長産業化に向けて、農地の集約化等を

進めていただきたいと思います。人の確保と育

成を図る措置も講じる必要があると思いますの

で、その対策もお願いしたいと思います。

私も水稲生産をしていますが、田んぼの田起

こしから代かき、肥料を与え、週末には草刈り

等をしています。

先日、驚いたことがありました。代かきを終

え、田んぼの隅を見てみますと、肥料が集まっ

ていたことであります。近所の先輩が、「それ

はプラスチックだよ」と教えてくれました。プ

ラスチックが田んぼにあるということに驚きま

した。

近年、プラスチックごみによる海洋汚染が国

際的な問題とされています。農業生産において

も、農業用ハウスやトンネルの資材だけでな

く、被覆肥料など生産資材としてプラスチック

が使用されているようです。この肥料にプラス

チックが使われるようになったのは、1970年代

からです。それから52年使用され、今では日本

の水田のおよそ６割で利用されています。肥料

にプラスチックが使われていることは、米農家

の間でも知られていません。

そこで、被覆肥料がプラスチック等でコー

ティングされていることについて、県や生産者

がどのくらい認識しているのか、農政水産部長

にお伺いいたします。

被覆肥料は、○農政水産部長（久保昌広君）

肥料の散布回数を減らし、過剰養分の流出を防

ぐことができ、省力化や環境負荷低減が図れる

メリットがございます。

一方、コーティングの材料のプラスチック

は、土中の微生物により長期間かけて分解され

ますが、水路から河川、海洋へと流出すると分

解されにくく、汚染の原因になりかねないデメ

リットがございます。

また、生産者のほうからは、農業改良普及セ

ンターなどに、水田に浮いているプラスチック

殻に関する問合せもあることから、材質につい

て十分に御承知されていない方も、少なからず

いらっしゃるのではないかと思われます。

このプラスチック殻は、長時○安田厚生議員

間紫外線に当たると分解されるとされていま

す。分解されないまま河川に流出することがあ

るようです。プラスチック殻は小さ過ぎて拾え

ないため、流れ出した時点でマイクロプラス

チックになってしまうことが問題となっていま

す。

被覆肥料のプラスチック殻の流出防止対策に

ついて、農政水産部長にお伺いいたします

被覆肥料は、○農政水産部長（久保昌広君）

近年、全国的に水田での使用量が増大したこと

から、水田から流出し、環境問題として注目さ

れるようになってきました。

県では、農業改良普及センターが実施する生

産者向けの研修会など、様々な機会を通じて、

被覆肥料にプラスチック等が使われていること

を周知するとともに、水田への入水量の調節や

排水口にネットを設置することで、流出を防止

するなどの対策を徹底していくこととしており

ます。
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なお、肥料メーカーでは、環境に優しい素材

への見直しを進めていると聞いております。

引き続き、関係団体と連携して、プラスチッ

ク殻の流出防止対策の指導を行ってまいりま

す。

私の田んぼでも、ネットを○安田厚生議員

張って流出を防止したんですけれども、なかな

か流出が止まらないといいますか、水が止まっ

てしまうんです。１年前の殻がたまったりし

て、なかなか水がはけないということもありま

すので、何かいい対策を考えていただきたいと

思います。

また、2030年までに各メーカーとも環境に優

しい素材への見直しを進めるということであり

ますけれども、裏を返せば、それまでに対策を

取らないということになりますので、日本の農

業を持続可能なものにするためにも、早急に対

策を考えていかなければならない課題だと感じ

ました。対策をお願いしたいと思います。

次に、海の環境についてお伺いします。

藻場は「海の森」と呼ばれ、藻場による水質

の浄化や、多くの生き物に産卵・生育の場とし

ての役割を果たす重要な生育環境となっていま

す。

しかし、全国では、ウニの食害などが原因で

藻場が減少する磯焼けが進行して、大きな問題

となっています。

藻場は本県の水産業にとっても重要な役割を

担っており、藻場が減少することで、その機能

が損なわれます。漁業者に大きな影響を及ぼす

ことが考えられますが、本県における藻場の再

生に係る取組について、農政水産部長にお伺い

いたします。

藻場は、稚魚○農政水産部長（久保昌広君）

の成育場など沿岸資源の保全に重要な役割を

担っておりますが、本県では、ウニなどによる

食害被害により藻場が大きく減少したまま十分

に再生できない海域が多く見られます。

このため、漁業者を中心にウニの駆除活動を

行っており、県では、このような活動への技術

的指導と財政支援を行うとともに、ウニが入り

込みにくく海藻を定着させやすいコンクリート

ブロックを設置するなどの取組を進めてきまし

た。

この結果、日向市などでは藻場の再生が図ら

れ、アワビなどの漁場として利用されるなど、

一定の効果が見られております。

県といたしましては、引き続きこのような取

組を進めることで、藻場の再生に取り組んでま

いります。

ありがとうございます。鹿児○安田厚生議員

島県のある高校では、藻場を荒らすウニを使い

農業用の肥料をつくる研究を行っております。

魚の餌である藻を育成するために、駆除したウ

ニを有効活用できないかと取り組んでいたもの

であります。

これまで駆除されていたウニから農産物用の

液体肥料になる有機発酵液を作ったところ、農

産物の収穫量の改善につながったということで

あります。

ウニも生き物でありますので、除去されたウ

ニの賢い利用方法の開発が望まれると思いま

す。その対策等をお願いしたいと思います。

次に、ブルーカーボンについてお伺いいたし

ます。

日向市の東ソー日向株式会社護岸部のアラメ

場による温室効果ガス吸収等について、ブルー

カーボン・オフセット制度で認証されました。

国はブルーカーボンという海に着目した施策

を打ち出しております。沿岸域の藻場等に生育
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する海洋植物にＣＯ として取り込まれた炭素の２

ことをブルーカーボンといいます。

このブルーカーボンは比較的新しい考え方で

ありますが、藻場の造成は、沿岸漁業の振興と

ともに、ブルーカーボン推進を図ることができ

ると思います。

ブルーカーボンに対する県の取組について、

農政水産部長にお伺いいたします。

海藻等による○農政水産部長（久保昌広君）

二酸化炭素の吸収、いわゆるブルーカーボン

は、2009年の国連環境計画において二酸化炭素

の重要な吸収源として報告されて以降、その機

能に対する期待が高まり、現在では、気候変動

対策として世界的に取組が進んでおります。

県としましては、漁業者による藻場の保全活

動への支援に加え、今年度から「養殖グリーン

成長戦略推進事業」を創設し、ワカメ養殖の支

援などを行っておりますが、この取組は新たな

ブルーカーボンにもつながるものと考えており

ます。

引き続き、漁業生産力の向上を図りつつ、脱

炭素社会にも貢献する取組を推進してまいりま

す。

このブルーカーボンに関する○安田厚生議員

取組は、藻場の再生を促し、地球温暖化の抑制

にもつながっていきます。再生可能エネルギー

への転換や健全な森林管理保全にも取り組んで

いますが、さらなる取組が必要です。

海の資源を使った温暖化対策や環境保全にブ

ルーカーボンに関する取組が求められると思っ

ておりますので、さらなる対策をお願いいたし

ます。

大型連休の初日に、椎葉村の向山地区で「も

ぐもぐ交流会」が開催されました。主催したの

は、伝統農法焼き畑の継承に取り組んでいる地

元の団体「焼き畑蕎麦倶楽部」の方々でありま

した。

山と海のつながりや、山を守る大切さを知っ

てもらうのが主催者の目的であります。

会場では、山菜の天ぷらや団子などをおいし

くいただくことができました。また、特設ス

テージでは、太鼓や民謡、神楽などが披露さ

れ、盛大に盛り上がりました。もちろん、私の

仕事はマグロの解体ショーでありました。

日頃でありますと、お皿に２切れとか３切れ

ずつ盛って、並んでもらうんですが、この日

は35キロのキハダマグロを用意しまして、食べ

放題のマグロの解体ショーになりました。小学

生の子供たちが大変喜んで、これは生で食べら

れるのかというような感じで喜んでいただいた

ことを思い出します。

その子供たちが神楽の継承に携わっていると

いうことで、椎葉村の神楽は地域ごとに異なり

ます。勇壮な舞の数々が奉納されています。ま

た諸塚村では、神社ごとに春と秋に行われる大

祭や臼太鼓踊り等があります。美郷町では、師

走祭りの夜に奉納される百済王を鎮める神門神

楽があり、地域の活性化も図っているようで

す。

伝統芸能は郷土に伝承されてきた貴重な財産

であります。その文化の保存と継承が課題であ

り、伝統芸能、特に神楽等に対しては、後継者

の育成につなげていくことが大事だと思ってお

ります。

神楽の保存・継承のために、県が行っている

取組と今後の方策について、教育長にお伺いい

たします。

県内には、200を超○教育長（黒木淳一郎君）

える神楽が大切に受け継がれております。しか

しながら、高齢化や過疎化により保存・継承が
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難しい状況になってきておりまして、このこと

は本県だけではなく、全国各地域においても同

様の状況であります。

そのため、本県が中心となり、神楽の保存・

継承を目的とした国指定神楽保存団体による全

国組織を今年度中に設立し、一日も早いユネス

コ無形文化遺産登録を目指してまいります。

また、県内におきましては、これまで神楽の

調査研究や、映像記録の保存・公開などに取り

組んでまいりました。加えて、今年度は新たに

神楽保存団体の連絡協議会を開催し、情報の共

有や連携の強化を図ることで、神楽の保存・継

承をより一層推進してまいります。

神楽伝統芸能のユネスコ無形○安田厚生議員

文化遺産登録に向けて、宮崎県が旗振り役を表

明したことは大変意義のあることだと思ってお

ります。ユネスコ無形文化遺産に神楽伝統芸能

を登録することができたら、各市町村や観光機

関と連携し、多様な媒体を活用して、国内外に

向け本県の伝統芸能の魅力をしっかりと発信

し、さらなる観光誘客につなげていただきたい

と思います。

次に、国道265号の整備状況についてお伺いい

たします。

国道265号は、宮崎県小林市から西米良村、椎

葉村を通り、熊本県阿蘇市に至る195キロの一般

国道であります。

先日、小林市から国道265号を通り、椎葉村か

ら門川町に帰ろうとしたのですが、通行止めに

より折り返して帰ってきたところであります。

私の尊敬している先輩は ここでは名前は―

言いませんが 50年前、この国道265号を友人―

３人で歩いて熊本まで行く旅を計画したとのこ

とです。当日、友達２人は親から叱られたから

なのか分かりませんが、待ち合わせの場所に来

なくて、仕方なく一人で、えびの市から国道265

号を歩いて椎葉まで行き、どこで道を間違った

のか諸塚に出たそうです。普通の人なら絶対に

歩かないと思いますが、変わっている人だなと

思ったところであります。諸塚村からどうやっ

て帰ったのかは知りませんが、後でゆっくり聞

きたいと思います。あまり話すと議長本人から

叱られますので、やめにしておきます。

九州中央自動車道五ヶ瀬西・蘇陽インターの

アクセス道路である国道265号は、緊急時の搬送

時間の大幅な短縮が期待されます。また、宮崎

県北部地域のインフラ整備は、防災・減災の効

果も期待されています。入郷地域から高速への

アクセスを強化するためには、国道265号の整備

が必要不可欠であります。

そこで、音ヶ瀬大橋から熊本県県境までの整

備状況について、県土整備部長にお伺いいたし

ます。

国道265号につ○県土整備部長（西田員敏君）

きましては、地域の産業振興はもとより、災害

や急病時における救急搬送など、住民の安全で

安心な暮らしを支える重要な路線であります。

議員お尋ねの区間については、九州中央自動

車道と一体となって広域的な道路ネットワーク

を形成することから、これまでに、国見トンネ

ルや仲塔工区などの整備に重点的に取り組んで

きたところでありまして、延長約27キロメート

ルのうち、約24キロメートルで２車線の整備が

完了しております。

残る約３キロメートルの区間につきまして

は、現在、十根川工区として整備を進めてお

り、これまでに椎葉村側の約１キロメートルを

供用し、今年度も引き続き、約200メートルの道

路改良工事を進めることとしております。

この工区は今後、２か所のトンネルなど大規
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模構造物の整備もありますことから、必要な予

算の確保に努め、しっかりと取り組んでまいり

ます。

必要な予算の確保に努めてい○安田厚生議員

ただきたいと思います。九州中央自動車道のア

クセス性も高まりますので、早期整備に向けて

いただきたいと思います。

先日、諸塚村議会議員の皆様が、国道503号の

飯干トンネル事業化のお礼に、知事をはじめ各

部にお邪魔をいたしました。大変お忙しいとき

に対応していただきまして、誠にありがとうご

ざいました。

諸塚村の皆様は期待し、完成するまで長生き

しないといけないと、90歳の方が言っていたそ

うであります。寿命も延びる国道であります。

また、副知事からは、「これを機会に新しい

まちづくりをしたほうがいいんだよ」というよ

うな提言もいただいておりました。国道265号の

早期整備をお願いしたいと思います。

次に、産業育成についてお伺いいたします。

県民の産業別人口割合では、基幹産業である

農林業と同程度を建設業が占めています。

建設業の役割は、インフラ整備・災害復旧・

維持管理です。また、鳥インフルエンザや口蹄

疫の対応にも、地元の建設業が重要な役割を

担っています。しかし、建設業者の減少によ

り、インフラの維持管理の対応が困難な状況に

なっています。

また、中山間地域で災害が発生した場合、距

離が離れた地区から駆けつけなければならない

ことも増え、復旧も遅れることもあるようで

す。

過疎化の進む中山間地域においては、地元の

建設業者の存在が重要であり、建設業者は、地

域の守り手として新たな担い手を確保すること

が喫緊の課題であります。

建設業の担い手の現状と人材確保・育成に向

けた取組について、県土整備部長にお伺いいた

します。

県内建設業の○県土整備部長（西田員敏君）

就業者の割合は、50歳以上が５割強に対して30

歳未満は１割弱であり、有効求人倍率も高止ま

りするなど、年々担い手不足が深刻化しており

ます。

このため県におきましては、産業開発青年隊

における技術者の育成や、資格取得の支援など

に取り組むとともに、今年度から県建設業協会

に担い手コーディネーターを設置し、現場見学

会やインターンシップ等の充実、建設産業の魅

力や企業情報等を伝えるポータルサイトの構築

を進めるなど、情報発信の強化にも努めている

ところであります。

また、業界のイメージアップに向けて、県発

注工事において進めております週休２日やＩＣ

Ｔ活用工事など、働き方改革や生産性向上につ

ながる取組も進めながら、しっかりと人材の確

保・育成を図ってまいります。

中山間地域では、求人を出し○安田厚生議員

ても何年も応募がない状況で、高齢者の職員を

引き止めながら就業者の確保をしています。

外国人労働者は言葉の壁等の問題もあり、何

人も雇うことはできず、抜本的な解決策にはな

らないようです。

担い手確保以外にも、設備投資等やるべきこ

とがたくさんあります。国や県の施策で推進し

ているＩＣＴ施工等の最新技術も、中小企業で

ある建設業者では、資本的に取り組むことが困

難なのが実情であります。

デジタル技術の活用により、建設現場の生産

性の向上やインフラ、メンテナンスの高度化・
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効率化を図っていくことが重要でありますが、

建設現場におけるＩＣＴ等のこれまでの取組状

況と今後の取組について、県土整備部長にお伺

いいたします。

県土整備部に○県土整備部長（西田員敏君）

おきましては、公共工事の測量・施工・管理の

各段階において、デジタル技術を活用する「建

設ＩＣＴ活用工事」を平成29年度から開始して

おり、これまでに大規模な工事を中心に190

件、92社の企業が取り組んでおります。

また、工事書類をインターネット上で共有・

交換する「情報共有システム」の導入や、現場

確認をビデオ通話で行う「遠隔臨場」など、受

注者・発注者双方の作業効率化を図る取組を進

めているところであります。

今後は、従来よりも小規模な工事を対象とし

た、ＩＣＴ活用工事の普及を図ることにより、

中小の建設業における取組の拡大につなげてま

いります。

建設業協会の青年部の方々と○安田厚生議員

意見交換を行った際に、担い手不足の解消のた

めに、効率のよい施工方法の導入が重要で、急

斜面の危険な現場では遠隔操作の重機を使用す

るなど、既製のコンクリート製品を活用するこ

とで、少ない人手で作業が進み、経営改善や働

き方改革にもつながるとのことでありました。

工事の設計前に、県・設計業者・建設業者が

協議し連携することで、施工性を向上する技術

力を高め合うことが必要だということでありま

した。

建設業は地域に必要な仕事として認めてもら

うために、魅力的な仕事になっていく必要があ

ります。建設業に対する県民の正しい理解とイ

メージアップ、雇用の確保等を図り、建設業の

施工性の技術力を高めることが必要でありま

す。

建設業における生産性の向上の取組状況につ

いて、県土整備部長にお伺いいたします。

建設現場にお○県土整備部長（西田員敏君）

ける生産性の向上を図るためには、施工の効率

化に向けた取組が大変重要でありまして、先ほ

どお答えしたＩＣＴを活用するほか、県では、

現場技術者等の意見を参考にしながら、独自の

取組を進めているところであります。

具体的には、設計の段階から、現場での施工

に精通した技術者の意見を反映する三者検討会

を活用し、施工性の向上を図っているところで

あります。

また、「生産性向上に配慮した設計施工要

領」を今年３月に定め、設計時において、建設

現場における省力化や、施工日数の縮減が図ら

れる工法・資材の検討を行っているところであ

ります。

今後も、関係団体と連携を図りながら、生産

性向上の取組を進め、建設産業の魅力向上につ

なげてまいります。

意見交換会では、若者が就職○安田厚生議員

したくなるような将来性のある建設業を目指し

たいとのことでありました。県においても、魅

力ある産業にしていただき、人材確保・育成を

図っていただきたいとお願いいたします。

次に、犬猫の殺処分について質問いたしま

す。

犬及び猫の引取り数や殺処分数を減らすこと

は、大きな課題であります。

コロナ禍で、ペットを飼う人が急増しまし

た。長引く自粛生活において、ペットは癒やし

の存在であります。ところが、「捨てられてし

まう犬や猫が増えた」という悲しいニュースも

聞こえてきます。その一方で、動物の殺処分に
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対する批判や関心は高まり、人々の動物愛護に

対する意識も変わり始めています。犬や猫の譲

渡を推進することが、殺処分削減につながると

思います。

そこで、令和３年度の犬猫の収容数と殺処分

数の状況、殺処分ゼロへの対策について、福祉

保健部長にお伺いいたします。

令和３年度○福祉保健部長（重黒木 清君）

の収容数は、犬が727頭、猫が979頭、合計1,706

頭となっており、年々減少しているところであ

ります。

次に、令和３年度の殺処分数につきまして

は、犬45頭、猫298頭、合計343頭であります。

この343頭は、全て収容後の死亡や重篤な病気

があるなど、譲渡に適さないと判断されたもの

であることから、これらを除いた譲渡可能な動

物の殺処分数は実質ゼロとなっており、令和元

年度より３年連続で継続しているところであり

ます。

県ではこれまで、いのちの教育や地域猫対策

等の施策を講じてきたところでありまして、今

後もこれらの取組に加え、マイクロチップ装着

の普及啓発や犬猫の譲渡を推進し、実質殺処分

ゼロを継続してまいります。

結果として、実質殺処分ゼロ○安田厚生議員

であります。保健所に引き取られてしまった

ペットが殺処分されずに済むために、積極的な

返還・譲渡等、活動を行っていく必要がありま

す。引き続き殺処分ゼロを目指してください。

よろしくお願い申し上げます。

６月に改正されました動物愛護法が施行さ

れ、販売される犬猫について、マイクロチップ

の装着が義務づけされました。

マイクロチップの装着義務化を受け、県内販

売業者の現状と今後の対策について、福祉保健

部長にお伺いいたします。

法の改正に○福祉保健部長（重黒木 清君）

伴うマイクロチップの装着義務化の対象となる

県内の犬猫販売業者の登録施設数は、令和４年

５月末現在で217施設となっております。

県ではこれまで、対象事業者に対しまして、

説明会の開催や文書による通知のほか、施設の

立入検査等の際にもマイクロチップ装着義務化

に関する周知を繰り返し行ってまいりました。

これにより、各事業者の所有する犬猫につい

ては、６月１日から適切に販売されているもの

と考えております。

今後は、保健所や動物愛護センターによる立

入検査の中で、販売業者の対応状況についての

確認を行うとともに、講習会などを通じて、犬

猫の販売時における確実なマイクロチップの装

着について、引き続き指導してまいります。

ありがとうございます。引き○安田厚生議員

続き対応策をお願いいたします。

野良猫の苦情件数も増えてきているようであ

ります。先日、山下議員も質問いたしました

が、県内で行われている不妊手術も継続するこ

とが大事だと思いますので、その対策をお願い

いたします。

次に、県民の健康づくりについてでありま

す。

人工透析患者さんから相談を受けました。

年々、人工透析導入患者も増えてきているよう

であります。

人工透析の原因疾患といたしましては糖尿病

が最も多く、40％を超えております。そこで、

糖尿病の発症予防、さらには重症化予防に取り

組み、早期に病気が発見でき、特定健診を受け

ることが大事だということでありました。

そこで、市町村国保の特定健診実施率と、実
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施率向上に向けた取組状況を、福祉保健部長に

お伺いいたします。

令和２年度○福祉保健部長（重黒木 清君）

の市町村国保の特定健診実施率は、新型コロナ

の影響もあり、前年度を2.8ポイント下回る35.9

％となっております。全国平均を2.2ポイント上

回っておりますが、目標とする60％には届いて

おらず、その向上が課題となっております。

このため、市町村におきましては、電話等に

よる個別の受診勧奨や、夜間・休日健診の実施

など、様々な取組を行っているところでありま

す。

また、県におきましては、毎年５月と10月を

「健康診査広報月間」と定め、県政番組等を活

用した広報のほか、今年度は新たに、受診を促

すテレビＣＭやユーチューブ広告により、啓発

を行っているところであります。

今後とも、市町村をはじめ関係機関と連携

し、実施率向上に向けた取組を進めてまいりま

す。

この健診実施率の向上を進め○安田厚生議員

ていただきたいと思います。

若い頃はそんなに気にもしなかったのですけ

れども、門川町の特定健診の担当の方が何回も

家に来られて、受けてくださいとお願いされま

して、やっと行くような機会になって、行きま

した。幸い血圧が高いだけでありますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。

宮崎県では、「めざせ！健康長寿日本一の宮

崎県」を目指しています。65歳以上の高齢者人

口は年々増加し、３人に１人が高齢者という状

況であります。

周りを見てみますと、独り暮らしの高齢者

や、夫婦のみの高齢者世帯が多く見られます。

健康で生き生きと暮らし続けることも大事であ

ります。

そこで、健康寿命の延伸に向けた取組につい

て、福祉保健部長にお伺いいたします。

本県におき○福祉保健部長（重黒木 清君）

ましては、全国と比べ肥満者の数や食塩摂取量

が多いこと、また歩行数や野菜摂取量が少ない

ことから、健康みやざき行動計画21を策定し、

「めざせ適正体重」「１日プラス1,000歩」「野

菜をプラス100ｇ」「食塩をマイナス２ｇ」など

具体的な目標を掲げて、市町村や関係機関等と

連携しながら取組を進めてきたところでありま

す。

このような中、昨年12月に公表された令和元

年の本県の健康寿命は、全国で男性９位、女性

３位と上位となったところであり、県としまし

ては、今後とも、このような取組を継続してま

いります。

また、心疾患や脳血管疾患のリスクとなる高

血圧を改善・予防する減塩については、これま

での個人の取組から、社会全体の食環境づくり

へと拡大していくこととしておりまして、今

後、地元企業や関係団体の御意見などもお伺い

しながら、官民一体となって取組を進めてまい

ります。

ありがとうございます。減塩○安田厚生議員

は確かに必要です。私も血圧が高いので、減塩

に取り組んでいきたいと思っております。

次に、学校教育についてお伺いいたします。

学校の教員は多くの業務を抱え込み、本来重

視されるべき授業の充実や児童生徒と向き合う

時間の確保が不十分のようであります。

学校教員の働き方改革が叫ばれる中、国の法

改正により、教職員の時間外業務時間は原則１

か月45時間以内、１年間360時間以内という指針

が定められています。教員の働き方改革をさら
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に推進するために、公立学校教員の時間外業務

についてどのくらい改善が図られたのか、教育

長にお伺いいたします。

教員の時間外業務○教育長（黒木淳一郎君）

時間につきましては、毎年10月に、全校種対象

の調査を実施しております。

それによりますと、月当たり45時間を超えて

いる教諭等の割合について、令和３年度と前年

度を比較してみますと、小学校は5.6ポイント減

少して20.8％、中学校は2.8ポイント減少し

て55.3％、高等学校は5.4ポイント減少して53.2

％、特別支援学校は0.8ポイント減少して16.3％

という結果でありました。

県教育委員会といたしましては、今後ともス

クール・サポート・スタッフの拡充や、統合型

校務支援システムの活用、全県立学校でのフ

レックスタイム制度の試行など、時間外業務縮

減の取組を、より一層推進してまいります。

昨年もこの質問をさせていた○安田厚生議員

だきました。何か疑うわけではありませんけれ

ども、学校の教職員のさらなる働き方改革を進

めるようにお願いしたいと思います。

ＧＩＧＡスクールなどにより、１人１台端末

の環境が整備されましたが、端末を使うことが

ゴールではありません。これらを活用すること

で、学習基盤となる資質・能力を育成する協働

的な学びの充実につながると思います。

そこで、ＧＩＧＡスクールの現状と課題につ

いて、教育長にお伺いいたします。

ＧＩＧＡスクール○教育長（黒木淳一郎君）

構想の現状としましては、義務教育段階では、

県内全ての学校で１人１台端末での学習が昨年

度から本格的にスタートし、県立高校におきま

しても、今年度入学生から順次導入しておりま

す。

そのような中、課題としましては、まずは、

ＩＣＴを活用した教員の指導力向上、次に、一

斉にネットワークを活用した際のＩＣＴ機器の

安定した運用であると考えております。

そこで、教員の指導力向上のために、県立学

校のＩＣＴ教育推進リーダーや市町村立学校の

担当者を対象とした研修会を実施するととも

に、モデル校等を指定して、ＩＣＴを効果的に

活用した授業の研究とその普及に取り組んでい

るところであります。

また、ＩＣＴ機器の安定した運用につきまし

ては、トラブル時のサポートの強化、ネット

ワークの点検・増強等につきまして、今議会の

補正予算でお願いしているところであります。

子供たちは１人１台端末を手○安田厚生議員

に持ち活用する機会が増えるとともに、スマー

トフォンやＳＮＳが急速に普及するなど、子供

たちを取り巻く環境は変化し、インターネット

上にあふれる危険な情報やいじめにつながり、

ＳＮＳへの不適切な書き込みなどに触れること

も考えられます。

そのため子供たちに、「情報には誤ったもの

や危険なものがあること」と、「ネット上の

ルールやマナーを守ることの意味」について考

えさせる、いわゆる情報モラル教育は一層重要

になってくると考えています。

そのような中、県教育委員会では今議会の補

正予算に、日頃から児童生徒が自ら判断して行

動できる資質、能力の育成を高めるための情報

モラル教育推進事業を計上されているとのこと

でありました。引き続き、子供たちの情報活用

能力の向上に取り組んでいただきたいと思いま

す。

子供たちの学びのために１人１台の端末が整

備され、効果的な活用が検討される一方で、端
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末を使用して悪口を書き込むなど、いじめも問

題化するようになりました。

児童生徒が安心して学校生活を送ることがで

きるよう、端末を前向きに活用することを考え

てみてはどうでしょうか。いじめなどの悩みを

気軽に相談できる窓口として、１人１台端末の

ホーム画面にショートカットアイコンをつく

り、端末から子供が悩み相談できる仕組みづく

りはできないのか、教育長にお伺いいたしま

す。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）

は、子供たちがいじめや悩みを相談する窓口と

しまして、電話による「24時間子供ＳＯＳダイ

ヤル」や「ふれあいコール」があるほか、イン

ターネット上に「ネットいじめ目安箱サイト」

を開設しておりまして、誰でも悩みを相談でき

る体制を整えております。

その「ネットいじめ目安箱サイト」につきま

しては、ＳＮＳ等での不適切な投稿の内容を画

像で投稿できる機能を追加するなど、より手軽

に相談できるようになっております。

議員御指摘のとおり、子供たちが安心して悩

みを相談する上で、１人１台端末の活用は非常

に有効だと考えておりますので、その仕組みづ

くりを検討してまいります。

ぜひ検討していただきたいと○安田厚生議員

思います。

静岡県では、１人１台端末のホーム画面に

ショートカットアイコンをつくり、気軽に相談

できる窓口として「こころの相談ノート」を構

築しております。小中学校に通う児童生徒か

ら、いじめなどの悩みをタブレット端末で相談

してもらう取組を始めました。いじめの問題、

ヤングケアラー等の子供たちの悩みを早く知る

ことが目的であります。

全国で同様の取組が広がりつつありますの

で、本県においても前向きに検討していただき

たいと思います。よろしくお願いいたします。

宮崎県のみならず、全国的に教員採用選考試

験の倍率が低下していると聞いております。教

育の質を確保するためには、より多くの方に試

験を受けていただき、優れた人材を確保するこ

とが大変重要です。

本県では様々な対策に取り組んでいるところ

でありますが、ＵＩＪターンを含め県外からの

教職員確保の取組状況について、教育長にお伺

いいたします。

県外からの教員確○教育長（黒木淳一郎君）

保に向けた取組といたしましては、従来から

行っておりました県外の大学訪問等に加えまし

て、平成30年度からは、県外での教員志願者説

明会を実施しており、昨年度は56名の参加があ

りました。

また、令和２年度から、県外２か所での採用

試験を実施しておりまして、本年度は、東京、

大阪、福岡の３か所に増やす予定であります。

さらに、他県の現職教員や元教員を対象とし

ました特別選考試験を平成28年度から実施して

おりまして、昨年度は51名が応募し、27名を採

用しております。

今後とも、これまでの取組のさらなる充実を

図りながら、優秀な人材確保を進めてまいりま

す。

宮崎出身の先生で、他県で現○安田厚生議員

職でおられる先生方も、いずれは宮崎に帰って

きて、宮崎の子供たちを教育したいという方も

中にはいらっしゃいますので、これからも進め

ていただきたいと思います。

次に、防災対策についてお伺いいたします。

今年１月15日、トンガ沖噴火で津波が発生し
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ました。本県沿岸部全域に津波注意報が発令さ

れ、各地で防災無線のサイレンが鳴り響き、急

いで高台に避難する方々も多く見られました。

門川町の役場では、約60台の車が避難された

と聞いております。そしてまた、私の駐車場に

はたくさんの車が避難しておりました。国や県

では、自動車での避難は原則禁止とされていま

すが、浸透していないのが実情のようでありま

す。自動車での避難も必要だと感じる人も多い

ようです。

そこで、津波からの自動車での避難に対する

県の考えを、危機管理統括監にお伺いいたしま

す。

津波からの○危機管理統括監（横山直樹君）

自動車での避難は、道路の陥没や家屋の倒壊等

による通行への支障、渋滞、交通事故、さらに

は、徒歩による円滑な避難の妨げとなることな

どが懸念されるため、宮崎県地域防災計画にお

いては、徒歩による避難を原則としておりま

す。

一方、津波による浸水が想定される区域に

は、体が不自由であったり、避難場所まで遠い

などの理由で、徒歩での避難が困難な方もおら

れることから、市町村は、こうした方々やその

家族、近隣住民とともに、自動車での避難のリ

スクを十分踏まえた上で、あらかじめ、避難経

路の確認や個別の避難計画の策定、訓練を行う

ことで、安全かつ迅速に避難できるよう準備し

ておくことが重要であると考えております。

県では、徒歩での避難を推奨○安田厚生議員

しているということでありますが、避難タワー

がない地域では、自動車で避難する方も多いと

思います。津波の襲来時に予想以上の方が自動

車で避難し、混乱が起きると懸念しているにも

かかわらず、対策が進んでいません。地域ごと

に、自動車での避難について、議論をさらに深

めてほしいと思います。

どこの町とは言いませんけれども、避難タ

ワーがない町があります。そこの地域は海抜10

メーター以下のところに８割ぐらい住宅がある

んです。やはり避難タワーは必要じゃないかな

と思っているところでありますが、避難タワー

の整備を含め、必要な地域に迅速に整備できる

よう、実情に合った対策をお願いいたします。

以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手）

以上で一般質問は終わりまし○中野一則議長

た。

次に、今回提案されました議○中野一則議長

案第１号から第12号まで及び報告第１号の各号

議案を一括議題といたします。

質疑の通告はありません。

議案第12号採決◎

まず、公安委員会委員の任命○中野一則議長

の同意についての議案第12号について、お諮り

いたします。

本案については、会議規則第39条第３項の規

定により、委員会の付託を省略して直ちに審議

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議案第12号についてお諮りいたします。

本案については同意することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、本案は同意することに決定いたしました。

議案第１号から第11号まで及び◎

報告第１号委員会付託

次に、議案第１号から第11号○中野一則議長

まで及び報告第１号の各号議案は、お手元に配

付の付託表のとおり、それぞれ関係の委員会に

付託いたします。

明日からの日程をお知らせいたします。

明日22日から27日までは、常任委員会、特別

委員会等のため、本会議を休会いたします。

次の本会議は、28日午前10時から、常任委員

長の審査結果報告から採決までであります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時54分散会

令和４年６月21日(火)

 - 240 -



６月28日（火）

- 241 -



- 242 -
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常任委員長審査結果報告◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決までであります。

まず、議案第１号から第11号まで及び報告第

１号の各号議案、並びに継続審査中の請願第６

号及び第９号を一括議題といたします。

ここで、常任委員長に審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、日高博之委員

長。

〔登壇〕（拍手） おはようご○日高博之議員

ざいます。御報告いたします。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外２件であります。慎重に審査いた

しました結果、継続審査中の請願１件を含め、

お手元に配付の議案・請願委員会審査結果表の

とおり、いずれも全会一致で決定いたしまし

た。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、議案第１号「令和４年度宮崎県一般

会計補正予算（第１号）」についてでありま

す。

今回の補正は、新型コロナウイルス感染症対

策に係るもの、国庫補助決定に伴うもの及びそ

の他必要とする経費について措置するもので、

補正額は112億4,900万円余の増額となっており

ます。歳入財源の主なものとしては、国庫支出

金が74億2,200万円余、繰入金が17億2,700万円

余、県債が18億6,900万円となっております。

この結果、さきに可決されました議案第13号を

含めますと、補正後の一般会計の予算規模

は6,577億7,000万円余となります。

このうち、総合政策部の補正予算は3,800万

円余の増額であり、議案第13号を含む一般会計

と特別会計を合わせた補正後の予算額は237

億6,200万円余となります。

次に、新規事業「みやざきフードビジネスＤ

Ｘ実装支援事業」についてであります。

この事業は、地域の雇用の受皿となっている

飲食店や飲食料品小売業に対して、ＤＸに成功

している先駆的な取組を本県に導入し、生産性

の向上や稼ぐ力の強化を図るものであります。

このことについて委員より、「様々な分野で

ＤＸの取組が進んでいるが、飲食店や小売業に

おいてはどのような活用方法や効果が見込まれ

るか」との質疑があり、当局より、「人の流れ

や来店者の属性など、ＡＩカメラで収集した

データと天候などのビッグデータを組み合わせ

ることで需要予測を立てることが可能となり、

仕入れや従業員のシフトの効率化が図られると

いった業務改善が効果として見込まれる」との

答弁がありました。

また、別の委員より、「今年度は３社への支

援を予定しているとのことだが、どのような事

業者を選定していくのか」との質疑があり、当

局より、「今後、セミナーと説明会を開催し、

事業者からヒアリング等を行いながら、事業規

模や業種等を考慮した上で意欲ある事業者を選

定していく」との答弁がありました。

次に、新規事業「マイナポイント取得促進事

業」についてであります。

この事業は、マイナンバーカードを活用した

消費活性化策であるマイナポイント事業につい

て、ポイントの取得方法に関する広報や手続の

支援等を行うものであります。

このことについて委員より、県内のマイナン

バーカードの取得率について質疑があり、当局

令和４年６月28日(火)
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より、「６月１日現在の県全体の取得率は57.8

％となっており、取得率が最も高い都城市で

は79.7％となっている一方で、30％台の市町村

も存在している」との答弁がありました。

これに対して委員より、「市町村で取得率に

差があるのはどのような理由からか」との質疑

があり、当局より、「市町村の取組意識の差が

大きな要因であることから、全ての市町村から

問題点を聞き取ってサポートしていく取組を

行っているところである」との答弁がありまし

た。

また、複数の委員より、「さらに取得率を上

げていくためには、個人情報の管理やセキュリ

ティーに対する県民の不安を取り除くととも

に、行政サービスの利便性向上などのマイナン

バーカードがもたらす本来のメリットを丁寧に

説明していく必要がある」との意見がありまし

た。

次に、宮崎県情報公開条例の改正についてで

あります。

これは、近年、特定の人物による「請求する

権利の濫用」と見受けられる公文書の開示請求

が発生していることから、円滑な行政運営を確

保するため、適正な請求についての規定を追加

するものであります。

このことについて委員より、「権利の濫用に

当たるかどうかをどのように判断するのか」と

の質疑があり、当局より、「判断基準を定める

とともに、必要に応じて専門家に意見を伺うな

ど、しっかりと協議した上で判断してまいりた

い」との答弁がありました。

これに対して委員より、「正当な権利が侵害

されることのないよう慎重に運用していただき

たい」との意見がありました。

最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「総合政策及び行財政

対策に関する調査」については、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、岩切○中野一則議長

達哉委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○岩切達哉議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外１件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案・請願委員

会審査結果表のとおり、議案第１号については

全会一致により、議案第６号については賛成多

数により決定しました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、福祉保健部の補正予算についてであ

ります。

今回の補正は、一般会計で66億9,400万円余

の増額であり、この結果、さきに可決されまし

た議案第13号を含めますと、一般会計と特別会

計を合わせた補正後の予算額は2,657億2,200万

円余となります。

このうち、新規事業「高齢者施設等往診対応

医療機関支援事業」についてであります。

この事業は、新型コロナ感染者の施設内療養

を行う施設のうち、重症化リスクを有する患者

が多い高齢者施設や障がい者施設に対して、往

診を行う医療機関を支援することにより、医療

提供体制の強化を図るものであります。

このことについて委員より、「施設内でのク

ラスター発生事案もあったが、これまでは同様
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の支援事業はなかったのか」との質疑があり、

当局より、「以前には施設内療養をお願いする

事例が少なかったが、今回のオミクロン株で

は、施設内で療養することとなった患者が増加

し、それに対して特定の医療機関が複数の施設

を往診するなど負担が集中していたことから、

往診をする医療機関の数を増やすため、新たに

支援を行うものである」との答弁がありまし

た。

これに対して委員より、「県が派遣要請を

行った際に、速やかに往診していただくため、

事前の調整が必要と考えるが、医師会との協議

は進んでいるのか」との質疑があり、当局よ

り、「医師会からは、前向きな御意見をいただ

いており、本事業によって派遣要請に協力いた

だける医療機関は増加するものと考えている」

との答弁がありました。

次に、病院局の条例改正についてでありま

す。

これは、国の診療報酬改定に伴い、紹介状を

持たずに県立病院を受診した患者から徴収を義

務づけられている、初診加算料及び再診加算料

について、条例に定める上限額を引き上げるも

のであります。

このことについて委員より、引き上げられる

理由に関して質疑があり、当局より、「まずは

かかりつけ医で診療を受け、必要に応じて地域

医療支援病院を紹介してもらうことで、役割分

担や連携を推進し、真に必要な方への高度医療

や救急医療を確保するとともに、医師の働き方

改革が求められる中で、医師の負担軽減を図る

ことが目的である」との答弁がありました。

これに対し別の委員より、「本県は医師少数

県であり、医療の質を確保する必要があるた

め、役割分担の明確化と地域の医療機関との連

携強化にしっかりと取り組んでいただきたい」

との要望がありました。

最後に、「福祉保健行政の推進及び県立病院

事業に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続

審査といたしたいので、議長においてその取扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、商工建設常任委員会、○中野一則議長

西村賢委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○西村 賢議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外５件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案・請願委員

会審査結果表のとおり、議案第７号については

賛成多数により、その他の議案については全会

一致により決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、県営国民宿舎の活用検討についてであ

ります。

県営国民宿舎えびの高原荘及び高千穂荘は、

改築から20年以上が経過し、施設・設備の老朽

化が進んでいることに加え、赤字経営が続いて

いる状況となっております。

このことについて当局より、「両施設は、県

内観光客を周遊させ、経済効果を波及させるた

めの拠点施設としての役割が求められることか

ら、引き続き県が保有して運営を継続し、地元

市町との連携や、指定管理者の自主的な集客の

取組への支援を行うことで、施設の魅力向上や

利用客の増加を図っていきたい」との説明があ

りました。
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これに対して委員より、「赤字経営が続く施

設を県が今後も運営していくのか。ほかの運営

形態も検討する必要があるのではないか」との

意見があり、当局より、「これまでの経営実績

や、自然災害などの環境要因を分析した結果、

施設の魅力向上や誘客対策にしっかりと取り組

めば、黒字経営は可能であると考えている。今

後、地元市町と連携しながら、県の観光拠点施

設としての活用を図るとともに、指定管理期間

の延長など、指定管理者の積極的な投資を促す

方策も検討していきたい」との答弁がありまし

た。

次に、県土整備部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で42億5,200万円余

の増額であり、この結果、特別会計を合わせた

補正後の予算額は791億4,600万円余となりま

す。

次に、工事請負契約の変更についてでありま

す。

これは、令和４年３月から適用された公共工

事設計労務単価等に係る特例措置により、広域

連携道路事業国道447号真幸工区（仮称）真幸

トンネルの請負金額が変更となるものでありま

す。

このことについて委員より、「受注者からの

請求により、新たな労務単価による請負金額へ

の変更が可能となっているが、対象事業者への

周知は行われているのか」との質疑があり、当

局より、「技能労働者への適切な賃金水準の確

保に関する文書を発出し、受注者に対して適正

な労務単価での契約を促すとともに、今回の特

例措置を積極的に活用するように呼びかけてい

る」との答弁がありました。

これに関連して委員より、「新たな労務単価

が反映された請負金額は、元請業者にとどまら

ず、下請業者の手元まできちんと届いているの

か」との質疑があり、当局より、「施工体制点

検において、取引上の地位を不当に利用した契

約が行われていないかなど、下請契約が適切に

締結されていることを確認するとともに、適正

な金額を支払うように指導している」との答弁

がありました。

当委員会といたしましては、労務単価の上昇

に伴う適正な利潤の確保や賃金の改善が、下請

業者にまで行き届くよう、引き続き点検や指導

にしっかりと取り組んでいただくよう要望しま

す。

次に、訴えの提起についてであります。

これは、平成31年４月に、串間市の福島港岸

壁に船舶を衝突させ損傷させた船主らを相手

に、原状回復工事に係る費用全額の賠償を求め

る訴えを提起するものであります。

このことについて委員より、「原状回復工事

は早期に行うべきと考えるが、損傷箇所の調査

や復旧工事業者との調整に時間を要したのはな

ぜか」との質疑があり、当局より、「船主が香

港の法人であるため、損傷箇所の特定など、調

査に着手するまでに時間を要したことに加え、

調査後の復旧費用の算定についても時間を要し

たためである」との答弁がありました。

最後に、「商工観光振興対策及び土木行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続

審査といたしたいので、議長においてその取扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委員○中野一則議長

会、武田浩一委員長。
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〔登壇〕（拍手） 御報告いた○武田浩一議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号であります。慎重に審査いたしまし

た結果、お手元に配付の議案・請願委員会審査

結果表のとおり、全会一致で決定いたしまし

た。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、環境森林部の補正予算であります。

今回の補正は、一般会計で5,200万円余の増

額であり、この結果、さきに可決されました議

案第13号を含めますと、一般会計と特別会計を

合わせた補正後の予算額は217億300万円余とな

ります。

このうち、新規事業「みやざき森林クラウド

基盤構築事業」についてであります。

この事業は、森林簿や森林計画図などの森林

計画関係図簿の閲覧や、その取得における利便

性の向上を図るため、ネット環境での閲覧等を

可能とする新たなクラウド基盤を構築するもの

であります。

このことについて委員より、「これまでも、

森林計画関係図簿のデジタル化に取り組んでき

ているが、今回の事業では、どのような取組を

進めようとしているのか」との質疑があり、当

局より、「県が保有するデータのデジタル化は

進んでいるが、今回、そのデータを森林クラウ

ドシステム上で閲覧等ができるように変換する

ことと併せて、市町村等が保有している森林情

報の実態を調査し、将来的にクラウド上で閲覧

等ができないか、その可能性について検討する

こととしている」との答弁がありました。

次に、農政水産部の補正予算であります。

今回の補正は、一般会計で１億9,000万円余

の増額であり、この結果、さきに可決されまし

た議案第13号を含めますと、一般会計と特別会

計を合わせた補正後の予算額は458億5,800万円

余となります。

このうち、きらり輝く農業人材確保支援事業

についてであります。

この事業は、既存事業に加え、新たに農福連

携人材育成事業として、農業現場における障が

い者の雇用・就労に関して継続的にアドバイス

を行う専門の人材を育成し、多様な人材がより

定着しやすい環境の整備等を図るものでありま

す。

このことについて委員より、「障がい者の就

労支援事業所が長年農業に関わっているが、作

業の内容や賃金の面で大変苦戦している実情が

ある。この事業ではどのような取組が行われる

のか」との質疑があり、当局より、「農業側・

福祉側双方に相手側に対する知識不足や認識不

足といった課題があったため、今回、専門の人

材として国が認定する農福連携技術支援者を育

成し、双方の橋渡し役として現場で助言・指導

を行うこととしており、当事業により農業と福

祉双方の課題解決につなげてまいりたい」との

答弁がありました。

当委員会といたしましては、当事業は、農業

と福祉の双方にとって大変有効な事業と考えら

れますので、福祉保健部とも十分連携して取り

組んでいただくよう要望します。

次に、新規事業「海藻等養殖生産安定化緊急

対策事業」についてであります。

この事業は、カキやワカメ養殖の生産の安定

化を図るため、海藻の養分となる栄養塩の安全

かつ効率的な強化技術を確立するための調査

や、陸上水槽試験などを実施するものでありま

す。
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このことについて委員より、「海藻等の成長

に必要な海の栄養塩類が不足しているというこ

とであるが、原因としてどのようなことが考え

られるのか」との質疑があり、当局より、「窒

素やリンといった栄養塩が減少していることが

全国的に知られており、瀬戸内海や有明海で

は、下水処理施設等からの窒素排出量を増やす

ことでノリやワカメ養殖場に栄養塩を供給して

いる事例もあることから、河川流域の下水処理

施設等の発達等により海域への栄養塩類の流入

量が不足していることも、原因の一つと考えら

れる」との答弁がありました。

また、別の委員より、「河川浄化は大切な問

題であり、水質の改善にしっかりと取り組んで

いただきたいが、一方で、河川の浄化が海藻等

の成長に影響を及ぼしているとすれば、その対

応に関しての調査研究を進めていくことに意義

がある」との意見がありました。

当委員会といたしましては、河川の浄化と海

の栄養分不足という課題について、環境森林部

と農政水産部の両部で情報を共有し、しっかり

と連携して対応していただきますよう要望いた

します。

最後に、「環境対策及び農林水産業振興対策

に関する調査」につきましては、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委員○中野一則議長

会、河野哲也委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○河野哲也議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外３件であります。慎重に審査いた

しました結果、継続審査中の請願１件を含め、

お手元に配付の議案・請願委員会審査結果表の

とおり、議案についてはいずれも全会一致によ

り、請願第６号については賛成多数により決定

いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、企業局の電気事業会計の補正予算につ

いてであります。

今回の補正は、国の令和４年度当初予算を受

け、県土整備部が、多目的ダムの改良工事の増

額補正を行うことに伴い、共同施設負担金を増

額するものであります。

このことにより、資本的支出で600万円余の

増額となり、補正後の資本的支出の合計は31

億1,900万円余となります。

次に、企業局ゼロカーボンＰＲ事業の進捗状

況についてであります。

このことについて当局より、「啓発活動に活

用するため、今年度、電気自動車を１台購入す

る予定であったが、半導体不足に加えて、ロシ

アによるウクライナへの軍事侵攻や新型コロナ

による中国でのロックダウンの影響により、納

車までに１年以上かかる見込みであるため、電

気自動車による啓発活動は来年度になる見通し

である」との報告がありました。

次に、教育委員会の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で2,100万円余の増

額であり、この結果、さきに可決されました議

案第13号を含めますと、一般会計と特別会計を

合わせた補正後の予算額は1,126億8,100万円余

となります。

このうち、新規事業「多様な学びを推進する
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普通科支援事業」についてであります。

この事業は、県立学校の普通科における多様

な学びを推進するため、地域社会に関する学び

に先進的に取り組んできた飯野高等学校をモデ

ルとして、特色・魅力のあるカリキュラムと教

育方法を開発するとともに、関係機関との連携

協力体制を整備し、その実践と成果の検証を行

うものであります。

このことについて委員より、「どのようなカ

リキュラムを想定しているのか」との質疑があ

り、当局より、「大学や地域の企業等の協力の

下、地域をフィールドに、対話力や課題解決

力、イノベーション力などが身につくカリキュ

ラムを開発していきたい」との答弁がありまし

た。

次に、次期「宮崎県教育振興基本計画」の策

定についてであります。

このことについて委員より、「不登校の児童

生徒の受皿となるフリースクールや夜間中学等

の多様な学びの場の創設について、基本計画に

盛り込んでいただきたい」との要望があり、当

局より、「多様な学びの場を含めた様々な検討

事項はもとより、ＧＩＧＡスクール構想などの

国の動き等を十分踏まえながら、計画を策定し

てまいりたい」との答弁がありました。

次に、県内における自然災害の現況と県警に

よる災害対策についてであります。

このことについて当局より、「警察が行う災

害対応は、救出救助のみならず、身元確認や被

災地での警戒警ら活動など、多岐にわたってい

る。昨今の大規模な災害に迅速に対応するため

には、初動体制の構築が重要であることから、

最新の気象情報等を収集できる専用端末を警察

本部や各警察署に配備するなど、災害対策を強

化している」との説明がありました。

当委員会といたしましては、災害が発生した

際、迅速に対応するためには、平時における準

備が大変重要であることから、住民に対する防

災指導や関係機関との連携など、災害を意識し

た備えをさらに推進していただくよう要望いた

します。

最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「教育及び警察行政の

推進並びに公営企業の経営に関する調査」につ

きましては、地方自治法第109条第８項の規定

により、閉会中の継続審査といたしたいので、

議長においてその取扱いをよろしくお願いいた

します。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で、常任委員長の審査結○中野一則議長

果報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

討 論◎

これより討論に入りますが、○中野一則議長

討論についての発言時間は１人10分以内といた

します。

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。来住一人議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○来住一人議員

ございます。私は日本共産党を代表して、議案

第１号、第６号及び第７号の３議案について反

対の立場から討論いたします。

議案第１号「令和４年度一般会計補正予算」

について述べます。

本議案は、歳入歳出予算の総額にそれぞ

れ112億4,969万9,000円を追加し、予算総額

を6,527億2,669万9,000円に補正しようとする
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ものであります。補正の内容は、検査・医療提

供体制の確保などの新型コロナ対策や、一時預

かり利用者負担軽減事業、妊婦訪問支援事業、

離島航路運航維持対策事業等々、県民の命と生

活を守る上で欠くことのできない補正であり、

評価されるべきものであります。

ただ、新規事業「マイナポイント取得促進事

業」923万9,000円が計上されていることに、我

が党としては同意できないものであります。

本事業は、マイナンバーカードの取得促進を

図るため、テレビＣＭ等を活用した広告や、出

張申請窓口の設置等を進めるものであります。

討論では、基本的な点だけ述べます。本来、

情報通信などデジタル技術の進歩は、人々の幸

福や健康に資するものでなくてはならないと思

います。地方自治体においては、地方自治の発

展や住民の福祉の増進のために、この技術が有

効に活用されなければなりません。ところが、

５月12日に成立したデジタル関連法は、国や地

方自治体のシステムや規定を標準化・共通化し

て、個人情報を含むデータの利用を強力に進め

るものです。

担当大臣は、「国や地方自治体等が保有する

有用な情報をオープンデータとして整備・公表

したり、デジタル社会における基幹的なデータ

ベースとして多様な主体が参照できるようにす

るよう整備していきます」と述べて、特定の企

業のもうけのために、自治体が持つ個人情報を

利用することをあけすけに語っております。

今年３月、ＬＩＮＥユーザーの個人情報が中

国から閲覧可能になっていました。またグーグ

ルもフェイスブックも、日本国内の利用者の情

報を海外に移転していました。東京商工リサー

チによると、2012年から2020年の間に、個人情

報の漏えい、紛失は460社で、個人情報は１

億404万人分になります。国民からは、自分の

情報が全く管理されていないことから、信頼を

失っております。

マイナンバーカードの健康保険証としての利

用を進めておりますが、これも何の大義もあり

ません。内容はもう申し上げません。

政府は、マイナンバーカードに固執して、

カードの機能拡大などを盛り込んだデジタル化

の工程表を取りまとめ、地方自治体に強制いた

しております。問題の多いマイナンバーカード

の普及を、なりふり構わず推し進めております

が、このことが新たな混乱を引き起こしており

ます。

オンライン化率が30％程度であるなら、行政

事務の効率が逆に低下するというもので、いわ

ゆる「死の谷」と言われ、ここに転がり落ちる

自治体が生まれています。マイナンバーカード

の普及率が38.6％にとどまっていることは、死

の谷の連続となっているというものです。

以上のように、国民の個人情報管理の面から

も、また行政事務の面からも重大な問題のある

マイナンバーカード普及の事実上の強要は、中

止することを要求するものであります。

次に、議案第６号「宮崎県立病院事業の設置

等に関する条例の一部を改正する条例」につい

て述べます。

本条例は、紹介状を持たずに県立病院を受診

した患者の初診加算料を5,093円から7,070円

に、再診加算料は2,546円から3,300円にそれぞ

れ引き上げようとするものであります。

そもそもこの制度は、国の医療制度改革に

よって導入されたものです。県立病院など地域

医療支援病院と地域の民間病院との役割を明確

にして、より必要な医療提供が図られ、医療従

事者の過重労働を軽減することは重要でありま
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す。既にその役割分担は、直接多額の初診加算

料を負担させることによって受診抑制が図られ

ており、周知されていると思います。したがっ

て、さらに患者負担を増やして受診を減らさな

ければならない状況にあるとは思えません。

今回、診療報酬の改定で最低額が引き上げら

れたからという理由のようでありますが、新た

な県民負担には同意できないものであります。

最後に、議案第７号「公の施設に関する条例

の一部を改正する条例について」であります。

本件は、宮崎県屋外型トレーニングセンター

が来年４月１日に供用開始予定であるため、こ

れを公の施設として追加するというものであり

ます。

県屋外トレーニングセンターの問題点につい

ては、さきの議会において、本施設がフェニッ

クスリゾート社の附帯施設であることなどの問

題点を討論いたしました。報告によると、知事

部局において民地に公共施設を設置しているも

のは一件もないというものであります。公共性

があるからこそ、当然行政は、まずは土地を求

めるものであります。この原則から逸脱してい

る本件事業の異常性は実に明白であります。

以上で討論を終わります。（拍手）〔降壇〕

ほかに討論の通告はありませ○中野一則議長

ん。

以上で討論は終わりました。

議案第１号、第６号及び第７号採決◎

これより採決に入ります。○中野一則議長

まず、議案第１号、第６号及び第７号につい

て、一括お諮りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、各号議案○中野一則議長

は委員長の報告のとおり可決されました。

議案第２号から第５号まで、第８号から◎

第11号まで及び報告第１号採決

次に、議案第２号から第５号○中野一則議長

まで、第８号から第11号まで及び報告第１号の

各号議案について、一括お諮りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は、

可決または承認であります。委員長の報告のと

おり決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各号議案は、委員長の報告のとおり可決ま

たは承認されました。

閉会中の継続審査及び継続調査案件採決◎

次に、お手元に配付のとお○中野一則議長

り、各常任委員長及び議会運営委員長から閉会

中の継続審査及び調査の申出がありますので、

これを議題といたします。〔巻末参照〕

まず、請願第６号及び第９号について一括お

諮りいたします。

両請願を、委員長の申出のとおり閉会中の継

続審査とすることに賛成の議員の起立を求めま

す。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、両請願○中野一則議長

は、委員長の申出のとおり閉会中の継続審査と

することに決定いたしました。

次に、ただいまお諮りいたしました請願を除

く閉会中の継続審査及び調査については、各委

員長の申出のとおり決することに御異議ありま

せんか。
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各委員長の申出のとおり、閉会中の継続審

査及び調査とすることに決定いたしました。

議員発議案送付の通知◎

次に、お手元に配付のとお○中野一則議長

り、委員会から議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

令和４年６月28日

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

提出者 議会運営委員長 二見 康之

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

若年者の技能検定実技試験受検手数料の

減免を求める意見書

議員発議案第２号

農畜水産業における燃油、肥料・飼料、

資材等の価格高騰対策の拡充に関する意

見書

議員発議案第３号

水田活用の直接支払交付金の見直しに関す

る意見書

議員発議案第４号

地方財政の充実・強化を求める意見書

議員発議案第５号

地方公共団体情報システムの標準化の財

政支援等を求める意見書

議員発議案第６号

環境教育の推進及び学校施設のＺＥＢ化

のさらなる推進を求める意見書

議員発議案第１号から第６号まで◎

追加上程、採決

ただいま朗読いたしました議○中野一則議長

員発議案第１号から第６号までの各号議案を日

程に追加し、議題とすることに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

議員発議案第１号から第６号までの各号議案

を一括議題といたします。

お諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、説明を省略して直ちに審議する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

質疑及び討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第１号から第６号までの各号議案

について、一括お諮りいたします。

各号議案を原案のとおり可決することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各号議案は原案のとおり可決されました。

議員派遣の件◎

次に、議員派遣の件を議題と○中野一則議長

いたします。

お諮りいたします。

会議規則第127条の規定により、お手元に配

令和４年６月28日(火)
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付のとおり、議員を派遣することに御異議あり

ませんか。〔巻末参照〕

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、お手元に配付のとおり、議員を派遣するこ

とに決定いたしました。

閉 会◎

以上で、本定例会の議事は全○中野一則議長

て終了いたしました。

これをもちまして、令和４年６月定例会を閉

会いたします。

午前10時45分閉会

令和４年６月28日(火)
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令和４年６月定例会日程
１９日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

開会 議会運営委員会 9:30
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告
会期決定

６．１０ 金 本会議
議案上程
知事提案理由説明
議案に対する質疑（議案第１３号）
議案委員会付託（議案第１３号）

常 任 委 員 会

１１ 土
（ 閉 庁 日 ）

１２ 日
休 会

１３ 月 一般質問通告締切 12:00
（ 議 案 調 査 ）

１４ 火

一 般 質 問 議会運営委員会 9:30
１５ 水 常任委員長審査結果報告、

質疑、討論、採決（議案第１３号）
本会議

１６ 木
一 般 質 問

１７ 金 請願締切 16:00

１８ 土
休 会 （ 閉 庁 日 ）

１９ 日

２０ 月 一 般 質 問
議員発議案締切 17:00
（会派提出）

本会議 一 般 質 問 議会運営委員会 9:30

２１ 火 議 案 に 対 す る 質 疑
討 論 、 採 決 （ 人 事 案 件 ）
議 案 ・ 請 願 委 員 会 付 託

２２ 水

常 任 委 員 会
２３ 木

議員発議案締切 17:00
（会派提出を除く）

２４ 金 休 会 特 別 委 員 会
議会運営委員会
（特別委員会終了後）

２５ 土
（ 閉 庁 日 ）

２６ 日

２７ 月 （ 議 事 整 理 ）

常任委員長審査結果報告 議会運営委員会 9:30
２８ 火 本会議 質疑、討論、採決

閉会

- 257 -



２１５－１０９０

令和４年６月１０日

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和４年６月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第 1号 令和４年度宮崎県一般会計補正予算（第１号）

議案第 2号 令和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補正予算（第１号）

議案第 3号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例

議案第 4号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

議案第 5号 教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

議案第 6号 宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

議案第 7号 公の施設に関する条例の一部を改正する条例

議案第 8号 教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例

議案第 9号 宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

議案第10号 工事請負契約の変更について

議案第11号 訴えの提起について

議案第12号 公安委員会委員の任命の同意について

議案第13号 令和４年度宮崎県一般会計補正予算（第２号）

報告第 1号 専決処分の承認を求めることについて

（文書取扱 財政課）
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令和４年６月定例会

一 般 質 問 時 間 割

６月１５日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 日 本 共 産 党 １０：００～１１：００前屋敷恵美

２ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩坂口 博美

３ 県 民 の 声 １３：００～１４：００井上紀代子

６月１６日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

４ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００山下 博三

５ 郷 中 の 会 １１：００～１２：００ 休憩有岡 浩一

６ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００日高 博之

７ 県 民 連 合 宮 崎 １４：００～１５：００田口 雄二

６月１７日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

８ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００山下 寿

９ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩濵砂 守

１０ 公 明 党 １３：００～１４：００坂本 康郎

６月２０日（月）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１１ 公 明 党 １０：００～１１：００河野 哲也

１２ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩武田 浩一

１３ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００佐藤 雅洋

６月２１日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１４ 県 民 連 合 宮 崎 １０：００～１１：００山内佳菜子

１５ 県 民 連 合 宮 崎 １１：００～１２：００ 休憩太田 清海

１６ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００安田 厚生
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［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第13号 令和４年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 可決 可決 可決 可決 可決

議案　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 令和４年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 可決 可決 可決 可決 可決

第２号
令和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補
正予算（第１号）

可決

第３号
県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を
改正する条例

可決

第４号
使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条
例

可決

第５号
教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改
正する条例

可決

第６号
宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部
を改正する条例

可決

第７号 公の施設に関する条例の一部を改正する条例 可決

第８号
教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正
する条例

可決

第９号
宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例の一
部を改正する条例

可決

第10号 工事請負契約の変更について 可決

第11号 訴えの提起について 可決

報告第１号
専決処分の承認を求めることについて
　＊　宮崎県税条例の一部を改正する条例

承認

［請　願］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第６号
新型コロナウイルス感染症から子どもを守り学ぶ権
利を保障するために少人数学級を求める請願

継続

第９号
夫婦・親子同氏を維持し、旧姓の通称使用の拡
充を求める意見書提出についての請願

継続

番　号 件　名

常 任 委 員 会

議案・請願　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

令和４年６月定例会

委 員 会 名 事 件 理 由

請願第９号 夫婦・親子同氏を維持し、旧姓の通称
慎重な審査

使用の拡充を求める意見書提出につい
・調査を要総務政策常任委員会

ての請願
するため

総合政策及び行財政対策に関する調査

調査を要す

るため
厚 生 常 任 委 員 会 福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する調査

調査を要す

るため
商工建設常任委員会 商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

調査を要す環 境 農 林 水 産
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

るため常 任 委 員 会

請願第６号 新型コロナウイルス感染症から子ども

慎重な審査
を守り学ぶ権利を保障するために少人

・調査を要
文 教 警 察 企 業 数学級を求める請願

するため
常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に

関する調査

円滑な議会
次期県議会の会期日程に関する審査及び議会運営に

運営を図る議 会 運 営 委 員 会
関する調査

ため
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 令和４年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） ６月28日・ 可 決

〃 第２号 令和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補正予 〃

算（第１号）

〃 第３号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正 〃

する条例

〃 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 〃第４号

〃 教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す 〃第５号

る条例

〃 宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改 〃第６号

正する条例

〃 公の施設に関する条例の一部を改正する条例 〃第７号

〃 教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する 〃第８号

条例

〃 宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を 〃第９号

改正する条例 〃

〃 工事請負契約の変更について 〃第10号

〃 訴えの提起について 〃第11号

〃 公安委員会委員の任命の同意について ６月21日・ 同 意第12号

〃 令和４年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） ６月15日・ 可 決第13号

報 告 第１号 専決処分の承認を求めることについて ６月28日・ 承 認

議員発議案 第１号 若年者の技能検定実技試験受検手数料の減免を求め ６月28日・ 可 決

る意見書

〃 第２号 農畜水産業における燃油、肥料・飼料、資材等の価 〃

格高騰対策の拡充に関する意見書

〃 第３号 水田活用の直接支払交付金の見直しに関する意見書 〃

〃 第４号 地方財政の充実・強化を求める意見書 〃

〃 第５号 地方公共団体情報システムの標準化の財政支援等を 〃

求める意見書

〃 第６号 環境教育の推進及び学校施設のZEB化のさらなる推 〃

進を求める意見書
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議 員 発 議 案 等
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議員発議案第１号

若年者の技能検定実技試験受検手数料の減免を求める意見書

近年、人口減少・少子高齢化が進行する中、ものづくり産業においても、熟練技

能者の減少や高齢化、若年者の技能離れなど、担い手不足が喫緊の課題となってい

る。

こうした中、国においては、平成29年度から技能検定実技試験受検手数料の減免

措置を講じ、これにより若年者が受検しやすい環境が整備され、ものづくり産業を

支える人材の確保・育成に大きく寄与してきたところである。

しかしながら、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、雇用保険財

政が悪化し、これを財源とする当該減免措置の対象者も令和４年度より、35歳未満

の全ての受検者から25歳未満の雇用保険被保険者へと大幅に縮減されている。

これに伴い、当該減免措置の対象から外れた高校生等の学生は、９千円もの受検

手数料の負担増を強いられ、技能士の第一歩となる受検を躊躇する事態が大いに懸

念される。

よって、国においては、若年者の受検意欲の喚起、ひいては、ものづくり産業に

おける人材の円滑な確保・育成を図るため、技能検定実技試験受検手数料の減免対

象者を令和３年度以前の水準に早急に戻すよう強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和４年６月２８日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 細 田 博 之 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 岸 田 文 雄 殿

財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿

厚 生 労 働 大 臣 後 藤 茂 之 殿
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議員発議案第２号

農畜水産業における燃油、肥料・飼料、資材等の価格高騰対策

の拡充に関する意見書

新型コロナウイルス感染症やロシアによるウクライナ侵攻の影響に伴う燃

油価格等の高騰により、本県の農畜水産業にも大きな影響が生じている。

農業産出額が全国第６位、海面漁業生産額が全国第14位を誇る本県におい

、 、 、 、ては 農業の中核をなす施設園芸の燃油や畜産の飼料をはじめ 肥料 資材

農業用ハウス、漁船など、農畜水産分野における生産コストの増大が、経営

に大きな影響を及ぼしている。

当面、このような状況の改善が見通せない中、我が国の食料供給基地であ

る本県農畜水産業の経営体質の強化を図らなければ、生産基盤が崩壊し、食

料安全保障への影響も懸念されることから、早急に下記の措置を講じられる

よう強く要望する。

記

、 、１ 燃油及び飼料に係るセーフティネットについて 関係予算の十分な確保

価格が高止まりした場合にも補填を受けられるための基準価格や発動要件

などの制度の見直し及び水産分野での急騰対策補填金単価の上限の廃止を

行うこと。

２ 肥料等の農業資材及び漁具等の漁業資材の価格高騰時の農漁家負担軽減

につながる制度を創設すること。

３ 生産基盤の強化に向け、化石燃料等の海外資源への依存軽減及び生産・

流通コストの削減につながる施設・機械等の導入支援を拡充すること。

４ 国産農畜水産物の需要の回復・拡大に係る予算を十分に確保すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和４年６月２８日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 細 田 博 之 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 岸 田 文 雄 殿

財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿

農 林 水 産 大 臣 金 子 原二郎 殿

経 済 産 業 大 臣 萩生田 光 一 殿

内 閣 官 房 長 官 松 野 博 一 殿
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議員発議案第３号
水田活用の直接支払交付金の見直しに関する意見書

、 、我が国における米の消費量は 食生活の多様化や少子高齢化の進行により
年々減少していることに加え、長引く新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、業務用米の消費が落ち込み米価が下落する状況となっている。
このような中、令和４年度の水田活用の直接支払交付金の見直しにおいて
は、畦畔や用水路がないなど、水張りができない農地は交付対象水田から除
外するルールの再徹底や、現場の課題を検証しつつ、今後５年間に一度も水
稲作付けが行われない農地は、令和９年度以降、交付対象水田としない方針
が示された。
今回の見直しにより、生産現場からは、交付対象から除外される農地が出
ることにより、農地の維持が困難となることから、耕作放棄地の増加につな
がる等の危惧する声が上がっている。
さらに、本県の水田農業を営む生産者の経営にとどまらず、耕畜連携によ
る飼料生産や中山間地域の農地保全を損なう恐れがあるなど、様々な影響が
懸念される。
よって、国においては、下記の措置を講ずるよう強く要望する。

記

１ 将来にわたる安定的な営農や農地の維持が展望できるよう、一律に見直
しの制度適用を行わないこと。

２ 今回の見直しにより、今後５年間で将来的な産地形成の検討を進めてい
くことになることから、その中で明らかになった様々な課題をしっかりと
受け止め、確実に検証を行うとともに、生産現場の実情を十分踏まえた上
で必要な支援を行うこと。

３ 農地及び集落の維持のため、交付対象水田を畑地化し、土地利用型の営
農形態となっても生産者の所得が減少することなく、意欲を持って生産活
動に取り組めるよう、速やかに新たな支援措置を講じること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和４年６月２８日
宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 細 田 博 之 殿
参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿
内 閣 総 理 大 臣 岸 田 文 雄 殿
財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿
農 林 水 産 大 臣 金 子 原二郎 殿
内 閣 官 房 長 官 松 野 博 一 殿
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議員発議案第４号
地方財政の充実・強化を求める意見書

現在、地方自治体は、急激な少子高齢化の進展に伴う子育て支援策の充実、医療
・介護などの社会保障制度の整備、人口減少下における地域活性化、地域交通の維
持・確保、脱炭素化を目指す環境対策、デジタル化の推進、新型コロナウイルス感
染症対策、自然災害対応など、多岐にわたる役割が求められている。
しかし、現実に公的サービスを担う人材は不足し疲弊する職場実態に、地方自治

体への新規就職希望者が減少するなど、その確保も難しい状況となりつつある。
これらの課題に見合う地方財政の確立は急務であるが、次年度以降も、増大する

行政需要に対応し得る地方財源を十分に確保できるのか大きな不安がある。
よって、国においては、次年度以降の政府予算と地方財政の検討にあたって、新

たな行政需要も把握しつつ、歳入・歳出を的確に見積もり、地方財政の確立をめざ
すよう、以下の事項の実現を求める。

記

１ 社会保障、防災・災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増
大する地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う職員の配置を可能と
する地方一般財源総額の確保を図ること。また、会計年度任用職員制度における
当該職員の処遇改善に向けた財源確保を図ること。

２ とりわけ、急増する社会保障ニーズは地方財政を圧迫していることから、社会
保障経費の拡充を図り、人材確保に向けた取組を支える十分な財源を確保するこ
と。

３ デジタル・ガバメント化におけるシステム標準化については、自治体の実情を
踏まえて一定の期間を設定することとし、柔軟な対応を行うこと。また、大手企
業の寡占を防止し、地域におけるデジタル人材の育成など、地域デジタル社会推
進費の有効活用等対応すること。

４ 森林環境譲与税の譲与基準については、地方団体と協議を行い、林業需要の高
い自治体への譲与額を増大させるよう見直すこと。

５ 地域間の財源偏在性の是正のため、抜本的な改善を行い、地方交付税の財源保
障機能・財政調整機能の強化を図り、市町村合併の算定特例の終了への対応、小
規模自治体に配慮した段階補正の強化など対策を講じるとともに、臨時財政対策

、 （ ）債に過度に依存しないものとし 対象国税４税 所得税・法人税・酒税・消費税
に対する法定率の引き上げを行うこと。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和４年６月２８日
宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 細 田 博 之 殿
参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿
内 閣 総 理 大 臣 岸 田 文 雄 殿
総 務 大 臣 金 子 恭 之 殿
財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿
内 閣 官 房 長 官 松 野 博 一 殿
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議員発議案第５号

地方公共団体情報システムの標準化の財政支援等を求める意見書

政府は、令和２年に「地方公共団体における情報システムについて、クラウド活

用を原則とした標準化・共通化を今後５年で確実に実現していくための取組を全力

で推進する。その際、複数年の取組として地方公共団体が予見可能性をもって計画

的・安定的にデジタル改革を進めることが可能な形での財政的な支援を行う」こと

を閣議決定し、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」を制定した。

近年、社会ではＤＸが進み、地方公共団体においてもＤＸの推進が図られている。

そこで、国民の命と暮らしを守る安心と希望の総合経済対策において、「地方公共

団体情報システムの標準化」が決定され、令和２年度、３年度に、地方公共団体が

円滑にシステムを導入するための経費として、約1,825億円を基金として計上した。

国では、令和４年夏までに、住民基本台帳や固定資産税など20業務について、シ

ステムの各仕様の策定を行い、地方公共団体は、令和５年から令和７年にかけて、

Gov-Cloud（ガバメントクラウド）の利用に向け標準準拠システムに移行していく

予定となっている。

地方公共団体は、新型コロナウイルスの影響で財政状況も厳しく、デジタル人材

の不足も深刻な状態となっている。また、高齢者はデジタル化に慣れていない方も

多く、ネットの環境が整っていない地域もある。政府においては、システム導入に

向けて、地方公共団体の状況を踏まえ、下記の事項を実施するよう要望する。

記

１ 令和７年度までとした移行の目標時期について、必要に応じて柔軟な対応を検

討するとともに、移行に伴う適切な財政支援と丁寧な情報提供を行うこと。

２ 情報システムの保守・運用コストなど総合的な支援を検討するとともに、都道

府県に対して、市区町村への必要な助言や情報提供などを丁寧に行うよう指導す

ること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和４年６月２８日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 細 田 博 之 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 岸 田 文 雄 殿

総 務 大 臣 金 子 恭 之 殿

財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿

デ ジ タ ル 大 臣 牧 島 かれん 殿
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議員発議案第６号
環境教育の推進及び学校施設のZEB化のさらなる推進を求める意見書

地球温暖化や激甚化・頻発化している災害等に対し、地球規模での環境問題への
取組であるSDGsや2050年のカーボンニュートラル達成に向けて、さらなる取組が急
務である。

特に、公共建築物の中でも大きな割合を占める学校施設の老朽化がピークを迎え
る中、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省が連携協力して、学校設置者
である市町村等が「環境を考慮した学校（エコスクール）」として整備する学校を
「エコスクール・プラス」として認定し、補助事業の優先採択などの支援を行って
いるが、令和４年度からは、文部科学省が「地域脱炭素ロードマップ（国・地方脱
炭素実現会議）」に基づく脱炭素先行地域などの学校のうち、ZEB Ready（エネルギ
ー消費量50％以上削減）を達成する事業に対し、単価加算措置（８％）の支援を強
化したところである。

また、文部科学省の補助としては、新増築や大規模な改築の他に、教室の窓を「二
重サッシ」にする等の部分的な補助事業もあり、ある雪国の学校では電力を大幅に
削減すると共に、児童生徒に快適な教育環境を整えることができた事例のほか、太
陽光発電や壁面緑化、木質化、自然採光等を取り入れた学校施設（身近な教材）を
通じて、仲間と共に環境問題や環境対策を学ぶことができ、科学技術への触発とな
ると共に、最新の技術等を学ぶ貴重な教育機会となっている。

これまで多くの事業が全国の学校施設で行われてきたが、カーボンニュートラル
の達成及び環境教育のさらなる推進を行うため、以下の事項について実施すること
を強く要望する。

記

１ 学校施設に関するZEB（年間のエネルギー収支をゼロ）化の新たな技術の開発
を行うとともに、新築や増築といった大規模事業だけではなくLEDや二重サッシ
といった部分的な省エネ改修事業を行う学校を増やしていくことが、カーボンニ
ュートラルの達成及び環境教育の充実につながることに留意して、周知の徹底に
取り組むこと。

２ カーボンニュートラルの達成及び環境教育の充実に向けて、多くの学校が取り
組むことができるよう、学校施設整備に対する事業予算を増額すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和４年６月２８日
宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 細 田 博 之 殿
参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿
内 閣 総 理 大 臣 岸 田 文 雄 殿
財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿
文 部 科 学 大 臣 末 松 信 介 殿
農 林 水 産 大 臣 金 子 原二郎 殿
国 土 交 通 大 臣 斉 藤 鉄 夫 殿
環 境 大 臣 山 口 壯 殿
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議 員 派 遣

令和４年６月２８日

次のとおり、議員を派遣する。

１ 令和４年度九州各県議会議員交流セミナー

九州各県議会議員が一堂に会し、共通する政策課題等について(1) 目 的

情報や意見交換を行うことにより、政策提案力その他議会機能の

充実を図るとともに、九州の一体的な発展と地方主権の確立をめ

ざす。

沖縄県那覇市(2) 派遣場所

(3) 期 間 令和４年８月４日（木）から

令和４年８月５日（金）まで

(4) 派遣議員 原 正三 山下 博三 日髙 陽一

窪薗 辰也 日髙 利夫 満行 潤一 来住 一人

井上紀代子 図師 博規
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請 願 一 覧 表
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総 括 表

請 願

委 員 会 計 備 考

新 規 継 続

総 務 政 策 － １ １

厚 生 － － －

商 工 建 設 － － －

環 境農 林水 産 － － －

文 教警 察企 業 － １ １

計 － ２ ２
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継 続 請 願

文教警察企業常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 ６ 号 受理年月日 令和２年１１月３０日

新型コロナウィルス感染症から子どもを守り学ぶ権利を保障する

ために少人数学級を求める請願

（要旨）

新型コロナウイルス感染症から子どもを守り、学ぶ権利を保障

するために少人数学級を求める請願

宮崎県の公立小中学校の学級編制基準等について、以下のこと

を請願します。

①小学３年生～６年生と中学２年生～３年生でも上限３５人学

級を実施すること。

①－２＞

小学１、２年生の上限３０人学級と、小学３年生以上での上

、 、 。限３５人学級を 正式な 宮崎県の学級編制基準とすること

請願の件名 ②宮崎県の特別支援学級の学級編制基準を上限６人とするこ

と。

③宮崎県の複式学級の学級編制基準を上限１４人とすること。

（小学１年生を含む場合の規定は、現行の８人 ）。

④中学校の複式学級は、解消すること （事例がきわめて少な。

いため）

⑤オンライン授業に過度に頼ることなく、人間的なふれあいの

もとで子どもの成長発達の権利を保障する、教育環境の整備

を図ること。

⑥国に対して、次の２点について意見書を提出すること

・小学２年生以上中学３年生までの全学年で、上限３５人学

級を法律の改正によって行う。

・新型コロナウイルス感染防止のため、２０人以下学級を展

望した少人数学級をすすめる。

（理由）

はじめに、請願項目①～④について説明します。

宮崎県では現在、小学校１、２年生が上限30人、中学１年生が

上限35人ですが、それ以外の学年では上限40人です。小学２年生

から３年生に変わる時、１学級減や、場合によっては２学級減と

なるなどして、学級当たりの人数が急激に増えるということが多

。 「 」々見受けられます 従来から せめて35人学級を実現してほしい
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という保護者や教職員の願いがありました。

2020年に入り、新型コロナウイルス感染症が広がる中で、文部

科学省の提起した「学校の新しい生活様式」は、教室での子ども

同士の距離を２メートル確保するために、教室あたりの児童生徒

数は20人程度とする必要があるとされました。長期間の学校休校

「 」 、 。のあとに行われた 分散登校 は この指導の下に行われました

一つの学級を半分に分けて、時間をずらして授業が行われました

が、現在では、元通りの学級のまま授業が行われています。新型

コロナウィルス感染症から子どもと教職員の命と健康を守るため

には、宮崎県の学級編制基準を上限20人とする必要があります。

そうすれば、すべての学級が20人以下となるからです。

昨年2019年度の宮崎県の公立小中学校の状況は、小学校では35

％、中学校では29％がすでに20人以下となっています。一方、超

過密な36人以上の学級が小学校で９％、中学校では17％もありま

した。

「調べる会・宮崎 （ゆとりある教育を求め全国の教育条件を」

調べる会・宮崎）が行った2017年度の実態調査では、現状の教員

定数の使い方を変えれば、特段の増員を要さずとも、単式学級を

上限35人、複式学級を上限14人、特別支援学級を上限６人とする

ことは十分に可能だということが判明しました。

国の加配定数である「指導方法工夫改善定数」やそれが基礎化

された定数は、少人数学級に転用することができます。実際、宮

崎県の小１・小２の「30人学級」や中１の「35人学級」は、この

定数を転用して行われていますが、転用せずに「一部教科での少

人数授業」に使われている定数が、小中学校合わせると309人分

ありました また 国の基礎的定数と県の基礎的配置数との差 そ。 、 （

の分は使われていない）が139人分ありました。合計で448人分の

“使える定数”があるのです。

小学校の小学３年生以上の学年すべてで「35人学級」を実施す

るためには118学級を増やし、中学校では53学級増やす必要があ

ります。小学校で複式学級を14人以下とするには７学級、中学校

で複式をすべて解消するには５学級増やす必要があります。特別

支援学級を６人以下とするには小学校で45学級、中学校で７学級

増やす必要があります。それから、これらの学級数が増えること

に伴って増やされる教員の数が小学校では17人、中学校では33人

となります。ですから、増やさなければならない教員の数は合計

285人となります。すでに見た通り、現行の定数で少人数学級化

に使える定数が448人分あるのですから、定数の使い方を変える
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だけで、特段の定数を増やさなくても実現可能なのです。

以上のことから、請願項目の①では、来年度2021年度から、宮

崎県の学級編制基準を小学校３年生以上の全ての学年で一斉に上

限35人とすることを求めます。そして、請願項目の①－２では、

現行の小学１・２年生の30人も正式に県の学級編制基準とするこ

とを求めます。現状では、基準は変えずに運用で行われており、

そのために国の標準より１クラスの人数を少なくして増えた学級

数が、学級数に応じてプラスされる教員数の決定に、反映されて

いないからです。

また、複式学級の上限16人、特別支援学級の上限８人というの

は、子ども同士の距離の点から言えば問題がないのですが、これ

らの学級編制基準についても従来から、複式学級はせめて上限14

人に、特別支援学級はせめて上限６人に改善してほしいと要望が

ありました。

ですから、請願項目の②では、特別支援学級の編制基準を６人

とすること、請願項目の③では、小学校の複式学級の編制基準を

14人とすることを求めます。また、請願項目の④では、中学校の

複式学級については、事例が少ないので、解消することを求めま

す。

次に、請願項目⑤について説明します。

９月30日に公表された文部科学省の次年度予算概算要求書をみ

ると 「少人数学級」の実施へ振替可能な加配定数を、ごく一部、

の学校での小学校高学年の教科担任制へ2000人分転換（すでに今

年度、2000人分転換済み ）することが明示されているのに対し。

て、少人数学級の具体的な人数については曖昧で、必要な予算額

も明示されていません。また、少人数指導（一部の教科の授業時

間だけを少人数にすること ）とＩＣＴ（情報通信技術）を組み。

合わせる制度へ、教育予算の重点を移し変えようとしています。

宮崎県下の学校においても、すでに全校児童生徒にタブレット

が配布される学校があるなど、オンライン授業に対応した予算の

執行が進められています。しかし、オンライン教育が主となる学

校制度では、子どもの健全な成長発達は保障できません。仮想空

間での学習だけでは、体感を伴った現実の深い理解を得ることは

できません。発育途上の未成熟な子どもたちの心身への電磁波の

与える影響も心配です。オンライン授業に過度に頼ることなく、

人間的なふれあいのもとで子どもの成長発達の権利を保障する、

教育環境の整備を図ることを求めます。

請願項目⑥について、宮崎県議会として国に意見書を提出して
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ほしい理由は以下のとおりです。

全国の調査の結果でも、上限35人学級は来年2021年度から全学

年で一斉に実施可能であることが分かりました。まずは、国の制

度として法改正による35人学級の実現を求めます。

新型コロナウィルス感染症から子どもと教職員を守るために

は、上限20人学級が必要です。宮崎県で今すぐに20人学級を実施

するには、1,200程度の教室が必要ですが、現在の余裕学級は700

。 、 。ほどです また 教員を1,300人ほど増やさなければなりません

それらを宮崎県独自に増やすのは、財政的にかなり負担が大きく

なります。国庫負担制度を伴ったもので対応する必要があると考

えます。来年度、35人学級が全学年で一斉に実施された後、コロ

ナ禍の下でも安全・安心な教育環境を整えるには、国の制度とし

ての20人学級実施に向けて計画的に学級編制基準を縮小していく

必要があります。以上の２点について、宮崎県議会から国に対す

る意見書を提出することを求めます。

紹 介 議 員 前屋敷 恵美 満行 潤一
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継 続 請 願

総務政策常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 ９ 号 受理年月日 令和３年６月２１日

夫婦・親子同氏を維持し、旧姓の通称使用の拡充を求める意

見書提出についての請願

１、 請願の趣旨

国の関係機関に夫婦・親子同氏を維持し、旧姓の通称使用の

拡充を求める意見書を貴議会として提出をお願いします。

２、 請願の理由

、 。最近 夫婦別姓制度を盛り込んだ民法改正の議論があります

しかし、夫婦別姓は子供が生まれれば、必然的に親子の間で姓

が異なる親子別姓や、兄弟の間でも姓が異なる兄弟別姓になっ

てしまいます。それでは社会の基盤である家族の在り方に大き

な影響を及ぼし、社会的にも混乱をもたらす心配があります。

平成２９年の内閣府の調査でも、別姓は子供にとって好ましく

請願の件名 ないとの声が６２．６％にも上っているように、子供のために

も良くないと思う人が半数以上います。

夫婦別姓については、昨年１２月の政府の「第５次男女共同

参画基本計画」の策定にあたっても議論となりました。政府の

「 、結論は 戸籍制度と一体となった夫婦同氏制度の歴史を踏まえ

また家族の一体感、子供への影響や最善の利益を考える視点も

十分に考慮」するとされ 「婚姻により改正した人が不便さや不、

利益を感じることがないよう……引き続き旧姓の通称使用拡大

やその周知に取り組む」と明記されました。

第５次男女共同参画基本計画に定められたように、家族の一

体感、子供への影響を考慮し、夫婦・親子同氏制度を維持する

ことが大切です。一方で婚姻により改姓した人の社会生活上の

不便を解消するための方策としては、旧姓の通称使用の更なる

拡充をはかり、それを進める環境の整備が必要です。

つきましては、国の関係機関に夫婦・親子同氏を維持し、旧

姓の通称使用の拡充を求める意見書を貴議会として提出をお願

いします。

- 284 -



紹 介 議 員 窪薗 辰也 佐藤 雅洋 図師 博規 有岡 浩一
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議 事 経 過
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（安田厚生議員、坂本康郎議員）

議会運営委員長審査結果報告

会期決定
６月10日 金 本 会 議

議案第１号～第13号、報告第１号上程

知事提案理由説明

議案第13号委員会付託

常任委員会

（閉庁日）
６月11日 土

休 会
６月12日 日

（議案調査）
６月13日 月

６月14日 火

一般質問（前屋敷恵美議員、坂口博美議員、井上紀代子議員）

６月15日 水 常任委員長審査結果報告（議案第13号）

採決（議案第13号）（可決）
本 会 議

一般質問（山下博三議員、有岡浩一 議員、日高博之議員、
６月16日 木

田口雄二議員）

６月17日 金 一般質問（山下 寿議員、濵砂 守議員、坂本康郎議員）

休 会 （閉庁日）
６月18日 土

６月19日 日

６月20日 月 一般質問（河野哲也議員、武田浩一議員、佐藤雅洋議員）

一般質問（山内佳菜子議員、太田清海議員、安田厚生議員）
本 会 議

６月21日 火 採決（議案第12号）（同意）

議案委員会付託

常任委員会
６月22日 水

６月23日 木

６月24日 金 特別委員会
休 会

（閉庁日）
６月25日 土

６月26日 日

６月27日 月 （議事整理）
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

常任委員長審査結果報告

討論（議案第１号、第６号、第７号に反対)（来住一人議員）

採決（議案第２号～第５号、第８号～第11号、報告第１号）

（可決または承認）

６月28日 火 本 会 議 採決（継続審査・調査案件)（委員長の申出のとおり決定）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号～第６号追加上程、採決（可決）

議員派遣の件

閉 会
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署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 中 野 一 則

宮 崎 県 議 会 副 議 長 右 松 隆 央

安 田 厚 生宮 崎 県 議 会 議 員

坂 本 康 郎宮 崎 県 議 会 議 員





署 名

宮 崎 県 議 会 議 長

宮 崎 県 議 会 副 議 長

宮 崎 県 議 会 議 員

宮 崎 県 議 会 議 員


